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はじめに 

 
2005 年度、12 回目を迎えた「企業 IT 動向調査」は、毎年（社）日本情報システム・ユーザー協会

（JUAS）が実施している、企業における IT 投資、IT 活用についての調査である。現状を調べるだけ

ではなく、課題を明らかにし、企業の IT 全般に関する指標として活用できるデータ収集を目的とし実

施している。 

企業活動にとって IT はビジネスの推進に欠かせないものとなっており、経営を主導し支援するため

に IT をどう活用していくかは、企業にとって非常に大きなテーマである。本調査では、経営に直結し

た戦略的 IT 活用方法、組織、必要な要素を探り、現在、あるいは近い将来企業にとって重要となる IT
の課題を重点テーマとして取り上げ、アンケートおよびインタビューを併用して深彫り調査を行い、

課題解決に向けた指針を提言している。 

2004 年度は「IT 人材の育成」「プロジェクトマネジメント」の 2 つを、そして本年度は「企画提案

力の強化」「システム再構築」「アーキテクチャーを意識したシステム構築」の 3 点を重点テーマとし

て取り上げている。 

「企画提案力の強化」は、ここ数年の本調査の結果として、「システムベンダーへの不満点」の第 1
位に「企画提案力の不足」が挙げられていたことをふまえ、「企画提案力の不足」の背景を探り、今後

の企画提案力強化に役立てるために実施した。 

「システム再構築」は、まさに今、企業がレガシーシステムの再構築や Y2K 対応のため 2000 年頃

に導入したパッケージソフトウェアの更改のための再構築の時期を迎えており、多くの企業において

システム再構築が課題となっていることをふまえ、これまでのシステム再構築について調査し、今後

再構築を実施する企業に役立つ情報を整理した。 

さらに、今後、再構築を実施するうえで、企業は EA（エンタープライズ・アーキテクチャー）をど

の程度意識しているのかを、「アーキテクチャーを意識したシステム構築」にて調査した。 

今回の現状を調査・整理し、分析したことが課題解決の端緒となればと思う。 

本調査の IT 部門対象のアンケート調査票は、24 ページかつ多岐の分野に渡り、専門性の高い設問

も多くなっているが、毎年 1000 社近くの企業に回答をいただいている。継続して回答していただいて

いる企業の割合も 6 割以上と高い。 

同時に、ユーザー企業 42 社、情報子会社 20 社にインタビューの機会を頂戴し、「JUAS なら」とい

うことで、アンケートでは知ることのできない生の声を聞かせていただいた。 

ご協力いただいた企業にあらためてお礼申し上げるとともに、多くの方に調査結果の活用をお願い

したい。 

 

（社）日本情報システム・ユーザー協会 
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調査の概要 

社団法人日本情報システム・ユーザー協会（略

称：JUAS）は、IT ユーザー企業の IT 動向を把

握するための、「企業 IT 動向調査」を 1994 年度

より実施しており、05 年度に実施した調査は 12
回目にあたる。 

本調査では、IT 予算、IT 利用、IT 推進体制

等について経年変化を調査するとともに、その

年度におけるテーマを抽出し重点的に調査を実

施している。05 年度は「企画提案力の強化」「企

業情報の承継とシステム再構築」「アーキテクチ

ャーを意識したシステム構築」の３つを重点テ

ーマとし、調査を実施した。 

本調査は、アンケート調査、インタビュー調

査の 2 つの調査から構成されている。 

アンケート調査では、重点テーマである「企

画提案力の強化」「企業情報の承継とシステム再

構築」「アーキテクチャーを意識したシステム構

築」についてはもちろん、企業における、IT 投

資、IT 利用、IT 推進体制等について、現状と経

年変化の把握、課題抽出を目的に広範囲で俯瞰

的に調査を実施している。 

インタビュー調査では、重点テーマである、

「企画提案力の強化」「企業情報の承継とシステ

ム再構築」「アーキテクチャーを意識したシステ

ム構築」を中心に調査を実施している。 

アンケート調査、およびインタビュー調査と

も、中心となるのは IT 部門を対象とした調査で

あるが、アンケート調査については経営企画部

門を中心とした利用部門に、インタビュー調査

については情報子会社を対象にした調査もあわ

せて行い、多面的な情報を含む分析を実施した。 

（1） アンケート調査 

2005 年 10 日 31 日に、IT 部門長宛：3955 社、

利用部門宛：4197 社にアンケート調査票を発送

した。調査票は IT 部門が A４用紙 24 ページ、

利用部門宛が A4 用紙 4 ページで、設問の一部は

共通している。回答期限は、2005 年 11 月 30 日

とし、IT 部門：923 社（有効回答率：23％）、利

用部門：807 社（有効回答率：19%）からの有効

回答を得た。 

IT 部門宛アンケート回答企業は、2000 年：803
件、2001 年：945 件、2003 年：1075 件、2004

年：872 件、2005 年：977 社、2006 年：923 社

と、毎年安定した回答を得ており、本調査が回

答企業の中に定着していることが窺われる。ま

た、05 年度の回答企業名 923 社のうち、617 社

（66％）が 04 年度の調査にも回答しており、継

続性の高い調査になっている。 

回答を寄せた企業は何らかの形で IT部門を持

っている企業であるため、回答企業の母集団は、

日本全体の企業構成から見ると大企業寄りの調

査となっている。 

① アンケート回答企業の業種 

本調査では回答企業の業種を20業種に分類し

ている。回答企業数の割合を昨年と比較してみ

ると、母集団の構成はほぼ同じと言える。また、

IT 部門と利用部門の回答企業もほぼ同じ業種構

成となっている（図表 0-1）。 

② アンケート回答企業の規模 

企業規模については、「資本金」「売上高」「従

業員数」いずれについても、昨年との比較およ

び IT部門と利用部門の従業員数構成を比較して、

ほとんど差がない状態である（図表 0-2、0-3、
0-4）。 

③ アンケート回答企業の業績 

IT 部門にのみ質問している。昨年度と比較し

て、「増収増益」企業が 15 ポイント増加してお

り、「減収減益」企業が 13 ポイント減少してい

る（図表 0-5）。 

（2） インタビュー調査 

インタビュー調査は 2005 年 11 月～1 月に、

協会役員を中心とする調査担当が、42 社の IT
部門長、20 社の情報子会社（主に企画担当の役

員）、に対して行った。インタビュー先は日本を

代表する著名企業が多く、業種も多岐に渡って

いる。 

インタビューの項目は、IT 部門 19 問、情報

子会社 20 問、で、インタビュー時間は平均して

1 時間～1 時間 30 分程度であった。 
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図表 0-1 回答企業の業種 

製造業 
企業数 

非製造業 
企業数 

IT 部門 利用部門 IT 部門 利用部門 

01．農林・水産・食品 37 4% 22 3% 11．商社流通卸売 163 18% 133 16%

02．建設・土木・鉱業 84 9% 81 9% 12．銀行・保険・証券・信販 63 7% 55 7%

03．化学・薬品 60 7% 54 7% 13．不動産・倉庫 29 3% 28 4%

04．石油・石炭・ゴム 6 1% 8 1% 14．運輸 36 4% 33 4%

05．繊維・紙・木材 27 3% 21 3% 15．通信・通信サービス 4 0% 12 2%

06．鉄・非鉄金属・窯業 49 5% 37 5% 16．電気・ガス・水道 6 1% 8 1%

07．輸送機器関連 30 3% 25 3% 17．放送・新聞・出版 13 1% 18 2%

08．一般機械製造 60 7% 51 6% 18．サービス業 75 8% 73 9%

09．電気機器製造 72 8% 65 8% 19．情報処理業 24 3% 35 5%

10．その他製造業 84 9% 45 6% 20．その他 1 0% 6 0%

製造業合計 509 55% 409 51% 非製造業合計 414 45% 401 49%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 0-2 回答企業の資本金 
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図表 0-3 回答企業の売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 0-4 回答企業の従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 0-5 回答企業の業績 
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アンケート調査の結果と分析 
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1．1 IT についての関心事と IT 投資 

本章では、回答企業が、IT に関してどのよう

な関心を持っているのか、IT 投資における課題

としてどのような点が考慮されているのかを、

経年的な傾向をふまえて分析している。 

また、IT 投資効果の評価の実体について調査

を行っている。 

1．1．1 IT についての関心事 

本調査では、例年、回答企業がどのような関

心を持っているのかをとらえるため、アンケー

トの冒頭に、最近の IT の主なトピック 20 をあ

げ、関心のあるものを 5 つまで順番をつけて選

択してもらっている。 

トピックスの項目は毎年少しずつ入れ替えて

いる。05 年度は、新しいトピックスとして、「日

本語版SOX法」「ビジネスインテリジェンス」「サ

ービス志向アーキテクチャ SOA）」を追加した。 

さらに、同じようなテーマについては、「保守・

運用」を「ITIL」へ、「ソフトウェアの生産性」

は「ソフトウェアメトリックス」へ、「企業情報

ポータル」は「ビジネスブログサービス」など

に変更した。また、「個人情報保護法対応」は削

除し、「組織・情報子会社」は「組織運営」とい

う、より範囲の広いキーワードに変更している。 

（1） 「システム再構築」が 1 位に 

まず、1 位に挙げられたトピックスについて注

目してみると、例年通り、上位 4 つに入るトピ

ック（「システム再構築」「IT コストの削減」「セ

キュリティ」「IT 投資効果評価」）が、他のトピ

ックに比べて圧倒的に関心が高いという結果に

なった。 

その中での順位を見てみると、トップは「シ

ステム再構築」、続いて「IT コストの削減」「セ

キュリティ」「IT 投資効果評価」という順序にな

った。 

図表 1-1-1 IT ついての関心事（1～5 位まで表示） 

(n=913)
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04 年度は、トップが「IT コストの削減」で、

「システム再構築」「IT 投資効果評価」「セキュ

リティ」の順位であったから、コストに関連す

る 2 項目が順位をさげ、再構築とセキュリティ

の関心がより高まったということができる。 

（2） 総合的には「セキュリティ」が最大の関心 

１位に挙げられたトピックスだけでなく、5 位

までの順位を考慮するために、それぞれ 5 点か

ら１点のポイントを与え、指数化したものが図

表 1-1-2 である。 

１位として選択されたトピックの順位では 3
位であった「セキュリティ」が、他を大きく押

さえてトップになり、2 位は、「コスト削減」、3
位は「システム再構築」4 位は、「IT 投資効果評

価」と順位も全く 04 年度と変わりがなかった。 

景気の回復を背景に、企業の IT 関係者が、い

よいよ懸案の「システム再構築」に本腰を入れ

ようとしてはいるが、「セキュリティ」「IT コス

トの削減」は、多くの企業で普遍的な課題であ

るという情況が垣間見える結果となった。 

 上記 4 項目以外への関心は、例年通り全体的

に大きく下がる。個人情報保護法のあと脚光を

浴びている「日本版SOX法の対応」については、

施行予定が 2008 年とまだ先であるからか、関心

は 05年度の個人情報保護法の対応が 5位だった

のに対し、8 位と余り高くない。 

これに変わって、大きく順位を上げたのが、

「IT 組織運営」で、1 位に挙げられたトピック

の中では「IT 人材の育成」をおさえ、5 位にな

ったことが注目される。 

この「IT 組織運営」のトピックスは 04 年度

まで「IT 組織・情報子会社」というキーワード

で聞いていたが、前年は指数化しても 15 位と全

く関心の薄かった項目である。 

IT 部門が、組織そのもののありかたに大きな

課題があることに気がついた証左と言えよう。 

図表 1-1-2 IT の関心事（指数化の結果） 
1 位：5 点、2 位：4 点、以下 3 点、2 点、1 点とポイントを付け指数化／（  ）内は昨年度調査における順位 

(n=913)
0 500 1000 1500 2000 2500

セキュリティ(1)

ITコストの削減(2)

システム再構築(3)

IT投資効果評価(4)

IT人材の育成(6)

ＩＴ組織運営(15)

アウトソーシング(9)

日本版SOX法対応(-)

ERP（企業資源計画）(7)

プロジェクトマネジメント(12)

システムのユーザビリティ(14)

ビジネスインテリジェンス(-)

オープンソースソフトウェア(17)

RF-IDの活用(19)

ユビキタスコンピューティング(19)

SOA(-)

EA(16)

ＩＴＩＬ(-)

ビジネスブログサービス(-)

ソフトウェアメトリクス(-)

グリッドコンピューティング(21)

その他(-)
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図表 1-1-3 従業員規模別 IT の関心事（※上位 8 つを抜粋） 
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（2） 大企業は投資対効果とコスト削減、中小はシス

テム再構築 

この関心事を企業規模別に見ると、上位 4 項

目で際立った違いが見られる。まず従業員数

1000 人以上の大企業では、一番の関心事が「IT
投資効果評価」、次が「IT コストの削減」である

のに対し、従業員数 100～999 人の企業と 100
人未満の企業の最大の関心事はいずれも、「シス

テム再構築」であった（図表 1-1-3）。 

大企業ではシステム再構築はもはや実行段階

で、むしろその投資対効果に大きな関心がある

のに対し、中堅・中小企業は、これからシステ

ム再構築にとりかかろうとしていると考えられ

る。レガシーシステム刷新の流れはいよいよ本

格化しはじめたようだ。 

（3） 技術的な関心は相変わらず低い 

上位 4 項目以外で目立ったところを見てみる

と、キーワードが変わったとはいえ大きく順位

を下げのが、04 年度の「ソフトウェアの生産性」

と「保守運用・SLA」である。これらは、それ

ぞれ「ソフトウェアメトリックス」と「ITIL」
というキーワードに変更されたが、全く関心を

集めず最下位に近い順位となった。 

ソフトウェアの生産性を上げるには、開発の

定量化である「ソフトウェアメトリックス」が

不可欠であり、運用の標準規格化といえる

「ITIL」は最近話題のトピックスである。本来、

ソフトウェアの生産性向上や、合理的な保守運

用に関心があれば、言葉が変わるだけで、これ

ほどの急激な減少は考えられない。昨今の企業

の IT 部門の技術（手段）に対する関心の薄さを

物語っているように思えてならない。 

また、新たに加えた「サービス志向アーキテ

クチャ SOA）」と「ビジネスインテリジェンス」

も、低い関心にとどまった。「ビジネスインテリ

ジェンス」はこれまでのナレッジマネジメント

に相当する分野で、一定の支持のあるところで

あるが、全体でこのキーワードに関心があると

答えた企業は 9％しかいない。「ビジネスブログ」

に至っては、3％の企業しか関心があると答えて

いない。「ユビキタス」「RF-ID」「オープンソー

ス」なども前年とほとんど変わらない関心の低

さである。 

情報システム部門が、技術を離れ経営・管理

に関心が高まっている中でもなお、こうした多

様化する新技術の何に関心を持っているかを調

査することは、今後も続けていく必要があると

思うが、現在のように 5 つまで絞って答えても

らう方法では、なかなか関心の推移は見えにく

い。今後は質問形式を変えるなど、より具体的

にわかる方法を検討していく必要があるだろう。 
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図表 1-1-4 今後の IT 投資において重視する目的（IT 部門） 

(n=915)
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情報共有による社内コミュニケーションの強化

企業としての社会的責任の履行

企業間(グループ、業界、取引先間)の情報連携

経営の透明性の確保

グローバル化への対応

新商品・新市場の開拓

その他

1位 2位

1．1．2 IT 投資の目的 

それでは、現実に企業は何に重点をおいてこ

れから IT 投資をしていこうとしているのか。 

こちらも昨年と同様に、以下の 11 の選択肢の

中から、2 つを選んでもらっている。この設問は

同じ質問を利用部門にも聞いており、IT 部門と

利用部門の考え方についても見てみたい。 

（1） 業務プロセス・システムの再編成が本流に 

まず、IT 部門で最も重視していくと回答した

項目は、「業務プロセス・システムの再編」で、

全体の回答企業の 25％が１位にあげた。続いて

は、「トップによる迅速な業績把握」で 20％、3
番目は、「コスト削減」、4 番目は「顧客重視の経

営」、5 番目は「社内コミュニケーション」であ

った。初めて、関心事のトップ（システム再構

築）と投資意向のトップが一致したことになる

（図表 1-1-4）。 

1 位に挙げられた項目を、年度別にまとめたも

のが、図表 1-1-5 である。 

昨年度は、「経営トップによる迅速な業績把

握」が一番目で、わずかな差で「業務プロセス・

システムの再編」が 2 番目であったが、05 年度

はこれが逆転した。 

03 年度では、「経営トップによる迅速な業績把

握」を投資の目的として最も重視すると答えた

企業は全体の 33％もあったのに対し、04 年は

21％と急減し、05 年度さらに 20％に下がってい

る。これに対して、「業務プロセス・システムの

再編」は 03 年度が 16％、04 年度は 20％で、05
年度は 25％と着実に増えている。 

「トップによる迅速な業績把握」は目的であ

り、「業務プロセス・システムの再編」は手段で

ある。高い目的を掲げて色々議論したが、結局、

業務プロセスを見直し、システムを作り変える

ことが、迅速な経営実現になるということに気

づいたということを物語る数字である。 

一方、IT の関心事では総合的にはトップであ

ったセキュリティへの投資意欲はどうなったで

あろうか。セキュリティ強化の目的のひとつで

ある「企業としての社会的責任の履行」は、04
年度は意識が高い割には、１位に上げた企業の

数は 8 番目とふるわなかったが、05 年度は、順

位を上げ、前年までの「グローバル化への対応」

や、「企業間連携」を抑えて 6 番目となった。 

04 年度は全体の回答企業の中で、これを投資

意向の１位にする企業は、5％しかなかったが、

05 年度は、全体の 8％が１位に挙げたことにな

る。 

個人情報保護法の施行もあるが、相次いでお

きた社会の根幹を揺るがすような大事件、大事

故によって、これまでに増して企業の社会的責

任が厳しく求め始められたからとも考えられる。 
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図表 1-1-5 年度別今後の IT 投資において重視する目的（1 位のみ/IT 部門） 
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コミュニケーションの強化

企業としての社会的
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企業間(グループ、業界、
取引先間)の情報連携

経営の透明性の確保
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新商品・新市場の開拓

05年度(n=915)

04年度(n=969)

03年度(n=843)

図表 1-1-6 今後の IT 投資において重視する目的（利用部門） 
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（2） 利用部門と IT 部門の認識の違い 

この設問は利用部門にも全く同じ形で聞いて

いる（図表 1-1-6）。 

最も多数の企業が１位にあげた項目は、「業務

プロセス・システムの再編」で、次が「トップ

による迅速な業績把握」、3 番目は、「顧客重視の

経営」、4 番目は「社内コミュニケーション」、  

5 番目は「コスト削減」であった。 

1 位に選択されたものを 04 年度の結果と比較

したものが図表 1-1-7 である。前年とほぼ同じ順

番となったが、「情報共有による社内コミュニケ

ーションの強化」の割合が減り、順位を下げて

いる。 
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また、IT 部門と比較すると、「顧客重視の経営」

と「コスト削減」が逆転している。これは、顧

客を目の前にしている利用部門から見れば、ご

く当然のことであろう。 

一方、利用部門における「企業としての社会

的責任の履行」に関する投資意欲は、05 年度は

IT 部門と同様、前年の 9 番目から 6 番目と大き

く順位を上げている。 

 ただし、順位を上げたと言っても、「グローバ

ル化の対応」、「企業間連携」などとの差はわず

かであり、数から言っても、回答企業 730 社の

利用部門のうちの 26 社、3％にすぎなかった。 
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情報共有による社内
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新商品・新市場の開拓

05年度IT部門(n=915)

05年度利用部門(n=807)

04年度IT部門(n=969)

04年度利用部門(n=741)

図表 1-1-6 年度別 今後の IT 投資において重視する目的 
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（3） 大企業は業務・システムの再構築、中堅・中小

企業はインフラの整備に直面 

企業規模によって投資意欲に違いはあるだろ

うか。 

図表 1-1-8 によると、規模が小さい企業では、

「情報共有による社内コミュニケーションの強

化」を選んでいる企業の割合が比較的多く、現

在直面している課題であると考えられる。 

 一方、従業員規模 1000 人以上の大企業では、

この分野の投資はすでに完了しているからか、

選択している企業は少ない。 

企業規模が大きくなるにつれ、「業務プロセ

ス・システムの再編」への意欲が強くなる。関

心事の項でも述べたが、大企業ではシステム再

構築はすでに実行段階であり、現実の課題とし

てその必要性に直面しているものと思われる。 

図表 1-1-8 企業規模別今後の IT 投資において重視する目的 
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 16

1．1．3 投資対象の現状と今後の方向性 

続いて、具体的にどのような IT 投資が実施さ

れているのか、その性質を 3 つのタイプに分け

て検討して質問した。 

以下の 3 つのタイプが考えられる。 

①インフラ型投資：メール等のグループウェ

ア、ネットワークの導入等、一般管理業務の

業務基盤として欠かせないもの 

②業務効率型投資：省力化、在庫削減、経費

削減、歩留向上等、定量化しやすい案件 

③戦略型投資：商品力、営業努力、IT 効果

などが複合され、IT 効果だけの効果を評価

することが難しい案件。顧客サービスの強化

等、定量評価の難しい案件 

上記 3 つのタイプ別に分けた場合、どのよう

な割合で投資されているのか、また、今後はど

のような投資を増やして行きたいと考えている

のかを回答してもらった。 

（1） インフラ型 4 割、業務効率型 4 割、戦略型 2 割、

中小はインフラ整備の段階 

インフラ型投資、業務効率型投資、戦略型投

資の 3 タイプに分類してもらい、現状の割合を

回答してもらった。その割合を単純に平均した

ものが図表 1-1-9 の「単純平均」、それぞれの企

業の新規投資の割合を加重し金額の平均値の割

合を算出したものが「金額加重平均」である。 

単純平均では、インフラ型投資が 4 割、業務

効率型が 4 割、戦略型が 2 割となり、昨年度と

比較して大きな変化はなかった。 

 金額ベースの比率（金額加重平均）でみてみ

ると、インフラ型 3 割、業務効率型 3 割、戦略

型 4 割とその割合が逆転し、戦略型投資で IT 投

資総額が大きくなっていることがわかる。 

これを企業規模別にみたものが、図表 1-1-10
である。 

企業規模が大きくなるにつれインフラ型投資

と業務効率型投資が減少し、戦略型投資が増加

するという傾向にある。大企業ではインフラ型

投資と業務効率型投資は一段落し、戦略型投資

に手をつけ始めている状況と言える。 

一方、規模の小さい企業ではインフラ型投資

の割合が大きく、インフラ整備の段階が続いて

いる状況と言える。 

（2） 業種別の特徴 

各業種における投資における特徴を見るため

に、業務効率型投資と戦略型投資の業種におけ

る単純平均をプロットしたものが図表 1-1-11 で

ある。上にあるものは戦略型投資の比率が高く、

右にあるものは業務効率型投資比率が高い。ま

た左下に行くほどインフラ型の比率が高いこと

を表している。 

業務効率型投資の割合が高い業種として、「輸

送機器・関連部品」「繊維関連・紙・木材」「運

輸」が挙げられる。また、戦略型投資の割合が

高い業種として、サンプル数が少ないが「通信・

通信サービス」、「銀行・保険・証券・信販」「放

送・新聞・出版・印刷・映画」が挙げられる。

図表 1-1-9 タイプ別投資の割合 

41.2

28.1

39.3

32.2

19.5

39.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=776)

金額加重平均(n=694)

インフラ型 業務効率型 戦略型
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 図表 1-1-10 企業規模別タイプ別投資の割合 
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1兆円以上(n=21)

10億円未満(n=8)

10億～100億円未満(n=131)

100億～1000億円未満(n=402)

1000億～1兆円未満(n=128)

1兆円以上(n=18)

単
純

平
均
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加
重
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図表 1-1-11 企業規模別タイプ別投資の割合 
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（3） 今後は戦略型投資重視の傾向 

インフラ型投資、業務効率型投資、戦略型投

資それぞれについて今後の方向を聞いた結果が

図表 1-1-12 である。 

全体としては「不変（現状維持）」と回答した

企業がインフラ型については 61％、業務効率型

については 53％と過半数を占めている。また「増

加」とする企業が「減少」とする企業を上まわ

る結果となっている。 

一方、戦略型投資については「増加」が 56％、

「不変」が 41％、「減少」3％と、今後の方向に

ついての意識は明確に「増加」の傾向を示して

いる。 

昨年度と比較すると、インフラ型投資を抑え

ようという意識が見られたが、全体としては大

きな変化は見られなかった。 

 企業規模別では、インフラ型、業務効率型に

ついては共に、企業規模が大きくなるに従い、

増加させようと考える企業と減少させようと考

える企業に2分される傾向にある（図表1-1-13）。 

基盤となる当面の IT課題を片付けた大企業を

中心に、事業の特性や戦略に従いそれぞれの道

を歩み始めていることが窺える。 

また、戦略型では売上 100 億を境にして「増

加」と「不変」が入れ替わり、規模が大きくな

るほど「増加」させたい企業の比率が増加して

いる。 

基幹系など業務効率型のシステムの再構築や

整備を一応整えた規模の大きな企業ほど、戦略

型システムへ投資のウエイトを移して行こうと

している状況が覗える。 

図表 1-1-12 タイプ別投資の今後の見込み 
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図表 1-1-13 企業規模別タイプ別投資の今後の見込み 
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1．1．4 投資効果評価の実施状況 

それでは、これらの IT 投資に対し、どの程度

評価がなされているのか、また、どのような手

法で評価が実施されているのだろうか。 

（1） 半数の企業が評価を実施、昨年から足踏み状

態はほとんど変わらず 

投資効果の評価を行っている企業は、「実施」

「一部実施」あわせて、事前評価では 52％、事

後評価は 42％であった。03 年度から 04 年度、

評価を実施している企業の比率が大きく増加し

たのに対し、04 年度から 05 年度は足踏み状態

という結果となった（図表 1-1-14）。 

 これを売上高による企業規模で比較したもの

が図表 1-1-15 である。 

売上高１兆円以上の企業では、事前評価は「一

部実施」を含めるとすべての企業が、また事後

評価も同じく 89％の企業が評価を行っている。

しかし、企業規模が小さくなるに従い評価を行

っている企業の比率は低下し、10 億円以下では

全く行われていない。 

投資に対する評価を行うことは、企業として

必要な行動である。評価を実施していない企業

が事前評価では 48％あり、事後評価では更に増

えて 58％という実態は大きな問題である。特に

今後の方向として戦略型投資を増加させるとい

う企業が多い状況下で、投資評価の実施は企業

規模を問わず重要な課題である。 
図表 1-1-14 投資効果評価の実施状況 
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図表 1-1-15 売上高と評価実施（事前・事後） 
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図表 1-1-16 事前評価と事後評価実施の関係 
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↓

事後評価→ 実施している 一部実施している 実施していない

（2） 事前評価は実施しているが、事後評価がなさ

れていない企業が 24％。事後評価は経営層の IT に

対する理解と、効果発現への要件 

事前評価を実施している企業群（全体の 17％）

のうち、86％の企業が「実施」「一部実施」を含

め事後評価も実施している。また、「一部実施」

と回答した企業群（全体の 35％）では 71％が事

後評価を行っている（図表 1-1-16）。これは、評

価をしっかりと制度化すれば事後評価の実施も

進むということを示している。 

しかしながら、せっかく事前評価を行いなが

ら、事後評価を実施していない企業が、それぞ

れ 14％、29％ある。これは、事前評価を「実施」

「一部実施」している企業 471 社のうち 24％
（113 社）に相当する。 

事前評価を曖昧なまま投資の決裁や予算の承

認をしているとすれば、それは経営レベルの問

題である。しかし事前評価した案件について、

その事後評価が放置されているのなら IT部門や

経営スタッフの責任が大きい。 

事前評価と事後評価を一連の PDCA サイクル

として管理することは、企画能力の醸成につな

がる。また、事前評価を基に投資の決裁を行っ

た経営層へ、その結末としての事後評価の結果

を報告することが、経営層の IT 化に関する理解

と協力を得ることに極めて有効にはたらくはず

である。 

 IT 化の効果を発現させるためには、関係者の

並々ならぬ努力が必要である。しかし、組織と

して成果の評価をフォーマルに行わず、“やりっ

ぱなし”がまかりとおるなら、関係者の誰が苦

労してまで効果発現への努力を真剣にするであ

ろうか。事後評価の徹底は効果を確実なものに

する為の必須の条件である。 

（3） 実施企業のほぼ半数は一定金額以上の案件

を対象に実施、問題の大きさと手間のバランスがと

れた制度作りと評価実施の徹底を 

評価を一部でも実施している企業に対し、評

価実施の基準を聞いたものが図表 1-1-17 である。

約半数の企業で、事前評価、事後評価ともに「一

定金額以上の案件について実施」と回答してい

る。 

企業規模別に見ると、売上 100 億円以下の企

業では、「すべての案件を実施」する企業が「一

定金額以上の案件を実施」する企業を上まわる

結果となっている。1000 億円以上の企業群では、

事後評価において、「すべての案件を実施」する

企業の割合が減少し、「その他の基準」と回答し

た企業が増加している。 

「一定金額以上の案件を実施」する場合は、

企業規模により金額が変わってくる（図表

1-1-18）。 
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IT 化の目的・内容についての経営上の重要性

と投資金額を基に取り扱いを分類し、「必要性と

手間とのバランスがとれた評価・決済手続き」

の作成・制度化が必要である。この中で事前と

事後は同じ基準で、また全ての案件が何らかの

マネジメントのレベルで評価されることが基本

である。 

 また日本版 SOX 法の施行などを考慮すれば、

従来の経営上の投資効果評価に加え、この手続

き・制度の中で、データ処理のロジックや方法、

業務プロセスの法的妥当性、運用の堅牢性など

への評価・確認、責任の明確化が、今後更に求

められてくる可能性がある。 

図表 1-1-18 企業規模別投資評価を実施する金額の基準 

図表 1-1-17 企業規模別評価実施基準 

36%

46%

35%

33%

44%

27%

41%

30%

16%

22%

48%

37%

50%

49%

52%

50%

34%

48%

60%

65%

15%

17%

15%

17%

4%

23%

24%

23%

24%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=442)

100億円未満(n=59)

100億～1000億円未満(n=226)

1000億～1兆円未満(n=126)

1兆円以上(n=27)

全体(n=354)

100億円未満(n=58)

100億～1000億円未満(n=176)

1000億～1兆円未満(n=93)

1兆円以上(n=23)

事
前

評
価

事
後

評
価

すべての案件を実施 一定金額以上の案件は実施 その他の基準

37%

58%

43%

24%

9%

24%

50%

25%

15%

8%

44%

37%

44%

45%

27%

49%

44%

61%

40%

17%

8%

5%

15%

18%

10%

7%

15%

25%

12%

5%

7%

16%

45%

17%

6%

7%

31%

50%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=186)

100億円未満(n=19)

100億～1000億円未満(n=999)

1000億～1兆円未満(n=55)

1兆円以上(n=11)

全体(n=156)

100億円未満(n=18)

100億～1000億円未満(n=75)

1000億～1兆円未満(n=48)

1兆円以上(n=12)

事
前

評
価

事
後

評
価

1000万未満 1000～5000万未満 5000万～1億未満 1位億円以上



 23

27%

23%

23%

19%

26%

23%

25%

21%

43%

44%

64%

66%

15%

16%

9%

8%

24%

21%

21%

19%

0% 20% 40% 60% 80%

05年度(n=463)

04年度(n=534）

05年度(n=376）

04年度(n=453)

事
前

評
価

事
後

評
価

ROI
KPI
ユーザー満足度
他社との比較
その他

（4） 評価手法：複数選択とはいえとびぬけて高い

「ユーザー満足度」、その中身を捉え、IT 部門の主体

性を高めることが大切 

評価を一部でも実施している企業に対し、実

施している評価手法を複数回答で答えてもらっ

た結果が図表 1-1-19 である。 

最も実施されている評価手法は昨年と変わら

ず「ユーザー満足度」で、次いで事前と事後で

は順位が入れ替わるが「ROI」と「KPI」が続き、

次に「その他」、「他社との比較」の順になる。 

事前評価に比べ事後評価では「ユーザー満足

度」の比率が増え、その一方で「他社との比較」

の比率が減少している。計画・決裁時点では「他

社に遅れをとらないように」ということを強調

し、稼働後はシステムの出来映えを意識した結

果であろうか。ただし、事後評価は事前評価と

まずは同じ基準（「言ったこと・約束したことが、

そのとおりに出来たか」、ということで評価して

みるのが基本である。 

昨年度と比較すると、ROI、KPI がいずれも 3
～４ポイント増加しており、定量的に効果を捉

え、より厳密に評価をして行こうという努力の

成果が現れてきている。 

 評価手法を投資のタイプ別に整理したものが、

図表 1-1-20 である。 

複数選択回答とはいえ、IT 部門が主体性を発

揮すべきインフラ型投資において、「ユーザー満

足度」が高い比率を占めている点や、1/3 の企業

が評価を行わないと回答している点が大変気に

なる。サービスベンダーや、他社の単価など、「他

社との比較」をもっと意識してもよい問題であ

る。 

また、業務効率型においては課題対象の特性

から主要指標として「ROI」が、戦略型では「KPI」
（長期的には ROI）が重視されるべきである。

ただし、KPI は、これを企業目的や業績につな

ぐ具体的な事業施策の実施と同期してはじめて

効果発現に繋がり、その意味を持つ。KPI その

ものの妥当性と投資のタイミングが鍵である。 

IT 部門がコーポレート機能として経営と連携

し、IT を企画（事前評価が含まれる）し、その

推移を監理（事後評価が含まれる）するならば、

ユーザー満足度を含めて全社的な観点に立った

評価が必要であろう。 

図表 1-1-19 年度別採用されている IT 投資評価の手法 
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最も実施されている「ユーザー満足度」につ

いては、その内容を IT 部門自らが再吟味してみ

る必要はないだろうか。システム設計や運用に

関わる技術的な問題の結果は、多くの場合ユー

ザー不満足度として表れてくる。これらは必要

水準の確保が前提条件となる問題であって、投

資評価の基準とは本来的には別のものである。 

 マーケッティングにおける顧客満足問題と同

様、顧客不満足を失くせば本来の満足度が上が

るわけでもない。ユーザーに判断を委ねるべき

問題とユーザーの意見を聞いても IT部門が自ら

判断・評価すべき問題の峻別が重要である。 

図表 1-1-20 タイプ別評価の手法 
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1．2 業務システムの導入と評価 

この章では、企業の IT 利用の動向を全体的に

把握するために、業務システム毎に、ハードウ

ェアやソフトウェアの状況を聞き、さらにそれ

らの満足度を調査した結果を経年変化をふまえ

てまとめている。 

ハードウェアのプラットホームとしては、メ

インフレーム系と、UNIX 系、PC サーバーで動

く Windows 系、それに昨年度からサーバーバー

で上のフリーUNIX（Linux 系と総称）を調査項

目に加えている。ソフトウェアは、自社開発（ス

クラッチ開発）か、パッケージ利用か、または

併用かの 3 項目である。 

業務の種類は、基幹系は人事、財務などの一

般事務業務から、仕入れ、受発注、物流などの

生産業務など 8 つのカテゴリーに分け、情報系

はメールなど 4 つのカテゴリーに分けて、それ

ぞれについて聞いている。 

1．2．1 業務システムにおけるハードウェア 

（1） 基幹系でもメインフレーム比率が低下してきた 

まず、基幹系におけるハードウェアのプラッ

トホームの推移を見てみよう（図表 1-2-1）。 

05 年度、メインフレーム比率の最も高い基幹

業務システムは、前年に引き続き「仕入れ・在

庫管理」の 57％で、次いで「物流」と「生産・

商品」の 55％となった。これらを 04 年度と比

較すると、いずれも 2 ポイントから 3 ポイント

低下しており、これでメインフレームの比率が

60％を超える業務システムはひとつもなくなっ

たことになる。 

上記の「仕入れ・在庫管理」「物流」「生産・

商品」と、4 位に下がった「受発注」を合わせた

4 つの業務は、基幹系システムの中でも、大量の

データを迅速に、かつ高い信頼性を持って処理

をしなければならない、いわばメインフレーム

の牙城である。 

 

図表 1-2-1 基幹系業務システムのハードウェア

54%

57%

55%

54%

41%

31%

37%

30%

57%

60%

56%

58%

43%

35%

42%

31%

16%

14%

14%

15%

12%

17%

16%

13%

15%

14%

14%

14%

14%

16%

15%

14%

29%

28%

29%

29%

45%

50%

46%

56%

26%

25%

29%

27%

40%

48%

42%

55%
1%

1%

1%

2%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

2%

1%

2%

1%

2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=783)

②仕入・在庫管理(n=764)

③生産・商品(n=612)

④物流(n=523)

⑤顧客管理(n=679)

⑥経営企画(n=407)

⑦財務会計(n=880)

⑧人事・総務(n=807)

①受発注（n=819）

②仕入・在庫管理（n=795）

③生産・商品（n=622）

④物流（n=538）

⑤顧客管理（n=706）

⑥経営企画（n=404）

⑦財務会計（n=922）

⑧人事・総務（n=849）

0
5
年

度
0
4
年

度

メインフレーム系 UNIX系サーバ Linux系サーバ Windows系サーバ



 26

 これらの業務は 04 年度まで、他の業務がメイ

ンフレームの比率を下げていく中で、60％台前

後を行き来していたが、ここへきて 4 業務いず

れも比率を下げた。基幹系のダウンサイジング

がいよいよ本格化してきたことを裏付ける数字

である。 

05 年度はメインフレームの比率の低い業務も

更に比率を下げている。多い順から見ると、「顧

客管理」が 05 年度より 2 ポイント低い 41％、「財

務会計」が 5 ポイント低い 37％、「経営企画」が

4 ポイント低い 31％、「人事総務」が 1 ポイント

低い 30％である。 

以上の状況を、04 年度と同様、企業の規模を

従業員数で、100 人未満、100～999 人、1000 人

以上の 3 つに分けて比較して見る（図表 1-2-2）。 

従業員数 100 人未満の企業のメインフレーム

比率が異様に高く、サンプル数が少ないことによ

る（54 社、04 年度 62 社）サンプル誤差と考え

られるため、比較の対象から外し、従業員数 100
～999 人の企業と 1000 人以上の企業を見ると、

04 年度同様、大企業のほうがメインフレームの

比率が低く、しかも減少率が大きい。大企業を中

心に盛んにダウンサイジングが進んでいること

がよくわかる。 

メインフレームからのダウンサイジングはど

こへ向かっているかは、05 年度のデータを 04 年

度と比較すれば、明白な答えが出てくる。すべて

の業務で、UNIX 系は 04 年度と比率がほとんど

変わっていない。ダウンサイジングの方向が、よ

り安価な Windows 系の PC サーバ行っているこ

とは間違いない。 

図表 1-2-2 企業規模別基幹系業務システムのハードウェア
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また、大企業は中小・中堅企業に比べて、基幹

系に UNIX 系のプラットホームを多く採用して

いるが、「物流」業務で、UNIX 系が 22％から 24％
に増えた以外はすべてシェアを減らしている。 

Linux 系のサーバは、まだすべての業務で、

最大でも 2％にしか達せず、Windows 系に比べ

れば圧倒的に少ない。しかし、従業員 1000 人以

上の大企業だけで見ると、「生産・商品」業務の

ように 3％近いものもあり、業務によっては採用

する企業の数が倍になっているところもある。

基幹系業務への導入は、統計的にはまだ問題に

ならないが着実に増えてきたということは言え

そうだ。 

（2） 情報系は Linux が増加、Windows は変化なし 

次に情報系のプラットホームの推移を見てみ

よう（図表 1-2-3）。 

インターネットや、メールなどの情報系は、

もともとは UNIX 系のシステムから始まったア

プリケーションで、メインフレームの比率はご

く小さく、ほとんどは、UNIX 系と Windows 系

で占められている。昨年度より、新たに Linux
系（ハードウエアは IA サーバー）が項目として

追加されているので、昨年からの変化に注目し

たい。 

 それによると、Linux 系は、昨年にくらべて、

どれもわずかではあるが、メール、電子掲示板、

ナレッジマネジメント、広報（Web）の４つの

カテゴリーすべてにシェアを伸ばした。 

一方、昨年、すべてのカテゴリーで比率を増

やした Windows 系は、04 年度とほとんど変わ

らず伸び悩んでいる。UNIX 系は 04 年度同様、

漸減傾向であるので、数字から見れば、この一

年間の Linux 系の伸びは大きなものであったと

想像される。 

特に、メールと社外向け広報（Web）のアプ

リケーションは、Linux 系が UNIX 系の 8 割近

くにまで拮抗してきており、このまま推移する

と、逆転する可能性も出てきた。 
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図表 1-2-3 情報系業務システムのハードウェア 
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図表 1-2-4 基幹系業務システムの開発形態

1．2．2 業務システムの開発形態 

（1） まだまだ自社開発が主流 

次は、各業務システムがどのようなソフトウ

ェアで構成されているか、自前で開発したのか

（自社開発）、パッケージを活用したのか、また

は自社開発とパッケージを併用したのか、大き

く 3 つの形態に分けて聞いている。 

日本では、基幹系業務についてはすべてをパ

ッケージで開発する例はまだまだ少なく、05 年

度も 04 年度同様、自社開発した業務システムが

圧倒的に多かった（図表 1-2-4）。 

最も自社開発の比率の高かった業務は、「受発

注」と「物流」で 73％、続いて「仕入れ・在庫

管理」と「生産・商品」の 71％であった。これ

らは、さきに調べたメインフレームの比率の高

い業務であるが、ダウンサイジングした後も手

作りするという志向は変わっておらず、メイン

フレームの比率の低い（41％）「顧客管理」業務

でも、70％が自社開発でシステムを構築してい

る。しかも、パッケージだけを使ってシステム

を構築していると答えた企業は、どの業務でも

全体の 15％程度しかいない。 

 割り切ってパッケージに切り替えるという考

え方の企業はまだまだ少数派のようである。 

（2） 共通業務ではパッケージが主流に 

自社開発の比率の低い業務は、共通業務であ

る「財務会計」、「人事総務」で、双方とも 31％
と対照的に低い。 

これらを、ここ数年のデータと比較すると、

際立った特徴が見られる。 

自社開発比率の高い受発注などの基幹業務の

04 年度、03 年度の自社開発率はほとんど変わっ

ておらず、中には前年より比率が高くなってい

る業務があるのに対し、財務会計などの開発比

率の低い業務は、年々その比率を下げてきてい

ることである。 

例えば「財務会計」は 03 年度は 40％が自社

開発であったのに対し、04 年度は 35％、05 年

度は 31％と毎年大きな比率で下がっている。ま

た「人事・総務」も 03 年度は 37％、04 年度は

31％、05 年度は 31％と変わらないが、パッケー

ジだけで構成したと答えた企業が 55％から

56％に増えている。共通業務ではパッケージ活

用が主流となってきたようだ。 
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1．2．3 業務システムの評価 

（1） 満足度はまちまちで変化なし 

各業務システムの評価をまとめたものが、図

表 1-2-5、1-2-6 である。 

最も満足度の高い業務システムは、受発注の

システムで、「非常に満足」、「満足」を合わせる

と、システムを導入している企業（768 社）のう

ち 36％が満足している。次が財務会計で 32％、

ついで「在庫・仕入れ」「物流」の 31％となる。

これを 04 年度と比較すると、全くと言っていい

ほど変化がない。順位も同じであり、満足度の

比率も 04 年度と変わらない。 

一方、不満の最も大きい業務システムは、顧

客管理のシステムで、「非常に不満」、「不満」を

合わせると、21％の企業が何らかの不満を抱い

ている。次に不満の大きいのが、仕入れ・在庫

と生産・商品の 19％、ついで経営企画の 18％で

あった。これを 04 年度と比較すると、全体的に

わずかであるが、仕入れ・在庫のような基幹業 

務に不満が増えている。ダウンサイジングの進

展で新しいシステムを導入して慣れないため、

不満が増えている可能性も考えられる。 

システムの満足度がプラットホームや開発形

態に関連するものではないことは04年度の報告

で指摘されているが、05 年度も全く同じことが

言える。 

最も満足度の高い「受発注」のシステムは、

メインフレームの比率が 4 番目に高いシステム

で、自社開発の比率の最も高いシステムである

（73％）。しかし、続いて満足度の高い「財務会

計」は、メインフレームの比率が低い上、最も

自社開発の比率の低いシステムである（31％）。 

システムの満足度は、その業務にあうシステ

ムをどううまく作るかにかかっており、プラッ

トホームや、開発の方法によって満足度が変わ

るわけではない。その意味で、満足度が低く、

不満の大きい、「顧客管理」や「経営企画」の業

務システムは、まだまだ改善の余地があること

を示すものである。 

図表 1-2-5 基幹系システムの満足度（IT 部門） 

図表 1-2-6 情報系システムの満足度 
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（2） 利用部門の満足度は相変わらず低い 

システムの満足度については、利用部門に対

しても質問を行っている。利用部門には、活用

における満足度、使い勝手（操作性）における

満足度、信頼性・安定性における満足度と 3 種

類に分けて満足度を回答してもらった（図表

1-2-7～1-2-12）。 

基幹系業務の中で、IT 部門と大きく満足度が

違うのは、「経営管理」と「顧客管理」で IT 部

門以上に落ち込みが激しい。これらの業務は不

満も多く、30％以上の企業が、活用度と使いや

すさの両方の評価において「不満」か「非常に

不満」と答えている。まだまだこれらの業務へ

のシステムの対応が遅れていることをうかがわ

せる。 

使いやすさについては、もっと満足度は低下

する（図表 1-2-9、1-2-10）。先程の「経営管理」

と「顧客管理」などは満足している企業は全体

の 10％しかいない。 

信頼性・安定性ということになると満足度は

回復し、IT 部門並みの満足度に復活する。この

結果は、IT 部門に大きな示唆を与えるものであ

る。システムが出来上がって安定して動いてい

ると言っても、安心は出来ない。ユーザーのニ

ーズには際限がなく、改善の余地はまだまだあ

るということである（図表 1-2-11-11-12）。 

情報系では「ナレッジマネジメント」が「活

用度」、「使い易さ」、「信頼性・安定性」すべて

について「不満・非常に不満」が「満足・非常

に満足」を上まわっているが、この分野は実質

的には、まだ今後の進展に期待する試行・検討

段階とみるのが妥当であろう。 
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図表 1-2-7 基幹系システム活用度の評価（利用部門）
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図表 1-2-8 情報系システム活用度の評価（利用部門）



 31

15%

15%

12%

13%

10%

8%

18%

14%

20%

19%

22%

19%

28%

29%

20%

21%1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

2%

62%

58%

57%

56%

65%

63%

62%

60%

5%

4%

3%

2%

2%

2%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注(n=650)　

②仕入・在庫管理(n=627)　

③生産・商品(n=505)　

④物流(n=450)　

⑤顧客管理(n=609)　

⑥経営企画(n=461)　

⑦財務会計(n=757)　

⑧人事・総務(n=679)　

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 1-2-9 基幹系システム使いやすさの評価（利用部門） 
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図表 1-2-10 情報系システム使いやすさの評価（利用部門） 
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図表 1-2-11 基幹系システムの信頼性・安定性の評価（利用部門） 
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1．3 IT 予算 

この章では、各企業の IT 関連予算（IT 予算額

の動向、売上高に対する IT 予算の比率、保守・

運用費と新規投資の動向等）について調査を行

い、その結果について経年的な動向もふまえて

分析を行っている。 

1．3．1 IT 予算の現状と今後の見通し 

（1） 05 年度は IT 予算を増加させる企業が大幅増 

05 年度の IT 予算額（保守運用費＋新規投資）

の動向を見てみると、04 年度と比較し、IT 予算

額を増加させた企業は 47%、逆に、減少させた

企業は 30%で、増加させた企業が減少させた企

業を 17 ポイント上回った（図表 1-3-1）。04 年

度の実績はそれぞれ 44%、35%で、増減の差は 9
ポイントであったことを考慮すると、前年と比

較して大幅な伸びとなった。 

 

「増加」「減少」のそれぞれの内訳である「10%
以上」、「10%未満」の各項目についても、「増加」

は増加し、「減少」は減少しており、全般的に「増

加」へシフトした傾向が窺える。 

１社あたりの平均予算額も、04 年度の 1,766
百万円から 1,843 百万円と 4.4%の伸びとなった。 

増加と減少の割合を指数化した DI 値

（Diffusion Index：増加割合－減少割合）は 17
となり、経年的に見ても 01 年度以来の高い水準

となっている。また、03 年度以降、「10%以上増

加」が 30%前後で高止まり、一方、「不変」が継

続的に増加しているのが特徴的である（図表

1-3-2）。 
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図表 1-3-1 IT 予算の増減 

図表 1-3-2 ＩＴ予算額の増減構成比率（左軸）とＩＴ予算ＤＩ値（右軸）の経年変化 
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06 年度の予想は、DI 値は 11 であり、02～04
年度のレベルに戻っている。「10%以上増加」の

減少と「不変」の増加が大きな要因となってお

り、個々の項目の構成比は 02 年度の実績に近く

なっている。１社あたりの平均予算額も 2.5%の

減少が見込まれている。景気動向は明るい方向

にあるものの、05 年度の大型投資の一段落が予

想される（図表 1-3-2、図表 1-3-3）。 

ここで、IT 投資増減の連続性について見てみ

たい。図表 1-3-4 は、05 年度の IT 予算の増減別

に見た、2006 年度の IT 予算増減の分布である

（有効回答=745）。この図から、２年連続して「減

少」している企業は少ない（70 社、全体の 9.4%）

こと、2006 年度に「10%以上減少」が予測され

る企業（142 社）では 05 年度に「10%以上増加」

した企業が過半(84 社、59.2%)を占めており 05
年度の投資増の反動による減の要因が大きいこ

と、05 年度に「不変」であった企業（177 社)
の過半は 2006 年度も「不変」（107 社、60.5%）

であることが読み取れる。 

図表 1-3-3 ＩＴ予算額の増減とＩＴ予算ＤＩの経年変化 
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10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

 01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 06 年度 

対
前
年
比 

１0%以上増加 29％ 24％ 32％ 30％ 31％ 

 

１0%未満増加 16％ 16％ 15％ 14％ 16％ 

不変 28％ 29％ 19％ 22％ 23％ 

１0%未満減少 13％ 14％ 13％ 16％ 13％ 

１0%以上減少 14％ 17％ 21％ 19％ 17％ 

DI 18 9 13 9 17 

N 値 733 964 975 742 764 

次
年
度
予
測 

１0%以上増加 21％ 15％ 15％ 21％ 27％ 26％ 

１0%未満増加 33％ 25％ 20％ 16％ 18％ 17％ 

不変 31％ 34％ 34％ 26％ 25％ 27％ 

１0%未満減少 9％ 16％ 19％ 16％ 13％ 12％ 

１0%以上減少 6％ 10％ 12％ 21％ 17％ 19％ 

DI 39 13 5 0 15 11 

N 値 726 764 975 723 760 747 

図表 1-3-4 IT 予算の増減（05 年度）別に見た 2006 年度の IT 予算増減の予測（（ ）内は横構成比 
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（2） 活発な大企業の IT 投資 

05 年度の IT 投資の増減を企業規模（従業員

規模）別に見たのが図表 1-3-5 である。 

従業員規模が 1000 人以上の企業では、IT 予

算を増加させた企業の割合が 04年度と比べ 3ポ

イント増加し、54%と過半数を超えている。増

加傾向を示す DI 値も 04 年度を 4 ポイント上回

り 22 に達するなど、積極的に投資する企業が多

い。 

従業員規模が 100～999 人の中規模の企業で

従業員規模が 100～999 人の中規模の企業でも、

IT 予算を「増加」させた企業の割合が 5 ポイン

ト増え 46%と過半数に近づいている。一方、100

人未満の企業では、「増加」させた企業の割合は

6 ポイント減り 28%で、企業数の約 4/1 に留まっ

たものの、同時に IT 投資を「減少」させた企業

も 12 ポイント減の 19%となり、「不変」の比率

が18ポイントと大幅に増加し過半の53%となっ

た。そのため、IT 投資を「増加」させる企業が

減少したにも関わらず、DI 値は 9 と 04 年度を 6
ポイント上回ることとなった(図表 1-3-6)。昨年

より企業規模による IT投資の伸びの格差は拡大

したものと考えられる。 

なお、「10%以上増加」させた企業はいずれの

規模でも 30%前後となっており、システム投資

を大幅に拡大する企業の分布は従業員数とはあ

まり相関が見られないことが判る。 

図表 1-3-5 企業規模別 IT 予算の増減 
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企業業績と IT 予算の増減を見ると、いずれの

カテゴリーに於いても IT 予算を「削減」させる

企業の割合は約 30%で、減収減益の割合が若干

多いものの、業績による大きな違いは見られな

い(図表 1-3-7)。 

業績による違いは、むしろ「増加」と「不変」

の割合に出ており、業績が改善するに従い、「不

変」の割合が減り「増加」が増えていくことが

読み取れる。また、「増加」の割合が最も少ない

減収減益の DI 値を見ると、04 年度のマイナス

11 から 14 ポイント増加し、05 年度はプラス 3
と正の値に変化しており、企業の生き残りのた

めに、積極的な IT 投資が行われていることが窺

われる(図表 1-3-8)。 

（3） 売上高に対する IT 予算比率も上昇 

売上高に対する IT 予算比率は、04 年度の

1.23%から05年度の1.25％と、0.02ポイント（伸

び率；1.7%）上昇した。IT 予算の伸び率 4.4%
に比べると非常に僅かな伸びと言える。この動

きを業種別に示したのが図表 1-3-9 である。 

絶対値が大きい業種として、「銀行・保険・証

券・信販」(6.00%)、「通信・通信サービス」(2.93%)、
「情報処理産業」(2.27%)、「放送・新聞・出版・

印刷・映画」(2.23%)が挙げられるが、いずれも

非製造業であり、製造業は概ね 1%前後である。 

図表 1-3-7 業績別 IT 予算 DI の増減 
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図表 1-3-8 業績別 IT 予算 DI の経年変化 
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全体 04年度(n=746)

05年度(n=743)

1.農林・水産・食品 04年度(n=32)

05年度(n=33)

2.建設・土木・鉱業 04年度(n=76)

05年度(n=75)

3.化学・薬品 04年度(n=50)

 05年度(n=49)

4.石油・石炭・ゴム 04年度(n=5)

05年度(n=5)

5.繊維関連・紙・木材 04年度(n=19)

05年度(n=19)

6.鉄・非鉄金属・窯業 04年度(n=42)

05年度(n=42)

7.輸送機器・関連部品 04年度(n=28)

 05年度(n=29)

8.一般機械製造 04年度(n=46)

05年度(n=44)

9.電気機械製造 04年度(n=58)

05年度(n=57)

10.その他製造 04年度(n=69)

05年度(n=69)

11.商社・流通・卸売・小売 04年度(n=129)

05年度(n=129)

12.銀行・保険・証券・信販 04年度(n=44)

05年度(n=43)

13.不動産・倉庫 04年度(n=21)

05年度(n=21)

14.運輸 04年度(n=32)

05年度(n=32)

15.通信・通信サービス 04年度(n=4)

05年度(n=3)

16.電気・ガス・水道 04年度(n=5)

05年度(n=5)

17.放送・新聞・出版・印刷・映画 04年度(n=11)

05年度(n=11)

18.サービス業 04年度(n=54)

05年度(n=54)

19.情報処理業 04年度(n=19)

05年度(n=19)

(%)

図表 1-3-9 業種別売上高に占める IT 予算比率 
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図表 1-3-10 業種別売上高に占める IT 予算比率（平均値、中央値、標準偏差） 
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(%)

図表 1-3-11 従業員規模売上高に占める IT 予算比率 

 

04 年度 05 年度 

サ
ン
プ
ル
数 

平
均
値(

％) 
中
央
値(

％) 

標
準
偏
差 

サ
ン
プ
ル
数 

平
均
値(

％) 

中
央
値(

％) 

標
準
偏
差 

1．農林・水産・食品 32 0.74 0.70 0.66 33 0.74 0.70 0.60

2．建設・土木・鉱業 75 0.45 0.33 0.42 74 0.47 0.32 0.62

3．化学・薬品 50 0.92 0.80 0.62 49 0.97 0.80 0.78

4．石油・石炭・ゴム 5 0.78 0.60 0.65 5 0.72 0.60 0.61

5．繊維関連・紙・木材 19 0.94 0.90 0.87 19 1.14 0.90 1.38

6．鉄・非鉄金属・窯業 41 1.18 0.60 1.89 41 1.22 0.80 1.90

7．輸送機器・関連部品 28 0.71 0.50 0.54 29 0.74 0.50 0.56

8．一般機械製造 44 0.86 0.90 0.49 44 0.88 1.00 0.51

9．電気機械製造 58 0.88 0.80 0.58 57 0.98 1.00 0.65

10．その他製造 68 0.81 0.65 0.73 68 0.83 0.65 0.74

11．商社・流通・卸売・小売 128 0.56 0.40 0.60 128 0.63 0.50 0.70

12．銀行・保険・証券・信販 44 6.30 4.00 7.44 43 6.00 5.00 6.76

13．不動産・倉庫 21 1.08 0.40 1.47 21 1.28 1.00 1.82

14．運輸 32 1.16 0.80 0.97 32 1.24 0.95 0.93

15．通信・通信サービス 4 3.15 3.15 0.83 3 2.93 2.90 1.05

16．電気・ガス・水道 5 1.64 1.70 0.38 5 1.48 1.60 0.33

17．放送・新聞・出版・印刷・映画 11 2.66 1.50 2.54 11 2.23 1.10 2.53

18．サービス業 54 1.33 0.70 2.01 54 1.41 0.80 1.87

19．情報処理業 17 2.11 1.00 2.95 17 2.27 1.60 2.97

一方、04 年度から 05 年度の伸び率を見ると、

13 の業種でプラスになっている。伸び率が 10%
を超えた業種として、「繊維関連・紙・木材」

（20.9%）、「不動産・倉庫」（18.6%）、「電気機

械製造」(同；12.0%)、「商社・流通・卸売・小

売」（11.9%）が挙げられる。また、10%以上減

少した業種として「放送・新聞・出版・印刷・

映画」（△16.4%）が挙げられる。 

サンプル数が少ない場合、一部の企業の極端

な投資行動の変化が平均値に大きな影響を与え

る場合があるため、参考として中央値（メジア

ン）、標準偏差を併記する(図表 1-3-10)。 

中央値で 04 年度から 05 年度の伸び率を見る

と、「不動産・倉庫」、「情報処理業」、「鉄・非鉄

金属・窯業」、「電気機械製造」、「商社・流通・

卸売・小売」、「銀行・保険・証券・信販」の業

種で 20%以上の伸びを示している。一方、「放

送・新聞・出版・印刷・映画」では、20%以上

のマイナスとなっている。 

平均値と中央値を比べるとほとんどの業種で

平均値の値が中央値を上回っており、積極的に

IT 投資を行う大規模な企業が平均値を引き上げ

ていると考えられる。 
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 企業規模別に 05 年度の IT 予算割合をみてみ

ると、従業員１万人以上の企業で最も割合が高

いという結果になった(図表 1-3-11)。 

IT 予算割合が一番低いのは、500～999 人の企

業となっており、これは、前回の調査の傾向と

同様である。また、前回の調査で値の大きさが

際立った 100 人未満の企業の投資割合は、今回

は他の規模とあまり変わりのないレベルとなっ

ている。 

（4） IT についての関心事との関連 

次に、「予算の増減」と「IT についての関心事」

との関連を探ってみた（図表 1-3-12）。これは、

「1.1.1 IT についての関心事」の回答で、最も

関心が高いものとして挙げられた項目のうち、

100 票以上の得票を得た４項目について、それぞ

れの項目を選択した企業の 04 年度の予算を 100
とて、05 および 06 年度の予算の推移を見たグ

ラフである。 

得票数第 1 位（188 票）の「システム再構築」

を選んだ企業は、05 年度の予算の伸び率は 4.3%、

06 年度は 5.7%と順調に伸ばしている。「システ

ム再構築」は時間の掛かる大プロジェクトが多

く、また、既存のシステムが存在するため、プ

ロジェクトの計画的な推進や予算化が新規シス

テムより容易であるためと思われる。 

第 2 位（176 票）の「IT コストの削減」を選

んだ企業は、05 年度は△3.5%、2006 年度は△

10.8%と全体の傾向を大幅に上回る削減を見込

んでおり、関心の高さがそのまま予算に直結して

いる。 

一方、第 3 位（165 票）の「セキュリティ」

と第 4 位（161 票）の「IT 投資効果評価」を選

択した企業は、05 年度はいずれも 10%を超える

高い伸びを示しているが、2006 年度の伸びはほ

ぼゼロとなっている。「IT 投資効果評価」につい

ては、まさに投資した後の効果の検証が大きな

課題になっている様子が見て取れる。 

図表 1-3-12 最も関心が高い項目別の予算の推移 
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図表 1-3-13 1 企業当たりの保守運用費と新規投資とその割合 

有効回答＝731 
IT 予算（百万円） 伸び率 構成比 

保守運用費 新規投資 保守運用費 新規投資 保守運用費 新規投資 

04 年度実績 915 514 64.0% 36.0%

05 年度計画 924 580 1.1% 12.7% 61.5% 38.5%

06 年度予測 933 552 1.0% -4.8% 62.8% 37.2%
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100～1000億円未満 2005年度 (n=154)

100～1000億円未満 2004年度 (n=154)

10～100億円未満 2006年度 (n=331)

10～100億円未満 2005年度 (n=331)

10～100億円未満 2004年度 (n=331)

1～10億円未満 2006年度 (n=168)

1～10億円未満 2005年度 (n=168)

1～10億円未満 2004年度 (n=168)

1億円未満 2006年度 (n=45)

1億円未満 2005年度 (n=45)

1億円未満 2004年度 (n=45)
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(80%) (20%)

(23%)(77%)

(36%)

(35%)(65%)
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(67%)

(68%)

(33%)
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(39%)

(39%)

(59%)
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(41%)

(37%

)

図表 1-3-14 資本金別の保守運用費と新規投資の推移（04 年度=100 とした指数、（ ）内は当該年度の構成比）

1．3．2 新規投資と保守・運用費用 

（1） 新規投資の大幅増が計画されている 05 年度 

本調査では、IT 予算の内訳（保守・運用費と

新規投資）について、04 年度の実績から 06 年

度の予測まで回答してもらっており、その全て

の項目について有効な回答から一企業当たりの

平均値を求めた(図表 1-3-13)。 

保守・運用費と新規投資の割合は、前回調査

と同様、概ね 6：4 であるが、新規投資の 05 年

度計画値が 04年度比 12.7%増と大幅な伸びとな

っており、2006 年度はその反動で 4.8%減が予

測されている。一方、保守・運用費は 05 年度、

2006 年度とも約 1%の微増が見込まれている。 

 

これを、企業規模（資本金）別に比較し易い

様、04 年度の「保守・運用費＋新規投資=100」
として指数化したのが図表 1-3-14 である。保

守・運用費について見ると、企業規模が大きく

なるに従い保守・運用費の比率が低くなってお

り、経年的にも変動が少なくなることが分かる。 

資本金 1000 億円以上の企業では、2 年間で平

均 0.4%増なのに対し、1 億円未満の企業では同

4.6%の増となっている。新規投資は、10～100
億円未満の企業では変動が少ないものの、その

他の規模では増加基調にあり、特に、05 年度は、

1000億円以上と1～10億円未満の企業では20%
以上の増加が計画されている。 
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 保守・運用費の増減の傾向を企業数から見た

ものが図表 1-3-15 である。増加させると回答し

た企業は、04～05 年度、05～06 年度とも 4 割

弱存在するが、変動はあまり無い。 

一方、「減少」させる企業は約 7 ポイント減少

し、「不変」が 8 ポイント増加しており、各企業

の努力にも関わらず、保守・運用費用の削減が

なかなか進まない実態が浮き彫りとなっている。 

 05 年度に 20%以上増加した企業は、その主な

理由として過半数が「新規システムが運用開始

になったため」を挙げている（図表 1-3-16）。 

一方、新規投資では、特に「10%以上増加」

が 9 ポイントの減少が見込まれており、その結

果、DI 値も 05 年度の 23 から 06 年度の 7 と 16
ポイント減少している（図表 1-3-17）。 

図表 1-3-15 保守運用費の増減 
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図表 1-3-16 保守運用費の主な増加理由(n=86) 
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図表 1-3-17 新規投資の増減 
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業種別に、保守・運用費と新規投資の動きを

見たのが、図表 1-3-18 である。業種間の比較が

行い易いよう 04 年度の保守・運用費と新規投資

の合計を 100 としている。新規投資の比率が高

いのは「通信・情報サービス」と「放送・新聞・

出版・印刷・映画」であり 6 割程度が新規投資

に向けられている。 

特に前者は、05 年度に大幅な投資増を計画し

ており、IT 投資が業績に直結する分野で非常に

激しい競争が繰り広げられている様が見て取れ

る。一方、後者は経年的に大きな変動は見られ

ない。 

逆に保守・運用費の割合が大きいのが「石油・

石炭・ゴム」と「電気・ガス・水道」で 8 割以

上が保守・運用費用に充てられている。 
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図表 1-3-18 業種別に見た保守・運用費と新規投資の動向（04 年度=100 とした指数、（）内は当該年度の構成比） 
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 図表 1-3-18 業種別に見た保守・運用費と新規投資の動向（続き） 
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15.通信・通信サービス 2005年度 (n=2)

15.通信・通信サービス 2004年度 (n=2)

14.運輸 2006年度 (n=30)

14.運輸 2005年度 (n=30)

14.運輸 2004年度 (n=30)

13.不動産・倉庫 2006年度 (n=19)

13.不動産・倉庫 2005年度 (n=19)

13.不動産・倉庫 2004年度 (n=19)

12.銀行・保険・証券・信販 2006年度 (n=49)

12.銀行・保険・証券・信販 2005年度 (n=49)

12.銀行・保険・証券・信販 2004年度 (n=49)

11.商社・流通・卸売・小売 2006年度 (n=126)

11.商社・流通・卸売・小売 2005年度 (n=126)

11.商社・流通・卸売・小売 2004年度 (n=126)

10.その他製造 2006年度 (n=74)

10.その他製造 2005年度 (n=74)

10.その他製造 2004年度 (n=74)
運用 投資

(64%)

(65%) (35%)

(36%)

(67%) (33%)

(72%) (28%)

(64%)

(68%) (32%)

(36%)

(57%)

(50%)

(43%)

(50%)

(57%) (43%)

(56%) (44%)

(39%)

(45%)

(61%)

(55%)

(80%)

(74%)

(20%)

(26%)

(38%)

(39%) (61%)

(62%)

(61%) (39%)

(40%)(60%)

(39%)(61%)

(58%) (42%)

(61%)

(63%) (37%)

(39%)
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（2） パッケージソフトの保守費用が大きな伸び 

保守・運用費の構成を見てみると、ハードウ

ェア費が全体の約 1/4 を、ソフトウェア費が約 2
割を、また、外部委託費が約 3 割を占めている

（図表 1-3-19）。 

経年的には大きな変化は見られないが、レガ

シ－系ハードウェア費が約 1.2 ポイント減、オー

プン系ハードウェア費とパッケージソフト保守

費がそれぞれ約 0.5 ポイント増となっている点

が目立っている。特に、パッケージソフト保守

は、構成比は 4%台と小さいものの、伸び率では

13.4%と大きな伸びを示している。 

なお、今回の報告書では、構成比は、個々の

構成比の単純平均ではなく、予算でウエイト付

けした構成比を採用している。 

 

06 年度の予想についても上記と同様の傾向が

見られる。レガシー系ハードウェア費は、増加

を予測する企業 9%に対し、減少を予測する企業

24%となっており、DI 値は△15 と明らかに減少

傾向にある。 

一方、旺盛なオープン系の IT 投資に伴い、オ

ープン系ハードウェア費、ソフトウェア費、パ

ッケージソフト保守費の増加が多くの企業で見

込まれている。ついで、アウトソーシングの拡

大に伴い、外部委託費の DI 値で 12%と引き続き

拡大の傾向を示している。残りの 5 項目につい

ては、増加と減少の企業数がほぼ同数である（図

表 1-3-20）。 

図表 1-3-20 保守・運用費の用途比率の増減予測 

図表 1-3-19 保守・運用費の構成比 

13.7%

12.5%

13.7%

14.2%

8.8%

9.1%

7.1%

7.0%

7.4%

7.5%

30.3%

30.3%8.3%

7.9% 4.1%

4.6%

4.2%

4.1%

2.7%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

04実績 (n=680)

05計画 (n=680)

①ハードウェア費(レガシー系) ②ハードウェア費(オープン系) 
③ソフトウェア費 ④独自開発ソフト保守費 
⑤パッケージソフト保守費 ⑥通信回線費 
⑦人件費(内部管理要員労務費) ⑧外部委託費 
⑨運転管理費 ⑩その他

9%

36%

30%

13%

23%

16%

12%

23%

8%

8%

67%

55%

61%

74%

71%

67%

78%

65%

84%

84%

24%

9%

8%

13%

6%

17%

11%

12%

8%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

レガシー系ハードウェア費 (n=619)

オープン系ハードウェア費 (n=684)

ソフトウェア費 (n=654)

独自開発ソフト保守費 (n=523)

パッケージソフト保守費 (n=609)

通信回線費 (n=711)

人件費 (n=638)

外部委託費 (n=582)

運転管理費 (n=493)

その他 (n=418)

増加 不変 減少
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05 年度の保守・運用費の計画の構成比につい

て、企業規模（資本金）別にみたのが図表 1-3-21
である。企業規模が大きくなるに従い、外部委

託費が増加し、それに替わり、人件費が減少し

ている。また、通信回線費も減少していること

が分かる。また、資本金が 1000 億円以上の企業

を除くと、企業規模が大きくなるに従い、ハー

ドウェア費（レガシー系）と独自開発ソフト保

守費の割合が多くなり、パッケージソフト保守

費の割合が少なくなっている。 

 なお、業種別に見た 05 年度の保守・運用費の

構成比は、図表 1-3-22 の通りである。業種によ

りからりバラツキがある。ハードウェアの構成

比が高い業種として「電気・ガス・水道」が、

ソフトウェアの構成比が高い業種として「通

信・通信サービス」が、外部委託費の構成比が

高い業種として「運輸」が挙げられる。 

8%

11%

14%

16%

8%

20%

16%

16%

16%

13%

14%

13%

9%

8%

11%

9%

20%

10%

9%

27%

24%

12%

9%

19%

26%

39%

12% 14%

6%

9%

4%

4%

2%

8%

5%

4%

6%

6%

8%

5%

6%

6%

7%

6%

7%

7%

2%

30%

4%

3%

5%

4%

4%

4%

2%

2%

2%

2%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=680)

1億円未満 (n=42)

1～10億円未満 (n=155)

10～100億円未満 (n=317)

100～1000億円未満 (n=138)

1000億円以上 (n=21)

①ハードウェア費(レガシー系) ②ハードウェア費(オープン系)
③ソフトウェア費 ④独自開発ソフト保守費
⑤パッケージソフト保守費 ⑥通信回線費
⑦人件費(内部管理要員労務費) ⑧外部委託費
⑨運転管理費 ⑩その他

図表 1-3-21 資本金別の保守・運用費の用途比率
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 図表 1-3-22 業種別の保守・運用費の用途比率（05 年度） 
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17%
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8%
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12%
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21%
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11%
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13%

27%

24%
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11%
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11%
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3%
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4%
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1%
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17%

15%

0%

15%

14%

20%

12%

5%
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1%

1%
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23%

13%

27%

43%
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35%
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28%

32%

5%

20%

25%

14%

64%

13%

17%

44%

18%
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7%

1%

6%

1%
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11%

9%

6%

7%
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10%

5%
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6%
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2%

3%
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9%
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6%

1%

4%

12%

7%

4%

2%

6%

6%

9%

4%

6%

18%

12%

7%

30%

2%

5%

2%

7%

1%

0%

5%

3%

4%

1%

0%

2%

3%

1%

0%

2%

2%

3%

0%

3%

17%

2%

3%

1%

4%

1%

4%

1%

3%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.農林・水産・食品 (n=31)

2.建設・土木・鉱業 (n=69)

3.化学・薬品 (n=42)

4.石油・石炭・ゴム (n=6)

5.繊維関連・紙・木材 (n=19)

6.鉄・非鉄金属・窯業 (n=34)

7.輸送機器・関連部品 (n=24)

8.一般機械製造 (n=45)

9.電気機械製造 (n=50)

10.その他製造 (n=64)

11.商社・流通・卸売・小売 (n=118)

12.銀行・保険・証券・信販 (n=43)

13.不動産・倉庫 (n=19)

14.運輸 (n=26)

15.通信・通信サービス (n=2)

16.電気・ガス・水道 (n=5)

17.放送・新聞・出版・印刷・映画 (n=8)

18.サービス業 (n=55)

19.情報処理業 (n=19)

①ハードウェア費(レガシー系) ②ハードウェア費(オープン系)
③ソフトウェア費 ④独自開発ソフト保守費
⑤パッケージソフト保守費 ⑥通信回線費

⑦人件費(内部管理要員労務費) ⑧外部委託費
⑨運転管理費 ⑩その他
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図表 1-3-25 システム開発費（再構築）の次年度増減予測（企業の関心事ランク別） 

（3） 新規機能の開発が大幅増 

新規投資の内訳を見てみると、7 割以上がシス

テム開発費に、2 割強がハードウェアに充てられ

ているという結果となった（図表 1-3-23）。 

04 年度はシステム開発費のうち、過半が既存

システムの再構築に充てられている。 

05 年度の計画では、構成比では 40%から 34%
へと 13.5%減少するものの、実額ベースでは 182
百万円から171百万円へと5%の減少にとどまり、 

引き続き大きなウエイトを占めている（図

1-3-24）。 

これは、「IT についての関心の高い項目」の質

問で「システム再構築」が常に高い得票を得て

おり、1 位の項目のトップになっていることから

も頷ける。 

06 年度の予測でも、この項目に関心の強い企

業では「システム再構築」への投資の増加を予

測する企業の割合が多く、当分この傾向は続く

ものと思われる（図 1-3-25） 

図表 1-3-23 新規投資の用途 

24%

21%

40%

34%

34%

42%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年度 (n=660)

2005年度 (n=660)

①ハードウェア費 ②開発費（再構築） ③開発費（新規機能） ④その他

図表 1-3-24 新規投資額の用途訳推移（一社平均、n=660） 

46%

46%

40%

31%

33%

35%

47%

50%

21%

20%

13%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム再構築を１位に挙げた企業
(n=138)

２位に挙げた企業 (n= 81)

３位に挙げた企業 (n= 72)

その他 (n=360)

増加 不変 減少

108

182

156

13

105

171

211

12

0 50 100 150 200

①ハードウェア費

②開発費（再構築）

③開発費（新規機能）

④その他

(百万円/企業)

2004年度

2005年度
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図表 1-3-27 新規投資の用途 次年度比率の増減予測 

28%

37%

38%

13%

48%

44%

43%

75%

25%

19%

19%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ハードウェア費 (n=730)

②システム開発費(再構築)
(n=651)

③システム開発費(新規機能)
(n=674)

④その他 (n=357)

増加 不変 減少

 一方、新規機能の開発は、構成比では 34%か

ら 42%へと 8 ポイントの増加、実額ベースでは

156 百万円から 211 百万円増となっている。こ

れは一企業あたりの 55 百万円の増となり、05
年度の新規投資額の増分（66 百万円）の 84%を

占めている。 

なお、構成比は、保守・運用費と同様に回答

を頂いた個々の構成比の単純平均ではなく、予

算でウエイト付けした構成比を採用している。 

新規投資の内訳について、企業規模の観点か

ら見ると、資本金が大きくなるに従い、ハード

ウェアの構成が下がり、既存システムの再構築

の構成が増える傾向があることが分かる（図表

1-3-26）。 

 また、資本金 100 億円以上の大企業では、ハ

ードウェアと既存システムの再構築の予算は 04
年度、05 年度ともほぼ同じ金額になっているの

に対し、新規機能開発の予算は大幅に増加（100
億円以上 1000 億円未満の企業で 37%増、1000
億円以上の企業で 59%増）しており、05 年度の

新規投資大幅増の要因は、大企業での新規機能

開発が増加したことによる部分が大きいことが

分かる。 

2006 年度については、システム開発の費用の

比率が増えると予測する企業が多いが、再開発、

新機能の開発ともほぼ同程度の予測となってい

る（図表 1-3-27）。なお、企業規模による違いは

見られない。 

図表 1-3-26 資本金別の新規投資の用途（04 年度=100 とした指数、（ ）内は 05 年度の構成比） 
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34
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22

25

21

30

29 17

30

32

35 5

5

3

3

3

2

2

3

2

6

0 20 40 60 80 100 120 140

1億円未満 04年度 (n= 36)

05年度 (n= 36)

10億円未満 04年度 (n=142)

05年度 (n=142)

100億円未満 04年度 (n=315)

05年度 (n=315)

1000億円未満 04年度 (n=141)

05年度 (n=141)

1000億円以上 04年度 (n= 20)

05年度 (n= 20)

04年度=100

①ハードウェア費 ②開発費（再構築） ③開発費（新規機能） ④その他

(36%) (29%) (38%) (4%)

(29%) (39%) (5%)(27%)

(24%) (33%) (38%) (5%)

(23%) (2%)(47%)(29%)

(18%) (39%) (41%) (2%)
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1．3．3 新規投資額の配分 

05 年度は、翌年の新規投資の総額がどのよう

な方法で決定されるのか調査してみた。約半数

の 44%の企業では、個別の案件の積み上げでな

されており、次いで予算部門のガイドラインや

指針で事前に枠組みが規定されている企業が

32%、ユーザー部門が規定する企業が 16%とな

っている（図表 1-3-28）。 

これを企業規模別に見ると、従業員数が多く

なるに従いガイドラインなどにより、新規投資

の枠組みが規定されている企業の数が多くなり、

利用部門が規定する企業の割合が少なくなるこ

とが分かる（図表 1-3-29）。 

 

組織が大きくなるに従い予算の硬直性が増し

ていく様子がうかがい知れるが、一方で積み上

げによる比率はあまり企業規模の影響を受けな

い様である。 

あわせて、IT 予算として情報システム部門が

所管する範囲について聞いてみたが、約 8 割の

企業で社内利用部門の IT予算を含めて所管して

いることが分かった。その一方で、IT 部門のみ

の予算を所管する企業が 13%、グループ会社の

IT 予算も所管する企業が 4%あることが判明し

た。企業規模による違いは、あまり見られない

（図表 1-3-30）。 

19%

13%

15%

27%

13%

9%

12%

16%

44%

43%

46%

40%

16%

26%

18%

11%

8%

9%

9%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n-706）

100人未満 (n=54）

100～999人 (n=439）

1000人以上 (n=212）

1.「前年度と同額」など、予算策定時にすでにガイドラインが規定されている
2.予算配分の指針があり、それに基づく(売上比率など)
3.各部門のヒアリングの積み上げ
4.新規投資の予算は利用部門が決定
5.その他

図表 1-3-29 従業員数別新規投資の配分 

図表 1-3-28 新規投資の配分 

5.その他
8%

3.各部門のヒ
アリングの積

み上げ
44%

2.予算配分の
指針があり、
それに基づく
(売上比率な

ど)
13%

1.「前年度と同
額」など、予算
策定時にすで
にガイドライン
が規定されて

いる
19%

4.新規投資の
予算は利用部

門が決定
16%
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13%

17%

13%

14%

83%

80%

84%

81%

4%

3%

3%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平均(n=776）

100人未満(n=60）

100～999人(n=479）

1000人以上(n=235）

ＩＴ部門のみの予算 利用部門のＩＴ予算も含む

グループ会社の予算も含む

図表 1-3-30 従業員数別新規投資の配分 
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33%

25%

20%

24%

30%

26%

21%

25%

35%

22%

20%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満(n=58)

100～999名(n=484)

1000名以上(n=225)

0％ 20％未満 20～50％未満 50％以上

図表 1-4-2 従業員規模別 IT 予算に閉めるホストコンピュータの経費の割合 

24%

40%

19%

29%

25%

30%

28%

23%

28%

19%

12%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状(n=770)

3年後の見込み(n=766)

04年度(n=809)

0％ 20％未満 20～50％未満 50％以上

図表 1-4-1 年度別 IT 予算に閉めるホストコンピュータの経費の割合 

1．4 ハードウェアの採用と評価 

近年、企業が導入している IT 機器は、業務に

応じて多種多様にわたり、全体を把握すること

は容易ではないが、ここでは、ハードウェアに

焦点をあて、ホストコンピュータ（メインフレ

ーム）、サーバマシン（UNIX 系及び、IA 系）、

クライアントマシン（PC 端末）の 3 つのジャン

ルに大別し、それぞれの現状と将来の動向を俯

瞰する。 

1．4．1 ホストコンピュータ 

（1） 「IT 予算の半分以上がホスト経費」という企業

は昨年より減少 

ダウンサイジングが進んだとはいえ、基幹業

務では、まだまだホストコンピュータは主役で

ある。04 年度、企業の IT 予算に占めるホスト

コンピュータ関連の経費（ハードウエア・OS の

保守費用を含む）の割合を聞いてみたところ、IT
予算のうち半分以上がホストコンピュータ経費

という企業は、全体の 22％に達していた。 

05 年度は、どうなったであろうか。昨年と同

じ質問をした結果が図表 1-4-1 である。 

それによると、IT 予算の半分以上がホスト経

費という企業は、04 年度より 4 ポイント下がっ

て 19％に低下している。また、ホストを全廃し

た企業は、24％と 04 年度より 5 ポイント上昇し

た。レガシーシステムの刷新は着実に進んでい

ることを裏付けるデータである。 

これを企業の規模別に見ると、さらに事情が

はっきりする（図表 1-4-2）。従業員 1000 人以上

の大企業でホスト経費がゼロ、つまりホストを

全廃した企業は、05 年度は大企業では 20％で、

前の年の 13％にくらべ 1 年間で 7 ポイントも上

がったのに対し、従業員数 100～999 人の企業で

は、25％で 5 ポイント、100 人未満の企業では

33％で 4 ポイントしか上がっていない。企業の

規模が大きくなればなるほどホストの所有率は

高くなるので経費ゼロの企業の比率は低くなる

が、この 1 年間の減少の度合いは大企業ほど大

きい。大企業が率先して、ダウンサイジングを

進めていることがここでも裏付けられる。 

それでは、今後の見通しについて各企業はどう

考えているのか、3 年後について聞いてみた。 
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ホストの経費がゼロになっていると予測して

いる企業は、全体の 40％で、現在すでにホスト経

費がゼロの企業の数（24％）を引くと、全体の 16％
が 3年間にホストをすべてなくそうと考えている

ことがわかる。前の年の同じ数字は 14％で、1 年

間であまり増えていない。現実に、この 1 年間で

ホストを全廃した企業は、19％から 24％と 5 ポ

イントも増えているので、3 年後のこの予想はか

なり控えめな予想である。経費がかかるのはわか

っているが、そう簡単にはホストをなくすことは

出来ない事情がうかがえる。 

（2） 台数は再び減少傾向だが金額は横ばい 

では、現実に、各企業のホストコンピュータ

の保有台数はどうなっているのであろうか。本

調査は、回答者の負担軽減と、統計理論的な配

慮から、ホストコンピュータの台数と金額を直

接聞くのではなく、例年、04 年度との増減傾向、

次年度の見こみを聞いて、その動向を明らかに

しようとしている（図表 1-4-3）。 

それによると、04 年度より減少したと答えた

企業は、台数では 12％、金額では 21％で前年の

実績より 2 ポイント上がり、金額ベースでは 1
ポイント下がるという僅かな差にとどまった。 

これを02年度からのデータと比較してみると、

台数では、02 年度から、13、15、10％と減少の

度合いが少なくなってきたが、2005 年は 12％と

わずかながら減少させた企業が増加した。金額

ベースでは 01 年度からみると、14、22、28、
22％で、05 年度は 21％とむしろ下げ止まってい

る。 

ホストを一気になくすことはできないが、乱

立したホストコンピュータを整理統合して全面

刷新を図る準備を始めたともとれる数字である。 

それでは、06 年度はどうなると考えているの

だろうか。台数では 6％の企業が来年増やすと答

え、21％の企業が減らすと答えている。また、

金額では増加させると答えた企業は 7％、減らす

と答えた企業は 29％であった。 

減らすという予想は例年、実績をかなり上回

っており、昨年、減らすだろうと答えた企業は、

台数ベースで 22％、金額ベースでは 31％であっ

たが、現実には 05 年度の回答のように、台数で

は 12％、金額では 21％しか減っていない。した

がって、05 年度の予想もそうなると考えれば、

06 年度も同じ程度の減少傾向であることが予測

される。意欲はあっても現実にはホストコンピ

ュータの転換はそう簡単には行かないようであ

る。 
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7%

7%

8%

7%

73%

86%

86%

81%

83%

64%

76%

72%

64%

71%

21%

12%

10%

15%

13%

29%

21%

22%

28%

22%

5%

6%

3%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2006年度予定(n=782)

2005年度(n=788)

2004年度(n=838)

2003年度(n=730)

2002年度(n=1021)

2006年度予定(n=776)

2005年度(n=783)

2004年度(n=834)

2003年度(n=716)

2002年度(n=1010)

台
数

金
額

増加 不変 減少

図表 1-4-3 年度別ホストコンピュータの増減 
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 続いて企業規模別の動向をみてみよう。。従業

員数 100 人未満の企業で台数を減らした企業が

1 社もなかった反面、大企業では台数ベースでは

19％、金額ベースでは 29％も減らしていること

がわかる（図表 1-4-4）。 

ダウンサイジング可能なところはやりつくし

たのか、それとも、システムを再構築する余裕

もなくてそのままになっているのか、そこまで

はわからないが、従業員数 100 人未満の企業の

中でも05年度ホストコンピュータを増やしたと

ころが 5％と大企業並みにあることを見れば、減

少傾向にあるとはいえ、適材適所で、ホストコ

ンピュータは使われ続けていくものだという仮

説を証明する調査結果と考えることもできる。 

（3） メインフレーム上の仮想 OS 稼動はまだ少数 

05 年度は新たに、メインフレーム上で、多数 

の仮想 OS（Linux など）を稼動させる手法をど

の程度、企業が採用しているかを調査した。サ

ーバをメインフレームで集中管理をすれば、こ

れまでの運用体制を変えることなく、多数のサ

ーバを安定して稼動させることができるが、調

査の結果、回答企業の 3％しか導入しているとこ

ろはなく、検討している企業も 6％にとどまった。 

このようなことができるメーカーが限られて

いる上、サーバ価格の低廉化で必ずしも初期コ

ストが下がらないためと見られる。 

企業規模別に見ると、従業員 1000 人以上の大

企業では、導入済みが 6％、検討しているところ

が 10％に達していることがわかった。 

マシン運用の新しい手法として注目されるが、

今後の推移を見守りたい。 
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図表 1-4-4 企業規模別ホストコンピュータの増減
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84%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=821)

100名未満(n=60)　

100～999名(n=507)　

1000名以上(n=251)

導入済 導入を検討中 導入予定なし

図表 1-4-5 メインフレーム上での仮想 OS の導入 
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1．4．2 サーバマシン 

（1） サーバは引き続き増加傾向だが、台数、金額と

も前年予想を下回る 

ホストコンピュータと打って変わってサーバ

マシンは、ほとんどの企業がここ数年、導入台

数、金額とも増加させている。05 年度の調査結

果を見てみよう。まず、04 年度より台数を増加

させたと答えた企業は、回答企業870社のうち、

431 社、およそ 50％の企業で、変わっていない

と答えた企業が 45％、減少したと答えた企業は

5％であった。金額では、46％が増加、不変が

46％、減少が 8％であった。 

これを 04 年度と比較すると、増加させたとい

う企業が台数では 5 ポイント、金額では 8 ポイ

ント減っており、2002 年をピークとしたサーバ

の導入ブームは一段落した感が強い。 

それを裏付けるものは、04 年度に聞いた来年

度の増減見込みである。ここ数年、実績ベース

では、常に前年の見込みを上回る企業がサーバ

を台数、金額とも増やしてきたが、05 年度は、

昨年、増加すると予想した企業が台数、金額と

も 52％であったから、台数では 2 ポイント、金

額では 6 ポイントと、初めて前年を下回ってい

る。企業規模別にサーバの増減傾向を見てみる

と、04 年度と同様、大企業ほど増加傾向が強い

（図表 1-4-7）。 

  

台数について見てみると、従業員 1000 人以上

の企業では、62％の企業が 04 年度より増加した

と回答しているのに対し、100 人～999 人の企業

では、増加 46％、100人未満の企業では増加 32％
である。また、金額については、増加したと回

答した企業は、従業員 1000 人以上の企業では

58％、100 人～999 人の企業では 43％、100 人

未満の企業では 25％であった。 

これを 04 年度と比較してみると、企業の規模

が大きくなるほど増加させた企業の数が減って

おり、しかも台数より金額ベースで落ち込みが

大きい。例えば従業員数 1000 人以上の企業の金

額ベースを見てみると、04 年度は 69％の企業が

増加させたと答えたのに対し、05 年度は 58％と

11 ポイントも下がっており、中小規模の企業の

5 ポイント程度に比べると落ち込み方が目立っ

ている。 

さらに、注目するところは、従業員数 1000 人

以上の企業で前年よりサーバを減らした企業が、

台数で 9％、金額で 11％もあったことである。

例年、来年度の見込みでは 10％になることもあ

るが、実績ベースでは常に 6％近辺であったから、

倍近く増えたことになる。 

大企業では増えすぎたサーバの整理統合が始

まっていることが窺える。 
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図表 1-4-6 年度別サーバマシンの増減 
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次年度の見込みはどうだろうか。 

全体では、実績よりさらに少ない見込みで台

数では 49％、金額では 45％の企業が増やすと答

えた。 

基本的には増加の傾向は続いているものの一

時の勢いは失われている。特に、規模別に見た

06 年度の見込みを見てみると、従業員数 1000
名以上の企業群では、金額ベースで 15％もの企

業が減らすと見込んでおり、サーバーベンダー

にとっては気になるところである。 

（2） サーバ OS は依然 Windows2000 がトップ、

Windows2003 が急増 

それでは、サーバマシンの OS の割合はどう推

移しただろうか。 

図表 1-4-8 のように、7 つのカテゴリーに分け

調査を行った。ハードウェアの区別はしていな

い。例外もあるが、一般的には、①から③の

Windows 系、⑤の Linux 系と⑥のその他フリー

OS が、パソコンと同じ IA 系サーバ、④の商用

UNIX と⑦のその他 OS が、いわゆるワークステ

ーションといわれる専門のサーバをプラットホ

ームとしていると考えられる。 

(n=719）
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②Windows 2000

③Windows 2003

④商用UNIX

⑤Linux

⑥その他フリーOS

⑦その他のOS
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図表 1-4-8 サーバマシンの OS の採用割合 
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図表 1-4-7 企業規模別サーバマシンの増減
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これによると、最も導入の多い OS は、前の年

と同じく Windows 2000 で、回答企業の 85％が

採用しているが、04 年度の 84％に比べると 1 ポ

イントしか上がっていない。2 位は前年と同じ 2
世代前の OS、Windows NT で前年より 9 ポイン

ト下げて 69％であった。 

3 位は、昨年 35％の普及率だった Windows 
2000 の後継 OS である Windows 2003 で、62％
と大きく普及率を伸ばしたが、前年同様の順位

にとどまった。 

商用 UNIX は、34％の普及率で 04 年度より 6
ポイント減らし、遂に普及率では、Linux を下

回った。最近は専用のワークステーションでも

Linux が動くようになったので、その影響が考

えられる。 

 その Linux であるが、普及率は 38％で 04 年

度と全く同じ比率にとどまった。複数台導入し

ている企業の中では割合が増えているので台数

そのものは増えていると思われるが、新規参入

はなかなか難しいようである。 

次にこれら OS の増減動向を見てみよう。 

まず、最も台数を増やした OS は Windows 
2003 で、採用している企業のうち 76％が台数を

増やした。2 位は、04 年度と普及率こそ変わら

ないものの、Linux の 36％であった（図表 1-4-9）。
この 2 つの OS は、採用を検討している企業の

数から言っても Windows 2003 は 35 社、Linux
は 18 社と、全体の 1 位と 2 位を占めている。 

図表 1-4-9 導入しているサーバ OS の増減（台数） 
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図表 1-4-10 導入しているサーバ OS の次年度見込み（台数） 
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Windows 2000 は、既に 1 世代前の OS だが、

減少させた企業は、導入している企業のうち

19％しかなく、増加させたと答えた企業は 22％
もあった。企業は、ベンダーの思惑やメディア

の宣伝に惑わされることなく慎重に OS を選択

していることが分かる。 

一方、商用 UNIX は、減少させたと答えた企業

が、Windows NT の 56％や、さきほどの

Windows 2000 と比べて 13％と少ないが、増加

させた企業は導入は 21％と 04 年度同様伸び悩

んでいる。 

さて、それでは、次年度の意向はどうだろう

か。最も増加の意向の高かった OS は、やはり最

新の Windows 2003 で、導入企業の 76％の企業

が来年増やすと答えている（図表 1-4-10）。 

次いで、Linux の 40％であった。これは、昨

年の見込みでは Windows 2003 は 82％で、

Linux は 37％であったから、企業が Windows
系にあきたらず、オープンソースの代表である

Linux にさらに関心を高めてきたあらわれとみ

ることができる。 

（3） 信頼性・安定性は Windows 2003 が善戦 2 位 

サーバ OS で最も信頼性・安定性が高いと評価

された OS は、商用 UNIX で、「非常に満足」な

いし「満足」と答えた企業を合わせると全体の

48％で、ほぼ半数の採用企業が満足している。2
位は、Windows 2003 の 36％、3 位は Linux の

35％であった（図表 1-4-11）。 

 信頼性・安定性は従来、UNIX 系と Windows
系では大きな隔たりがあり、Windows 系は

UNIX 系に比べると常に低かったのだが、05 年

度は Windows2003 が遂に Linux を抜いて 2 位

となった。 

とかく専門家の批判を浴びてきた Windows
であるが、XP、2003 の評判は良く、ようやく企

業の信頼を勝ち得た結果が、正直に調査結果に

表れたものと見られる。 

しかし、満足だと答える企業が増える一方、

不満と答える企業が多いのも Windows である。 

WindowsNT は「非常に不満」「不満」を合わ

せると 30％の企業が不満だと答えている。これ

は、Linux の不満の 10％と同様、OS そのもの

の信頼性より、保障期限が切れることによる信

頼性の低下が大きな原因であると考えられる。

Linux の不満も、もともとこの OS が無保障であ

ることを嫌った企業が多いからであろう。アメ

リカには、こうした古い OS のサポートをサービ

スとして提供する企業があると聞く。日本のソ

フトベンダーの中で、フリーOS などの一定のサ

ポートを保障するサービスを始めるところがあ

らわれれば、立派なビジネスとして成立するか

もしれない。 

Linux 以外のフリーOS と、それ以外の OS は

全体の企業の中で 15％程度の普及しかなく、余

り満足度は高くない。IT 部門内の一部の熱烈な

支持者に支えられて導入されたのかもしれない

が。サポートの面で不安があるためか、全体的

な評判は芳しくないようである。 
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非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

図表 1-4-11 サーバ OS の信頼性・安定性の評価 
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図表 1-4-12 年度別ネットワークストレージ導入状況
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図表 1-4-13 企業規模別 ネットワークストレージ導入状況 
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（4） ネットワークストレージ 

本調査では、ネットワークストレージとして、

ファイバーチャネルなどを使った大規模なスト

レージシステム SAN（Storage Area Network）
と、比較的小規模な NAS（Network Attached 
Storage）について、その導入状況を聞いている。 

まず、SAN と NAS についての調査結果を見

てみると、SAN も NAS も順調に普及が進んで

いる（図表 1-4-12）。 

SAN を導入している企業は、04 年度 14％で

あったのに対し、05 年度は 17％に、NAS を導

入している企業は、年度 23％に対し、27％とな

っている。 

ここ 4 年の SAN と NAS の導入状況を見てみ

ると、この 4 年間に SAN は 10％から 17％と、

ほぼ 2 倍、NAS は 11％から 27％と 3 倍近く導

入する企業が増えてきたことがわかる。 

ただし、導入を検討していると答えた企業は、

SAN、NAS とも 15％で、04 年度を下回り、や

や需要が一巡した感は否めない。 

企業規模別に見てみると、当然のように大企

業ほど導入する企業の比率が高いが、従業員数

1000 人以上の企業では、SAN が 35％、NAS が

38％と、SAN の普及が高いのが目に付く（図表

1-4-13）。 

こうしたストレージネットワークのメリット

は、データ量が多くなればなるほど大きくなる

もので、大企業で SAN の普及が高いことも納得

できる。 

また、05 年度は、従業員 100 人未満の企業で

も SAN の導入が伸びたことが注目される。04
年度年はわずか 1％であったのが、05 年度は 7％
と大きく増えている。前年の報告で規模の小さ

い企業におけるSANに対する関心が高まってい

ることを指摘したが、その予言が的中した形と

なった。 
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図表 1-4-14 年度別ブレードサーバの導入状況 

（5） ブレードサーバ 

昨年度より、新技術として、新しい形態のサ

ーバ、ブレードサーバ（シャーシーに縦に刃（ブ

レード）を立てるように高密度に実装したサー

バ）の導入意向を調査し始めた。 

05 年度は導入済みという企業が、04 年度の

9％に対し 13％とほぼ 1.5 倍で、急激な普及率と

言える。さらに導入を検討する企業も 04 年度の

16％を上回り、SAN や NAS の導入意向より高

い 19％となった。（図表 1-4-14）。 

 

企業の規模別に見るとやはり大企業の普及は

中堅・中小企業と比較し高い。従業員数 1000 人

以上の企業ではすでに 6％の企業が導入してい

る。一方、100～999 人の企業でも、昨年の 4％
から 2 倍の 8％と、導入が進んでいるのが目立つ。 

限られたスペースの中で、どれだけ高密度化

できるかは、運用コストに大きくかかわってく

るもので、一部の大企業だけの問題だけではな

くなったようである。 
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1．4．3 クライアントマシン 

（1） 増加傾向にかげり 

クライアントマシン、いわゆる PC 端末の動向

について見てみよう（図表 1-4-15）。 

クライアントマシンはここ数年、回答企業の

60％以上の企業が 04 年度より台数、金額ともに

増やしてきたが、2005 度増加させた企業は、台

数で 59％とはじめて 60％を割り、金額でも前年

を 2 ポイント下回る 59％にとどまった。 

 それでも 04 年度の見込みでは、台数で 52％、

金額で 46％の企業が増加させると答えていたに

対し、台数、金額ともこの見込みよりは上回っ

ており、サーバが、前年の予想よりも下回った

のに比べれば、落ち込み方はそれほどでもない。 

クライアントマシンの増減動向は、企業の規

模に関係しないのが特徴だが、05 年度も従業員

数 100 人未満の企業では 49％、1000 人以上の

企業でも 51％と増加の傾向に差はなかった。む

しろ大企業では減少させたと答えた企業が 7％
と、100 人未満の企業の 6％を上回っている（図

表 1-4-16）。 

図表 1-4-15 年度別クライアントマシンの増減 
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図表 1-4-16 企業規模別クライアントマシンの増減 
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図表 1-4-18 導入しているクライアント OS の増減 
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図表 1-4-17 クライアント OS の導入割合 

大企業では、すでに 1 人 1 台以上の普及率で、

セキュリティ強化のため端末の整理を始めてい

ると推察される。 

次年度の予想を見ると、台数では 50％、金額

では 43％の企業が来年は増やすと回答している。

これは前年の見込みを上回っており、かげりが

出たとはいえ、クライアントマシンのニーズは

底堅いものがある。 

（2） クライアント OS は予想通り Windows XP が圧倒

的なシェア 

クライアントマシンに搭載されている OS の

割合について聞いたものが図表 1-4-17 である。 

最も使われている比率の高い OS は、予想通り

Windows XP であった。回答企業の 92％で使わ

れており、45％の企業が、社内の PC 端末の半

数以上に Windows XP をインストールしている。

昨年トップであった Windows2000 は普及率で

は 86％から、83％に低下し、端末の半数以上に

導入している企業の数は 40％から 38％に下が

った（図表 1-4-17）。 

他の OS で導入が過半数を超える企業は、上記

２つの OS より圧倒的に少なくなり、98、ME
で 6％、NT は 4％とほとんど無視できる比率ま

で下がる。 

しかし、全くゼロになるわけではない。企業

ユーザーは古い OS を使い続けるものである。前

年より下がったとはいえ、企業の 32％は、依然

としてWindows 95をまだ使いつづけている（昨

年は 45％）。 

またWindows以外のLinuxなどのOSをクラ

イアントに使っている企業は、全体で前年より 3
ポイント低い 10％とさらにシェアを落とした。 

導入している企業の中で増減を見てみると、

Windows XP の増加傾向が明らかである（図表

1-4-18） 
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（3） Windows XP の信頼性が評価された 

ぞれぞれのクライアント OS の信頼性・安定性

の評価を聞いたものが図表 1-4-19 である。 

最も高い信頼性・安定性と企業が考えている

OS は、04 年度は Windows 2000 であったが、

05年度の調査ではWindows XPがトップとなっ

た。 

Windows XP の「非常に満足」「満足」を合わ

せた満足度は 41％であり、前年に比べて 8 ポイ

ント上がっている。Windows 2000 も 35％で前

年と変わらないが、Windows XP がこれを抜い

た形となる。企業は、実際に使ってみて Windows 
XP の安定性を確認したようだ。 

Windows 以外の OS の信頼性に満足している

企業の数が少ない。05 年度は前年より 3 ポイン

ト下がって 10％の企業しか評価していない。 

 これは OS そのものの信頼性というより、フリ

ーOS にさけられない「無保証、自己責任」とい

う姿勢が、企業に嫌われているからと推測され

る。 

（4） しばらくは Windows XP の天下 

次年度の予想はどうだろうか（図表 1-4-20）。 

前年同様、Windows XP に換えるという意向

が圧倒的に強い。回答企業の実に 87％が XP を

増やすと答え、次に増やすと答えた Windows 
2000 はわずかに 11％にすぎない。それでも、

Linux などの他の OS を増やしたいと答えた企

業は 14％と Windows 2000 を上回った。 

特定の OS に集中して行くことは、短期的には

確かに利用者にとって便利で効率が良いが、余

りにも集中することは、長い目で見れば弊害が

大きく最終的には決して利用者の利益にならな

い。これはこれまでの ITの歴史が証明している。 

図表 1-4-20 クライアント OS の次年度増減予想 

図表 1-4-19 クライアント OS の信頼性・安定性 
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1．5 ネットワークの採用と評価 

本章では、企業のネットワーク設備の採用状

況と最新技術の導入状況、今後の動向について

調査している。 

昨年は、構内ネットワーク（LAN）、広域ネッ

トワーク（WAN）、新しいネットワーク技術を使

ったサービス（VoIP：IP 電話、RF-ID：IC タグ

等）の 3 種類の質問を実施していたが、LAN に

関しては経年変化が余り見られなくなったため

設問を廃止し、「無線 LAN」のみをネットワー

クサービスにまとめて質問を構成した。また

WAN についても、変化のほとんどない衛星回線

は項目を削除し、新たに「インターネット VPN」

を追加した。 

1．5．1 WAN の採用動向 

（1） ATM 網が減らない 

WAN の採用動向をまとめたものが図表 1-5-1、
それぞれの回線のここ 4 年間の「採用している」 

と回答した企業の割合を年度別にまとめたもの

が図表 1-5-2 である。 

一見してわかるように、企業が採用する広域

網は、ISDN やフレームリレーなどの一世代前の

通信技術が一貫してシェアを減らし、インター

ネットの IP技術を基盤とするネットワークに一

斉に移行している状況が明確に見て取れる。 

このなかで目立った動きがあるのは、フレー

ムリレーと、ATM 網の減少の度合いである。フ

レームリレーが、デジタル専用線などと同様に

年間 5 ポイント以上、採用する企業の数を減ら

しているのに対し、ATM 網は、採用している企

業は全体の 2 割に満たないが、04 年度に比べて

1 ポイントしか減っていない。 

これは、ATM 網がフレームリレーに比べ、回

線速度の上限が、4 倍から 5 倍高いということも

あるが、一部のメーカーのネットワークに ATM
網以外は通さないプロトコルがあり、企業が簡

単に ATM 網をやめるわけにはいかない事情も

あるものと思われる。 

図表 1-5-1 年度別 WAN の採用動向 

図表 1-5-2 年度別 WAN の採用動向 
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このように、企業のネットワークは本来、各

個の業務システムに組み込まれており、少々通

信コストがかさむからと言って、そこだけ換え

ることは容易なことではない。それにもかかわ

らず、このように旧世代の通信機器が ATM 網を

除いて、着実に減少していくのは、IT 経費節減

の圧力がいかに強く企業にのしかかっているか

を如実にあらわしている。 

（2） インターネット VPN に強い意欲 

旧世代の通信設備が減少していく中で、確実

に利用が拡大しているのは、TCP/IP プロトコル

を基盤とするネットワーク網である。特に、公

衆回線を専用線のように使える VPN(Virtual 
Private Network)の成長が著しい。昨年までは、

IP-VPN としてまとめて聞いていたが、05 年度

はより詳しく実態を調べるため、公衆回線であ

るインターネットのなかで VPN を使う「インタ

ーネット VPN」と、専用線のなかで使う VPN
である「IP-VPN」の２つに分けて聞くことにし

た。 

IP-VPN を採用する企業は全体の 67％、イン

ターネット VPN は 59％であった。昨年の

IP-VPN の普及率は 70％であったから、回答者

がインターネット VPN を含めてこれに答えて

いたと仮定すると、大幅な増加率となる。 

 また、本来は構内網として考えられた IP 網を

拡大した広域イーサネットも、昨年の 37％から

3 ポイント増えて 40％の企業が採用している。 

さて、今後の動向はどうなっているであろう

か。図表 1-5-1 に戻って見てみると、退役が検討

されている通信網は、ISDN 網で全体の企業の

10％、次いでフレームリレーの 6％、デジタル回

線の 5％であった。ATM 網は 2％で、旧世代の

中では一番少ない。 

一方、採用を検討している企業の最も多かっ

た通信網は、最近急速な成長を遂げているイン

ターネット VPN で、10％の企業が採用を検討し

ている。IP-VPN として聞いた前年の採用意向は

8％であり、05 年度の IP-VPN の採用意向は 4％
であるから、インターネット VPN の方に強い関

心があることは明らかである。高速で安価なこ

とが大きな強みだが、これまで不安材料であっ

た信頼性やセキュリティも企業が満足できるレ

ベルに達したからと見られる。 

図表 1-5-3 IP-VPN とインターネット VPN の割合  
※02 年度、03 年度は IP-VPN をダイヤルアップ回線、回線アクセス、ブロードバンドの 3 つにわけて調査 
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1．5．2 ネットワーク技術の採用動向 

ここでは、以下の 5 つのネットワーク関連技

術、サービスの採用動向を調査した。全体とし

ての結果は図表 1-5-4 の通りである。以降で、そ

れぞれの技術・サービスの動きについて個別に

見てゆく。 

（1） 無線 LAN は着実に普及 

昨年まで周波数帯に分けて聞いてきた「無線

LAN」の採用は、05 年度はまとめてひとつとし

て質問した。その結果は、全社で採用している

企業が全体の 6％、一部で採用しているところが

47％、採用を検討している企業が 15％であった

（図表 1-5-5）。 

 

昨年は採用している企業が、2.4GHz 帯の無線

LAN で 34％、5GHz 帯で 9％であったから、こ

れを単純に加えると全体の 41％が採用していた

ことになる。05 年度は、全社と一部あわせると

53％となり、10 ポイント以上一年間で採用する

企業が増えたことになる。両方とも採用してい

た企業もあるので、実際にはより多くの増加が

考えられ、セキュリティに懸念があるものの「無

線 LAN」は着実に普及していることが分かる。 

従業員規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では、一部のセクションで導入している

企業が 55％と半数以上で、全社的に導入してい

る企業も含めると 6割に達している（図表 1-5-6）。 

34%

9%

8%

10%

32%

58%

81%

6% 47% 15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度(n=914)　　

2.4GHz帯(n=922)

5Ghz帯(n=889)

0
4
年

度

全社的に導入済
（05年度選択肢）

一部のセクションで導入済
（05年度選択肢）

採用中
（04年度選択肢）

検討中
（04/05共通）

計画はない
（04/05共通）

図表 1-5-5 年度別無線 LAN の導入状況 

図表 1-5-4 ネットワークサービス・技術の採用状況 

 *1 VoIP：Voice of IP IP 電話 
 *2 モバイルセントレックス：携帯電話を企業の内線電話として利用するサービス 
 *3 RF-ID：Radio Frequency Identification 無線チップにより人やモノを識別・管理する仕組み 
 *4 GPS：Global Positioning System 人工衛星を利用してどこにいるのかを正確に割り出すシステム 
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全社的に導入済 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない
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（2） VoIP（IP 電話）、モバイルセントレックスの普及

は進んでいない 

オフィスでのネットワークの新技術、VoIP と、

携帯電話を内線電話的に使うモバイルセントレ

ックスは、ほとんど普及が進まなかった（図表

1-5-7、1-5-8）。 

まず、全社的に VoIP を採用している企業は、

全体の 17％で前年より 1 ポイント、一部で採用

している企業も 17％で前の年より 2 ポイント増

えたに過ぎない。さらに採用を検討している企

業は、前年より 6 ポイントも少ない 25％にとど

まった。 

 

これを従業員別規模別に分けて見てみると、

昨年同様、規模の大きい企業ほど積極的である

ことがわかる。1000 人以上の大企業では全社的

あるいは一部導入している企業が前年より 6 ポ

イント多い 52％で半数を超えているのに対し、

100 人～999 人の企業では 26％→27％と 1 ポイ

ントの増加、100 人未満の企業では 13％→16％
と 3 ポイントの増加にとどまった。 

また、モバイルセントレックスは、もともと

普及があまり進んでおらず、全社的に採用して

いる企業は 2％で、903 社中 14 社（昨年は 954
社中 14 社）だけであった。(図表 1-5-8)。 

図表 1-5-7 年度別/企業規模別 VoIP の導入状況 
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45%

55%

15%
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46%

37%

21%
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31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満(n=68)

100～999名(n=566)
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全社的に導入済 一部のセクションで導入済 検討中 計画はない

図表 1-5-6 従業員規模別無線 LAN の導入状況
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一部で導入している企業も全体の 7％と昨年

にくらべて 1 ポイントしか上がらなかった。さ

らに今後検討すると答えた企業も 23％と昨年と

全く同じ比率であった。 

このように普及が進まないのは、いくつか理

由が考えられる。まず、通信手段として電話需

要そのものが電子メールの普及で近年一貫して

下がり続けていることである。総務省の統計に

よると日本の電話の通信時間の累計は、平成 12
年度の 52 億時間（固定対固定）をピークに毎年

下がり続け、3 年後の平成 15 年には半分近くの

30 億時間、NTT データの推定によると一昨年、

21 億時間と半分以下になったと言われている。 

 さらに、IP ネットワークを利用した電話の

技術開発がこのところ急激な勢いで進み、Skype
（スカイプ）などの新技術が次から次に開発さ

れて、新製品が市場に送り込まれ、利用者が将

来を見据えて、何を選べば良いのかが判断でき

ない状況になっていることも大きな原因のひと

つと考えられる。 

オフィスにおける電話環境は、事務作業の生

産性を左右する重要な要素であるが、反面、大

規模な設備投資を要し、容易に取り替えられる

ものではない。新しい技術を導入すれば当面の

通話コストを大幅に下げることはわかっていて

も、企業としては、気軽に手を出すわけには行

かない。技術が落ち着くのをじっと見守ってい

るという姿勢が、結果に現れたものと見られる。 

図表 1-5-8 年度別/企業規模別 モバイルセントレックスの導入状況 
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図表 1-5-10 RF-ID の適用分野 

（3） わずかながら RF-ID(IC タグ)は増加 

微小のチップと非接触でデータがやりとりで

きる RF-ID(IC タグ)は、多くの応用が考えられ

期待されている新技術だが、05 年度の普及状況

はどうだろうか。 

全社的に採用した企業は、昨年同様極めてわ

ずかな数の、全体の 0.7%(昨年は 0.3%)にとどま

った。しかし、一部に採用を始めた企業は、4％
（37 社）と 04 年度の 2％（21 社）より増え、

少しずつではあるが普及が始まっている。ただ

し、導入を検討する企業は、全体の 19％と前年

と同じ比率で関心は拡がっていない（図表

1-5-9）。 

 

これを企業の規模別に見ると、やはり大企業

ほど導入している企業が増え、関心を持つ企業

も増えている。従業員 1000 人以上の大企業では、

一部でも導入している企業は全体の 11％、関心

を持つ企業は全体の 3 割近い 28％と平均を大き

く上回る。大企業が先鞭をつけて新技術の応用

に取り組んでいる姿が目に浮かぶ。 

どのような分野で利用が始まっているのだろ

うか。RF-ID を一部でも採用していたり、採用

を検討していたりする企業(211社)に聞いてみた

（図表 1-5-10）。 

RF-ID が最も利用されると目される、「在庫管

理」と「物品管理」が最も多い。次に多いのが、

製品の生産進捗管理である。 
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図表 1-5-9 年度別/企業規模別 RF-ID の導入状況 

(n=211）
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04 年度の結果（追加ヒアリングを実施）に比

べて増えているのは、出退管理やセキュリティ

領域の出入り管理であった。人間を対象とする

アプリケーションでは、タグの数が少数で済む

からであろうか、企業が何らかの応用を懸命に

模索している様子が窺える。 

導入のためにはどのような課題があるのだろ

うか。同じく「導入済み」「検討中」と回答した

企業に複数選択で答えてもらったものが、図表

1-5-11 である。 

最も多数の会社が課題だと答えたのは、昨年

同様、タグの価格で、回答企業の 75％までが使

うには高すぎると答えている。バーコードなど

の既存の識別技術にとってかわるためには、ま

だ一層のコストダウンが求められているようだ。 

次は、同じコストの問題である設備・開発経

費の課題、タグの性能、信頼性といった技術的

様上位に上がっている。 

（4） 企業の GPS 導入は停滞気味 

衛星からの電波で現在の位置を正確に求めら

れる GPS は今や携帯電話にも実装され、カーナ

ビなど民生品ではおなじみの技術だが、企業で

の応用は進んでいない。 

昨年の調査でも、位置情報が重要な業務情報

となる運輸業には採用するところがあったもの

の全体では、わずか 0.4％（4 社）の普及であっ

た。 

05 年度も、全社的に採用している企業は、

0.4％（4 社）、一部で採用している企業は 3％（26
社）ときわめて低い数字となった。昨年と比較

すると、ほぼ同じか、かえって普及率は下がっ

ており、検討していると答えた企業も前年より

低い 4％であった（図表 1-5-12）。 

図表 1-5-11 RF-ID 導入上の課題 

(n=205)
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導入による現場の混乱

その他

*：金属への添付/耐久性
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図表 1-5-12 GPS 導入状況（図表中の数字は企業数）
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GPS についても RF-ID と同様に、適用してい

る（あるいは適用を検討している）分野と、利

用にあたっての課題を聞いている。 

まず適用分野については、昨年同様、「船舶・

車両の運行管理」が最も多く、作業員の所在管

理や、ルート検索などが次いでいる（図表

1-5-13）。 

課題としては、やはり導入・運用コストがかか

るとの声が多い（図表 1-5-14）。 

これだけ民生品のGPSが普及しているのに業

務用の設備コストが高いと言うのは理解しにく

い。市場が狭いので価格を高くしないと元がと

れない。価格が高いので普及が進まない。従っ

て、市場が広がらないという悪循環が繰り返さ

れている可能性が高い。 

「個人のプライバシーの問題」（回答企業の

24％が指摘）といった面もあるが、使い方によ

っては業務の生産性を上げる大きな可能性を持

つ技術であり、普及に向けてのユーザー、ベン

ダーの今後の努力を期待したい。 

 

図表 1-5-14 GPS 導入上の課題（図表中の数字は企業数） 

(n=63)
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図表 1-5-13 GPS の適用分野（図表中の数字は企業数） 

(n=67)

28

28

19

2

6

0 10 20 30

船舶・車両の運航管理
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初動応急業務への活用

その他
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1．6 ソフトウェアの採用と動向 

当調査では、ソフトウェアの利用動向につい

て、6 年前から、ERP パッケージに焦点を絞り、

その導入状況、評価について調査しているが、

05 年度は、利用の拡がっている業務ツールにつ

いてもその動向を調査した。 

1．6．1 ERP パッケージの採用と評価 

（1） ERP パッケージの利用は拡大しているが 

最初の質問は、企業が ERP を導入しているか

どうか、今後導入しようとしているかなどの全

体的な質問である。回答によると、05 年度、ERP
パッケージを導入していると答えた企業の比率

は、35％で、昨年の調査の 32％に比べると 3 ポ

イント増加した。このうち現在のパッケージを

やめたり、別のパッケージに切り替えたりする

ことを検討している企業は、2％で前年の 4％に

比べると減少しており、わずかな違いだが、落

ち着きを見せている（図表 1-6-1）。 

導入を検討している企業は、全体の 21％で前

年にくらべ 6 ポイントも減少した。この 1 年間

で、普及率は 3 ポイント上がっているから、そ

の減少分よりさらにERPの採用を検討している

企業が減ったことになる。 

企業の中で、ERP を導入したり、採用を検討し

たりしている積極派と、ERP に関心を持たない

消極派とにはっきり分かれてきたことを示すも

のであろう。 

これを従業員規模別に分けて見ると、従業員

1000 人以上の大企業では、ERP パッケージを導

入している企業が全体の 53％に達した。昨年の

調査では 48％であったから、大企業では、ERP
の採用は遂に過半数を超えたことになった。 

（2） ERP パッケージの寡占化が進む 

それでは、どんな ERP パッケージが使われて

いるのであろうか。ここでは、17 種の ERP パ

ッケージの製品名を挙げ、主に使用している製

品名を 1 つ選択してもらった。 

その結果、SAP の R/3 が前年に引き続きトッ

プで、全体の 34％、2 位はこれも前年と同じ

Super Streamの 11％、以下、Oracle Application、
Glovia-C、e-Business Suite の順であった。こ

の順位は、昨年度の調査と全く変わっておらず、

シェアも R/3 が前年の 31％比べて 3 ポイント上

げるなど上位にランキングされた製品は、すべ

て少しずつではあるがシェアを増やしている

（図表 1-6-2）。 
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以
上

採用している 製品の切り替えを検討中 退役を検討中 今後採用を検討 採用の予定なし

図表 1-6-1 ERP パッケージの導入状況 
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 その他の割合が昨年の 30％から、25％に低下

している点からも、製品の淘汰が激しく行われ、

寡占化が進んでいることが窺える。 

製品の割合を企業の規模別に見ると、非常に

はっきりした違いが見て取れる（図表 1-6-3）。 

R/3 は大企業に多く導入されており、従業員数

1000 名以上の企業では 48％のシェアを占める

が、従業員数 1000 名未満の企業では 21％と半

分以下になり、替わって Super Stream と

Glovia-C を採用する企業が増えてくる。 

（3） ERP パッケージの保守価格に不満が集中 

ERP パッケージの満足度はどうであろうか。

満足度を、導入価格、保守運用価格、品質の 3
つにわけてそれぞれ聞いている（図表 1-6-4）。 

それによると、不満、非常に不満を合わせた

不満の声が最も多かったのは 05 年度も「保守価

格」で、過半数を超える 56％の企業が不満と答

えている。 

ただし、すべての製品の保守価格が不満と言

うわけではない。サンプル数の多い上位シェア

の製品を比較するだけでもはっきりとした差が

ある（図表 1-6-5）。 

まず、R/3 は、採用企業の 77％（採用社 106 社）、

Oracle Application は 75％（採用社 28 社）の企

業が不満と答えているのに対し、Glovia-C では

32％（25 社）、Super Stream では 26％(35 社)
である。 

保守価格に次いで不満が高いのは、導入価格

である。採用企業全体の 49％が、不満か非常に

不満だと答えている。製品別では、やはり保守

価格への不満の大きい製品は、導入価格でも不

満が大きい（R/3とOracle Applicationが 68％）。 

一方、品質については、比較的不満が少なく、

全体の 26％が満足し、不満は 22％と少なくなる。

製品別では、例年通り、価格面で不満のある製

品で、満足度が高い結果となっている。 

図表 1-6-2 採用している ERP パッケージ（採用企業が※1％以下の製品はその他に統合） 
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図表 1-6-3 企業規模別採用している ERP パッケージ 
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価格が高いのは分かっているが、品質のこと

を考えれば、使わざるを得ないと言う企業の事

情が見えるようである。 

今回あげた製品は、規模や適用範囲がそれぞ

れ異なり一概に決め付けることは避けたいが、

ERP パッケージの価格が高く、特に保守運用経

費に問題があるという定評が、ユーザーの間で

定着しつつあることは残念なことである。 

 価格に不満の少ない製品もあるのだから、こ

の流れがERPパッケージ全体の市場の発展を阻

害するようなことがあってはならない。 

冒頭のERPの採用に関する質問に見られるよ

うに、ERP パッケージそのものへの関心は、こ

うした影響もあってか積極派と消極派に 2 分さ

れていく傾向にある。パッケージベンダーがこ

うした調査結果を謙虚に受け止め、ユーザーの

満足度を少しでも上げるような努力をしていか

なければ、パッケージ市場の拡大はこれ以上望

めないであろう。 
図表 1-6-4 ERP パッケージの満足度 
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図表 1-6-5 製品別 ERP パッケージの満足度 
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（4） カスタマイズの傾向はアドオンが主流 

続いて、利用企業が ERP の導入にあたって、

自社の業務に合うようどのようなカスタマイズ

を実施しているかを聞いている。 

機能追加のためのアドオン開発をしている企

業が全体の 75％、パッケージそのものを修正す

るモディフィケーションが、16％、パッケージ

のパラメータ変更でカスタマイズする企業が

8％となった（図表 1-6-6）。 

企業規模別では、従業員数 1000 名以上の企業

では、アドオン利用が 85％とほとんどの企業が

アドオンで利用している。一方 1000 名未満の企

業では、パラメータ設定での利用が 10％、モデ

ィフィケーションしての利用が 23％とその割合

が多くなっている。 

（5） ERP の業務範囲は共通業務が多い 

ERP パッケージの業務への適用範囲を業務ご

とに、全社的に採用しているのか、一部なのか、

あるいは海外拠点だけなのかを聞いた（図表

1-6-7）。 

これによると、応用範囲の中で、最も導入し

ている企業が多かったのは、昨年と同じ、「財

務・会計」で、92％の企業が ERP を使っている。

次が、「人事・給与」の 51％、ERP（経営資源

再配置計画）パッケージの本来の応用範囲であ

る製造・生産業務では、「購買・資材管理」が 50％
と、第三位に甘んじた。 

全社的に導入しているところも、「財務・会計

管理」（76％）と、「人事・給与」（41％）の導入

が多く、「購買・資材」「販売・物流」「生産管理」

といったところは 30％内外にとどまっている。 

 

日本では、ERP パッケージが、まず「財務・

会計」、「人事・給与」といった共通業務に多く

使われ、本来の生産・製造業務への適用を全社

的に進めている企業は、導入している企業の中

でも 1／3 に過ぎないことがわかる。 

業務範囲別の導入の状況を昨年と比較すると、

トップの「財務・会計」で一部導入したと答え

た企業が増えたが、それ以外は、わずかずつで

はあるがすべて 04 年度を下回った。ERP を新

たに導入したと答えた企業の全体は、昨年度に

比べて増えているのに、業務範囲別で下がるの

は、新たに導入した企業の ERP パッケージの適

用が、「財務・会計」などの一部の業務に止まり、

母数が大きくなって他の業務範囲の導入比率を

下げたものとみられる。 

また「人事・給与」が前年の 49％から、41％
と 8 ポイントも下がっている。これは母数の変

化だけでなく、実際に、これまでの ERP をやめ

て、別の個別のパッケージを入れた可能性もあ

るが、ここでは確認することは難しい。 

いずれにしても、日本の ERP パッケージの利

用の現状は、ERP 本来の目的から離れ、開発工

期・開発経費の圧縮を目的とした、単なる業務

パッケージとしての使われ方が主流を占めてい

るということが今回の調査でもはっきりした。 

図表 1-6-6 ERP パッケージのカスタマイズ 
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図表 1-6-7 REP パッケージの適用範囲 
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1．6．2 業務用ソフトウェアの採用状況 

（1） 「ドキュメント管理ツール」に関心が高い 

05 年度は、これまでの ERP パッケージに絞

った調査に加え、パッケージソフトの一種とし

て利用が増えている各種業務ツールの採用動向

についても調査を実施した。 

代表的な業務ツールとして、ネットワークな

どの「総合運用管理ツール」、PC 端末などの管

理を行う「IT 資産管理ツール」、設計図などを含

めた「ドキュメント管理ツール」、一元的なアカ

ウントを管理する「アクティブディレクトリ」

の 4 種を選んだ。 

また、ツールではないが、端末の集中管理を

ねらったシンクライアントの新たな方式、「ター

ミナルサーバー」についても、その導入の状況

を調査した。 

この 4 種のツールのうち、最も普及が進んで

いるのが、アカウントの一元管理をする「アク

ティブディレクトリ」で、全社で採用する企業

が全体の 23％、一部のセクションでの採用を含

めると、企業全体の 34％が既に導入している。

多数の端末の管理に必要な「IT 資産管理ツール」

も、次いで導入する企業が多い。オープンシス

テム時代を迎え、際限なく増え続ける PC 端末の

管理に企業が躍起になっている姿が浮かんでく

る（図表 1-6-8）。 

一方、ネットワークの状況や、数多くのサー

バ総合的に管理する「総合運用管理ツール」や、

ドキュメントの電子化に対応する「ドキュメン

ト管理ツール」は、全社で採用している企業は、

全体の 11％、9％と、まだ普及は進んでいない。 

これを企業の規模別に見たものが図表 1-6-9
である。やはり大企業ほど導入する企業の数は

増えている。特に、「総合運用管理ツール」は全

体では、11％だが、1000 人以上の大企業では

23％と中小規模の企業に比べれば、普及率は 4
倍近くなる。また、「ドキュメント管理ツール」

も、全体では 9％だが、大企業では 15％が全社

で採用しており、一部を合わせると 36％に達す

る。 

導入を検討している企業の数が最も多いツー

ルは、まだ普及率の低い「ドキュメント管理ツ

ール」で 26％の企業が導入を検討し、潜在的な

需要が高いことを示している。次いで多いのは

「IT 資産管理ツール」、「アクティブディレクト

リ」で、これらはまだ導入していない中小規模

での企業に導入意向が高いものと見られる。 

新しい端末ソフトの集中管理の方式、「ターミ

ナルサーバー（シンクライアント）」は、従来の

PC 端末をそのまま使い、ソフトを集中管理でき

る方式だが、全社に採用する企業は、まだ回答

企業の 3％しかおらず、一部を加えても 13％の

普及にとどまった。しかし、導入を検討してい

る企業は 22％あり、大企業では、大きく増えて

34％の企業が導入を検討している。今後の推移

を注目したい。 

図表 1-6-8 業務ツールの導入状況 
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図表 1-6-9 企業規模別業務ツールの導入状況
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1．7 IT 組織体制の動向 

ユーザー企業の IT 部門（情報システム部門）

は、戦略→企画→開発→運用→保守という一連

の業務をすべて情報システム部門で管理、担当

していたが、1980 年代より、情報システム部門

の一部を分社化し、情報子会社として開発、運

用、保守業務を任せるという傾向が強くなった

（図表 1-7-1）。 

また、2000 年頃から、システム企画機能も情

報子会社に移管する流れが生まれるとともに主

に情報子会社の強化を狙って大手ベンダーとの

合弁子会社とする流れが生まれた。 

最近では、大きな流れは変わらないと考えら

れるが、社会的にも IT の重要性が認知され、各

企業独自の IT 戦略を立てると共に、IT 組織も各

企業独自の方向性を探るようになった。 

 

本報告書の「1.1.1 IT の関心事」においても

「IT 組織運営」というトピックが、1 位に選ば

れたトピックの中では 5番目に多くなっており、

企業独自の組織のあり方が関心を集めている。 

ここでは、主に IT 機能・役割の集中と分散とい

う観点、および IT 機能のアウトソーシングとい

う観点から、ユーザー企業における組織がどの

ような方向性にあるのかを見ていく。 

また、「人材」という観点から、ユーザー企業

で実施しされている様々な人事施策の状況、最

近ますます重要性が高まっている CIO（Chief 
Information Officer）の現状を見ていきたい。 

図表 1-7-1 IT 組織の変遷 

 

戦略立案

企画

開発

運用

保守
情報システム部

戦略立案

企画

開発

運用

保守
システム子会社

戦略立案
経営情報システム部

企画

開発

運用

保守
システム子会社

企画
開発

運用
保守

戦略立案
経営情報システム部

開発
運用
保守

システム子会社

システムベンダ

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

２０００～１９８０ ～

戦略立案

企画

開発

運用

保守
情報システム部

戦略立案

企画

開発

運用

保守
システム子会社

戦略立案
経営情報システム部

企画

開発

運用

保守
システム子会社

企画
開発

運用
保守

戦略立案
経営情報システム部

開発
運用
保守

システム子会社

システムベンダ

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

利用（業務）部門
（経営を含む）

２０００～１９８０ ～
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1．7．1 IT 組織形態の現状と方向性 

（1） IT 部門の組織形態：分散型の減少傾向が顕著、

従業員数 1000 名以上の企業ではアウトソーシ

ング化の傾向が強い 

本調査では、過去数年にわたり、IT 部門の組

織形態を以下の 3 つのタイプに分類し、自社の

IT 部門がどの組織形態に近いかを聞いてきた。 

・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元的

に統括・管理 

・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、各事業

部固有のシステムは事業部が担当 

・分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を各

事業部に分散 

さらに 05 年度は、本社機能として自社 IT 部

門／事業部門に何の機能を残し、アウトソーシ

ングをどの程度まで進めているか、集権型、連

邦型を下記のタイプに詳細化して聞いてみた

（図表 1-7-2）。 

どの組織形態を選択するかは、企業規模、経

営姿勢、業種・業態、企業風土、IT 化の方向性

などさまざまな要素を総合的に判断した結果に

よるもので、どの形態が良い／悪いということ

を論じることはできない。しかし、多くの企業

が取り組んでいるであろう IT ガバナンス強化、

あるいは 2005 年調査の重点テーマでもある「企

画提案力の強化」、「基幹システムの再構築」、「ア

ーキテクチャを意識した情報システム」などの

課題認識や取組み方との関連で、どのような組

織形態が選択されているのか、今後どのような

方向に向かおうとしているのかは興味深い。 

アンケートでは、図表 1-7-2 を提示し、最も近

い形態を選択してもらった。その結果が図表

1-7-3 である。 

これを、昨年までと同様に、集権型、連邦型、

分散型の 3 つに分類しなおし、過去何年かの変

遷をみたのが、図表 1-7-4 である。 

図表 1-7-2 IT 組織形態のタイプ 

①集権型 A 企画・開発・運用を一貫して本社 IT 部門が集中管理 

②集権型 B  
本社IT部門が一括して統括するが、戦略・企画を本社機能として残し、開発・運用は、情報
子会社あるいはシステムベンダーにアウトソーシング 

③集権型 C 
本社 IT 部門が一括して統括するが、戦略のみを本社機能として残し、企画、開発、運用機
能は、情報子会社あるいはシステムベンダーにアウトソーシング 

④連邦型 A  
全社プロジェクトの企画・開発・運用は IT 部門が統括、各事業部固有のシステムの企画・
開発・運用は各事業部が担当 

⑤連邦型 B 

全社プロジェクトは IT 部門が、各事業部固有のシステムは事業部が統括するが、企画機
能のみ担当し、開発・運用については情報子会社あるいはシステムベンダーにアウトソー
シング 

⑥分散型 ほとんどの機能を各事業部に分散 

 

 

企画・開発・運用機能の分担 

全社 事業部 情報子会社・アウトソーサー 

①集権型 A 戦略・企画 開発 運用   

②集権型 B 戦略・企画  開発 運用 

③集権型 C 戦略  企画 開発 運用 

④連邦型 A 
戦略・企画 開発 運用 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 
 

⑤連邦型 B 
戦略・企画 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 

開発 運用 

（全社・事業部システム） 

⑥分散型 戦略 
企画 開発 運用 

（事業部システム） 
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これを見ると、集権型が 74％と最も多く、連

邦型 23％、分散型 4％で、過去数年の傾向とほ

とんど同じであるが、02 年度は 10%あった分散

型の組織形態を取る企業が 4%まで減少してお

り、分散型が年々減少する傾向が表れていると

言える。また、分散型の多くは連邦型へ移行し

ているようである（図表 1-7-4）。 

元の 6 分類に戻り、従業員規模ごとに分類し

たものが図表 1-7-5 である。 

集権型 B、集権型 C、連邦型 B のようなアウト

ソーシングが進んだ組織形態をとる企業は、全

体で 3 割だが、従業員数 1000 名を境にアウトソ

ーシングが進んだ組織形態になっている。特に

従業員数 5000 人以上の企業では 60%、1 万人以

上の企業では 80%と、大企業では開発、運用業

務のアウトソーシングがすすんでいることがわ

かる。2 章のインタビューで触れるが、中には本

社機能として戦略だけを残し、数名規模まで IT
要員を削減した企業もあった。 

集権-連邦という観点から見ると、従業員数

5000 人以上の大企業では集権型は 5 割以下で、

連邦型がほぼ拮抗している。 

また、業種別にみると、連邦型が多い業種と

して、運輸、機械製造（電気機械、一般機械）

などが挙げられるが、構成される企業規模が異

なるので一概には言えない（図表 1-7-6）。 

（2） 情報子会社の有無：2 割の企業が情報子会社

を保有し、その 8 割が経営権を持つ 

IT 組織として、情報子会社を持っているかど

うかを聞いたものが図表 1-7-7 である。 

その結果、20％の企業が情報子会社を保有し

ており、そのうちの 80％が経営権を持っている。 

企業規模と情報子会社の有無の関連を見ると、

従業員数が多く企業規模が大きい企業ほど情報

子会社を保有する企業の比率が大きくなってい

る。従業員数 5000 人以上の企業では 55％、

10000 人以上の企業では 86％が情報子会社を保

有している（図表 1-7-7）。 

また、アウトソーシングの進んだ組織形態で

ある集権型 B、集権型 C、連邦型 B の保有率が

高い（図表 1-7-8） 

年度別に見てみると、02 年度と比較して 10
ポイント減少している。特に経営権のない情報

子会社は、1／3 の割合となっている。昨年から

は動きがない（図表 1-7-9）。 

図表 1-7-4 年度別 IT 部門の組織形態の変遷 

74%

74%

73%

71%

70%

23%

20%

20%

18%

19%

4%

6%

7%

10%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度(n=915)

04年度(n=961)

03年度(n=855)

02年度(n=1152)

01年度(n=915)

集権型 連邦型 分散型

図表 1-7-3 IT 部門の組織形態 

①集権型
A

54%

②集権型
B

15%

③集権型
C
4%

④連邦型
A

12%

⑤連邦型
B

11%

⑥分散型
4%
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図表 1-7-6 業種別 IT 部門の組織形態 
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62%
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48%

58%

65%
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40%

69%

29%
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31%

49%

42%

16%
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15%
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17%

23%
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7%

15%

17%
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20%

23%

18%

33%

11%
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8%

17%

15%

7%

17%

11%

8%
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15%

7%

17%

25%

33%

15%

12%

17%4%

17%

2%

0%

8%

6%

6%
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5%
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4%

0%

3%

0%

4%

2%

3%

0%

0%
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0%

0%

4%

2%

0%

0%

0%

0%

4%

10%

8%

7%

0%

0%

2%

4%

0%

4%

4%

4%

5%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=37)

建築・土木・鉱業(n=84)

化学・薬品(n=60)

石油・石炭・ゴム(n=6)

繊維関連・紙・木材(n=26)

鉄・非鉄金属・窯業(n=47)

輸送機器・関連部品(n=30)

一般機械製造(n=60)

電気機械製造(n=71)

その他製造(n=84)
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銀行・保険・証券・信販(n=62)

不動産・倉庫(n=29)

運輸(n=35)

通信・通信サービス(n=4)

電気・ガス・水道(n=6)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=74)

情報処理業(n=24)

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型

図表 1-7-5 企業規模別 IT 部門の組織形態 
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33%
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40%

33%
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3%
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0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=915)

100人未満(n=66)

100～499人(n=373)

500～999人(n=195)

1000～4999人(n=216)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

集権型A 集権型B 集権型C 連邦型A 連邦型B 分散型
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図表 1-7-7 企業規模別情報子会社の有無 

16%

5%

6%

19%

24%

45%

76%

4%

5%

10%

10%

80%

94%

92%

79%

71%

45%

14%

2%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=883)

100人未満(n=63)

100～499人(n=363)

500～999人(n=188)

1000～4999人(n=206)

5000～9999人(n=29)

10000人以上(n=29)

情報子会社あり（経営権を持つ） 情報子会社あり（経営権は他社） 情報子会社なし

図表 1-7-8 組織形態と情報子会社の有無 

16%

5%

35%

59%

11%

45%

6%

4%

7%

13%

80%

93%

58%

41%

88%

42%

94%

2%

1%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=883)

集権型A(n=488)

集権型B(n=128)

集権型C(n=32)

連邦型A(n=104)

連邦型B(n=91)

分散型(n=34)

情報子会社あり（経営権を持つ） 情報子会社あり（経営権は他社） 情報子会社なし

図表 1-7-9 年度別情報子会社の有無 
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80%

81%

74%

70%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度(n=883)

04年度(n=969)

03年度(n=843)

02年度(n=1140)

情報子会社あり(経営権を持つ) 情報子会社あり(経営権は他社) 情報子会社なし
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（3） IT 組織の今後の方向性 

① IT 組織の潮流は機能集中化 

このような組織の形態は、今後はどのような

方向性にあるのか。まず「IT 機能の集中化－分

散化」という観点から見てみよう（図表 1-7-10）。 

IT 組織の今後の方向性としては、現状維持と

考えている企業が 60％以上を占めている。 

これを従業員の規模別にみると、企業規模が

大きいほど現状維持の割合が少なくなり、主に

機能を集中化する方向で検討している。連邦型

を選択している企業比率が最も高い、従業員

5000～9999 人の企業で、特に機能を集中化する

方向性が強くなっている。 

 

続いてこれを組織形態別に見てみると、いず

れの形態でも現状維持が最も多いが、「機能を集

中化する方向」と回答した企業が、「機能を分散

する方向」にある企業を大きく上回っている。 

現在集権型を選択している企業であっても、

更なる機能の集中化を目指している場合もある。

また、連邦型の組織形態を選択している企業は、

現状維持の割合が小さく、集中化の方向性が強

くなっている（図表 1-7-11）。 

図表 1-7-10 企業規模別 IT 組織の方向性 

62%

73%

64%

62%

54%

50%

63%

7%

6%

7%

8%

9%

33%

47%

30%

29%

21%

31%

37%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=917）

100人未満（n=67）

100～499人（n=375）

500～999人（n=193）

1000～4999人（n=217）

5000～9999人（n=30）

10000人以上（n=30）

機能を集中化する方向 現状維持 機能を事業部等に分散する方向

図表 1-7-11 組織形態と IT 組織の方向性 
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33%

29%

36%

40%

24%

66%
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68%

49%

51%

65%

6%

7%
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16%

9%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集権型A（n=504）

集権型B（n=134）

集権型C（n=34）

連邦型A（n=107）

連邦型B（n=98）

分散型（n=34）

機能を集中化する方向 現状維持 機能を事業部等に分散する方向
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② 企業規模が大きいほど外部委託の傾向が強い 

次に、機能をアウトソースする方向性にある

のか、アウトソースしていた機能を戻す傾向に

あるのかを聞いてみた（図表 1-7-12）。 

こちらも現状維持が 78％と多数を占めている

が、変化を考えている企業の中では、外部委託

を進める方向性にある企業が、外部委託してい

た機能を本社 IT部門に戻すとした企業を大きく

上回っている。特に企業規模が大きくなるにつ

れ顕著である。 

 

これを情報子会社の有無別に見ると、情報子

会社を持っている企業では外部委託の方向性が

より強いものの、特に経営権を持たない情報子

会社を保有する企業では、2：1 の割合で外部委

託の拡大と縮小の、相反する方向性を示してい

る。組織体制の改善に向けて試行錯誤している

様子が窺える（図表 1-7-13）。 

図表 1-7-12 企業規模と IT 業務役割分担の方向性 

19%

12%

14%

19%

28%

23%

40%

78%

87%

83%

79%

68%

70%

60%

7%

0%

3%

3%

3%

1%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=913）

100人未満(n=67)

100～499人(n=373)

500～999人(n=193)

1000～4999人(n=215)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

ＩＴ関連業務を外部委託(子会社への移管も含む）する方向
現状維持

外部委託（子会社化）していた機能をＩＴ部門内に戻す方向

図表 1-7-13 情報子会社の有無、経営権の有無と IT 業務役割分担の方向性 
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ある（経営権を持つ）(n=144)

ある（経営権は他社）(n=32)

ない(n=702)

ＩＴ関連業務を外部委託(子会社への移管も含む）する方向

現状維持

外部委託（子会社化）していた機能をＩＴ部門内に戻す方向
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1．7．2 IT 業務の役割分担 

（1） 機能集中の度合いにより、経営企画部門と、ＩＴ

戦略／IT 行政機能の役割を分担 

①～⑩の IT 業務を、どの部門が担当している

かをまとめたものが図表 1-7-14 である。①~⑨の

業務については、IT 部門が担当している割合が最

も多くなっているが、その中でも「⑥部門システ

ムの開発」「⑧部門システムの運営」に関しては、

利用部門が担っている割合が多くなる。 

また、「⑩全社業務改革（BPR）の推進」に関

しては、経営により近い経営企画部門が担当する

割合が最も多くなっているが、IT 部門が担当する

企業も 4 割ある。 

（2） 組織形態による役割分担の特徴 

以降では、それぞれの業務の分担の特徴を見

てみよう。 

① IT 戦略の策定 

「①IT 戦略の策定」の担当部門は、全体では

IT 部門が 68％、経営企画部門が 24%となってい

る。これを、組織形態別に見てみると、分散型

→連邦型→集権型の順に、IT 部門への機能集中

が進むに比例して IT部門が担当する割合が増え

ている。ところが、機能集中に加えて外部委託

が進んだ集権型 C では、IT 部門 44%、経営企画

部門 41%と、IT 部門が IT 戦略の策定を担当す

る割合が一気に減少している。 

図表 1-7-14 IT 業務の役割分担 
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39%
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43%

68%

72%

79%

51%

64%

52%

68%

47%

74%

40%

11%
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18%
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1%
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1%

0%
3%

2%
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2%

1%

1%

1%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ＩＴ戦略の策定(n=912)

②ＩＴ予算の管理/開発順序の優先付(n=912)

③全社システムの企画(n=914)

④部門システムの企画(n=907)

⑤全社のシステム開発(n=914)　

⑥部門システムの開発(n=909)

⑦全社システムの運用(n=915)

⑧部門システムシステム運用(n=910)

⑨ネットワーク管理(n=914)　

⑩全社業務改革(BPR)の推進(n=894)

利用部門 経営企画部門 ＩＴ部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-15 組織形態と「IT 戦略の策定」担当部門 
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全体（n=912）

集権型A（n=505）

集権型B（n=132）

集権型C（n= 34）

連邦型A（n=107）

連邦型B（n= 98）

分散型（n= 32）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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② IT 予算の管理、開発順序の優先付け 

「②IT 予算の管理、序の優先付け」の担当部

門は、IT 部門が 72％、経営企画部門が 19%とな

っている。これについても「①IT 予算の策定」

と同様に、分散型、連邦型、集権型の順に、IT
部門が担当する割合が増えているが、ここでも

集権型 C では、IT 部門 50%、経営企画部門 29%
と、IT 部門が担当する割合が一気に減少してい

る。 

事業部がシステム企画・開発・運用を担当す

る連邦型 A、分散型では、約 30%の企業で、経

営企画部門が予算の配分、開発順序の優先付け

を担当しており、IT 部門による IT ガバナンスと

いう視点からは課題がありそうだ。 

③ システム企画（全社／部門） 

アプリケーションシステムの企画を情報子会

社が担当するという企業が、全社システムにつ

いて 28 社、そのうち 4 割（11 社）が集権型 C
を選択した企業、部門システムについては20社、

そのうち 45％（9 社）が集権 C であった（図表

1-7-17、1-7-18）。 

図表 1-7-16 組織形態と IT 予算の管理、開発順序の優先付け 
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6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=912）

集権型A（n=504）　

集権型B（n=133）　

集権型C（n= 34）　

連邦型A（n=107）

連邦型B（n= 97）

分散型（n= 32）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-17 組織形態と全社システム企画 
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集権型A(n=506)

集権型B(n=133）

集権型C(n=34）

連邦型A(n=107)

連邦型B(n=98)

分散型(n=32）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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④ 全社業務改革（BPR）の推進 

「⑩全社業務改革（BPR）の推進」の担当は、

経営企画部門担当する企業が 43%、IT 部門が担

当するという企業が 40％となっている。 

これについてもアウトソーシングを進めてい

る集権型 C では、経営企画部門が 44%、 IT 部

門が 25%と、IT 部門が担当する割合が最も少な

くなっている。 

システム企画機能までアウトソーシングが進

むと、IT 戦略を経営戦略と一体化したものとし

て捉えて、経営戦略の一部として経営企画部門

が IT 戦略を策定し、IT 行政／IT ガバナンスま

で担当する傾向が見えてくる。あるいは、IT 部

門が経営企画部門の一部となっていることも考

えられる。 

（3） 情報子会社の有無別 IT 業務の役割分担 

情報子会社を持つ企業では、役割権限が縮小した

「小さな IT 部門」を持つ 

続いて、情報子会社を保有する企業における、

IT 関連業務の役割分担について見てみたい。 

① IT 戦略の策定 

情報子会社を保有しており、かつ経営権を持

っている企業では、「IT 戦略の策定」の担当部門

が経営企画部門という企業が 24%、IT 部門とい

う企業が 69％で、これは全体の割合および情報

子会社を保有しない企業の割合とほぼ同じであ

る。一方、情報子会社の経営権を持たない企業

では、経営企画部門 31%、IT 部門 53%となって

いる（図表 1-7-20）。 

図表 1-7-18 組織形態と部門システム企画 
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全体(n=912)

集権型A(n=506)

集権型B(n=133）

集権型C(n=34）

連邦型A(n=107)

連邦型B(n=98)

分散型(n=32）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-19 組織形態と全社業務改革（BPR）の推進 
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集権型B（n=133）
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連邦型A（n=107）
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分散型（n=32）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他



 89

② IT 予算の管理、開発順序の優先付け 

経営権のある情報子会社を保有する企業では、

「IT 予算の管理、開発順序の優先付け」の担当

は、経営企画部門の場合が 19%、IT 部門が 68％
となっており、これも全体の割合とほぼ同じで

ある。また、情報子会社が担当している企業も

7%（10 社）あった。 

一方、情報子会社の経営権を持たない企業で

は、経営企画部門が 28%、IT 部門が 63%となっ

ている。情報子会社を保有しない企業で、IT 部

門 74%が担当しているのと比較すると、IT ガバ

ナンスの一部機能が経営企画部門、利用部門の

役割となっているようだ（図表 1-7-21）。 

③ システム企画（全社／部門） 

「全社システムの企画」の担当は、経営権の

ある情報子会社を持つ企業では、経営企画部門

が 13%、IT 部門が 66％、情報子会社が 15%と

なっている。一方、情報子会社の経営権を持た

ない企業では、経営企画部門が 19%、IT 部門が

63%、情報子会社が 13%となっている。情報子

会社を保有しない企業で、IT 部門 82%が担当し

ているのと比較すると、情報子会社の経営権を

持つ企業では、IT 部門から情報子会社に、経営

権を持たない企業では、経営企画部門と情報子

会社に按分されて、この機能が移っていると考

えられる（図表 1-7-22）。 

部門システムの企画の担当は、情報子会社の

経営権を持つ企業では、利用部門 54%、IT 部門

32％、情報子会社 11％が担当している。一方、

経営権を持たない企業では、IT 部門 25%、利用

部門 63%、情報子会社 9%となっている。情報子

会社を保有しない企業で、利用部門 36%、IT 部

門 56%となっているのと比較すると、経営権を

持つ／持たないに関わらず、この機能が IT 部門

から情報子会社に移っているのではなく、利用

部門がこの役割を果たしているようである（図

表 1-7-23）。 

図表 1-7-20 情報子会社の有無と IT 業務の役割分担（IT 戦略の策定） 
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全体（n=912)

情報子会社を持つ
（経営権あり/n=143)

情報子会社あり
（経営権なし/n= 32)

情報子会社なし(n=700）

利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-21 情報子会社の有無と IT 業務の役割分担（IT 予算の管理、開発順序の優先付け） 
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④ システム開発 

情報子会社の経営権を持たない企業は、経営

権を持つ企業と比較して、全社システム開発で

18%、部門システム開発で 9%、全社システム運

用で 22%、部門システム運用で 16%、ネットワ

ーク管理で 14%、情報子会社への業務委託の割

合が少ない（図表 1-7-24、1-7-25）。 

この情報子会社へ業務委託していない部分を

すべて自社 IT 部門が担当しているのでもない。

全社システム開発は経営企画部門、アウトソー

サーと按分し、部門システム開発はアウトソー

サーと按分し、システム運用はアウトソーサー

への委託割合を大きくして按分し、その残りを

IT 部門の担当機能としてその役割分担を増やし

ている。 

⑤ 全社業務改革（BPR）の推進 

全社業務改革（BPR）の推進でも、経営権を

持たない企業の IT部門が担当する割合が相対的

に少なくなっている。 

経営権を持つ企業では、IT 部門の一部機能が

情報子会社にほぼそのまま移管されている。経

営権を持たない企業では、IT 部門の一部機能が、

情報子会社のほかに、経営企画部門、利用部門、

アウトソーサーに分散して移管され、より「小

さな IT 部門」として IT 部門の役割権限が小さ

くなっている傾向を示している（図表 1-7-26）。 

図表 1-7-22 情報子会社の有無と全社システム企画の担当 
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図表 1-7-23 情報子会社の有無と部門システム企画の担当 
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図表 1-7-26 情報子会社の有無と全社業務改革（BPR）の推進 

図表 1-7-24 情報子会社の有無と全社システム開発の担当 
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図表 1-7-25 情報子会社の経営権の有無と部門システム開発の担当 
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7%

8%

6%

7%

42%

46%

50%

42%

39%

35%

28%

40%

1%

0%

6%

6%

0%

1%

0%

0%

7%

3%

3%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=894)

情報子会社を持つ
（経営権あり/n=141)

情報子会社あり
（経営権なし/n= 30)

情報子会社なし(n=689）
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1．7．3 IT 要員数と IT 要員の構成 

（1） IT 要員の増減 

IT 部門の要員数は継続して減少傾向、情報子会社

を保有する企業では、経営権有無により増減 2 つの

傾向 

IT 業務に従事している、IT 部門の要員数、利

用部門の IT 要員数（各事業部門で IT 業務を担

当する要員）、情報子会社の要員数（自社向け業

務を担当する要員）と、それぞれのここ数年の

推移について聞いてみた。 

 

 

図表 1-7-27 は、企業規模ごとに IT 部門の要

員数を、図表 1-7-28 が年度別に IT 部門の要員

数の増減を見たものである。 

IT 部門要員のここ数年の要員数は、不変と回

答した企業が 60％で多数を占めるが、増加して

いると回答した企業が 17％、逆に減少している

と回答した企業が 24％であり、04 年度までと同

様に減少傾向が続いていると言える。 

図表 1-7-27 企業規模別 IT 部門の要員数 

図表 1-7-28 IT 部門 IT 要員数の変化 
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これを企業規模別に見ると、従業員数 100 名

未満の企業では、不変が 73％とさらに大きくな

るが、従業員数 1000 名以上の企業については、

不変は 42％と半数を下回っており、増減２つの

傾向に分かれる。 

IT 戦略や IT 活用度の違いが経営に与える影

響が大きくなるにしたがい、IT 要員を増強して

いる企業、あるいは情報子会社化への要員シフ

トによる本社 IT部門のスリム化を目指す企業な

ど、IT 部門の強化／改編を模索している様子が

見えてくる。 

情報子会社を保有する企業と保有しない企業

間で見てみると、保有している企業で自社 IT 部

門の IT要員を見直す傾向が強い（図表1-7-30）。 

経営権を持つ情報子会社を保有する企業では、

自社 IT 部門の IT 要員を減少させる傾向を示し 

ており、情報子会社への業務移管、要員シフト

を進めている企業が増えていると考えられる。 

一方、経営権を持たない情報子会社を保有す

る企業では、自社 IT 部門の IT 要員を増加させ

る傾向を示している。 

かつて経営権を持っていた情報子会社が親離

れし、親会社の期待への対応を十分果たさなく

なったのか、あるいは、情報子会社の営業シェ

アに占める親会社の比率が低下し、親会社の業

務を担当する要員・戦力が少なくなり、結果と

して親会社の業務に精通する優秀な SE がいな

くなったのか、様々な背景・理由があるだろう。

「外販重視のために自社案件の優先順位が下が

ってきた」とこぼしている企業もある。経営権

を持たない情報子会社を保有する企業が、IT 業

務体制の建て直しを模索している姿が浮かんで

くる。 

図表 1-7-29 企業規模別 IT 部門要員数の変化 

図表 1-7-30 情報子会社の有無別 IT 部門要員数の変化 
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（2） 利用部門の IT 要員数は、現状維持が大半 

利用部門の IT要員についてはここ数年の動き

を聞いたところ、不変と回答した企業が 80％で

多数を占め、現状維持の傾向が強い。企業規模

別に見ると、従業員数 100 名未満の企業では、

不変が 92％とさらに大きくなっている。1000
名以上の企業については、不変は 67％と相対的

に少なくなっている(図表 1-7-31)。 

（3） 情報子会社の IT 要員数は、顕著な増加傾向 

情報子会社の IT 要員については、不変と回答

した企業が 53％と約半数であるが、増加してい

ると回答した企業が 34％、逆に減少していると

回答した企業が 14％あった。03 年度より、情報

子会社の IT要員を増加する傾向を示していたが、 

05 年度その傾向がさらに顕著になっている

(図表 1-7-32)。 

05 年度について企業規模別に見ると、従業員

数 1000 名未満の企業では、不変と回答したもの

が 65％で、増加していると回答した企業は、減

少していると回答したものの 2 倍以上となって

いる。1000 名以上の企業については、不変は

43％と半数を下回っており、増加していると回

答した企業は、減少していると回答したものの

2.5 倍以上となっていて、企業規模が大きいほど

この傾向が強まっている(図表 1-7-33)。 

ここでも規模の大きい企業ほど、本社 IT 部門

が担当する IT 業務と IT 要員を減少させ、ある

いは IT 要員の新規採用を手控え、情報子会社へ

の要員シフトや情報子会社での IT要員の新規採

用により、IT 業務機能のアウトソーシング化を

進めている様子が見えてくる。 

 

図表 1-7-33 企業規模別情報子会社 IT 要員数の変化 
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図表 1-7-31 企業規模別利用部門の IT 要員数の変化 
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図表 1-7-32 情報子会社 IT 要員数の変化 
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（4） IT 部門要員の構成 

IT 部門要員のうち、「入社以来ずっと IT 部門」

「ビジネス部門の経験がある」「情報子会社、IT
ベンダーの経験がある」という人材がどの程度

の割合なのかを記述してもらっている（図表

1-7-34）。 

① 「入社以来 IT 部門」という要員が半数以上という

企業が５割以上だが、減少傾向 

入社以来 IT 部門という要員が 0％（いない）

と回答した企業が 21％あり、04 年度の 14%から

大幅に増加している。昨年度、今後の方向性と

して「入社以来 IT 部門」という要員を減らす方

向性にある企業が 29%あり、それを反映した結

果となった。また、「入社以来 IT 部門」という

要員が 50%以上と回答した企業も、前年は 60%
以上あったが、05 年度は 51％と 10 ポイント近

い大幅な減少となった。 

② 「ビジネス部門の経験者が IT 部門要員の半数以

上」という企業は 3 割超、情報子会社/IT ベンダーの

経験者は少ない 

ビジネス部門の経験者が半数以上いるという

企業は、57％と 6 割近くになっている。 

一方、62%の企業が、情報子会社／ベンダー

等の経験者は 0％と回答している。経営権のある

情報子会社を保有する企業についても、40%の

企業で経験者 0％、82％の企業で 50％以下に留

まっている。 

多くの企業が、ビジネス戦略に適合した IT 戦

略の策定や、IT を活用した業務改革のプロジェ

クト企画を推進するために、IT 部門とビジネス

部門との交流を図ってきているようである。 

図表 1-7-35 情報子会社の経営権の有無と情報子会社、ベンダーの経験がある要員構成 

図表 1-7-34 IT 要員の経歴構成 
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③組織形態による違い 

IT 部門の要員構成は、組織形態によって大き

く異なり、入社以来 IT 部門という要員が 50％
を超える企業が、集権型 A で 64％、集権型 B で

46％、集権型 C で 37％、連邦型 A で 45％、連

邦型 B で 47％、分散型で 49％が、となってい

る（図表 1-7-36）。 

集権型を選択する企業で、その外部委託の度

合いによって IT部門が担当する業務機能が異な

り、大きな特徴として表れている。入社以来 IT
部門という要員は 0％と回答した企業も、集権型

C では 40％となっている。事業部と機能分担す

る連邦型を選択する企業では、その 45％が IT
部門でビジネス部門の経験者が 50％以上を占め

ている。 

④今後の方向性 

今後の要員構成の方向性について、70％の企

業が変化がないと回等しているが、入社以来 IT
部門の要員は減少させ、替わってビジネス部門

の経験ある要員あるいは情報子会社／ベンダー

等の経験がある要員が増加させようとしている

企業が多く、この傾向は 04 年度から引き続いて

いる流れである。 

組織形態と要員構成の方向性の関連を見ると、

集権型 B、集権型 C、連邦型で、ビジネス部門

の経験ある要員の増加を考えている企業が多い。 

図表 1-7-36 組織形態と入社以来 IT 部門の要員構成 

図表 1-7-37 IT 要員構成の今後の方向性 
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図表 1-7-38 組織形態と IT 要員構成のあ今後の方向 
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1．7．4 IT 要員の採用と育成 

（1） IT 要員の特定採用 

要員を特定して採用している企業は、システム開発

／運用、ネットワーク管理要員を期待か 

04 年度に引き続き、IT 要員の確保で重要な、

新入社員の採用状況に聞いてみた。 

IT 要員を特定して採用していると回答した企

業は 17％から 18％とほほ横ばいとなっている。

一部 IT要員を特定して採用していると回答した

企業を含めると 32％の企業が IT 要員を特定し

て採用しており、この割合は 2004 年調査より

3％ほど減少している。 

今回調査では、新入社員を採用していない（新

入社員の IT 部門への配属がない）との選択肢を

設定していない。「その他」を選択した企業か

ら、以下のようなコメントがあった。 

「IT 要員は採用しない」 

「(近年／10 年間)IT 要員は採用していない」 

「新入社員の IT への配属はなし」 

「必要時に他部門より異動」 

「経験者を IT 要員として中途採用」 

「IT 要員は中途採用（経験者）」 

「IT 要員はキャリア採用のみ」 

「IT 要員を採用せず、すべて情報子会社で採用」 

「出向者以外、情報子会社での採用」 

また業種別に見ると、IT 要員を特定して採用

している（「一部特定」も含む）と回答した企業

の割合が、電気・ガス・水道：66％、繊維関連・

紙・木材：56％、輸送機器・関連部品：50％と

突出している。 

一方、特定採用が少ない業種として、建設・

土木・鉱業：16％、運輸：17％、銀行・保険・

証券・信販：21％、不動産・倉庫：21％が挙げ

られる。 

IT関連業務の役割分担と新入社員採用時の IT
要員の特定との関連を見てみたい。 

IT 要員を特定して採用していると回答した企

業（「一部特定」も含む）では、システム開発（全

社システム）、システム運用（全社システム）、

ネットワーク管理を自社 IT部門が担当する割合

が、全体よりも突出して大きくなっている。IT
部門の従来型役割（開発、運用、ネットワーク）

を遂行するために、IT 要員を特定して採用して

いると考えられる（図表 1-7-41～1—7-43）。 

一方、IT 戦略の策定、IT 予算の管理、開発順

序の優先付けについても、調査企業全体での割

合と比較してやや上回っている。

図表 1-7-39 企業規模と新入社員採用時の IT 要員の特定 
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図表 1-7-40 業種別 新入社員採用時の IT 要員の特定 

図表 1-7-41 IT 要員の特定採用と「全社システムの開発」の役割分担 
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利用部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

図表 1-7-42 IT 要員の特定採用と「全社システムの運用」の役割分担 
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図表 1-7-44 IT 要員の特定採用と「IT 戦略の策定」の役割分担 
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図表 1-7-45 IT 要員の特定採用と「IT 予算の管理、開発順序の優先付け」の役割分担 
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図表 1-7-43 IT 要員の特定採用と「ネットワーク管理」の役割分担 
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（2） IT 要員の育成におけるローテーションの活用 

組織形態、情報子会社の経営権の有無でローテー

ションの活用状況が異なる 

IT 要員育成計画の中で、どの程度ローテーシ

ョンを活用しているかを見てみたい。 

部門内ローテーションを活用している（「十分

活用している」+「活用している」）企業が 28％
となっている。この 1 年で、活用している企業

と活用していない企業の割合が、およそ 4：4 か

ら 3：5 に推移している（図表 1-7-46）。 

一方、ビジネス部門とのローテーションを活

用している企業は 18％となっており、04 年度と

ほぼ同じ傾向を示している。 

 

情報子会社を保有する企業において、情報子

会社とのローテーションを活用している企業が

37％、活用していない企業が 44%となっており、

今後の推移を見ていきたい。 

組織形態とローテーションの活用状況を見る

と、部門内ローテーションの活用については大

きな差異は見られなかった（図表 1-7-47）。 

ビジネス部門とのローテーションは、連邦型

では活用している企業が 27％、集権型では 15％
となっている。また、集権型 A、連邦型 A に比

べて、アウトソーシングを進めた集権型 B、集

権型 C、連邦型 B の企業でローテーションを（十

分）活用している企業が多くなっている。連邦

型 Bでは 33％の企業がローテーションを活用し

ていると回答している。 

図表 1-7-46 IT 要員の育成計画でのローテーションの活用状況 
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②ビジネス部門とのローテーション(n=892)

③情報子会社とのローテーション(n=169)

①部門内ローテーション(n=929)

②ビジネス部門とのローテーション(n=919)

③情報子会社とのローテーション(n=181)

0
5
年

度
0
4
年

度

十分活用している 活用している どちらともいえない 活用していない 全く活用していない

図表 1-7-47 組織形態とビジネス部門とのローテーション活用 
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情報子会社とのローテーションは、情報子会

社を保有する企業全体では 37％が（十分）活用

している。経営権を持つ／持たないで活用状況

が異なり、経営権を持つ企業では 39％が活用し

ており、十分活用していると回答した企業も 5％
あった（図表 1-7-48）。 

一方、経営権を持たない企業では 27％となっ

ている。経営権を持たない情報子会社を保有す

る企業では、情報子会社とのローテーション活

用は難しいようである。 

（3） IT 要員育成における各種制度、資格の活用 

人材育成で IT スキル標準を考慮している企業が

30％を超える 

IT 要員の育成において、「IT スキル標準」「IT
コーディネータ資格」「情報処理技術者試験など

情報関連の資格」を活用しているかどうかを聞

いている。 

情報処理技術者試験などの情報関連の資格を

参考にしたり取り入れたりしている企業は、全

体では 62％と多い（図表 1-7-49）。 

従業員数 1000 名以上の企業では、IT スキル

標準 42％、情報関連の資格 51％となっており、

IT スキル標準が各企業の人材育成に利用されて

きている。 

34%

27%

22%

10%

23%

33%

17%

30%0%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社の経営権あり（n=139)

情報子会社の経営権なし（n= 30)

十分活用している 活用している どちらともいえない 活用していない 全く活用していない

図表 1-7-48 情報子会社の経営権の有無と情報子会社とのローテーション活用 

図表 1-7-49 企業規模と育成計画での制度、資格の活用状況 

32%

30%

26%

42%

5%

3%

5%
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62%

67%

69%

51%

0% 20% 40% 60% 80%

全体(n=552)

100名未満(n=30)

100～999名(n=315)

1000名以上(n=204)

1.ＩＴ要員の人材育成に、ＩＴスキル標準を参考にしたり取り入れたりしている

2.ＩＴ要員の人材育成に、ＩＴコーディネータ制度を参考にしたり取り入れたりしている

3.情報処理技術者試験などの情報関連の資格を参考にしたり取り入れたりしている
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 IT スキル標準を取り入れている、あるいは IT
スキル標準を参考にしていると回答した企業は、

32%となっている。04 年度は、全社共通あるい

は IT 要員独自の教育体系のある企業が 26％あ

り、このうち 53％が、IT スキル標準を取り入れ

ている、あるいは IT スキル標準を参考にしてい

ると回答していた。 

ユーザー企業の IT 要員向けの IT スキル標準

の設定も予定されており、今後の IT スキル標準

の普及について継続して確認していきたい。 

一方、IT コーディネータ制度を参考にしたり取

り入れたりしている企業は 5％に留まっている。

設問の意図は、IT コーディネータ試験や資格要

件を、どの程度の企業が人材育成に活用してい

るかであったが、設問の問題か、IT コーディネ

ータ制度が発足してまだ年数が浅いためか、活

用している企業が少ないようである。IT 部門の

キャリアパスとして、積極的に取り入れること

ができる部分があるのではないだろうか。 

(n=113)

3．特にITスキル
標準を意識して

いない
47% 2．ITスキル標準

を参考にしている
30%

1．IT要員の教育
体系に、ITスキ
ル標準を取り入

れている
23%

図表 1-7-50 （参考）04 年度調査、教育体系を持つ企業の IT スキル標準の活用状況 
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1．7．5 情報子会社の評価と今後 

（1） 情報子会社の評価 

強みは「親会社の業務の理解」、弱みは「企画提

案力」 

情報子会社を保有している企業に対し、自社

の情報子会社の強み／弱点が何であるかを、共

通の選択肢の中から上位 2 つを選択してもらっ

た（図表 1-7-51、1-7-52）。 

これを強みと弱みを比較しやすいように、1 位

2 位合わせた割合を左右に配置したものが図表

1-7-53 である。 

強みとして多くの企業が上げている項目は、

親会社の業務の理解である。74％の企業が強み

に挙げており、弱みとして指摘した企業 7％を大

きく上回っている。続いて、親会社の期待への

対応を上げた企業が 30％で、弱みとして指摘し

た企業は 8％に過ぎない。 

新しい技術の習得、サービスや品質、金額の

妥当性を強みに上げている企業も多いが、反面、

弱みと指摘している企業数も拮抗している。 

システム開発、システム運用の低コスト化を

目指して情報子会社化した企業も多いはずで、

サービスや品質、金額の妥当性が、当然その評

価項目となっているであろう。情報子会社化が

順調に成果を上げていると見ている企業、まだ

まだ満足する粋に達していないと見ている企業、

相半ばしているようである。 

企画提案力について弱さを指摘している企業

が 49％、主体性の発揮に不満を抱えている企業

が 43％あり、親会社からみた情報子会社の最大

の課題はこの 2 項目にあると言える。 

同じ情報子会社でもその経営権を持つ場合と

持たない場合とで違いがあるのだろうか。比較

したものが図表 1-7-54 である。

図表 1-7-51 情報子会社の強み 

(n=170)
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1位 2位

図表 1-7-52 情報子会社の弱点 

(n=167)
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企画提案力

金額の妥当性

サービスや品質
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1位 2位
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 新しい技術の習得、金額の妥当性、外部から

の収入（外販比率）の増加、コミュニケーショ

ン能力について、経営権を持つ企業と経営権を

持たない企業とで、情報子会社の評価が逆転し

ている。 

新しい技術の習得は、経営権を持つ企業では、

強みと見ている企業は 14％に留まっており、

29％が弱みと指摘している。一方、経営権を持

たない企業では、20％が強みと見ており、弱み

と指摘している企業はわずか 4％に過ぎない。金

額の妥当性は、経営権を持たない企業 39％が弱

みと指摘し、強みとする企業 30％を上回る反面、

経営権を持つ企業では、26％が強みと見ており、

弱みと指摘する企業 22％をやや上回っている。 

情報子会社の価格面でのメリットについては、

いずれにしても十分には納得していないようで

ある。また、経営権を持たない企業 18％が、コ

ミュニケーション能力の不足を指摘し、強みと

した企業 7％に留まっている。 

図表 1-7-53 情報子会社の強み／弱点 
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28%
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その他
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図表 1-7-54 経営権の有無と情報子会社の強み／弱点 
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親会社の期待への対応への評価は、経営権を

持つ企業では 32％が強みと見ており肯定的であ

るが、経営権を持たない企業では弱みと指摘し

ている企業が 17％で、わずかに否定的な評価が

多い。情報子会社への主体性の発揮については、

経営権を持つ企業は 45％、経営権を持たない企

業は 32％が、それぞれ弱みと指摘している。 

経営権があるゆえにシステム開発／運用費用に

ついては押しが効く企業は、情報子会社の主体性

の発揮による経営基盤の強化・改善を求め、一方、

経営権を持たないために情報子会社がある程度

主体性を発揮し、親会社の営業シェア、優先順序

が低下している企業では、システム開発、システ

ム運用の低コスト化が課題となっているのでは

ないだろうか。 

（2） 情報子会社の今後の方向性 

それでは企業は情報子会社との関係をどのよ

うな方向に持っていこうとしているのだろうか

（図表 1-7-55）。 

「現状維持」と考えている企業が 6 割を超え

ており最も多いが、変化を考えている企業の中

では、IT 部門から情報子会社へ、更なる業務の

移管業務を考えている企業の割合が最も多く、

次いで、「情報子会社を縮小しアウトソーシン

グ」を考えている企業となっており、外部委託

の傾向が強くなっている。 

経営権を持たない情報子会社を保有する企業

では、現状維持とする企業が 68％と多数を占め

るが、情報子会社への更なる業務の移管を考え

ている企業が他よりも少なくなっている。 

図表 1-7-55 情報子会社の今後の方向性 
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IT部門から情報子会社へ業務を移管する
情報子会社から本社機構へ業務を吸収する
情報子会社を縮小しアウトソーシングする
現状維持
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1．7．6 企業における CIO の実態 

大きな変化の兆候はない 

IT 組織・推進体制に関する最後の質問は、CIO
（Chief Information Officer）の現状についてで

ある。この設問は 04 年度から加えている。 

（1） CIO あるいは CIO 的な人がいる企業は半数 

まず、CIO あるいは CIO にあたる「IT 担当役

員」がいるかどうかを聞いた結果が図表 1-7-56
である。 

「役職として定義されたCIOがいる」企業が8％、

「IT 部門・業務を担当する役員がそれにあたる」 

企業が 45％で、多くの企業における CIO とは、

「IT 業務、IT 部門を担当する役員」にあたるこ

とが明らかになっている。昨年度からは状況に

ほとんど変わりはない。 

これを企業規模別にみると、規模が大きくなるに

つれ「担当する役員がいる CIO にあたる」「役職

として定義されている CIO が存在する」という企

業が共に増加し、特に「定義された CIO がいる」

という割合が、従業員数 10000 人以上の企業では

27％にまで増加している（図表 1-7-57）。 

7%

8%

45%

45%

48%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

04年度(n=917)

05年度(n=917)

1．役職として定義されたCIOがいる

2．IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる
3．CIOはいない、あるいは"CIO"に対する認識は無い

図表 1-7-56 年度別 CIO の有無 

図表 1-7-57 企業規模別 CIO の有無 
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45%

24%

35%

55%

55%

63%

67%

47%

69%

60%

40%

33%

23%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=917)

100人未満(n=67)

100～499人(n=375)

500～999人(n=193)

1000～4999人(n=217)

5000～9999人(n=30)

10000人以上(n=30)

1．役職として定義されたCIOがいる
2．IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる
3．CIOはいない、あるいは"CIO"に対する認識は無い
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（2） 「役職は取締役、IT 業務の経験なし」が最も一

般的な CIO 

CIO はどのような位置づけにあるのか。 

まず CIO、あるいは CIO に該当する IT 担当

役員の役職を聞いたところ、取締役（専務取締

役、常務取締役などを含む）が 71％と最も多い。

次いで役員（執行役員）が 22％となっている（図

表 1-7-58）。 

「役職として定義された CIO がいる」と回答

した企業では、社長 10％、取締役 59％が CIO
に就いている。04 年度より、社長、取締役が CIO
を担当する割合が増加している。 

一方、CIO の「Report to」として、直属の上司

が誰になるかを見ると、社長と回答した企業が

81％となった。ほとんどの企業で CIO の役職は

取締役あるいは執行役員であることを考えると

うなずける結果である（図表 1-7-59）。 

さらに CIO の個人のキャリアを見ると、「IT
関連業務の経験がない」という回答が 5 割を超

えている（図表 1-7-60）。 

役職として定義された CIO については、44％
が 5 年以上の IT 部門の経験があると回答してい

る一方、経験がないと回答した企業も 37％あり、

企業によって CIO に IT の専門性を求める場合

と、そうでない場合があることが窺える。 

図表 1-7-58 CIO の役職 

71%

74%

59%

22%

22%

26%10%

2%

3% 3%

2%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=486)　　

担当役員がCIO(n=416)　

定義されたCIOがいる(n=70)

社長 取締役 役員（執行役員等） その他

図表 1-7-60 CIO の IT 関連業務の経験 
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14%
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4%
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全体(n=484)

担当役員がCIO(n=414)

定義されたCIOがいる(n=70)

経験がない 2年未満 2～5年未満 5年以上 入社以来IT関連業務を担当

図表 1-7-59 CIO の直属の上司 
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50%
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31%
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7%
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17%
2%

33%

8%
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1%
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（3） 半数以上の企業で CIO の IT 業務への投入時

間は 1 割以下 

CIO が CIO たる時間をどの程度費やしている

か、あるいは費やせるかを聞いてみると、「IT 業

務への投入時間が 1 割以下」という企業が半数

以上となっている（図表 1-7-61）。「役職として

定義された」CIO の場合でも約 4 割が IT 関連業

務への投入時間が 1 割以下である。 

 

社長は言うに及ばず、取締役ともなれば広範

囲の業務領域に責任を持ち、なかなか IT 関連業

務に時間を割けないのであろう。 

専任、あるいは 50％以上の時間を費やしてい

る CIO が、全体では 12％、定義された CIO の

場合も 14％に留まっている。 

図表 1-7-61 CIO の IT 関連業務に投入する時間割合 

6%

5%

7%

6%

6%

7%

9%

8%

19%

26%

26%

29%

53%

55%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=485)

担当役員がCIO(n=415)

定義されたCIOがいる(n=70)

専任（100％） 50～99％ 25～49％ 10～25％ 10％未満
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1．8 システム開発 

1.7 でも述べたとおり、システム開発の実際の

現場は情報子会社、あるいはシステムベンダー

へ移管している企業が多くなっており、ユーザ

ー企業の担当者にとっては、予算や工期や品質

をどうマネジメントするかが最も重要な課題と

なっている。 

ここでは、従来からの質問であるシステム開

発における委託先との関係に加えて、昨年重点

テーマとして調査した、プロジェクトマネジメ

ントの設問を加え、システム開発における課題

を明らかにする。 

1．8．1 システム開発における工期・予算・品質の

現状 

まず、システム開発の現状を把握するため、

プロジェクトの規模毎に工期・予算が予定通り

であったか、品質について満足しているかを質

問した。 

この設問は、昨年は重点テーマのプロジェク

トマネジメントの実態を把握するために設置し

たが、「システム開発」の調査項目として、継続

的に把握していくこととした。 

 

昨年度の調査結果からは、出来上がりの品質

を重視し、工期遅れ・予算超過については寛大

であるシステム開発の現状が浮き彫りになった。

JUAS では、こうした下地が、大規模プロジェ

クトの失敗が後を絶たない理由のひとつである

として、成功企業事例や評価指標を紹介するな

ど改善に努めてきたが、１年たって、少しは変

化が見られたのだろうか。 

（1） 工期：500 人月以上の大規模プロジェクトでは

相変わらず、5 割近くで工期遅れが発生 

まず、工期が予定通り納まったかどうかであ

るが、「予定通り完了」という企業は、100 人月

未満のプロジェクトでも 27％、100 人月～500
人月未満では 15％、500 人月以上のプロジェク

トで 14％と、昨年度同様少ない。逆に、「予定よ

り遅延」という企業が、100 人月未満のプロジェ

クトで 21％にとどまっているものの、100 人月

～500 人月未満で 39％、500 人月以上のプロジ

ェクトで 46％と相変わらず大きな割合を占めて

いる（図表 1-8-1）。 

図表 1-8-1 システム開発における工期 

27%

15%

14%

21%

10%

10%

52%

45%

40%

62%

47%

39%

21%

39%

46%

17%

43%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満(n=705)

②100人～500人月未満(n=350)

③500人月以上(n=208)

①100人月未満（n=746）

②100人～500人月未満（n=447）

③500人月以上（n=278）

0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する
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（2） 予算：500 人月以上の大規模プロジェクトでは

未だ 4 割近くで予算超過ただし、コスト管理の厳しさ

を反映してか、昨年度からの改善傾向が鮮明 

続いて、予算の状況であるが、「予定通り完了

している」という企業は、100 人月未満のプロジ

ェクトで 33％、100 人月～500 人月未満で 20％、

500 人月以上のプロジェクトで 13％と、いずれ

も昨年より増加した。「予定より超過する」とい

う企業は、100 人月未満のプロジェクトで 14％、

100 人月～500 人月未満で 31％、500 人月以上

のプロジェクトで 38％と、いずれも工期遅れよ

り少ない割合にとどまっている（図表 1-8-2）。 

昨今の厳しいコスト管理が反映した結果と考

えられる。 

（3） 品質：500 人月以上の大規模プロジェクトでは、

3 割が不満 

出来上がりの品質について満足度を聞いた結

果が図表 1-8-3 である。 

「満足」という回答は、いずれの規模のプロ

ジェクトでも 1 割前後と少ないが、「ある程度は

満足」まで入れると、8 割前後に達しており、工

期・予算ほど悪い状況ではない。 

ただし、500 人月以上の大規模プロジェクトで

は、3 割が依然として不満である。 

図表 1-8-2 システム開発における予算 

図表 1-8-3 システム開発における品質 
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1．8．2 システム開発における予算の算出方法 

前述のとおり、工期遅れ・予算超過が特に中・

大規模プロジェクトで多発しているが、そもそ

も開発プロジェクトの工数や予算をどのように

決めているのであろうか。 

（1） 基本計画策定時は、「ベンダーからの見積もり

をもとに」「過去の類似事例を参照して」予算を算出

する企業が大半。画面・帳票数、概算 FP などをもと

に自ら算出する企業は 3 割未満。 

基本計画策定時の予算算出方法を複数回答で

答えてもらった結果が図表 1-8-4 である。 

「ベンダーからの見積もりをもとに決める」が

50％、「過去の類似事例を参照して決める」が

44％と相変わらず大半を占める。次に多いのが、

「予め決められた予算枠をもとに決定する」と

いうもので 18％となっている。一方、「画面・帳

票数をもとに算出する」「概算ＦＰをもとに算出

する」など、自ら算出して予算決定する企業は、

単純に足しても 29％と少なく、昨年度よりさら

に減少傾向にある。 

基本計画策定時は過去の類似事例などを参照

して大雑把に見積もり、要求仕様が明らかにな

る開発着手時までにきちんと予算を算出しよう

という企業が多いと考えられる。 

（2） 開発着手時も、画面・帳票数、概算ＦＰなどの自

ら算出した基準で予算決定する企業は、わずか 4 割 

では、開発着手時こそ、ファンクションポイ

ントなど自ら算出した基準にて予算を決定して

いるのだろうか。開発着手時の予算算出方法を

複数回答で答えてもらったのが、図表 1-8-5 であ

る。 

また、これは複数回答であるため、下記の企

業の構成比を図表 1-8-6 にあらわした。 

①概算 FP、概算 LOC、画面・帳票数、WBS
等で自ら算出している企業 
（その他の方法を併用する企業を含む） 

②過去の類似事例を参照するのみで、概算 FP
等による算出は行わない企業 
（ベンダーからの見積、予め決められた予

算枠を併用する企業を含む） 

③概算 FP 等による算出も過去類似事例参照

もせず、ベンダーからの見積をもとに予算

決定する企業（予算枠の併用を含む） 

④あらかじめ決められた予算枠のみで決定す

る企業 

図表 1-8-4 予算の算出方法（基本計画策定時） 

*1 FP：Function Point-機能の数をもとに規模を測定する手法 
*2 LOC：Line of code-コードの行数 
*3 WBS：Work Break Structure-プロジェクト全体を細かい作業に分割した構成図 
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43%
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22%
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概算FP*をもとに算出する

概算LOC*をもとに算出する

画面、帳票数をもとに算出する

WBS*を定義して決める

過去の類似事例を参照して決める

ベンダーからの見積をもとに決定する

あらかじめ決められた予算枠をもとに決定する

その他

05年度(n=892)

04年度(n=922)
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この結果、概算 FP、概算 LOC、画面・帳票

数、WBS といった方法で自ら規模見積を行い予

算算出している企業が 4割という結果になった。

残り 6 割は、自ら規模見積を行わず、過去の類

似事例をもとにしたり、ベンダーからの見積を

もとにしたり、予め決められた予算枠のみから

予算を決定している。 

なお、利用している予算算出方法としては、

概算 FP などの算出方法を利用する企業が減る

一方で、「WBS を定義して決める」という企業

が僅かながら増加傾向にあった。 

（3） 予算算出方法と予算超過の関係 

概算 FP 等にて自ら規模算出している企業では予算

超過が少ない。 

ベンダーからの見積をもとに算出するという

企業が多いのは、現実的な選択ともいえるが、

500 人月以上の大規模プロジェクトで予算超過

が 4 割という現状をみると、それが原因ではな

いかという疑問も出てくる。そこで、前述の開

発着手時の予算算出方法にて４割ずつを占めた

①概算 FP、画面・帳票数、WBS 等で自ら規模

算出する企業と③自ら規模算出せず、ベンダー

からの見積をもとに予算決定する企業にて、予

算超過状況の違いがあるのかどうかをプロジェ

クト規模別にみてみた（図表 1-8-7）。 

 

図表 1-8-6 予算の算出方法（開発着手時） ※複数回答を集約 

②過去の類似事例

を参照するのみ

で、概算FP等によ
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企業
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算出も過去類似事

例参照もせず、ベ

ンダーからの見積

をもとに予算決定

する企業（予算枠を

併用する場合を含

む）   42%

①概算FP、概算

LOC、画面・帳票

数、WBS等で自ら

算出している企業

（その他の方法を

併用する企業を含

む）

42%

④あらかじめ決め

られた予算枠のみ

で決定する企業

7%

図表 1-8-5 予算の算出方法（開発着手時） 
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その結果、①概算 FP、画面・帳票数、WBS
等で自ら規模算出する企業の方が、③自ら規模

算出せず、ベンダーからの見積をもとに予算決

定する企業より、予算超過するものが少ない傾

向が確認できた。 

特に、500 人月以上の大規模プロジェクトでは、

①概算 FP、画面・帳票数、WBS 等で自ら規模

算出する企業にて、「予定より超過」という企業

の割合が３割程度におさまっている。 

たしかに、最後は「ベンダーがやるといってく

れたから」という見積でやらざるをえないという

のが実情ではあろう。しかし、高すぎる見積を見

抜くためだけでなく、安すぎる見積（不十分な検

討に基づく見積）を鵜呑みにして失敗プロジェク

トを生む危険性を回避するためにも、ユーザー企

業自身が自ら根拠をもって見積もりをするよう

にしたいものである。 

（4） システムライフサイクルコストの意識は高まりつ

つあるが、4 割が未だ「考慮していない」 

システム開発コストは前述のとおり各社とも

強く意識しているが、トータルコストという観

点から、システム使用期間全体を通じたシステ

ムライフサイクルコストを考慮する必要がある。 

03 年度に実施した本調査結果によると、企業

は、独自開発の基幹システムは 17 年、ERP パ

ッケージの場合は 11年使用するという結果が出

ている。 

JUAS ではこの間の保守にかかる費用を、1 年

間に平均で、独自開発の場合初期開発費用の 5％、

ERP パッケージの場合は 20％と見積もってい

る。この見積もりによれば、10 年使った場合の

保守運用費用は、独自開発の場合には初期投資

費用の 60-80％、ERP パッケージ開発の場合は

初期投資の 200％にもなると考えられる。 

では、各社はシステムライフサイクルコスト

をどれくらい考慮しているだろうか。 

05 年度の調査結果では、「プロジェクト実行決

定にあたって必須」「必須ではないが考慮してい

る」「規模などによっては考慮している」という

企業をあわせると 6 割で、残りの 4 割はシステ

ムライフサイクルコストを全く考慮していない

という結果となった（図表 1-8-8）。 

総じて昨年度から変化がないが、「必須ではな

いが考慮している」という回答が増加傾向にあ

ることは、システムライフサイクルコストに対

する認識の高まりと考えられる。 

企業規模別にみると、従業員数 1000 人以上の

企業で若干意識が高く、75％が何らかの形で考

慮している。 

図表 1-8-7 開発着手時の予算算出方法と予算超過との関係（プロジェクト規模別） 
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図表 1-8-8 企業規模別システムライフサイクルコストの考慮 
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プロジェクト実行決定にあたって必須
プロジェクト実行決定にあたって必須ではないが、考慮している
規模などによっては、一部考慮している
考慮していない
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1．8．3 システムベンダーとの関係 

システム開発においては、多くの企業が開発

業務をシステムベンダーに委託している。ここ

では、システムベンダーへの仕事の委託状況、

満足度、選定基準などを見ていく。 

（1） 7 割強がベンダーに委託、大企業では 9 割近い 

システム開発を情報子会社やシステムベンダ

ーなどに委託しているかどうかを質問したとこ

ろ、昨年同様、73％の企業より「委託している」

との回答があった（図表 1-8-9）。 

 

企業規模別に見ても、経年変化はほとんどな

いが、従業員数 1000 人以上の企業で「委託して

いる」という企業が年々増加し、05 年度は 87％
と 9 割に近づこうとしている。ここ数年、大企

業において、IT 部門の開発機能を情報子会社に

移管しようという動きがあり、従来は自社開発

していた企業が情報子会社に委託する形が増え

ているものと考えられる。 

（2） 委託先数は 1 社にまとめる企業が昨年に引き

続き増加 

委託先数については、１社にまとめる企業が

昨年に引き続き増加し、全体で 4 割となった（図

表 1-8-10）。 

 

企業規模別にみると、企業規模が小さいほど

１社にのみ委託する企業が多く、従業員数 100
人未満の従業員数 100 人未満の企業で 6 割、100
人～999 人の企業で 4 割強、1000 人以上の企業

で 3 割となっている。 

IT 部門のスリム化などもあり、システム開発

全体のマネジメントを、実力のある１社に任せ

る企業が増えているのではないかと考えられる。 

（3） 委託先へ満足している企業は 3 割未満、満足

度は、工期・予算・品質の状況と相関 

委託先への満足度は、「非常に満足」「満足」

をあわせた満足層が 29％、「不満」「非常に不満」

をあわせた不満層が 24％と、昨年とほとんど変

わりがない（図表 1-8-11）。 

前述したシステム開発の工期・予算・品質の

状況との関係を調べてみると、工期・予算が「予

定通り」で品質に「満足」している企業ほど、

ベンダーへの満足度も高くなっているという結

果が出ている。例として、100 人月未満の開発に

おける工期の状況とベンダーへの満足度の関係

を図表 1-8-12 に示す。予算・品質についても同

様の傾向を示している。 

図表 1-8-9 システム開発におけるベンダーへの委託状況 
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図表 1-8-11 委託先への満足度 
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図表 1-8-12 システム開発（100 人月未満）の工期状況と委託先への満足度との関係 
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図表 1-8-10 システム開発における委託先数 
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（4） 委託先への不満点：「企画提案力不足」が 3 年

連続１位。05 年度は、「技術力不足」が 2 位に浮上。 

委託先に対し「不満」「非常に不満」と考えて

いる企業 160 社に、その理由上位 2 つを回答し

てもらった。昨年度との比較を行うため、各不

満理由を１位に 2 点、2 位に１点の加点し指数化

したものを順位付けした（図表 1-8-13）。 

不満の１位は、3 年連続「企画提案力不足」が

挙げられている。ただし、昨年は圧倒的不満理

由であったところから少しトーンダウンしてい

るようだ。また、昨年は「こちらの指示への対

応以上の仕事をしていない」という企画提案力

に通ずる項目も上位にあがっていたが、同様に

トーンダウンしている。これについては、重点

課題として、第 12 章にて分析する。 

 

注目すべき点は、「技術力が不足している」が

昨年より大きくポイントを伸ばし、2 位に浮上し

たことである。これについては、昨年と選択肢

の表現が変わっており、昨年は、「新技術に対す

る知識が不足している」と表現されていた。こ

のことと、前述のとおり、プロジェクトの工期・

予算が予定どおりで、品質に満足している企業

ほど委託先への満足度も高いことを考慮すると、

新技術よりむしろ、プロジェクトマネジメント

など基本的な開発に関わる「技術力」不足に不

満を抱く企業が多いということではないだろう

か。 

企業規模別では、従業員 1000 人以上の大企業

では「企画提案力不足」「技術力不足」に集中し

ているのに対し、従業員数 1000 人未満の企業で

は不満点が分散されている傾向にある（図表

1-8-14）。 
図表 1-8-13 委託先に不満な理由 

(n=557)
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「対応できる」と約束したことができていない

見積もり金額の妥当性が不明

こちらの指示への対応以上の仕事をしていない

セールスと実務担当者の意思が違う

その他

05年度(n=159)

04年度(n=161)

図表 1-8-14 企業規模別委託先に不満な理由 

(n=557)
50

31

49

51

45

38

20

82

27

34

64

25

23

34
14

4
5

4

0 20 40 60 80 100

企画提案力不足

技術力が不足している

価格が高い

推進力が不十分で納期が守られない

「対応できる」と約束したことができていない
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その他

1000人未満(n=101)
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（5） 発注者としての反省点は「システム仕様の定義

不足」が継続的課題 

発注者として、どのような反省点があるか、

上位 2 つを選択してもらった結果が図表 1-8-15
である。 

「システム仕様の定義が不十分のまま発注し

てしまった」「委託先に要求仕様条件（RFP）を

明確に提示しなかった」を大多数の企業が挙げ

ており、この傾向は昨年、一昨年から全く変わ

っていない。課題意識は十分あるが、改善はた

やすくないようである。 

なお、「反省点はない」と回答した企業が、68
社あった。 

（6） 要求仕様書（RFP）の作成分担、「ベースは自社

で作成、細部は委託先」が多数派 

要求仕様書の作成は発注者と委託先との間で

どう分担しているのだろうか。全体では、「ベー

スは自社が作成し、細部は委託先が作成してい

る」という企業が半数で、「ほとんど自社で作成

している」「すべて委託先が担当している」とい

う企業がそれぞれ1／4ずつという構成となって

いる（図表 1-8-16）。 

従業員規模別にみると、大企業ほど要求仕様

書への関与度が高くなっている。大企業でも「す

べて委託先が担当」という企業が 13％（30 社）

あるが、内訳を見ると、大半（26 社）が IT 要

員数 30 人未満となっており、個別のシステム開

発には関与が難しいためと考えられる。 

なお、全体、従業員規模別とも、昨年度から

の変化はほとんどなかった。 
図表 1-8-15 発注者としての反省点 

(n=557)
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事前に発注先の体制、能力をよくチェックせずに発注

委託先の進捗管理を十分に行わなかった

委託先とのコミュニケーションできる人材がいなかった

ＩＴ部門が適切な介在をしなかった

金額を値切りすぎて十分な結果を得られず　

その他　
1位 2位

図表 1-8-16 要求仕様書（RFP）の作成における役割分担 
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（7） 要求仕様書を「自社でほとんど作成」する企業

ほど、品質に満足する企業が多い 

では、要求仕様書（RFP）作成における役割

分担が、どのような影響を与えているのだろう

か。要求仕様書（RFP）の作成分担の仕方と、

システムの出来上がりの品質への満足度の関係

を調べてみた（図表 1-8-17）。 

母数が違うため多少割合が前後するが、どの

プロジェクト規模においても、要求仕様書

（RFP）作成において自社の関与度が高いほど、

できあがったシステムへの満足度が高い傾向が

見られた。 

特に、500 人月以上の大規模プロジェクトでは、

「すべて自社で作成」という企業では満足層が 8
割、「ベースは自社、細部は委託先」「すべて委

託先」という企業では 7 割が満足という顕著な

差が見られた。 

500 人月以上の大規模プロジェクトで要求仕

様書を「すべて自社で作成」するには、ユーザ

ー部門もかなりの実力が必要であり、「ベースは

自社、細部は委託先」という企業数が現実的に

は多くなってはいる。しかし、その場合も、自

社の実力にあわせて、「機能は自社で定義、細か

い仕様は委託先に任せる」というように役割分

担することで、責任の所在をはっきりさせ、あ

やふやな点を回避しておきたい。 

ただし、満足度と要求仕様書との関係は複雑

であるため、今後さらなる課題として追求する

必要があると思われる。 

（8） 委託先に対する品質目標は「特に提示していな

い」企業が 7 割 

昨年度調査では、発注者が要求仕様書作成へ

の関与することに加えて、委託先に品質目標を

提示することが品質満足度向上に影響を与える

ことが明らかになっている。 

よって、品質目標の提示を推奨したいところ

ではあるが、現状は「特に提示していない」企

業が 7 割を占めており、昨年から変化が見られ

ない（図表 1-8-18）。 

図表 1-8-17 要求仕様書（RFP）の作成状況と品質に対する満足度の関係（プロジェクト規模別） 
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図表 1-8-18 委託先に対する品質目標の提示
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（9） 新たな企業を選定するケースの減少により、資

格の考慮する企業は減少傾向 

昨年度と同様に、システム開発の委託先選択

時に各種認定、資格等をどの程度考慮するか聞

いている。昨年度は「SI 認定・SI 登録」「CMM*」
「ISO9000」「ISMS*」「プライバシーマーク」

の 5 つの認定と「IT コーディネータ」「情報処理

技術者」資格取得者の人数を聞いていたが、05
年度より PMP*資格取得者の人数もこれに加え

た。情報処理技術者数、プライバシーマークは、

４割近くの企業で「十分」または「ある程度」

考慮されているものの、全体として資格を気に

する企業は減少傾向にある(図表 1-8-19)。 

 

委託先を１社にまとめる企業が増加傾向にあ

るため、より戦略的な理由で委託先選定に影響

を及ぼしているのではない。 

ISMS、IT コーディネータについては、「十分

考慮する」「ある程度考慮する」という企業が昨

年より 10 ポイント以上減少しているが、ともに

運用開始後のブームが落ち着いてきたことも関

係していると考えられる。 

 

図表 1-8-19 委託先選択における資格等の考慮 

*1 CMM（Capability Maturity Model）：ソフトウェアの開発能力を客観的に示す品質管理基準。 
米カーネギーメロン大学ソフトウェアエンジニアリング研究所が研究。 

*2 ISMS（Information Security Management System）：情報セキュリティマネジメントシステム 
*3 PMP（Project Management Professional）：米国の非営利団体 PMI(Project Management Institute)が認定して

いるプロジェクトマネジメントに関する国際資格。
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1．9 運用におけるITアウトソーシングの利用 

定着しつつあるシステム運用の外部委託につ

いて、05 年度も引き続き調査を実施した。加え

て、バックアップマシン保有状況や目標稼働率、

障害時の目標対応開始時間、障害時の目標修復

時間などシステム運用に重要な項目を追加して

いる。 

1．9．1 システム運用の外部委託 

（1） ほぼ半数の企業でシステム運用を外部へ委託、

大企業は 7 割以上が外部委託 

まず、システム運用を外部に委託しているか

どうか質問したところ、45％の企業が外部委託

を行っていると回答しており、04 年度からその

割合はほとんど変わっていない（図表 1-9-1）。 

外部委託を行う理由としては、システム運用

コスト低減、あるいは 3 苦（夜勤、単純作業、

低コスト）での人事政策が難しい等が考えられ

る。 

企業規模別に見ると、従業員数 100 人未満の

企業で 33%、100～999 人の企業で 32%、従業

員数 1000 人以上の企業で 73%と、大企業になる

ほど外部委託を行う企業の割合が高くなってい

る。 

業種別に見ると「銀行・保険・証券・信販」

で 84％と最も外部委託の割合が高く、サンプル

数は少ないが「電気・ガス・水道」「通信・通信

サービス」でも 7 割以上が外部委託を行ってい

る（図表 1-9-2）。 

 

システムのオープン化に伴い、システム運用

技術が、大型汎用機における技術から変化して

きており、システム運用者が日進月歩する最新

の技術習得や、障害発生時の高度なスキル・判

断力が要求されるようになってきている。 

一部先進企業では最新技術スキルや障害発生

時の高度な判断ができるシステム運用技術者の

人材確保を、外部に任せるだけでなく、自社社

員内で育成することも重要であると考えはじめ

ている。 

（2） 外部委託先は SI ベンダー、情報子会社、ハー

ド＆ソフトベンダーが各々3 割 

次からは最も主要な外部委託先 1 社について

回答してもらっている。 

まず委託先は、SI ベンダーが 33%、情報子会

社が 30%、ハードベンダーが 19%、ソフトベン

ダーが 12%と、SI ベンダー、情報子会社、ハー

ド＆ソフトベンダーがそれぞれ約 3 割ずつの構

成となっている（図表 1-9-3）。 

その他の 4％のうち 3％にあたる 12 社で、自

社の関連会社と回答している。 

企業規模別に主な委託先をまとめたものが図

表 1-9-4 である。 

従業員数 1000 人以上の企業では、情報子会社

への委託が 37％と最も多い。この結果には大企

業の情報子会社を保有する比率が高い事も影響

していると考えられる。 

図表 1-9-1 企業規模別システム運用の外部委託 
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図表 1-9-3 年度別システム運用の委託先 

図表 1-9-4 企業規模別システム運用の外部委託先 

図表 1-9-2 業種別システム運用の外部委託 
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輸送機器・関連部品(n=22)

情報処理業(n=19)
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 また、この規模の企業では「自社とベンダー

の合弁会社」が 4％となっている。これは、ハー

ドベンダーが新しいビジネスモデルとして一括

アウトソーシングを進める中で、ユーザー系の

情報子会社に一部あるいは 5 割以上出資し、合

弁企業としてユーザー企業の業務を請け負うタ

イプのアウトソーシングである。 

SI ベンダーへの外部委託は、従業員数 100～
999 人の中堅企業で 40％、100 名未満の企業で

42％と、SI ベンダーは大企業より中堅企業に強

いようだ。 

ハードベンダーへの外部委託は、従業員数

1000 人以上の企業で 19%、100～999 人の企業

が 20%、100 名未満の企業が 13%となっている。

大企業、中堅企業では、大型汎用機導入時から

継続している委託先が根強く残っていると考え

られる。 

従業員数 100 名未満の企業では、ソフトベン

ダーへの委託も多く 25％となっている。 

（3） 「サーバ運用」が「ホスト運用」を逆転して 7 割に、

「ネットワーク管理」も 6 割に 

外部委託の内容は、多い順番に、「サーバ運用」

69%、「ネットワーク運用」60%、「ホスト運用」

60％となっている（図表 1-9-5）。 

 

04 年度からの変化を見ると、「サーバ運用」が

62%→69%と 7 ポイント増加、「ホスト運用」が

63%→60%と 3 ポイント減少し、順位が逆転し

ている。また、「ネットワーク運用」も 4 ポイン

ト増加し 6 割に達している。さらに、「クライア

ント機器管理」「ヘルプディスク」「ハードの借

用」も、それぞれ 2～5 ポイント増加している。 

ホスト運用は従来から外部委託が進んでおり

継続して委託されているが、サーバ運用を外部

に委託する企業が 7 割と増加が目立っている。 

自社にてサーバ運用を外部に委託するだけで

なく、外部にサーバを預け、運用も一緒に委託

する形態、も含めサーバの外部委託の増加が影

響していると言える。 

インターネットの利用者の急激な増減に対応

できるデータセンターの活用やサーバ預かりと

運用監視サービスを含めたサービスを提供する

ホスティング業者も数多くなってきている。自

社コンピュータセンターを自前で持つ時代から

ホスティング業者に委託するケースが増えてい

るといえる。 

また、ヘルプディスクの重要性が認識され約

半数の 47％が外部委託を行っている。クライア

ント機器管理も 36％と外部委託が増加している。 

図表 1-9-5 年度別システム運用外部委託内容 
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（4） 委託期間は 2 年以内が 46％と、過半数が短期

契約だが、長期契約も見られる  

システム運用の契約年数記入してもらってい

るので、何年での契約が多いのかを見るために、

年数ごとの企業数を見てみた（図表 1-9-6）。 

1 年、3 年、5 年、10 年を採用している企業が

多く、特に 1 年契約を採用している企業が圧倒

的に多い。契約の際、自動延長の文言を入れ、

長期わたって委託をするが、いつでも解約が可

能な方法を採用していると考えられる。 

一方で年数を 3 年、5 年、10 年と区切って、

ある程度長期に契約し、終了の都度、再見直し

を実施する企業も多いようだ。 

これを、年数を、「0～2 年」「3～5 年」「6～10
年」「11 年以上」に分けて企業の割合を見たもの

が、図表 1-9-7 である。昨年と比較すると、「0
～2 年」「11 年以上」が減少し「3～5 年」「6 年

～10 年」が増加している。 

 

企業規模別で見ると 11年以上の長期契約企業

をしている企業が、従業員数 100～999人で 8％、

1000 人以上の企業で 10％と、長期の契約も多く

なっている（図表 1-9-8）。 

長期契約は信用度が高い企業とWin-Winの関

係を築くことができるというメリットもある。

数年前にフルアウトソーシングで長期委託期間

契約する事で運用コストを削減しようとした企

業が増加したが、ハードウェアの価格低減率が

予想以上に高く、コスト面でのメリットが享受

できないことやリスク回避などから、長期期間

契約を見直す企業も出てきているようだ。 

委託先と契約期間の関係をみると、「11 年以

上」の長期期間は委託先が情報子会社の場合が

多い。続いて「ハードベンダー」「SI ベンダー」

となっており、外部委託先の信頼性、永続性、

企業力が考慮されているようだ（図表 1-9-9）。 

図表 1-9-6 年数別システム運用の外部委託契約期間 
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図表 1-9-9 委託先別契約期間 
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図表 1-9-8 企業規模別契約期間 
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図表 1-9-7 年度別契約期間 
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（5） 委託先とのSLAは採用している企業が約3割、

大企業は 4 割と積極的 

外部委託先と SLA（サービスレベルアグリー

メント）の基準があるかどうかを聞いたものが

図表 1-9-10 である。 

「SLA の基準があり結果責任を問われる」

「SLA 基準があり努力目標としている」と回答

した企業を合わせると 28％で、前年から 4 ポイ

ント増加している。 

しかしながら「将来的に検討している」と回

答した企業は、6 ポイント減って 36％となって

おり、検討していた企業が SLA を実施したもの

と考えられる。 

「導入する予定がない」と回答した企業が

36％と若干増えており、SLA を採用するメリッ

トがあまり認知されていない可能がある。 

 

企業規模別には、従業員数 1000 人以上の大企

業で、「結果責任を問われる」「努力目標として

いる」企業があわせて 40％、「将来的に検討して

いる」企業が 39％と、SLA の導入に積極的であ

る。 

一方的な基準を作って結果責任を問うだけで

は難しいので、上手く機能させるにはインセン

ティブを加味して積極的に SLA 遵守を行う環境

作りが必要である。 

委託先と SLA 導入の関係を見ると、SLA を採

用している（結果責任を問われる、努力目標と

している）企業の割合は、ハードベンダーで 37％
と最も多い。次いで情報子会社が 30％となって

いる。「将来的に検討している」企業は、情報子

会社が最も多く 44％となっている。（図表

1-9-11）。 

図表 1-9-10 システム運用の外部委託先との SLA 

図表 1-9-11 委託先別システム運用の外部委託先との SLA 
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（6） システム運用の外部委託満足度 

昨年と同様に、主なシステム運用委託先の「価

格」「技術力」「提案力」「約束履行」「動員力」「信

頼性・安定性」の 6 項目について満足度を聞い

た（図表 1-9-12）。 

「信頼性・安定性」の満足度が、「非常に満足」

「満足」をあわせて 44％、次いで「約束履行」

が 42％とこの 2 項目の満足度が高いく、不満に

感じている企業も 1 割前後である。この 2 項目

に関しては、不満を持ったまま契約を継続する

事は、考えにくいので、当然の結果と言える。 

逆に不満が多いのが、昨年と同様に「提案力」

で、4 割の企業が不満（一部不満も含める）と回

答している。 

 

委託先別に満足度を見たものが図表 1-9-13 で

ある。情報子会社に対する不満、特に「提案力」

についての不満が高くなっている。 

システム運用においてユーザーが期待する提

案としては、「システムダウンを少なくする」「運

用コストの削減」などが考えられる。コスト削

減やサービス向上の提案をすれば、委託先の収

入減少や利益率の減少、厳しい SLA につながる

こと、2 年以内の短期契約が多いことなどから積

極的な提案がしにくい環境にある。 

有効な提案を求めるには、ユーザー企業と委

託先企業の信頼関係だけでなく、運用の品質や

可用性の向上、運用コスト削減等の提案効果を

双方で分配をするなどの施策を契約時に盛りこ

むなどの考慮が必要である。 

図表 1-9-12 システム運用の主な委託先の満足度 
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 図表 1-9-13 委託先別満足度 
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1．9．2 バックアップマシンの保有 

（1） 基幹系、情報系ともに約半数の企業がバックア

ップマシンを設置 

基幹系システムでは、「複数箇所で多重化して

いる」「１箇所で多重化している」を合わせて、

48％の企業がバックアップマシンを設置してい

る。情報系システムでも同様に 47％の企業がバ

ックアップマシンを所有している（図表 1-9-14）。 

企業規模別にみると、基幹系システムでは、

従業員数 100 名以下の企業で 35％、100～999
人の企業で42％、1000名以上の企業で66％と、

企業規模が大きくなるに伴いバックアップマシ

ンの所有している企業の割合が高くなっている。 

 

情報系システムも同様に、従業員数 100 名以

下の企業で 37％、100～999 人の企業で 42％、

1000 名以上の企業で 62％と、若干少ないが同じ

傾向となっている。 

企業規模が大きくなると、システム停止にお

ける影響度も高くなる場合が多いため、バック

アップマシンを所有する比率が高くなっている

と言える。 

業種別では、基幹系で「銀行・保険・証券・

信販」「放送・新聞・出版・印刷・映画」が 85％、

サンプル数が少ないが、「電気・ガス・水道」「石

炭・石油・ゴム」「通信・通信サービス」で 7 割

以上と、の多重化している企業の割合が高くな

っている（図表 1-9-15）。 

図表 1-9-14 企業規模別基幹系バックアップマシン保有状況 
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全体(n=901)
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100～999名(n=559)

1000名以上(n=271)

全体(n=895)

100名未満(n=65)

100～999名(n=554)

1000名以上(n=271)

基
幹

系
情

報
系

複数箇所で多重化している 1箇所で多重化している 1台のみ
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図表 1-9-15 業種別バックアップマシン保有状況（基幹系） 

図表 1-9-16 業種別バックアップマシン所有状況（情報系） 
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33%
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25%

42%
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47%
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38%

39%

41%

35%
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29%
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20%
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42%

42%

44%

48%

53%

53%

53%

54%

62%

62%

65%

67%

69%

86%

4%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

銀行・保険・証券・信販(n=62)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

電気・ガス・水道(n=6)

石油・石炭・ゴム(n=5)

通信・通信サービス(n=4)

情報処理業(n=24)

サービス業(n=73)

運輸(n=36)

その他製造(n=83)

建築・土木・鉱業(n=80)

商社・流通・卸売・小売(n=160)

化学・薬品(n=59)

農林・水産・食品(n=37)

繊維関連・紙・木材(n=26)

鉄・非鉄金属・窯業(n=47)

電気機械製造(n=69)

一般機械製造(n=58)

不動産・倉庫(n=29)

輸送機器・関連部品(n=29)

複数箇所で多重化している １箇所で多重化している 1台のみ
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図表 1-9-17 稼働率目標と SLA とシステムコストの関係 

  SLA 項目 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 

1 稼働率 98%以下 99% 99.9% 99.99% 99.999%以上 

2 バックアップ機 なし あり 
（部分的） 

あり 
（2／N＋1 台）

あり 
(Hot stand by) 

あり 
(Hot stand by) 

3 サービス停止時間 
（  ）時間／年 

172 時間 86 時間 8.6 時間 50 分 5 分 

4 到着時間 1-6 時間（昼） 
12 時間（夜間） 

1-6 時間 1-3 時間（昼） 
6 時間（夜間） 

常駐 
ケースによって
は 2 時間 

常駐 

5 修復時間 
   ・故障修復 
   ・再立ち上げ 

 
6 時間-12 時間 
10 分-1 時間 

 
6 時間-12 時間
10 分-1 時間 

 
3 時間-6 時間
10 分-1 時間 

 
3 時間-6 時間 
0 分-10 分 

 
3 時間-6 時間 
即時 

6 費用 
   ・構築費用 
   ・運用費用 

 
1.0 倍 
1.0 倍 

 
1.2～1.8 倍 
1.1～1.3 倍 
 （マニュアル）

 
1.2～3 倍 
1.3～2.0 倍 

 
1.5～4 倍 
2.0～3 倍 
 （保守も） 

 
4～6 倍 
3～4 倍 

7 システム構成（例） 
必要な機能 

 NAS SAN 
NAS 
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ

SAN 
クラスタリング 
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ 
三重化 

SAN 
クラスタリング 
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ 
三重化、四重化

8 ペナルティ   対象 対象 対象 

1．9．3 システムの稼働率 

（1） 基幹系システムでの稼働率、目標値が 99.99％

以上の企業が 53％、実績値が 40％で乖離が大きい 

ここでは、基幹系システム、情報系システム

それぞれの稼働率の目標値と実績値を調査して

いるが、それぞれの稼働率でのサービス停止時

間、バックアップ機、費用、システム構築費用

などの条件を図表 1-9-17 にまとめている。 

まず基幹系システムの目標値であるが、

99.99％以上（1 年間で 50 分の停止）としている

企業が 53％で、半数以上の企業が高い目標を設

定している。 

情報系システムについても、稼働率の目標値

が99.99％以上という企業が41％となっている。 

それに対し実績値は、99.99％以上と回答した

企業が、基幹系システムで 40％、情報系システ

ムで 28％となっており、目標稼働率と実績稼働

率がかなり大きく離れている。（図表 1-9-18）。
当然ながら基幹系システムと情報系システムで

は、基幹系に重点をおいて稼働率を設定してい

るものと考えられる。 

企業規模別に見ると、従業員数 100 人未満の

企業で基幹システムの実績稼働率を 100％と回

答している企業が 42％もあり、従業員数 100 人

～999 人の中堅企業で 30％、従業員数 1000 人

以上の大企業では 21％と、企業規模が大きくな

るにつれ実績稼働率が悪くなっている。情報系

システムでも同様な傾向が見受けられる（図表

1-9-19）。 

企業規模が大きいほどシステムが大規模にな

り、かつ複雑になっていることの影響も考えら

れるが、バックアップ機を持たない企業が 51％
もあるにもかかわらず 55％の企業が稼働率

99.99％を目標としている矛盾も顕著であるた

め、システム運用に関しての認識・理解不足と

も考えられる。 

（2） アウトソーシングしている企業の稼働率は高い 

IT アウトソーシングを利用することで、高い

稼働率を期待できると考えられるが、アウトソ

ーシングと稼働率は関連があるのだろうか。 

目標稼働率を見てみるとアウトソーシングを

利用している企業がより高い目標値を設定して

いることがわかる。実績値については目標値よ

りは差がない状態である。 

SLA と稼働率との関係を見てみると「結果責

任が問われる」企業では、そのうち 58％で基幹

系の目標値 99.99％と設定され、実績値も他より

も高くなっている（図表 1-9-23、1-9-24）。 
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32%

38%

25%

31%

22%

12%

15%

11%

21%

18%

21%

17%

13%

13%

19%

13%

12%

19%

20%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

委託している(n=364)

委託していない(n=462)

委託している(n=358)

委託していない(n=455)

目
標

値
実

績
値

100% 99.99％以上 99.90％以上 99.50％以上 99.50％未満

図表 1-9-21 運用アウトソーシング利用と稼働率の関係（基幹系） 

図表 1-9-20 企業規模別情報系システムの稼働率 

図表 1-9-19 企業規模別基幹系システムの稼働率 

図表 1-9-18 システムの稼働率 
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28%
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22%

15%
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19%

22%
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16%
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19%

16%

25%

22%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系システム(n=832)

情報系システム(n=820)

基幹系システム(n=809)

情報系システム(n=792)

目
標

値
実

績
値

100% 99.99%以上 99.90%以上 99.50%以上 99.50%未満

42%

30%

21%

42%

30%

21%

12%

15%

7%

12%

15%

12%

17%

24%

12%

17%

24%

14%

14%

19%

14%

14%

19%

25%

26%

22%

25%

26%

22%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満（ｎ=59）

100～999名未満（ｎ=513）

1000名以上（ｎ=243）

100名未満（ｎ=59）

100～999名未満（ｎ=513）

1000名以上（ｎ=243）

目
標

値
実

績
値

100% 99.99%以上 99.90%以上 99.50%以上 99.50%未満

31%

19%

13%

23%

9%

6%

21%

27%

18%

14%

17%

19%

21%

26%

18%

22%

27%

10%

16%

17%

18%

19%

20%

22%

23%

18%

23%

36%

29%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満（ｎ=58）

100～999名（n=507）

1000名以上（n=239）

100名未満（n=56）

100～999名（n=498）

1000名以上（ｎ=233）

目
標

値
実

績
値

100% 99.99%以上 99.90%以上 99.50%以上 99.50%未満
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図表 1-9-23 SLA の導入と稼働率の関係（基幹系） 
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29%
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21%
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12%

17%
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17%

21%

16%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SLAの基準があり、結果責任が問われる(n=38)

SLAの基準があり、努力目標としている(n=62)

SLAを将来的に検討している(n=128)

SLAを導入する予定はない(n=125)

SLAの基準があり、結果責任が問われる(n=36)

SLAの基準があり、努力目標としている(n=60)

SLAを将来的に検討している(n=128)

SLAを導入する予定はない(n=123)

目
標

値
実

績
値

100% 99.99％以上 99.90％以上 99.50％以上 99.50％未満

図表 1-9-24 SLA の導入と稼働率の関係（情報系） 
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34%

22%

24%

20%

27%

14%

16%

12%

23%

32%

24%

19%

33%

31%

25%

24%

11%

18%

19%

18%

21%

20%

23%

11%

15%

19%

20%

15%

31%

32%

28%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SLAの基準があり、結果責任が問われる(n=35)

SLAの基準があり、努力目標としている(n=60)

SLAを将来的に検討している(n=127)

SLAを導入する予定はない(n=122)

SLAの基準があり、結果責任が問われる(n=33)

SLAの基準があり、努力目標としている(n=58)

SLAを将来的に検討している(n=125)

SLAを導入する予定はない(n=120)

目
標

値
実

績
値

100% 99.99％以上 99.90％以上 99.50％以上 99.50％未満

17%

19%

9%

10%

23%

21%

15%

15%

24%

21%

27%

20%

18%

14%

21%

18%

18%

25%

28%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

委託している(n=354)

委託していない(n=450)

委託している(n=345)

委託していない(n=441)

目
標

値
実

績
値

100% 99.99％以上 99.90％以上 99.50％以上 99.50％未満

図表 1-9-22 アウトソーシング利用と稼働率の関係（情報系） 
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56%
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17%
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29%

24%
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6%

5%

9%

12%

10%

7%

6%

5%

6%

5%

4%

15%

28%

15%

11%

17%

30%

18%

12%

20% 3%

1%

3%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=903)

100名未満(n=48)

100～999名(n=475)

1000名以上(n=241)

全体(n=895)

100名未満(n=67)

100～999名(n=554)

1000名以上(n=269)

基
幹

系
情

報
系

1時間以内 3時間以内 12時間以内 24時間以内 その他 特に目標はない

図表 1-9-25 企業規模別障害発生時の対応開始目標時間 

1．9．4 障害発生後の対応開始および復旧目標 

（1） 基幹系システムの障害発生後の対応開始目標

時間は、56％の企業で１時間以内 

障害発生後の対応開始目標時間は、基幹系シ

ステムで１時間以内と回答した企業が 56％、3
時間以内 20％でとなっている。障害発生してか

ら対応開始時間は、極力短い時間での対応を望

んでいることがわかる（図表 1-9-25）。 

情報系のシステムでもほぼ同様の状況で、1 時

間以内が 42％、3 時間以内が 27％で、約 7 割の

企業が 3 時間以内の対応開始目標時間を望んで

いる。 

「特に目標はない」と回答した企業が、基幹

系システムで 15%、情報系システムで 17％あり、

これらの企業は、利用者にどのように説明して

了解を得ているかが疑問である。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

大企業では、基幹系では 8 割以上の企業で 3 時

間以内の対応を目標としている。 

（2） 障害発生時の修復時間目標は半数以上の企

業で 3 時間以内 

次に、障害発生時の修復時間の目標を見てみ

よう。基幹系システムで、修復目標時間が 3 時

間以内という企業が 68％、情報系システムでは

56％で、当然のことながら基幹系が重要視され

ている（図表 1-9-26）。 

「特に目標が無い」という企業が基幹系シス

テムで 15%、情報系システムで 18％存在する。

業務停止の影響度などから修復時間目標を設定

し、システム構成の見直しやベンダー選択など

を行う意識改革が必要であろう。 

企業規模別には、基幹系システムの修復時間

目標が 3 時間以内という企業が、従業員数 100
名未満で 49％、100～999 名の企業で 69％、1000
人以上で 74％と、企業規模が大きくなるにつれ

3 時間以内の復旧を目標とする企業の割合が多

くなる。大企業になると、システム停止時間の

長さが業務に及ぼす影響が多いためと推測され

る。 

情報系システムも同様の傾向が見られるが、

修復目標が 3 時間以内の企業の割合が、基幹系

に比べ 10％程度少なくなっている。基幹系シス

テムは、情報系システムに比べ業務に直接影響

することから修復時間の短縮を意識していると

考えられる。 

SLA の採用と目標との関係を見てみると、

SLA を採用している企業ほど目標時間設定が短

くなっている。システム障害が業務に及ぼす影

響度をしっかりと考慮していると言える（図表

1-9-27、1-9-28）。 

アウトソーシングと修復時間目標との関係も、

当然ながら外部委託するときに用件を明確にす

るので、アウトソーシングを利用している企業

が修復時間目標を設定している比率が高い（図

表 1-9-29、1-9-30）。 
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図表 1-9-26 障害発生時の修復目標時間 
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図表 1-9-28 SLA の導入と目標時間の関係（情報系） 

図表 1-9-27 SLA の導入と目標時間の関係（基幹系） 
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図表 1-9-29 運用のアウトソーシングと目標時間の関係(基幹系) 

図表 1-9-30 運用のアウトソーシングと目標時間の関係(情報系) 

65%

50%

39%

27%

15%

24%

33%

39%

5%

6%

10%

12%

13%

16%

14%

15%7%

4%

3%

2%

0%

0%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

委託している(n=398)

委託していない(n=498)

委託している(n=395)

委託していない(n=499)

対
応

開
始

目
標

修
復

目
標

1時間以内 3時間以内 12時間以内 24時間以内 その他 特に目標はない

51%

36%

24%

16%

24%

29%

37%

35%

8%

10%

15%

19%

3%

6%

6%

11%

14%

19%

16%

19%

1%

1%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=395)

利用していない(n=492)

利用している(n=395)

利用していない(n=493)

対
応

開
始

目
標

修
復

目
標

1時間以内 3時間以内 12時間以内 24時間以内 その他 特に目標はない



 139

1．9．5 運用管理へのＩＴＩＬの活用 

（1） 大企業ほどＩＴＩＬの導入意欲が大きい 

ITIL とは、IT サービス管理を実行する上での

業務プロセスと手法を体系的に標準化したもの

で、英国商務局がまとめている。近頃日本でも

かなり話題になっており、運用管理に取り入れ

ている企業もあると思われるが、実態はどうで

あろうか。 

調査の結果を見ると、全体では一部のプロセ

スを含め導入している企業は 4％（35 社）で、

話題になっている割には導入している企業は多

くなかった（図表 1-9-31）。 

積極的に取り入れている企業は、従業員数 100
名未満の企業、従業員数 1000 名以上に存在し、

企業規模よりも運用管理への取り組み意欲の差

と考えられる。 

 

従業員数 1000 名以上の大企業では、検討中と

回答した企業が 28％で、大企業を中心に関心が

高まっていると言える。 

SLA の導入と ITIL の導入との関連を見てみ

たところ、SLA を導入している企業は、ITIL の

導入も進んでいることがわかった（図表 1-9-32）。
導入が進んでいる企業とそうでない企業では、

運用に対する意識の差が出ていると考えられる。 

日々の運用業務の忙しさに追われ、経験の積

み重ねでシステム運用管理を行っているため体

系的な運用管理が出来ていない企業が多といえ

る。ITIL は運用管理標準化、運用管理ポイント

などが体系的にまとめてあるので、運用実態に

照らしてマネジメント漏れが無いか、甘くなっ

ていないか等、見直しのバイブルとして活用す

ると有用である。 

図表 1-9-31 企業規模別 ITIL 活用度 

図表 1-9-32 SLA 導入と ITIL 導入の関係 
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1．10 IT リスクマネジメント 

本調査では、情報への安全対策の重要性が指

摘されはじめた 1999 年から「企業のセキュリテ

ィ対策」として調査を実施してきた。02 年度に、

対象範囲を広げ、「システムリスクマネジメン

ト」として調査し、04 年度からは、それまでの

アンケート項目をさらに見直して集約し「IT リ

スクマネジメント」として調査を行っている。 

1．10．1 IT リスクマネジメントの組織体制 

（1） IT リスクマネジメントの組織体制 

3 分の 2 の企業では、IT リスクマネジメントに対処す

るための専門組織を設けていない 

企業規模が大きいほど IT リスクマネジメントへの認

識が高い 

まず、IT リスクマネジメントの組織体制につ

いて、社内に専門部門や専任の担当者がいるか

どうかを複数選択で質問した。 

全体では、「専任の部門がある」と回答した企業

が 5％、「専任ではないが担当部門がある」と回

答した企業が 22％、「専門の委員会がある」と回

答した企業が 10％であった（図表 1-10-1）。 

05 年度のアンケートでは、昨年度のアンケート

で回答の選択肢に加えなかった「特に体制はな

い」という選択肢を追加したが、これを回答が

あった企業のおよそ 2／3 にあたる 66％の企業

が選択している。 

企業規模別に見ると、企業規模が大きいほど、

「専門の部門がある」「専門ではないが担当部門

がある」「専門の委員会がある」と回答した企業

の比率が高い。一方、企業が小さいほど、「特に

体制はない」と回答した企業の比率が高くなっ

ている。 

（2） IT リスクマネジメントの要員 

① 組織体制の有無とは関係なく、1／4 以上の企業

で、IT リスクマネジメントを担当する「専任の要

員」が、2／3 の企業で「兼任の要員」が存在する 

IT リスクマネジメントを担当する要員がいる

かどうかを尋ねた設問への回答が、図表 1-10-2
である。 

「専任の要員がいる」と回答した企業は、923
社中 28％、「兼任の要員がいる」と回答した企業

は、61％であった。これはどの企業規模でもほ

とんど同じ傾向となっており、この結果は昨年

度の調査結果と同様である。 

図表 1-10-1 IT リスクマネジメントの組織体制 
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② IT リスクマネジメントに携わる専任要員は 4.2 人、

兼任要員は 3.0 人 

専任要員、兼任要員それぞれの期待値を求め

てみると、アンケートの集計では無回答を除い

てあるので、専任要員は 4.2 人、兼任要員は 3.0
人となった。 

 

企業規模別に見ると、企業規模が大きくなる

と担当要員数が増加する。従業員が 1000 人以上

の企業では、72％の企業に専任要員が 3 名以上

いる（図表 1-10-3、1-10-4）。 

図表 1-10-2 IT リスクマネジメントの要員 

図表 1-10-3 IT リスクマネジメントの要員人数／専任 

図表 1-10-4 IT リスクマネジメントの要員人数／兼任 
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1．10．2 IT リスクマネジメント関連の費用 

（1） IT 予算に占める IT リスクマネジメント関連の費

用の比率は増加 

IT リスクマネジメント関連の費用として、年

間どの程度の費用がかかるかを聞いた結果が、

図表 1-10-5 である。 

IT リスクマネジメント関連の費用について、

04 年度の実績では 56%、05 年度の計画では 53%
企業が 1000 万円未満と回答している。また、

1000 万円から 5000 万円と回答した企業は、そ

れぞれ 33%、34%であった。当然の事ながら、

企業規模が大きいほど予算額が大きくなる傾向

にある。 

また、これは実数で記入してもらっているの

で、IT 予算（保守運用費＋新規投資）に占める

比率がどの程度であるかを算出してみたところ、 

 

図表 1-10-6 の通り、全回答平均で 04 年度の実

績が 1.2％であり、05 年度は計画値であるが

1.6%に増加した。個人情報保護法の施行を背景

に、企業における IT リスクマネジメントの必要

性は確実に高まっているようである。 

また、この IT 予算に占めるリスクマネジメン

ト関連予算の比率を企業規模別に見ると、企業

規模が小さいほど IT予算に占める割合が大きく

なり負担となっていることがわかる。 

次年度の ITリスクマネジメント費用について

は、減少すると回答した企業は全体の 3%であり、

ほとんどの企業で 05 年度と変わらないか、ある

いは増加すると見込んでいる。また、規模の大

きい企業ほど増加すると予想している（図表

1-10-7）。 

図表 1-10-6 IT 予算に対する IT リスクマネジメント関連予算の割合 

 
04 年度 05 年度 

リスクメネジメント
費用の割合 

N 値 
リスクメネジメント
費用の割合 

N 値 

全体 1.2% 482 1.6% 489 

100 人未満 4.0% 39 4.3% 39 

100～499 人 2.0% 203 2.8% 208 

500～999 人 1.9% 102 2.0% 103 

1000～4999 人 2.1% 105 1.9% 106 

5000～9999 人 0.4% 17 1.1% 17 

10000 人以上 0.8% 16 1.3% 16 

図表 1-10-5 IT リスクマネジメント関連の費用 
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1．10．3 情報セキュリティポリシーの策定状況 

（1） 情報セキュリティポリシーに基づく戦略的な対

策が着実に進んでいる。 

情報セキュリティポリシーを策定し運用して

いる（定期的更新を含める）と回答した企業は、

48％となり、ほぼ 5 割の企業で策定されている

状態となった。昨年度の調査では 34%だったの

で、16 ポイント増加したことになる（図表

1-10-8）。 

また、「策定中」という企業は、昨年の 22％か

ら 17％に、「検討中」の企業は 32％から 25％と

なった。昨年「策定中」であった企業は「運用」

のレベルへ、「検討中」であった企業も「策定中」

ないし「運用」のレベルへ移行していると推測

される。 

情報セキュリティポリシーに基づく戦略的な

対策が 04 年度から 05 年度にかけて着実に進ん

だと言える。 

（2） 大企業、および「通信、通信サービス」「電気、

ガス、水道」「情報処理業」「銀行、保険、証券、信

販」業界では情報セキュリティポリシーの策定が進ん

でいる。 

企業規模別に見ると、従業員数 1000 人以上の

企業では、「運用し、定期的に見直し更新してい

る」「運用している」と回答した企業は、あわせ

て 7 割に達しているが、従業員数 100～999 人の

企業では、4 割、100 人未満の企業では 3 割以下

となっている。企業規模が大きいほど、セキュ

リティポリシーに基づく対策が進んでいるとい

える（図表 1-10-9） 

業種別では、「通信、通信サービス」「電気、

ガス、水道」「情報処理業」「銀行、保険、証券、

信販」は、他の業界に比べ情報セキュリティポ

リシーの策定が進んでいる。特に、「通信、通信

サービス」業界は、サンプル数は少ないが、回

答のあった企業（4 社）すべてが「情報セキュリ

ティポリシーを策定、運用し、定期的に見直し

更新している」としている（図表 1-10-10）。 

図表 1-10-8 年度別情報セキュリティポリシーの策定状況 

16%

13%

32%

21%

17%

22%

25%

32% 11%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度(n=915)

04年度(n=957)

情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している
情報セキュリティポリシーを策定し運用している
情報セキュリティポリシーを策定中である
情報セキュリティポリシーの策定を検討中である
情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 1-10-7 IT リスクマネジメント関連の費用次年度見込み
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3%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=574)

100名未満(n=44)

100～999名(n=352)

1000名以上

増加 不変 減少
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図表 1-10-9 企業規模別情報セキュリティポリシーの策定状況 

6%

8%

36%

32%

34%

16%

18%

15%

27%

30%

14%

31%

12%

19%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満(n=67)

100～999名(n=570)

1000名以上(n=273)

1.情報セキュリティポリシーを運用しており定期的に更新している

2.情報セキュリティポリシーを運用している

3.情報セキュリティポリシーを策定中である

4.情報セキュリティポリシーの策定を検討中である

5.情報セキュリティポリシーを策定する予定はない

図表 1-10-10 業種別情報セキュリティポリシーの策定状況 

100%

83%

50%

54%

38%

22%

14%

17%

17%

15%

12%

8%

7%

8%

17%

39%

25%

32%

39%

34%

48%

33%

34%

32%

32%

32%

32%

28%

23%

27%

6%

13%

8%

11%

17%

19%

14%

20%

17%

15%

27%

22%

22%

14%

23%

30%

8%

26%

22%

21%

24%

22%

32%

26%

35%

35%

30%

23%

30%

8%

9%

8%

9%

10%

50%

10%

10%

7%

21%

23%

10%
3%

3%

8%

14%

10%

38%

28%

4%

5%

31%

5%

3%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通信・通信サービス(n=4)

電気・ガス・水道(n=6)

銀行・保険・証券・信販(n=62)

情報処理業(n=24)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=74)

運輸(n=36)

電気機械製造(n=70)

不動産・倉庫(n=29)

石油・石炭・ゴム(n=6)

化学・薬品(n=59)

鉄・非鉄金属・窯業(n=47)

その他製造(n=84)

建築・土木・鉱業(n=84)

農林・水産・食品(n=37)

一般機械製造(n=60)

商社・流通・卸売・小売(n=163)

繊維関連・紙・木材(n=26)

輸送機器・関連部品(n=30)

1.情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している

2.情報セキュリティポリシーを策定し運用している

3.情報セキュリティポリシーを策定中である

4.情報セキュリティポリシーの策定を検討中である

5.情報セキュリティポリシーを策定する予定はない
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1．10．4 プライバシーポリシー・個人情報保護管理

基準の策定状況 

（1） 05 年度はプライバシーポリシー・個人情報保護

管理基準を設け運用する企業が一気に増加、9 割の

企業がプライバシーポリシー・個人情報保護管理基

準への対策について対応 

プライバシーポリシー・個人情報保護管理規

定の策定状況を見ると、05 年度は「策定する予

定はない」と回答した企業は 11%であった。昨

年度調査が 17%、一昨年度の調査が 37%であっ

たことから、9 割近い企業がプライバシーポリシ

ー・個人情報保護管理基準の策定への対策につ

いて何らかの対応を行っている（図表 1-10-11）。 

また、「プライバシーポリシー・個人情報保護

管理基準の策定し運用している（定期的な見直

し更新を含める）」企業の割合は、昨年度の調査

で 15%程度だったのに対し、05 年度の調査では

59%に急激に増えている。多くの企業が昨年 4
月の個人情報保護法の施行に対応するために慌

ててプライバシーポリシー・個人情報保護管理

基準の策定を進めた実態が窺える。 

 

（2） プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準

の策定への対策は、大企業、および「通信、通信サ

ービス」「電気、ガス、水道」業界で進んでいる。 

企業規模別にプライバシーポリシー・個人情

報保護管理基準の策定状況を見てみると、「策定

する予定はない」と回答した企業は企業規模が

大きいほど少なく、「策定中である」と回答した

企業は企業規模が大きいほど多い。昨年度も同

様の調査結果であったことから、企業規模が大

きいほど対策が進んでいる傾向は変わっていな

い（図表 1-10-12）。 

業種別に集計したものが図表 1-10-13 である。

サンプル数は少ないが、「通信、通信サービス」

「電気、ガス、水道」業界が他業界に比べ進ん

でいるのがわかる。 

図表 1-10-11 年度別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 

18%

6%

41%

9%

12%

28%

19%

40%

11%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

05年度(n=912)

04年度(n=955)

1.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用しており、定期的に見直し更新している

2.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用している

3.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定中である

4.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等の策定を検討中である

5.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定する予定はない
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 図表 1-10-12 企業規模別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 

図表 1-10-13 業種別プライバシーポリシー・個人情報保護管理基準の策定状況 

6%

11%

36%

40%

45%

9%

14%

8%

31%

23%

6%

19%

13%

5%

34%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名未満(n=67)

100～999名(n=569)

1000名以上(n=271)

1.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用しており、定期的に見直し更新している

2.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用している

3.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定中である

4.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等の策定を検討中である

5.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定する予定はない

100%

100%

47%

67%

31%

32%

19%

17%

7%

12%

20%

9%

8%

7%

10%

15%

13%

48%

21%

54%

39%

49%

50%

55%

46%

37%

46%

45%

44%

39%

32%

33%

43%

38%

8%

8%

12%

8%

17%

10%

14%

13%

14%

18%

23%

10%

6%

10%

17%

12%

12%

19%

17%

24%

10%

20%

20%

15%

14%

26%

30%

28%

20%

27%

8%

5%

19%

10%

11%

13%

12%

14%

17%

16%

20%

19%
4%

5%

4%

4%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通信・通信サービス(n=4)

電気・ガス・水道(n=6)

銀行・保険・証券・信販(n=62)

情報処理業(n=24)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=13)

サービス業(n=74)

農林・水産・食品(n=37)

石油・石炭・ゴム(n=6)

不動産・倉庫(n=29)

化学・薬品(n=59)

電気機械製造(n=70)

運輸(n=35)

一般機械製造(n=60)

建築・土木・鉱業(n=84)

商社・流通・卸売・小売(n=163)

鉄・非鉄金属・窯業(n=47)

その他製造(n=82)

輸送機器・関連部品(n=30)

繊維関連・紙・木材(n=25)

1.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用しており、定期的に見直し更新している

2.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定し運用している

3.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定中である

4.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等の策定を検討中である

5.プライバシーポリシー/個人情報保護管理基準等を策定する予定はない
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1．10．5 IT リスクマネジメント対策 

IT リスクマネジメントに関わる具体的な対策

10 項目について、「十分な対策ができており不安

はない」「同業他社並みの対策はできているが多

少不安」「あまり対策が進んでおらずかなり不

安」という 3 段階で回答してもらっている（図

表 1-10-14）。 

①ファイアウォール等ネットワーク上の情

報アクセスの制限 

②ワクチンソフトの定期的更新等ウィルス

への対策 

③コンピュータ室等の物理施設での情報ア

クセスの制限 

④ネットワーク監視等内部コンピュータ犯

罪への対策 

⑤PC 持ち出し等利用者の情報管理への対策 

⑥対策ソフトウェア(パッチ)の適用等ソフト

ウェア脆弱性への対応 

⑦外注業者等の情報アクセス管理 

⑧コンプライアンス教育体制の確立 

⑨全社的な情報管理規定の確立 

⑩事業継続への対策（コンティンジェンシー

プランの確立等） 

（1） 「事業継続への対策」「利用者の情報管理への

対策」「コンプライアンス教育体制の確立」に、多くの

企業が不安を抱えている 

「あまり対策が進んでおらずかなり不安」と

回答した企業の割合を見てみると、「⑩コンティ

ンジェンシープランの確立等、事業継続への対

策」が 54%ともっとも多く、「⑤PC 持ち出し等

利用者の情報管理への対策」、「⑧コンプライア

ンス教育体制の確立」が、それぞれ 45%、42%
と続いている。 

一方、「②ワクチンソフトの定期的更新等ウィ

ルスへの対策」および「①ファイアウォール等

ネットワーク上の情報アクセスの制限」につい

ては、「十分な対応ができていて不安はない」と

回答した企業と「同業他社なみの対策はできて

いるが多少不安である」と回答した企業を合算

してカウントし「対策整備済み」として見てみ

ると、前者が 97%、後者が 94%と、多くの企業

が対策を完了していると言える。 

さらに、「③コンピュータ室等の物理施設での

情報アクセスの制限」、「⑥対策ソフトウェア（パ

ッチ）の適用等ソフトウェア脆弱性への対応」、

「⑦外注業者等の情報アクセス管理」がそれぞ

れ 76%、76%、71%とつづく。この調査結果は

昨年度と全く同様である。 

42%

52%

34%

15%

11%

19%

16%

11%

12%

6%

52%

45%

42%

47%

44%

57%

55%

47%

51%

40%

6%

24%

37%

45%

24%

29%

42%

37%

54%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ネットワーク上の情報アクセスの制限(n=909)

②ウィルスへの対策(n=912)

③物理施設での情報アクセスの制限(n=906)

④内部コンピュータ犯罪への対策(n=906)

⑤利用者の情報管理への対策(n=910)

⑥ソフトウェア脆弱性への対応(n=907)

⑦外注業者等の情報アクセス管理(n=896)

⑧コンプライアンス教育体制の確立(n=905)

⑨全社的な情報管理規定の確立(n=907)

⑩事業継続への対策(n=899)

1.十分な対策ができており不安はない
2.同業他社なみの対策はできているが多少不安
3.あまり対策がすすんでおらずかなり不安

図表 1-10-14 IT リスクマネジメント対策の状況 
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（2） 昨年よりも若干ではあるが不安感が軽減 

図表 1-10-15 は、「かなり不安」と回答した企

業の割合を比較したものである。 

「③物理施設での情報アクセスの制限」「④内

部コンピュータ犯罪への対策」「⑤PC 持ち出し

等利用者の情報管理への対策」「⑦外注業者等の

情報アクセス管理」「⑧コンプライアンス教育体

制の確立」、「⑨全社的な情報管理規定の確立」

「⑩事業継続への対策」については、昨年度と

比較して「あまり対策がすすんでおらずかなり

不安」と回答した企業の比率が昨年度より若干

減少している。これらの対策項目については、

若干ではあっても不安感が軽減されてきている

ようである。 

（3） インフラを担う企業「通信・通信サービス」「電

気・水道・ガス」および金融業は、他業界に比べかな

り先鋭的な取り組みを進めている。 

図表 1-10-16、1-10-18 は、「十分な対策ができ

ており不安はない」「あまり対策が進んでおらず

かなり不安」と答えた企業の割合を業種別に集

計したものである。その中で特に特異的な結果

を示したインフラ系の企業（「通信・通信サービ

ス」と「電気・水道・ガス」）業界と、金融業界

（銀行・保険・証券・信販）を図表 1-10-17、図

表 1-10-19 に示した。 

全体の回答と比較してみると、上記 2 つの業

界は ITリスクマネジメント対策について突出し

て先駆的な取り組みを進めていることがわかっ

た。 

図表 1-10-15 年度別 IT リスクマネジメント対策の状況（「かなり不安」と回答した割合） 

6%

3%

24%

37%

45%

24%

29%

42%

37%

54%

6%

3%

26%

40%

51%

23%

32%

49%

45%

58%

0% 20% 40% 60%

①ネットワーク上の情報アクセス制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での情報アクセスの制限

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ソフトウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩事業継続への対策

05年度

04年度
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図表 1-10-16 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況①：「不安はない」と回答した割合 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ N 値

全体 42% 52% 34% 15% 11% 19% 16% 11% 12% 6% 906

農林・水産・食品 43% 38% 19% 5% 8% 8% 11% 8% 5% 3% 37

建築・土木・鉱業 36% 43% 31% 13% 5% 11% 12% 4% 7% 4% 83

化学・薬品 41% 53% 40% 12% 10% 21% 19% 9% 9% 3% 58

石油・石炭・ゴム 67% 50% 67% 33% 0% 33% 17% 17% 17% 0% 6

繊維関連・紙・木材 31% 42% 19% 4% 0% 8% 8% 0% 4% 0% 26

鉄・非鉄金属・窯業 52% 60% 23% 19% 10% 23% 13% 13% 15% 9% 45

輸送機器・関連部品 17% 40% 27% 10% 0% 7% 3% 3% 3% 0% 30

一般機械製造 45% 53% 27% 12% 10% 24% 16% 8% 5% 5% 58

電気機械製造 33% 49% 33% 4% 6% 9% 9% 10% 9% 3% 69

その他製造 51% 60% 28% 15% 12% 23% 25% 11% 13% 5% 82

商社・流通・卸売・小売 37% 48% 31% 13% 6% 13% 14% 6% 7% 4% 158

銀行・保険・証券・信販 56% 60% 61% 37% 37% 32% 26% 32% 34% 24% 62

不動産・倉庫 38% 62% 31% 24% 10% 21% 24% 14% 14% 7% 29

運輸 42% 53% 39% 14% 8% 22% 11% 8% 6% 3% 36

通信・通信サービス 75% 100% 100% 75% 75% 100% 75% 75% 50% 50% 4

電気・ガス・水道 83% 83% 83% 33% 33% 33% 17% 17% 33% 17% 6

放送・新聞・出版・印刷・映画 38% 46% 38% 23% 15% 23% 0% 0% 15% 0% 13

サービス業 42% 51% 37% 16% 12% 21% 15% 18% 18% 4% 72

情報処理業 54% 67% 50% 25% 25% 42% 25% 21% 46% 17% 24

 

図表 1-10-17 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況①：「不安はない」と回答した割合 

不安はない

0%

25%

50%

75%

100%

①ファイアウォール等ネットワーク上の情

報アクセスの制限

②ワクチンソフトの定期的更新等ウィル

スへの対策

③コンピュータ室等の物理施設での情報

アクセスの制限

④ネットワーク監視等内部コンピュータ犯

罪への対策

⑤PC持ち出し等利用者の情報管理への

対策

⑥対策ソフトウェア（パッチ）の適用等ソフ

トウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的な情報管理規定（セキュリティ

ポリシー）の確立

⑩コンテンジェンシープランの確立等、事

業継続への対策

全体（n=906）

金融（銀行・保険・証券・信販　n=62）

インフラ系（通信/電気・ガス　n=10）
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図表 1-10-18 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況②：「かなり不安」と回答した割合 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ N 値

全体 6% 3% 24% 37% 45% 24% 29% 42% 37% 54% 906 

農林・水産・食品 8% 0% 27% 49% 46% 30% 35% 38% 59% 57% 37 

建築・土木・鉱業 5% 2% 21% 36% 55% 21% 30% 46% 36% 58% 84 

化学・薬品 7% 5% 26% 40% 50% 28% 33% 47% 38% 60% 59 

石油・石炭・ゴム 0% 0% 33% 33% 33% 17% 50% 50% 33% 83% 6 

繊維関連・紙・木材 8% 8% 35% 42% 58% 23% 32% 50% 54% 58% 26 

鉄・非鉄金属・窯業 6% 2% 28% 36% 50% 32% 37% 38% 42% 49% 47 

輸送機器・関連部品 3% 3% 23% 57% 57% 27% 43% 60% 50% 77% 30 

一般機械製造 5% 3% 24% 46% 61% 25% 29% 58% 47% 60% 60 

電気機械製造 6% 1% 20% 43% 51% 21% 37% 46% 45% 65% 70 

その他製造 2% 2% 27% 37% 55% 28% 24% 51% 37% 60% 82 

商社・流通・卸売・小売 11% 4% 31% 42% 48% 28% 32% 54% 46% 65% 163 

銀行・保険・証券・信販 5% 3% 8% 16% 11% 18% 15% 11% 6% 16% 62 

不動産・倉庫 7% 3% 14% 28% 38% 24% 14% 21% 28% 45% 29 

運輸 6% 0% 25% 39% 36% 22% 25% 28% 19% 53% 35 

通信・通信サービス 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 50% 4 

電気・ガス・水道 0% 0% 0% 17% 17% 17% 17% 17% 0% 17% 6 

放送・新聞・出版・印刷・映画 0% 0% 8% 15% 8% 8% 23% 38% 23% 38% 13 

サービス業 7% 7% 22% 36% 35% 26% 29% 36% 27% 47% 74 

情報処理業 4% 0% 17% 17% 17% 4% 25% 13% 13% 21% 24 

 

図表 1-10-19 業種別 IT リスクマネジメント対策の状況②：「かなり不安」と回答した割合 
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①ファイアウォール等ネットワーク上の情
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②ワクチンソフトの定期的更新等ウィルス

への対策

③コンピュータ室等の物理施設での情報

アクセスの制限

④ネットワーク監視等内部コンピュータ犯

罪への対策

⑤PC持ち出し等利用者の情報管理への

対策

⑥対策ソフトウェア（パッチ）の適用等ソフ

トウェア脆弱性への対応

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制

⑨全社的な情報管理規定（セキュリティ

ポリシー）の確立

⑩コンテンジェンシープランの確立等、事

業継続への対策

全体（n=906）

金融（銀行・保険・証券・信販　n=62）

インフラ系（通信/電気・ガス　n=10）
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（4） IT 部門は利用部門よりも不安感を抱いている 

図表 1-10-20、1-10-21 は、IT リスクマネジメ

ント対策の状況について IT部門と利用部門の回

答結果を比較したものである。 

「あまり対策が進んでおらずかなり不安」と

回答した割合を見ると、全般的に IT 部門の方が

利用部門よりも比率が高くなっている。これは、

昨年の傾向と同じである。 

 

「①ファイアウォール等ネットワーク上の情

報アクセスの制限」「②ワクチンソフトの定期的

更新等ウィルスへの対策」「③コンピュータ室等

の物理施設での情報アクセスの制限」の 3 項目

については、利用部門の「十分な対策ができて

いて不安はない」と回答した企業の割合は、IT
部門の半分程度になっている。 

昨今のネットワーク犯罪の高度化などを背景

に、IT 部門と利用部門で安心感に対する受け止

め方に温度差が生じはじめているようだ。 

図表 1-10-20 IT リスクマネジメント対策：IT 部門と利用部門の比較（「不安はない」と回答した割合） 
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への対策

⑥コンプライアンス教育体制

⑦全社的な情報管理規定（セキュリ

ティポリシー）の確立

⑧コンテンジェンシープランの確立

等、事業継続への対策

利用部門（n=795）

IT部門（n=953）

図表 1-10-21 IT リスクマネジメント対策：IT 部門と利用部門の回答の比較（「かなり不安」と回答した割合） 
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情報アクセスの制限
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IT部門（n=953）
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1．10．6 本人認証およびユーザーID 管理の状況 

（1） 本人認証およびユーザーID 管理は「ID と固定

パスワードによる認証」で対応 

図表 1-10-22 から明らかなように、「ID と固定

パスワードの入力による認証」を採用している

企業が 95%とほとんどであり、その他の方法に

よるユーザーID 管理はまだ定着していない。 

昨年度の調査結果と比較すると、「IC カード等、

個人保有の物理キー対策」、「バイオメトリック

ス方式の個人認証システム」が若干伸びてきて

いる。「ID と固定パスワード」以外の認証方法

として徐々に認定されつつあるようだ。 

 

1．10．7 BCP(事業継続計画)の策定 

Business Continuity Plan (事業継続計画)と
は、あらかじめ想定されるリスクが発生した場

合に、企業の重要業務をどのように継続させる

かについて事前に定めた計画である。02 年度か

ら昨年度までは「危機管理マニュアルの整備」

等コンティンジェンシープラン（緊急時対応計

画）に対する企業の取り組みを聞いたが、05 年

度は危機管理をさらに発展させBCPの策定につ

いて尋ねた。 

（1） BCP の策定はあまり進んでいない。 

「BCP の策定を検討中である」に「BCP を策

定する予定はない」を加算し、「BCP の策定が済

んでいない」として見てみると、全体では 78%
の企業がBCPの策定が済んでいないという結果

となった（図表 1-10-23）。 

図表 1-10-23 企業規模別 BCP（事業継続計画）の策定状況 
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全体(n=879)

100名未満(n=65)　

100～999名(n=544)

1000名以上(n=265)

1.BCP(事業継続計画)を策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2.BCP(事業継続計画)を策定し運用している
3.BCP(事業継続計画)を策定中である
4.BCP(事業継続計画)の策定を検討中である
5.BCP(事業継続計画)を策定する予定はない

図表 1-10-22 本人認証およびユーザーID 管理の状況 
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05年度(n=855)

04年度(n=917）
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（2） 大企業でも BCP の策定は余り進んでいない。

社会インフラを担う業界は BCP の策定が進んでいる 

企業規模が大きいほど策定が進んでいる傾向

にあるが、従業員が 1000 名を超える大企業の集

計結果を見ても 61%の企業が「BCP の策定が済

んでいない」状況となっている。100 名未満の企

業にいたっては、91%の企業が「BCP の策定が

済んでいない」状況にあり、今後の課題といえ

る。 

 

業種別では、「電気、ガス、水道」「通信、通

信サービス」といった社会インフラを担う業界

が、他の業界に比べBCPの策定が進んでいる（図

表 1-10-24）。 

 

図表 1-10-24 業種別 BCP（事業継続計画）の策定状況 
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5.BCP(事業継続計画)を策定する予定はない
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図表 1-11-1 情報共有の必要性の認識 
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情報共有の対象 情報共有の対象外/必要性なし

1．11 情報共有 

05 年度は「今後の IT 投資を行うにあたって、

重視している項目」として昨年上位にランクさ

れていた「情報共有」の状況についての調査を

行った。ここでの「情報共有」とは、「情報が電

子化され、各端末で閲覧ができる状態」を「情

報共有が実施されている」状態と定義している。 

なお、今回は初めての調査であり、情報共有

の定義や評価基準なども具体的に十分整理され

たものではなく、評価結果は、期待度や目標水

準の如何によりかなりの差が生じている可能性

も残る。 

1．11．1 情報共有の状況 

ここでは、共有すべき情報を、以下の 4 つに

まとめ、それぞれ、「部門／事業部」「国内全社」

「国内グループ・関連企業」「海外拠点・関連企

業」「取引先企業」の 5 つに区切って情報共有の

状況を調査した。 

①業務系情報：在庫・生産・顧客等 

②フロー情報：業務連絡、通知通達等 

③ストック情報：文書、レポート、資料等 

④知識・ノウハウ 

（1） 情報共有の概況： 

「社内と社外の間の壁」「業務系・フロー系とストック

系・知識ノウハウ系の段差」「企業規模で異なる進展

度の差」 

それぞれの、情報共有の状況を、「十分に実施

されている」「実施しているが不十分」「行われ

ていない」「対象外/必要性なし」の 4 つから選択

してもらった。 

まず、現時点での認識として情報共有が「必

要・妥当」と考えられている範囲を明確にする

ため、「十分に実施されている」「実施している

が不十分」「行われていない」を選択した場合を

「必要性を認識している」とし、「対象外・必要

ない」と回答した割合を図表 1-11-1 にまとめた。 

必要・妥当な対象範囲は、経営戦略や、その

時々の組織運営方針や事業環境、また組織や従

業員の習熟度合により変化する性質のものであ

ると言える。 

「部門／事業部」、「国内全社」以外では対象

外／必要性なしの比率がかなり高いが、これに

は、業務上関連性を持つグループ企業や海外拠

点を持たない企業などの場合と、現時点ではそ

こまでは考えていないという場合があり、後者

については今後時間の経過や企業の戦略により、

変化の可能性が考えられる部分である。 
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次に、「情報共有の対象外/必要なし」を除いて

整理しなおしたものが、図表 1-11-2 ある。また、

これより「十分に実施されている」と回答した

割合のみを抽出したものが、図表 1-11-3 である。 

図表 1-11-2 と 1-11-3 の結果より、情報共有に

おける、以下の情況や傾向が推察できる。 

 「社内」と「社外の間には、4 分野全てで

実施の度合いに段差がある。会社が違え

ば、利害関係、経営上の優先度、組織の

習熟度、文化（価値感）・考え方、言葉 

など、諸々の壁が存在する。これを突き

破るリーダーシップが問われる。 

 「業務系情報」「フロー情報」の分野で

は、社内で「十分に実施」の比率が高く

成功しつつあり、グループ・関連企業と

の間での実施が進みつつある。 

 「ストック情報」の全社共有の着手は軌

道に乗った。今後成果を追う段階。 

 「知識・ノウハウ」については、当分試

行・検討が続く段階。 

図表 1-11-2 （必要と考える対象についての）情報共有の実施状況 

図表 1-11-3 情報共有の状況（「十分に実施されていると回答した」企業のみ抽出） 
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（2） 業務系の共有はある程度定着 

「業務系情報」について売上高の規模別に見

てみた（図表 1-11-4）。 

売上高１兆円以上の企業では、「十分に実施」

は「部門・事業部」では 71％、「国内全社」では

61％となっている。 

しかし、「グループ・関連企業」となると 32％
と下がり「実施しているが不十分」の 53％と逆

転する。「海外拠点・関連企業」ではそれぞれ 8％
と 75％、「取引先企業」では 0％と 36％といっ

たように、大企業でも“会社の外”はこれから

という状況である。 

また、売上 10 億円以上（～1 兆円）の企業群

でも「部門・事業部」では「十分に実施」が 4
割を越えており、「全社」でも 3～4 割の水準に

なっている。10 億未満の企業では「十分に実施」

は 0％ながら、「部門・事業部」で「実施してい 

るが不十分」が 57％、「全社」で 50％となって

おり、これらの企業ではインフラ投資の相当部

分が業務の情報共有に向けられた様子が覗える

（形の上ではフロー系と考えられる仕組みが、

ここに活用された可能性もある）。 

業務系の情報共有は、電子化する・しないに

関わらず、日常の業務遂行のなかで担当関係者

の間で必須なものであった。その意味で対象情

報は具体的であり、着手には比較的問題の少な

い対象といえる。 

経営環境の変化により情報伝達の更なる加速、

また情報共有の範囲も、生産と販売といった業

務運用上の担当関係者から、設計と製造や購買、

技術と営業、経営スタッフや経営層と現場、さ

らに社外（SCM，共同開発、…）など多様さを

増し、情報内容もより詳細なものを求めるなど、

広さや深まりに対する変化が続くと考えられる。 

内容は変わっても「実施しているが不十分」

が続く性格の問題である。 

図表 1-11-4 企業規模別業務系情報共有の実施状況 
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（3) フロー情報も実施の流れは定着、小規模の企

業での水準の向上が望まれる 

フロー情報の共有は、「業務系」とほぼ同じよ

うな傾向を示し、売上高１兆円以上の企業では、

社内（部門／事業部、全社）では実施率 100％、

「十分に実施」が 75％あり、1000 億～１兆円で

も実施率 9 割以上、「十分に実施」は 50％を超え

ている。 

一方、企業規模が小さくなるに従い、実施率

はそれぞれ８割、７割、６割と、また「十分の

実施」がそれぞれ 4 割、3 割、1 割と減少する。 

なお、「部門・事業部」と「全社」での「十分

に実施」の水準にはあまり差がない。フロー系

情報の共有目的が持つ特性と考えられる。 

 

対象となる情報の多くはイントラネットや電

子メールで扱われるものである。内容的には高

度というより“便利”レベルの内容や、従業員

に周知させる情報として、従来は紙ベースで扱

っていた社内広報的なものが多い。スピードや

効率化、ペーパーレス効果（人手、コスト、環

境問題）で一定の効果を生んでいると考えられ

る。 

しかし、“情報発信”の奨励結果、一部で“便

利”が煩わしくなる情報過多の傾向も否めない

情況になってきている。この情況を「実施して

いるが不十分」と感じてはいないだろうか。過

ぎたるは及ばざるがごとしである。効果の飽和

した分野なら深追いをさけるよう方針変更が必

要である。取り扱う情報や扱い方についての見

直し・整理が必要な時期かもしれない。 

 

図表 1-11-5 企業規模別フロー系情報共有の状況 
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（4） ストック情報と知識・ノウハウはこれから 

「ストック情報」については、売上高 1 兆円

の企業でも、「十分に実施」は「部門／事業部」

で 46％、「全社」では 33％と「業務系」や「フ

ロー情報」を大きく下回っている。1000 億円～

１兆円ではそれぞれ 32％と 26％、1000 億円以

下では共に 2 割前後、10 億以下では１割である。 

「知識・ノウハウ」については更に状況は後

退する。1 兆円以上に企業でも「部門／事業部」

で「十分に実施」は 25％、これ以下の規模の企

業群ではせいぜい 1 割という、全体からみれば

「まだ、これから」という段階である。 

これらの分野ではスピード・効率化などの量

的効果もさることながら、質の向上効果に対す

る期待も大きく、そのために高度な内容の情報

の再利用を通じた仕事のグレードアップが考え

られる。しかし、高度な内容は多くの場合、専

門性の高い情報ということにつながり、共有に 

意味のある範囲は同種の業務の従事者や特定の

関係者など、比較的狭い範囲になる場合が多い。 

これは一般的なシステム化では効果が期待し

にくい中小組織の企業にとっても、業種によっ

ては有用な分野である。 

また、ストック情報は「知識・ノウハウ」の

ソースでもある。技術・知識・ノウハウ継承の

仕組み・手段として、世代間の情報共有に期待

できる部分も少なくない。 

「実施しているが不十分」という企業が 5割、

6 割を占めている。進むほどに先の広がる問題で

ある。「不十分」＝「実施した“対象分野が少な

い”」というのなら問題は小さい。しかし実態は、

色々手がけているが“人が乗ってこない・効果

が出ない・旨い進め方が分からない”が問題な

のではないだろうか。進め方のノウハウを見つ

けなければならないだろう。 

図表 1-11-6 企業規模別ストック情報の共有状況 
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図表 1-11-7 企業規模別知識・ノウハウの共有状況 
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図表 1-11-8 情報共有が進まない理由 

図表 1-11-9 企業規模別情報共有が進まない理由（1 位 2 位あわせた割合） 
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言うまでもなく、情報共有は何かを成し遂げ

る為の 1 つの方法・手段であって企業目的では

ない。業務上の成果に結びつける為には、従業

員個人の意欲・意思、能力に優れて依存する問

題である。従業員個人に対する動機付けが極め

て重要になる。 

「企業として（あるいは組織として）ここま

でやる必要がある」という改革や業績の目標を、

従業員に理解・徹底させるのが経営トップや部

門長のリーダーシップである。 

その実現のための方針として、情報共有によ

り効率やマネージメントの水準を高めて行くこ

とを業務施策として、また、SCM のように関係

会社や取引先まで巻き込んだ実施が必要な場合

には事業戦略やその施策のレベルで、明確にし

ておく必要がある。 

今後、社外（他社や海外）との情報共有を進

めてゆく上では、異なった価値観、企業や国の

文化への理解、相反する利害関係に対する調整

や納得を得る為の交渉力やリーダーシップが推

進する関係者に求められてくる。 

多くの場合、情報を共有して成果に結び付け

ることができるのは、同じような問題認識をも

った同じ程度の水準の人たち同士に限られる。

情報共用範囲を広げようとすれば、そこに参加

する人たちの水準合わせのために、十分な教育

が必要になる。 

また、動くのは個人単位であっても個人が自

分ひとりでできる問題ではない。業務として遂

行できるようにするための公式の仕組みが必要

だ。 

情報活用の結果は業務の成果に現れるもので

評価できるが、よい情報を提供した人に対する

インセンティブの制度がもう一方で必要になる。

マネージャーの力量が問われる問題になる。 

情報活用で仕事のグレードを高める必要性は

わかっていても、これら上記の条件が整い、組

織全体で動くのでなければ旨くゆかない。スト

ック情報、知識・ノウハウ系となってくるほど、

これらの条件は重要になる。どのような目的の

ために、誰と誰が、どのデータ・情報を共有す

るのかを事前に明確にしてゆくことが、この問

題の基本・必須の要件である。 

一方で、かなりの実績を積んだ売上 1 兆円の

規模の企業から、推進上の課題として「情報共

有ツール」が挙げられていたのは現実問題とし

て興味深い。的確にストック情報や知識・ノウ

ハウを探し出すためのツールの問題や、使える

情報の信頼性や鮮度の確保するための管理や運

用の問題など、試行錯誤を重ねながら解決の必

要な実務上の問題も数多く残されている。 

（2） 情報共有は、十分なセキュリティ対策とのバラ

ンスの上に成り立つ 

データや情報の発生（提供）側では、それら

データや情報の重要性や機密度は分っていても、

利用側にはその認識が十分でない場合が多い。

また、個別のデータや情報では重要性や機密性

がそれほどなくても、大量に集まることや、他

のデータや情報との組み合わせによって飛躍的

に価値が高まる場合がある。情報共有によるデ

ータや情報活用の狙いはこの点にあるが、セキ

ュリティ面では極めて危険な環境を作りだして

いるわけでもある。 

セキュリティの観点からも、どのような目的

のために、誰と誰が、どのデータ・情報を共有

するのかを事前に明確にして厳密に管理する必

要がある。 

個人情報に関しては、それを得て何らかの利

益を得る人たちと、不利益を蒙る個人が“外”

にいる。個人情報保護法の施行が昨年行われ、

情報漏えいが開示され、氷山の一角に過ぎない

であろうがマスコミでも取り上げられることが 

あった。しかし、機密情報の漏洩については、

それを得て利益を得る人からその事実が明かさ

れることはまずない。漏洩していてもそれが

中々分らない性質の問題である。 

今回の調査結果では、十分なセキュリティ対

策のないまま、情報共有の推進に踏み出してい

る企業がかなりあるように見受けられた。これ

らの企業では、情報共有の推進とセキュリティ

対策の適切なバランスが取られるよう早急な措

置を期待したい。 

実施率が比較的高く、且つ機密情報が含まれ

る可能性の高い「ストック情報」の「部門／事

業部」での情報共有と、セキュリティ対策の実

施状況の関連を 1 例として以下に示す。 
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情報共有を「十分実施している」と「実施し

ているが不十分」という情報共有推進企業 745
社の内、セキュリティポリシーの運用がされて

いないところが 372 社ある。 

実に情報共有推進企業の 50％がセキュリティ面

から大変危険な状態にあることになる。情報共

有は、十分なセキュリティ対策とのバランスが

必要な問題である。 

 

図表 1-11-10 ストック情報の共有状況とセキュリティポリシー策定状況の関係

29%

13%

4%

28%

33%

31%

15%

18%

16%

22%

26%

30%

6%

10%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分に実施されている(n=213)

実施しているが不十分(n=526)

行われていない(n=124)

情報セキュリティポリシーを策定し運用しており、定期的に見直し、更新している

情報セキュリティポリシーを策定し運用している

情報セキュリティポリシーを策定中である

情報セキュリティポリシーの策定を検討中である

情報セキュリティポリシーを策定する予定はない
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1．12 企画提案力の強化 

ここ数年間の本調査の結果として、「システム

ベンダーへの不満点」の第 1 位に「企画提案力

の不足」が挙げられている。05 年度も昨年より

不満の度合いがトーンダウンしたとはいえ 1 位

となっている。しかし、とのような「提案」を

求めているのかはこれまで明確になっていなか

った。 

企画提案力については、図表 1-12-1 のような、

提案力を求め、「不足している」と不満を持つサ

イクルになっているのではないだろうか。 

ここでは、この「提案力が不足」サイクルを

解消するにはどうしたらいいか、まず求められ

ている企画提案力は何かを明らかにし、企画提

案力の向上に向けてどのような施策があるのか

を探ってゆく。 

1．12．1 利用部門がＩＴ部門に求める提案 

まず、情報子会社、ベンダーに対し「提案力

不足」と考えている IT 部門自身はどのような提

案を求められているのであろうか。ここでは、

以下の 2 点を利用部門に対し質問をしてみた。 

①利用部門は、IT 部門の企画提案力に満足し

ているのか 

②利用部門（経営企画部門）は IT 部門に対し

どのような企画提案を求めているのか。 

 

（1） 利用部門は、IT 部門の企画提案力に不満 ～

「満足」は 1 割、「不満」が 4 割。 

まず、IT 部門の企画提案力に対し、満足して

いるかどうかとういう設問に対しては、「非常に

満足」という回答は、わずか１社からしかなく、

「満足」という回答も 9％にとどまった。一方、

「不満」「非常に不満」という回答はあわせて

38％と満足層の 4 倍に達した。また、「あまり期

待していない」という選択肢も用意していたが、

そのような企業は 4％しかいなかった（図表

1-12-2）。 

IT 部門は企画提案を期待されている。しかし、満

足されていないということが明らかになった。 

（2） IT 部門に求めたい企画提案は、なんと言っても

「IT を活用した業務改革」 

では、IT 部門はどのような企画提案を求められ

ているのだろうか。図表 1-12-3 は、利用部門に対

し、IT 部門に求める提案の上位 2 つを選択しても

らった結果である。 

これによると、「IT を活用した業務改革」を 1
位に挙げる企業が 7 割、2 位に挙げる企業も含め

ると、85％もの企業が IT 部門に求めたいと答え

ている。 

 

図表 1-12-1 「提案力が不足」サイクル 

図表 1-12-2 利用部門から IT 部門の企画提案力への満足度
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これには、二つの考え方があると考えられる。 

①業務改革ありき、そこに IT 活用の提案をし

てほしい 
利用部門が今後の IT投資で重視する項目と

して、「業務プロセス・システムの再編」

がトップに上がっており（1.1.2 IT 投資の重

要課題の項を参照）IT 部門はそれに貢献す

る企画提案を求められている 

②IT および IT 部門の視点から業務改革の提

案をしてほしい 
IT 部門は IT を通して会社全体の業務に密

接に関わっている。会社全体の業務を横通

しで見ることができるのは、IT 部門の強み

である。したがって、業務改革においても

IT および IT 部門が欠かせない存在になり

つつある。まさに IT を活用した業務改革を

提案してほしいという期待もあると考えら

れる。 

以降、「IT を活用した業務改革」には、2 つの

意味を含めていることを理解いただきたい。 

（3） IT 部門自身も期待は理解 

IT 部門に、経営トップや利用部門からどのよ

うな企画提案を求めてられていると思うかを質

問した結果が図表 1-12-4 である。 

利用部門の期待が IT部門の認識と一致してい

るかが懸念されたが、利用部門アンケート結果

とほぼ一致する結果となった。 

「IT を活用した業務改革」が求められていること

は、IT 部門自身も十分理解しているという結果が

明らかになった。 

図表 1-12-3 利用部門が IT 部門に求める企画提案 

(n=798)
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他社の成功事例をもとにした提案

具体的ではないが役に立ちそうな情報

その他　
1位 2位

図表 1-12-4 IT 部門が考える、経営トップまたは利用部門から求められている企画提案 
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1．12．2 情報子会社、ベンダーに求める企画提案 

それでは、IT 部門は、情報子会社・ベンダー

にどのような企画提案を求めているのだろうか。 

①情報子会社、②情報子会社以外のシステム

ベンダーのそれぞれについて、求める提案の上

位 2つを選択してもらった（図表 1-12-5、1-12-6）。 

（1） 最も求めたいのは情報子会社・ベンダー共通で

「IT を活用した業務改革」 

情報子会社に求めたい提案も、システムベン

ダーに求めたい提案も、ともに「IT を活用した

業務改革」がトップで、4 割が 1 位に挙げ、さら

に 2 割が 2 位として選択している。 

 

これは、IT 部門自身が「IT を活用した業務改

革」の企画提案を求められているからであると

言える。「求める提案は、物売りではなく、ビジ

ネスプロセスにアプローチするような提案」と

いう声をインタビュー調査でも聞くことができ

た。 

（2） 業務改革は「情報子会社やベンダーに求める

べきではない」という意見も 

ただし、IT 部門は利用部門に「IT を活用した

業務改革」の企画提案を最も求められていると

回答した企業が 6 割であるのに対し、それを情

報子会社やシステムベンダーに求めたいという

企業は 4 割と、2 割のギャップがある。 

(n=166)
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図表 1-12-6 IT 部門が情報子会社以外のシステムベンダーに求める企画提案 

図表 1-12-5 IT 部門が情報子会社に求める企画提案 
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インタビューさせていただいた企業からは、 

「自分たち IT 部門こそが『IT を活用した業務

改革』を推進していくべきであり、情報子

会社やベンダーに求めるのは間違ってい

る。」 

「ただ、情報子会社には受身、業務の理解が

なさすぎることが不満。本体と一緒になっ

て業務改善していくのだという意識をもっ

てほしい。」 

「ベンダーには、IT 技術に立脚した提案を求

める。また、他社事例を教えてもらい、自

社の業務改革のヒントにしたい。」 

といった声が代表的であった。2 割のギャップ

はこのあたりにあるのではないだろうか。 

また、「システム開発」の項で「システムベン

ダーへの不満の第一位として『企画提案力不足』

が３年連続第一位だが、昨年より『企画提案力』

に対する不満がトーンダウンしている」と紹介

したが、それも「IT 部門自らが『企画提案』を

行うべき」という反省が反映されたものではな

いだろうか。 

（3） それでもやはり「IT を活用した業務改革」の企

画提案ができれば、価値大 

前述のように、「そこまでは求めていない」と

いう声はあるが、総合的に評価すると、「IT を活

用した業務改革」こそが、今、IT 部門に最も喜

ばれる企画提案であることは間違いない。 

こんな声もあった。 

「ベンダーも、自分から提案するということ

が非常に弱い。最近特に提案力がなくなっ

ているような気がする。だが、『ベンダー

には求めていない』と言い切るつもりはな

い。求めてはいるが、提案というものは実

現するまでに時間がかかる。すぐに自分の

評価にはならないので、ベンダーの方でや

りたがらない。今はベンダーが短期でお金

になることしかやらない。だから今は将来

の夢を見るような提案は何もない。」 

「求めていない」という企業も本音では「求

めたい」のではないか。実際、これまで情報子

会社、ベンダーからの提案で役に立ったものは

何かをインタビューおよびアンケート自由回答

にて聞いたところ、業務改善・改革に関する提

案を挙げる声があった。 

 

図表 1-12-7 ［IT 部門インタビュー抜粋］情報子会社・ベンダーに求める提案：IT を使った業務改革 

 「基本的には、ベンダーに企画提案力を望むのは間違っていると思う（業種：化学・薬品）」 

 「自社の業務改革は自社で考えるべき問題である（業種：建設・土木・鉱業）」 

 「情報子会社に対しては、受身の意識改革が課題（業種：化学・薬品）」 

 「情報子会社に対しては、テクノロジーの傾倒が強く、業務の理解、システム全体を見る力が弱いとい

う不満を感じている（業種：繊維関連・紙・木材）」 

 「情報子会社には不満を感じている。本社の業務を知らない。知っているメンバーが減少している。機

能（WHAT）の提案がほしいのに、ハード・ソフト（HOW）の提案ばかり（業種：運輸）」 

 「従来、情報子会社に対しては『システムつくり』『保守の確実な実施』を求めてきたが、最近は『何のた

めにこのシステムを作るのか？』『なぜこのシステムは必要なのか？』などを本体 SE と一緒になって考

えてもらうように仕向けてきた。情報子会社の半分は業務改善にも関心を示してくれているので本社へ

の逆出向をしてもらっている（業種：電気機械製造）」 

 「ベンダーについては、むしろ業務改革の提案ではなくて、いろいろな技術や広い意味での IT に立脚し

た提案だと思う。EA とか SOA など（業種：鉄鋼）」 

 「他業界のシステム開発例、顧客の不満、方向性などは、我々にとっては非常に示唆に富んでいるの

で、教えてもらいたい。我々にとっては新鮮で、重要なポイント。その中から企画提案ができると思う

（業種：鉄鋼）」 
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図表 1-12-8 ［IT 部門インタビュー・アンケート自由回答抜粋］役に立った提案：IT を使った業務改革 

【情報子会社からの提案で、役にたったもの】 

● 「航空会社との接続機能で、従来は 1 社ずつ検索を行なっていたが、複数会社同時検索の提案があり

実現した。ユーザー満足度も非常に高かった（業種：サービス業）」 

● 「i モードを利用した在庫管理システム（業種：鉄・非鉄金属・窯業）」 

● 「ERP パッケージによる業務改革（業種：化学・薬品）」 

● 「お客様向けのサービスで痒いところに手が届くようないいサービスの提案をもらった。こちらからプッ

シュ型でお客さんに情報を提供する仕組みなどの提案があった。運用で営業部隊との対応をやってい

て、そこからいい提案が出てきたのだと思う（業種：運輸）」 

● 情報子会社では、建築関係の CAD の外販もやっている。三次元のコンテナの中の詰め込み、自動車

の詰め込みなどのアイデアが出てきて、それを外販し、お客様にも提供しているが、評判がいい。 

● 「その他業務自動化・効率化・改善提案（サービス業など 3 社）」 

【ベンダーからの提案で役にたったもの】 

● 「当社の該当システムについて業務フローを理解した上で改善提案される（業種：建設・土木・鉱業）」 

● 「IT 部門の機能再編成に関する提案、ただし採用には至っていない（業種：情報処理業）」 
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（4） 情報子会社に求めたい提案：「開発・運用費用

の削減」「特定テーマの具体的提案」「運用に関する

改善」「インフラ全体の見直し」 

「IT を活用した業務改革」に次いで多くの企

業が挙げた選択肢が、「運用費用の削減」で 51％、

「開発費用の削減」が 33％、「特定テーマ（セキ

ュリティ等）の具体的提案」が 31％となってい

る。 

実際、「情報子会社からの役にたった提案」と

しても、該当する提案が多くあげられている。

さらに、アンケートの選択肢にはなかったが、

運用に関して、費用削減以外の改善提案やイン

フラ全体の見直しについての提案も多く挙げら

れている。 

 開発･運用は情報子会社にまかせている企業

が多いため、「運用費用の削減」「開発費用の削

減」「運用の改善」は、情報子会社にとっては日

常業務の改善にあたる。また、インフラ全体の

見直しに関する提案やセキュリティ等の特定テ

ーマについてであれば、業務知識不足を技術力

で補える。 

特に、アンケートの選択肢になかった「イン

フラ全体の見直し」「運用の改善」は、現行のシ

ステムを運用しよく知っている情報子会社の強

みに立脚したものである。そのため、「情報子会

社こそ提案すべきだ」との認識があるのではな

いだろうか。 

図表 1-12-9 情報子会社からの役にたった提案（インタビュー・アンケート自由回答抜粋）：業務改革以外 

● 開発・運用費用削減に関する提案 

 「DISK 統合によるコストダウンと品質アップ」（業種：化学・薬品） 

 「サーバの共同利用(グループ企業内で)によりコスト削減」（業種：運輸） 

 「システム運用費削減策としての事例・技術の紹介」（業種：一般機械製造） 

 「サーバ統合によるコストダウン」（業種：運輸） 

 「ネットワークの合理化」（業種：化学・薬品） 

 「運用、開発のオフショア化」（業種：電気機械製造） 

● 特定テーマについての提案 

 「セキュリティ施策についての提案」（運輸など 3 社） 

 「全社 Directory Service に関する提案」（業種：建設・土木・鉱業） 

 「TV 会議、マルチメディア」（業種：建設・土木・鉱業） 

 「FAX 送信の IP 化」（業種：銀行・保険・証券・信販） 

 「ワークフローの利用拡大」（情報処理業） 

● インフラ全体の見直しに関する提案 

 「全社的なシステムの基盤（ネットワークの構築、基盤システムの刷新、PC 一括購入）の提案があり、採

用に至っている。（業種：放送・新聞・出版・印刷・映画） 

 「メインフレーム統合」（業種：電気機械製造） 

 「汎用機からオープンシステムへの展開」（業種：運輸） 

 「ERP へのダウンサイジング」（業種：その他製造） 

● 運用に関する各種改善提案 

 「インフラ回りの運用の改善提案」（業種：銀行・保険・証券・信販） 

 「システムの安定化」（業種：鉄・非鉄金属・窯業） 

 「SLA の改善提案」（業種：農林・水産・食品） 

 「Q&A を遠隔操作による対応をする。価格も安価にサポート」（業種：電気機械製造） 

 「ITIL の導入、IT 資産の一元管理」（業種：運輸） 

 「メインフレームの Capacity Planning」（業種：鉄・非鉄金属・窯業） 
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（5） ベンダーに求めたい提案：4 割が「特定テーマ

の具体的提案」「他社成功事例をもとにした提案」を

求める。技術的提案は「要素技術ばかり」「個別最適

ばかり」と不満の声も、全体をみたインテグレーショ

ンを期待 

システムベンダーには、アンケートにて、特

定テーマ（セキュリティ等）の具体的提案」「他

社の成功事例をもとにした提案」を 4 割（1 位と

して 2 割、2 位として 2 割強）の企業が求めたい

提案として選択している。 

「特定テーマにおける具体的提案」は、「テク

ノロジーこそがベンダーの強み」という期待か

らであり、技術力では情報子会社より能力が上

であるという認識に基づくものである。インタ

ビューから抜粋した具体的な声を図表 1-12-10
に紹介する。 

ただし、表中の反転した部分のように、現実

には「要素技術ばかり」「個別最適ばかり」の提

案しかないとの不満の声もあり、十分期待にこ

たえているとはいえないようである。05 年度、

「システムベンダーへの不満点」の第 2 位に「技

術力が不足している点」が浮上してきており、

この不満の背景が窺える（「1.8 システム開発」

参照）。 

「他社の成功事例をもとにした提案」も、海外

を含め、公開された他社事例に通じたベンダーな

らではの強みとして期待されている領域である。 

「運用費用の削減」についても、2 割の企業が、

2 番目に求めたい提案として挙げている。これは

情報子会社同様、運用を任されているベンダー

であれば提案できるだろうという認識によるも

のと考えられる。 

（6） IT 部門・情報子会社・システムベンダー各自の

得意分野を活かして、事業貢献を 

このように、IT 部門、情報子会社、情報子会

社以外のシステムベンダーそれぞれの、求めら

れる企画提案は何であるかを突き詰めていくと、

それぞれの得意分野を活かした提案が求められ

ていると考えられる（図表 1-12-11）。 

そこで、提案に必要となる能力（技術力⇔経

営・業務）と自社適合度／汎用性（自社固有の

課題に適合するものか⇔汎用的なものか）の２

軸でマッピングしたものが図表 1-12-12 である。 

すべて、IT 部門に求められている役割ではあ

るが、［技術より］×［汎用性］のある部分はベ

ンダーが強い領域であり、［少し業務より］×［自

社適合度］が求められる部分は、IT 部門自身ま

たは情報子会社に求めていきたい部分ではない

かと推察される。 

また、このように並べてみると、IT 組織に求

められる役割が複雑多岐にわたってきているこ

とに改めて気づく。 

IT 技術が複雑化しているという背景もあり、

IT 部門だけではすべての役割を担いきれなくな

ってきている。情報子会社やシステムベンダー

に企画提案を求めたいという企業が多いのはそ

のためと考えられる。 

図 1-12-12 では単純化して示したが、情報子

会社をもたない企業の場合は、メインコントラ

クターとなるシステムベンダーにその役割が期

待されていると考えられる。 

IT 部門・情報子会社・システムベンダーの得

意分野は異なり、事業貢献していくためには、

これを自社に最適化することが IT部門にとって

重要な役割であろう。 

図表 1-12-10 ［IT 部門インタビュー抜粋］ベンダーに求める提案 -テクノロジー面- 

● 「ベンダーからは、技術的に教えてもらうことはある（業種：農林・水産・食品）」 

● 「セキュリティ、投資対効果評価などの特定テーマの提案を求めている（業種：電気機械製造）」 

● 「ベンダーに対しては、現在なら、シンクライアント端末などについての情報提供・提案や、カスタマー・リレー

ションシップの他社動向などの提案を求める（業種：電気・ガス・水道）」 

● 「ベンダーに対しては、システム技術の提案、特にどのような技術がフィットするかの提案は求める。しかし、

技術力に関しても満足度は低く、年々レベルが下がっているように感じる。個別最適ばかり提案され、トータ

ルに考えられる人が少なくなっている（業種：銀行・保険・証券・信販）」 

● 「ベンダーに企画提案力を望むのはまちがっていると思う。テクノロジー面での提案力も、要素技術ばかり

で、全体をみるインテグレーション能力が不足（業種：化学・薬品）」 
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 図表 1-12-11 各 IT 組織の強みと求められている企画提案 

対象 強み 主に求められている企画提案 

IT 部門 会社全体の IT を見る目 ・IT を活用した業務改革 

・IT インフラの全体最適 

・IT コスト削減 

情報子会社 本社との一体感 

業務・現行システムについての知識 

・IT を活用した業務改革 

・IT インフラの全体最適 

・IT コスト削減、日々の運用改善 

システムベンダー 個別技術、業界動向、他社との関係 ・IT を活用した業務改革 

・セキュリティ等技術に立脚した特定テーマの具

体的提案 

・他社成功事例をもとにした提案 

 

図表 1-12-12 IT 組織に求められている企画提案（考察） 

 
ＩＴ組織に求められている企画提案

の面積 ： 問題解決への要求度 （点線は、アンケートの選択肢になかっ
たため、インタビューなどからの仮説で大きさを決めたもの。）

ITを活用した

業務改革

ITを活用した

新事業

ＩＴコスト削減
（開発・運用）

他社の
成功
事例

をもとに
した
提案

特定テーマ（セキュリティ等）
技術に立脚した具体的提案

必要な能力技術力 業務・経営

汎
用
性

大

小

日々の運用改善

ITインフラの全社最適化

委託先に期待したい領域 インハウスですべき領域

（業務知識が必要な、自社適合度が高い領域） ⇒主に、情報子会社に期待される領域
（技術に立脚した、 汎用性の高い領域） ⇒主に、ベンダーに期待される領域

利用
部門
の

役割

IT部門の役割

自
社
適
合
度

小

大
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1．12．3 情報子会社、ベンダーからうけた企画提案

へのインセンティブ 

情報子会社、ベンダーに企画提案を求めるの

はいいが、良い企画提案をすれば報われるのだ

ろうか。 

提案を採用したいと考えた場合のリアクショ

ンと、良い提案には提案料を払うかどうかを質

問した結果が図表 1-12-13、1-12-14 である。 

（1） 7 割は、「提案した企業に仕事を依頼する」「提

案した企業を優先する」、2 割は、「競争入札を行う」 

提案を採用したい場合、「提案をした企業に仕

事を依頼する」という企業は 1 割で、「他社から

も話をきいてみるが、提案をした企業を優先す

る」が 6 割となっている。あわせて 7 割は提案

をした企業に報いる意思があるようだ。 

 一方、「競争入札を行う」という企業も 2 割は

ある。提案する情報子会社、ベンダー側は、ア

イデアだけではなく、実行力についても自社が

ベストであるという説得力ある提案をする必要

がある。 

（2） よい提案であれば、「提案料を払ってもよい」と

いう企業が 3 割 

提案料については、「払ってもよい」が 3 割、

「払わない」が 7 割。海外の影響もあってか、

提案に対価を支払う風土が育ちはじめていると

考えて良いのではないだろうか。 

図表 1-12-14 提案料について 

27%

35%

21%

38%

67%

56%

73%

56%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=888)

100人未満(n=62)

100～999人(n=540)

1000人以上(n=261)

1．良い提案であれば提案料を支払っても良い

2．提案料として特別に支払いをすることは考えられない

図表 1-12-13 提案を採用したいと考えた場合のリアクション 

10%

7%

9%

13%

57%

54%

60%

53%

18%

19%

15%

23%

10%

12%

12%

6% 0%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=884)

100人未満(n=64)

100～999人(n=550)

1000人以上(n=265)

1．提案をした企業に仕事を依頼する
2．他社からも話を聞いてみるが、提案をした企業を優先する
3．競争入札を行う
4．良い提案を受けたことがないのでわからない
5．その他
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1．12．4 企画提案力不足の原因 

（1） 「技術力・経験」と並んで、「IT技術の高度化・複

雑化」が原因、「コミュニケーション能力」も重要 

情報子会社、システムベンダーの企画提案力

不足の原因は何であろうか。IT 部門側の意見を

聞いてみた（図表 1-12-15）。 

「技術力・経験不足」が 1 位、「IT 技術の高度

化・複雑化」が 2 位に挙げられているが、この 2
つはあわせて考えるべきであろう。情報子会

社・システムベンダー側の努力不足というより、

「IT 技術の高度化・複雑化により、すべての技

術に専門性を持つことが難しくなっている」と

いう環境変化が原因と考えられているようであ

る。 

前述したベンダーに対する「要素技術ばかり」

「個別最適ばかり」という不満も、技術の複雑

化によりあがってきた不満といえる。 

よって、3 割の企業が指摘する「コミュニケー

ション能力不足」には、2 つの意味のコミュニケ

ーション能力の必要性を指しているのではない

かと思われる。 

 

①ユーザーの求める提案を察知する「問題感

知力」 

②様々な技術に専門性を持つ企業と組んでト

ータルな提案をするための「リーダーシッ

プ」 

②については、1 社だけですべての技術に専門

性を持つことが難しくなってきているため、こ

のような能力が必要と考えられる。 

（2） 「ユーザー企業の業務、実態を理解していない

ため」という企業も。 

選択肢になかったが、「その他」の内訳をみる

と、38 件中 25 件（その他回答の 65％、全体の

3％）が、「ユーザー企業の業務、実態を把握し

ていないため」という点を、企画提案力不足理

由の 1 位に挙げている。「IT を活用した業務改

革」についての企画提案を求めたいという期待

の一方で、「ユーザー企業の業務・実態を理解し

ていない」現状とのギャップ認識がうかがえる。 

図表 1-12-15 情報子会社・ベンダーの企画提案力不足の原因 

(n=876)

34%

18%

15%

10%

8%

5%

5%

4%

22%

23%

17%

10%

5%

15%

7%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

技術力・経験が不足しているため

IT技術が高度化、複雑化しているため

コミュニケーション能力が不足しているため

人材育成方針、方法に問題があるため

経営理念・戦略に問題があるため

提案を受けるユーザー企業側に問題があるため

管理者の指導力に問題があるため

その他
1位 2位
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1．12．5 企画提案力強化のために行っている施策 

（1） 情報子会社、ベンダーから良い提案をもらうた

めにはコミュニケーション、業務の理解推進が鍵。 

情報子会社との定例会議を実施している企業は 5 割、

ベンダーとも 3 割。長期的パートナーシップの構築、

出向による人材交流など、各社工夫 

IT 部門は情報子会社やベンダーに企画提案を

求めたいが、現実はなかなか良い提案はもらえ

ない。よい提案をもらうには、IT 部門も努力が

必要ではないだろうか。 

そこで、先進企業に情報子会社やベンダーに

提案をもらうために行っている施策があるかど

うか教えてもらい、図表 1-12-16 のような回答

が得られた。 

前述の企画提案力不足の原因としても挙げら

れているように「コミュニケーション」「業務・

実態の理解推進」が、企画提案力を今後強化し

ていくための鍵となりそうである。 

「定例会・勉強会にて議論している」「問題

点・目標等の情報を開示して提案を求めている」

「長期的なパートナーシップを組んで、よい SE
に長くきてもらう」「情報子会社との間で双方向

の出向による人材交流を実施」「利用部門に駐在

させる」「情報子会社はトータルでみることがで

きるように、不得意分野にも何らかの関わりを

持たせる」など各社工夫している。 

図表 1-12-16 ［IT 部門インタビュー抜粋］提案を得るための施策 

● 定例会などの開催によるコミュニケーション機会 

 「定例会の実施。子会社とは頻繁に。ベンダーとも年 2-3 回、１年の活動報告と今後についての意見交

換を実施」 

 「関係するベンダーと週１回、または月１回のミーティングを実施。合同勉強会なども行っている」 

 「毎月１回情報子会社との連絡会議で議論している」 

 「情報子会社とは月に１回は会議を設け、その中で提案の審議もしている。ベンダーとは年に１回ミー

ティング」 

 「アウトソーシングしているベンダーとは月１回以上の頻度で情報交換会を実施している。また、IT 部門

主催でベンダーも入れて勉強会を開催している。ベンダーSE は他社技術についてはほとんど知らな

いので、自社が中心になってとりまとめる必要がある（業種：商社・流通・卸売・小売）」 

 「日頃のコミュニケーション。特定のメーカからは、SOA、EA などの勉強会の提案があり実施したことが

ある」 

● 問題点・目標等の積極的情報開示 

 「ベンダーに対し、当社の問題点を具体的に開示し、情報の提供を得る（業種：化学・薬品）」 

 「年間計画をこちらから示し、先方からも出してもらっている（業種：商社・流通・卸売・小売）」 

 「情報子会社に対しては、業務改革推進の核になる人は、各事業部に駐在させて日頃の情報入手に

勤めさせている」 

● 長期的なパートナーシップ 

 「ベンダーと長期的なパートナーシップを組んで、業務をよく知ってもらうとともに、『これは』と思う SE に

ずっときてもらえるような環境を作る。WIN-WIN 関係を作ることが必要と考える」 

● 出向による人材交流（情報子会社の場合） 

 「本社・子会社間の双方向の出向による人材育成。本社に入社2-3 年目の社員数名を２年間の予定で

子会社に出向させている。子会社では、入社 2 年目までの新人教育を受ける。子会社から本社への逆

出向も 10 名程度いる。出向期間は 2 年間」 

 「本体に子会社から出向をうけいれている。要件定義など、ユーザーの視点で考える、対等にできる時

人を育てるため」 

● 利用部門に常駐させる（情報子会社の場合） 

 「各事業部にシステム子会社の席を用意し、常駐することでコミュニケーションの向上を図っている。本

社スタッフがいるところに同居させるに尽きる」 

● 不得意な点も何らかのかかわりを持たせる（情報子会社の場合） 

 「情報子会社を育てるため、新しい技術を使うためベンダーに開発を依頼する場合も、保守運用から子

会社を入れるなど工夫している。」 
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定例会については、アンケートにて「企画提案

力の強化をめざしたコミュニケーション会議を

実施しているかどうか」という質問をしたところ、

情報子会社を保有している企業の 5 割が「情報子

会社とコミュニケーション会議を開催している」

と回答し、さらに 3 割が「システムベンダーとコ

ミュニケーション会議を開催している」と回答し

ている（図表 1-12-17）。 

定例会の開催頻度については、「1-2 ヶ月に１

回」という企業が情報子会社の会議は約 5 割、

ベンダーとの会議は約 4 割となっている（図表

1-12-18）。インタビュー先の企業では、月 1 回

程度の実施が一般的なようだ。 

（2） IT 部門自らの提案力強化のために 

他社交流、研修参加、コンサルタント活用、提案目標

の設定など、各社工夫 

「IT を活用した業務改革」の担い手である IT
部門自らの企画提案力を強化するために、各社

どのような努力をしているのだろうか。 

アンケート結果からは、様々な方法で努力し

ている姿が明らかになった（図表 1-12-19）。 

「他社と交流できる外部研修、会議への参加」

を、半数近くの企業で、「企画提案力強化のため

の研修への参加」は４割以上の企業が、「コンサ

ルタント活用」「社内関係者創意が収集できる体

制作り」は、3 割が実施している。 

図表 1-12-18 提案力強化を目指したコミュニケーション会議の開催頻度 

図表 1-12-19 IT 部門自身が企画提案力強化のために行っている施策 

図表 1-12-17 提案力強化を目指したコミュニケーション会議の実施状況 

52%

30%

48%

70%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社との提案力強化を目指した
コミュニケーション会議(n=170)

システムベンダーとの提案力強化を目指した
コミュニケーション会議(n=873)

1.開催している 2.開催していない

8%

11%

22%

39%

48%

43%

22%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報子会社との開催頻度（n=65）

システムベンダーとの開催頻度(n=236）

年に1～2回 2ヶ月に1回程度 1ヶ月に1回程度 1ヶ月に1回以上

(n=797)

43%

14%

47%

30%

30%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企画提案力強化のための研修への参加

他社との交流ができる外部研修、
外部会議への参加

社内関係者の創意が収集できる体制作り
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「社内ローテーション、出向等の人事施策」

は、14％と少なく見えるが、これは情報子会社

を持つ企業だけに限っても割合は変わらない。 

インタビューでもう少し具体的な話をきいた

結果が図表 1-12-20 である。 

その他の意見として出ている、 

「提案目標を設定し提案効果額を確保するよ

う義務付けている」 

「提案会議で投資対効果をレビューする」 

「マネージャーの代わりに担当者が代理プレ

ゼンテーションを行うことで、会社視点で

考え対策をとるようになった」 

という施策は先進事例として、参考になりそ

うだ。 

（3） 情報子会社の提案力強化施策 

親会社との人材交流、現場とのコミュニケーシ

ョンなどで提案力強化を模索 

情報子会社のインタビューからも、IT 部門同

様に、「企画提案力の不足は感じている。企画提

案力を強化しないと受注活動に勝てない」との

認識が聞かれ始めた。 

 そこで、企画提案力強化のためにどのような

施策をしているかをきいたところ、下記のよう

な意見を聞くことができた。 

 親会社との人材交流 

 現場とのコミュニケーションによる業務理解

推進 

 研修・社内勉強会 

 企画提案書をデータベース化し再利用 

 開発前のレビュー項目に、投資効果、顧客満

足度などをいれて検討 

また、実際に提案して採用された例があるか

どうかをきいたところ、下記のような、本社や

グループ全体をサポートするシステムの提案や

現行システムをより活用するための提案例が見

受けられた。中には、「年間 100～150 件程度の

提案を行っている」という情報子会社もあった。 

 ある事業部の一貫したシステム 

 グループ全体の基幹ネットワーク、情報セキ

ュリティの提案 

 グループ連結経営のためのネットワーク、コ

ード統一、システム共通化 

 基幹システムのデータを分析する情報活用

システム 

親会社や現場と共通の問題意識を持ちつつ、

一歩はなれて、本社やグループ会社全体を見通

すことができれば、情報子会社ならではの提案

として、IT 部門を協力にサポートすることにな

るだろう。 

図表 1-12-20 ［IT 部門インタビュー抜粋］自社の提案力強化のための施策 

● 他社と交流できる外部研修、会議への参加 

 「業務研修会を月 2 回実施し、他部、あるいは外部から講師を招いて話をきいている。業界交流会に

も参加し、他社事例収集にもつとめている」 

 「自力でセミナーにいったり、事業部の人間と話したりしている」 

 「ベンダー等研修に参加」 

● 企画提案力強化のための研修への参加、コンサルタント活用 

 「企画力強化の教育を今年始めた。コンサル会社の人をインストラクタにして、ユーザーからの要望

の整理の仕方や論理の整理の仕方、重点ポイントの探し方、プレゼンテーションの方法といったもの

がテーマである。学ぶことで向上している側面もある。OJT まで含めて１年くらい期間をかけたい」 

● その他 

 「100 人以上いる SE から数名を選抜し、提案目標を設定し提案効果額を確保するよう義務付けてい

る。提案ができない人にはコンサルタントをつけてサポートする」 

 「レビュー会議で投資対効果をレビューする方式を標準に決めた。改善効果で出始めている」 

 「マネージャーの代わりに担当者が代理プレゼンテーションを行わせている。その結果、会社の視点

で考え対策をとるように変わってきた」 

 「『最近のこんな技術について知っているか、どう思っているか』をトリガーに具体的な新技術について

の知識スキルを身につけさせ、業務改革などの提案に結び付けさせている」 
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1．13 基幹システムの再構築 

80 年代後半に導入したレガシーシステムの再

構築や Y2K 対応のため 2000 年頃に導入したパ

ッケージソフトウェアの更改時期にあたり、多

くの企業においてシステム再構築が課題となっ

ている。ここでは、これまでのシステム再構築

について調査することで、今後の再構築を実施

する企業に役立つ情報を整理したい。 

過去の情報資産の中に蓄えられたシステム仕

様をどのように継承すればよいのか。あるいは、

継承を行わず新ビジネスモデルを構築する方法

はないのか。様々な角度からシステムの再構築

を考える。 

1．13．1 基幹システム再構築の状況 

（1） 84％の企業が基幹システムの再構築に直面 

既に基幹システムの再構築を実施している企

業が 54％、再構築を検討中の企業が 31％に上り、

「再構築」がユーザー企業共通の課題であるこ

とが改めて明らかになった（図表 1-13-1）。 

（2） 企業規模が大きいほど再構築が進む 

企業規模に比例して、規模の大きい企業ほど

システム再構築が進んでおり、従業員 5000 人以

上の大企業では約 8 割が再構築経験済みまたは

実施中と高い比率を示している。 

これは大企業ほど、投資余力があり市場変化

に対応する課題に取り組んでいること、社歴が

長く既存システムの利用期間が長いこと等から、

更新が進んでいると考えられる。 

歴史の浅い企業でシステム再構築と無縁な企

業以外は、競合に遅れをとらないため、自社の

ビジネス展開に不可欠な基幹システムの更新を

怠らないよう注意を払う必要があるといえる。 

（3） 再構築が盛んな業種は… 

業種別に再構築の状況を見ると、図表 1-13-2
の通りである。今後、「再構築を検討している」

とする企業も、業種を問わず数多く存在する。 

図表 1-13-1 企業規模別基幹システムの再構築の状況 
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39%

45%

48%

59%

73%
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17%
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31%

36%

32%

33%

29%

17%
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16%

31%

19%

13%

10%

7%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=912)

100人未満(n=912)

100～499人(n=912)

500～999人未満(n=912)

1000～4999人(n=912)

5000～9999人(n=912)

10000人以上(n=912)

1．既に基幹システム再構築を経験している
2．現在初めて基幹システム再構築を実施している
3．基幹システム再構築を検討している
4．基幹システム再構築の予定はない
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図表 1-13-2 業種別基幹システム再構築の実施状況 
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22%
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23%
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3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林・水産・食品(n=37)

建築・土木・鉱業(n=83)

化学・薬品(n=60)

石油・石炭・ゴム(n=6)

繊維関連・紙・木材(n=27)

鉄・非鉄金属・窯業(n=48)

輸送機器・関連部品(n=29)

一般機械製造(n=60)

電気機械製造(n=70)

その他製造(n=84)

商社・流通・卸売・小売(n=162)

銀行・保険・証券・信販(n=60)

不動産・倉庫(n=29)

運輸(n=36)

通信・通信サービス(n=4)

電気・ガス・水道(n=6)

放送・新聞・出版・印刷・映画(n=12)

サービス業(n=74)

情報処理業(n=24)

1．既に基幹システム再構築を経験している

2．現在初めて基幹システム再構築を実施している

3．基幹システム再構築を検討している

4．基幹システム再構築の予定はない
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1．13．2 再構築の主な理由：再構築は業務改革の

ため 

システムを再構築した主な理由を、選択肢よ

り上位 2 つ回答してもらったところ、1 位、2 位

共に「業務の効率化、業務改革のため」が断然

多かった（図表 1-13-3）。1 位に挙げられた理由

で次ぐのは「業務がシステムに合わなくなった」

「サポート切れ」「システムの整備・統合」であ

る。 

「業務の効率化、業務改革のため」「業務がシ

ステムに合わなくなった」「新事業への対応」の

3 つは、市場や事業環境の変化へ対応するための

投資と言える。こうした競争力強化の目的で再

構築が進める企業が 6 割を占める。 

一方、「ハードウェアのサポート切れ」「ソフ

トウェアのサポート切れ、アップグレード」は

利用を継続するために再構築が必要となるもの

で、企業にとって積極的な意義は低い。「ハード

ウェア・ソフトウェアのサポート切れ」が再構

築理由として 2 割を占めることは、企業が望む

システム利用期間のニーズに、システムベンダ

ーが応えられていない結果と言えよう。 

また、「保守、運用コストの低減」「セキュリテ

ィ対策」「システムの整備・統合」は 2 位の理由

として挙げる企業が多い。第一義的な目的では

なく、「業務改革」や「サポート切れ」に合わせ

て実施されるケースが多いことを物語っている。 

 

次のビジネスに合わせて基幹システムを再構

築する時期が到来しており、投資が必要となっ

ている。また、ハードウェアやソフトウェアの

サポート切れにより、再構築しなければならな

い事態も多く発生している。ダウンサイジング

で基幹システムを UNIX サーバや PC サーバ上

に構築する傾向が顕著になっているが、採用す

る機器のライフサイクルにも考慮が必要である。 

1．13．3 再構築プロジェクトの投資規模：再構築に

投じるコストは平均 14 億円 

今回のアンケートでは、システム再構築に投

じた（投じる）コストの実額を調査している。1
社あたりの平均額は 14 億円であるが、企業規模

別に見ると、売上高 100 億円未満の企業で平均

37 百万円、100 億～1000 億円未満の企業で平均

105 百万、1000 億～1 兆円未満の企業で 1,104
百万、1 兆円以上の企業で 14,507 百万となった

（図表 1-13-4）。 

企業規模が大きいほど投資額が多いのは当然

であるが、売上高に対する再構築費用の比率を

見ると、企業規模が大きいほど投資額の割合が

低い事が分かる。システム構築は企業規模が大

きいほど、有利であることが現れている例であ

る。 

図表 1-13-3 再構築を実施した主な理由 

(n=480)

41%

20%

17%

6%

5%

5%

4%

27%

12%

11%

18%

17%

8%
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ハードウェアのサポート切れのため

システムの整備・統合のため

保守、運用コストの低減のため

ソフトウェアのサポート切れ、アップグレードのため

新規事業へ対応するため　　

セキュリティ対策　　

その他
1位 2位
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 1．13．4 再構築の対象業務 

（1） 再構築の対象 

対象業務は、「受発注」「仕入・在庫管理」「生

産・商品」といった、営業に直結した業務が中

心となっている。また、「財務会計」を対象とし

ている企業も多い（図表 1-13-5）。 

システム再構築が業務改革を目的としている

例が多いことと考え合わせると、前者は市場や

販売チャネルの変化に対応した販売体制を構築

する取り組みと考えられ、後者はコスト管理の

高度化や会計基準の変更に対応するためのもの

と考えられる。 

（2） 再構築により業務変革を伴うケースが 8 割 

再構築により、大きな業務変革を伴うとする

企業が 35％、小規模だが業務変革を伴うとした

企業が 46％となり、合わせて 8 割を占めている

（図表 1-13-6）。 

 

図表 1-13-4 再構築プロジェクトの投資規模 

図表 1-13-6 適用業務の状況 

図表 1-13-5 再構築の対象業務 
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(n=473)

59%

44%

35%

26%

11%

20%
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3.生産・商品
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6.経営企画

5.顧客管理

7.財務会計
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46%
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1．13．5 再構築を推進する部門・体制 

（1） 大企業では経営トップと利用部門が再構築をリ

ード 

再構築を企画・推進した部門は、全体のでは

IT 部門が 75％、経営トップと利用部門が共に

11％となった（図表 1-13-7）。 

システムの担当部署が再構築をリードするケ

ースが多いことは当然の結果とも言えるが、こ

れを企業規模別に見ると、企業規模が大きいほ

ど経営トップや利用部門が企画・推進を担う事

例が増える。10000 人以上の大企業では、経営

トップと利用部門が共に 3 割を占め、IT 部門が

4 割にとどまる。 

経営トップや利用部門がシステム再構築に積

極的に参画している企業は、ビジネスにおける

システムの重要性が経営層や利用部門に理解さ

れており、関心も高いため、業務革新を成功さ

せる可能性が高いと考えられる。この点につい

て次項以降で検証を深めて行きたい。 

（2） 経営トップ・利用部門の関心度は参画度に比例 

システム再構築を成功させるためには、経営

トップや利用部門の理解が最も重要なファクタ

ーとなる（1.14.8 再構築プロジェクトの課題 

参照）。経営層や利用部門は、どのような推進体

制をとると関心が高くなるのであろうか。 

経営トップの関心が高くなるのは、経営トッ

プが再構築を企画推進したケースで、「積極的」

な関心を持つ割合が 8 割に達する。他部門が企

画推進した場合にトップの関心度は下がり、5 割

前後となっている(図表 1-13-8)。 

利用部門の関心が高くなるのは、利用部門が

企画推進したケースで、利用部門が「積極的」

な関心を持つ割合が 7 割を超える。他の部門が

企画推進した場合の利用部門の関心は相対的に

低く、「消極的」の割合が 15％弱ある。 

図表 1-13-7 企業規模別再構築を企画推進した部門 

図表 1-13-8 企画推進した部門による経営トップの関心度の違い 
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（3） IT 部門だけでは業務変革はできない 

システム再構築が業務変革を伴う場合には、

経営トップまたは関係部門を巻き込んだプロジ

ェクト推進体制で取り組む企業が圧倒的である。

IT 部門だけで実施する業務は、業務に変更を生

じない「サポート切れ」対応等のプロジェクト

が中心となる。 

（4） 関係部門とプロジェクト体制をとる場合は予算

に注意 

経営トップや利用部門とプロジェクト推進体

制をとった場合、IT 部門だけで実施した場合に 

比べて、予算が超過する割合が、2 倍程度に増え

ている(図表 1-13-10)。 

これは、経営トップや利用部門が推進するプ

ロジェクトが、業務変革を伴う、投資規模の大

きい大規模プロジェクトであることが最大の理

由であろう(図表 1-13-11)。 

一方で IT 部門の担当者に比べて、利用部門の

担当者は各要件がコストに与えるインパクトを

熟知していないため、過大なシステム要件とな

ってしまう要素も大きいのではないだろうか。

利用部門や経営トップが主体的に参画する体制

をとる場合には、この点を抑制することを意識

する必要がある。 

図表 1-13-9 業務変革の有無とシステム再構築の実施体制 

図表 1-13-10 実施体制によるプロジェクト予算の超過状況 

図表 1-13-11 実施体制とプロジェクト予算規模の関係 

20%

22%

39%

34%

43%

41%

46%

36%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営トップ、関係部門の担当者を含む
全社プロジェクトチームを編成(n=169)

IT部門と関係部門で実施(n=256)
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56%
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経営トップ、関係部門の担当者を含む全社プロジェクトチームを編成
IT部門と関係部門で実施
IT部門だけで実施
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1．13．6 再構築後の構想 

（1） 再構築後のシステムのライフ：ユーザーが望む

システムライフサイクルは 10 年 

再構築後のシステムのライフを何年と見るか

について聞いた結果が、図表 1-13-12 である。6
～10 年とする企業が 6 割を占め、次いで 1～5
年とする企業が 3 割であった。 

以前の調査よりサイクルが短くなっているが、

これはユーザー企業が採用するハードウェアが、

ホストからサイクルの短い Windows や UNIX
マシンにシフトした要因が挙げられる。一方で、

Windws でメインロジックを稼動させるとしな

がらも、6 年を超えるライフサイクルを望む企業

もある。 

 

（2） 再構築後のハードウェア：急速に進む脱ホスト 

今回の調査結果では、再構築前は 66％の企業

がメインロジックをホスト系機器で稼動させて

いたが、再構築後はわずか 19％となった。一方

で、Windows 系マシンを採用する企業が 12％→

46％と急増し、UNIX 系システムを採用する企

業も 6％→25％に増加した（図表 1-13-13）。 

少ない。コスト面では優位にあるものの、サ

ポートレベルの低さ、サポート期間への不安、

利用できるパッケージの少なさといった点がネ

ックになっていると思われる。 

図表 1-13-12 ハードウェア別再構築後のシステムライフ 

図表 1-13-13 再構築前と再構築後のハードウェア 
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（3） 再構築後のソフトウェア開発方針：独自開発が

激減し、パッケージの積極採用へ 

今回の調査結果では、再構築前は 76％の企業

がシステムをすべて独自開発していたが、再構

築後は激減して 33％となり、パッケージを活用

してシステムを構築する割合が 67％と高い割合

を占めるという明確な逆転傾向が現れた（図表

1-13-14）。 

（4） 脱ホストはパッケージ採用に意義ありか 

WindowsやUNIXマシンへの移行を進めてい

る企業の動向を分析してみよう。脱ホストを図

る一つの要因として、コスト削減が考えられる。

確かに図表 1-13-15 によると、これらの機器を

採用した企業の 3 割～4 割は、再構築後の運用費

用を削減させたとしている。しかし、ホスト系

マシンを採用する企業も 3 割程度は運用費用を

削減させるとしており、ハードウェアの採用に

よる顕著な差異はない。 

 

一方で、これらの機器を採用した企業のソフ

トウェア開発方針を見ると、「パッケージを利用

する」とする企業が 75％と非常に高い割合を示

している。Windows 系システムや UNIX 系シス

テムを採用するのは、自社の独自開発からパッ

ケージを使って開発工数や開発期間を短縮する

動きと重なるものと考えられる（図表 1-13-16）。 

（5） パッケージの採用は企業規模を問わない全般

的な傾向 

ソフトウェアの開発方針を企業規模別に集計

してみると、規模による差異はなく、どの規模

においても、パッケージを多用する傾向がある

ことが分かる（図表 1-13-17）。 

図表 1-13-14 再構築前と再構築後のシステム開発方法 

図表 1-13-15 再構築後のハードウェアと再構築後の運用費用の関係 
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図表 1-13-16 再構築後のハードウェア別ソフトウェアの開発方法 

図表 1-13-17 企業規模別のソフトウェア開発方法 
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（6） 再構築後のプログラム言語：COBOL 採用が激

減し、VB・Java へ 

再構築前は 69％の企業が COBOL を採用して

開発していたが、再構築後は激減して 22％とな

った。一方で、増加したのが「VB」と「Java」
で、VB は 8％→24％と最も採用の割合が高い言

語に、次いで Java は 1％未満→17％と採用する

企業が急増する結果となった（図表 1-13-18）。 

（7） Windows システム＝VB、UNIX システム＝Java 

VB や Java の採用が増えているのは、再構築

後のシステムで採用するハードウェアとの適合

性によるものと考えられ、Windows 系では VB
が、UNIX系ではJavaが多く採用されている（図

表 1-13-19）。 

(n=452)
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図表 1-13-19 再構築後のハードウェア別プログラム言語 

図表 1-13-18 再構築前と再構築後のプログラム言語 
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1．13．7 再構築プロジェクトの工期・費用・品質 

（1） 再構築の結果には概ね満足 

再構築のプロジェクトの工期と予算について

は、全体の約 4 割が予定通り行かなかったと回

答しており、課題が多い（図表 1-13-20、1-13-21）。 

 特に再構築プロジェクトの投資規模と予算の

関係を見ると、投資規模が大きいほど予算超過

の割合が高くなっており、プロジェクト推進の

難しさが伺える。また、工期についても、投資

規模が大きいほうが超過の割合が大きくなって

いるが、50 億以上のプロジェクトでは予定通り

完了している割合が多くなっている。 

図表 1-13-20 投資規模別再構築プロジェクトの工期の状況 

図表 1-13-21 投資規模別再構築プロジェクトの予算の状況 
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5000～1億未満(n=47)
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（2） 品質はプロジェクトリーダー、プロジェクトマネジ

メント次第か 

一方、再構築のプロジェクトの品質について

は、77％と高い割合で満足とする結果となって

いる（図表 1-13-22）。投資規模と品質の関係を

見てみると、規模と「満足」「不満足」の割合に

相関した傾向はみられなかった。 

 

また、実施体制と品質のクロス集計でも、明

確な相関関係は出ていない（図表 1-13-23）。 

これはプロジェクトの品質は、規模や体制に

よらず、プロジェクトリーダーを中心とするマ

ネジメント次第と言えるのではないだろうか。 

図表 1-13-22 投資規模別再構築システムの品質の満足度 

図表 1-13-23 実施体制と再構築プロジェクトの品質 
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1．13．8 再構築プロジェクトの課題 

（1） 現行機能の継承とユーザーの理解・協力を得

ることが大きな課題 

再構築プロジェクトにおける問題点として、

上位 2 つを選択してもらったところ、「現行シス

テム機能の把握と業務要件の継承」を 1 位には

最も多くの 32％の企業が課題としている。2 位

もあわせると 51％と過半数の企業が課題として

挙げている。 

再構築の対象となる現行システムに、必要かど

うか分からない機能が残っている、あるいは要

件が不明確な機能がある、要件が網羅的に把握

できないなど、現行機能の継承について、多く

の企業が悩みを抱えているようだ。 

一方で、「ユーザーへの説明、ユーザーの理

解・協力」が 1 位にあげた企業が 28％と 2 番目

だが、2 位に挙げた企業もあわせると 53％と最

も多い。稼動中のシステムを切り替えることに

なるので、現行の仕組みを変更することに対す

る、ユーザーの理解・協力を得ることも大きな

課題となっている。 

図表 1-13-24 再構築プロジェクトにおける課題 

(n=478)
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1．13．9 システムの再構築の課題と対策 

（1） システム再構築が何故発生するのか、何故再

構築プロジェクトは難しいのか。 

システムは生き物であり寿命がある。 

まずハードウェアは劣化する。回線など劣化

しにくいものであっても新しい機能が出現し周

囲の企業が使い始めれば、その機能を自社も使

い始めないと競争についていけない。 

日進月歩の新技術はコストダウンをもたらし、

およそ毎年 10％、物によっては 20％のハードウ

ェアの価額低下をもたらす。このことが 5 年償

却を基本とする税制の影響もあってハードウェ

アの置換をしたくなる。 

ソフトウェアは、劣化はしないが、陳腐化す

る。ビジネスを取り巻く環境の変化もあって業

務改革が常に要請される。 

このような理由から、業務改革、新商品新サ

ービスの提供のためにはシステム再構築が避け

られない。 

しかしシステム再構築は、IT 部門、業務部門

が大きな努力を強いられる経営活動となるので、

実施の判断は慎重にならざるを得ない。 

企業統合、合併などの影響を受けていやおう

なく再構築に入る場合もある。 

03 年度の本調査の結果によると、独自開発の

システムは、17 年使用されることがわかった。

一度開発したシステムは20年近く手直しを繰り

返しながら使われているのである。 

20 年前に作成した担当者の大部分は退職したり、

配置転換になったりしており、現存しているシ

ステムの仕組みを良く知っている人は少ない、

あるいはその企業には誰もベテランはいない場

合さえある。 

残されたドキュメントが必ずしも正しいあるい

はわかりやすいとは言い切れないという問題も

ある。 

このような理由で、再構築プロジェクトは工

期の遅延は 42％で、予算超過は 38％、品質の不

満は 23％と、半数近くのプロジェクトは予定通

りに進めることができていないことが今回の調

査で判明した。 

さらに、再構築プロジェクトの難しさは確実

な業務仕様の確定が難しいことと移行の難しさ

にある。 

手作業だった業務をシステム化する場合と、

すでにあるシステムを再構築する場合では、後

者が優しいように感じるが実は反対である。 

単にハードウェアを新しくした場合、業務改

革を取り込まず新機能を付け加えない場合は比

較的スムーズに移行が進むが、投資を回収しよ

うとすれば、新機能を取り込まざるを得なくな

る。新機能を取り込めばそこに問題発生の卵が

潜んでくる。 

しかし、企業が生き残るためにはこのシステ

ム再構築は避けて通れない。 

もう少しこの問題を考えてみよう。 

図表 1-13-25 のように、システム再構築には 2
つのタイプがある。以下では、業務改革を伴う

大規模プロジェクトの場合について考察する。 

図表 1-13-25 再構築のタイプ 

再構築のタイプ 対策 

①ハードウェア、 

OS の置き換えのみ 

アプリケーションプログラムには触らないので、比較的問題は小さい。通常ＩＴ部

門主体で推進される。 

②業務改革を伴い、新機能

を採用する場合 

業務改革の程度にもよるが、システム統合を伴い大規模プロジェクトになること

が多い。関係者が複数部門にわたるので経営トップがリーダーになって推進しな

いと成功しない。システム利用部門の当事者意識が重要になる。 
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（2） まずはビジネスモデルの検討を 

システム再構築を実施する場合の一番の問題

は、新しいシステムにどのような改革機能を盛

り込のか、またそれを考える知恵がどの程度あ

るかである。 

もともと手作業からシステム構築を実施した

際に、業務改善、組織変革、設備改善などの改

革を実施して現行システムを作成してきたはず

である。現在あるその基盤を元に、さらに新し

い知恵を十分に盛り込む必要がある。 

しかし、業務部門はリストラを繰り返し等に

よって、新機能を考える余裕と知恵を持ってい

る人材が少なくなっている。たとえそのような

人材がいても、多忙である場合が多い。 

業務部門を支える立場の IT 部門も、情報子会

社として分社されている場合が多く、業務につ

いての関心が薄まる傾向が増えている。 

しかし、ビジネスにおける競争優位のために

は、全社をあげての創意を出す組織的な取り組

みが必要となる。 

情報システム開発以前の、ビジネスモデル改

革案創出に十分な時間をかけることが、効果的

なシステムつくりに結びつく。 

 

現行システムの詳細を知らない人ばかりならば、

いっそ新しい商品体系、新サービス体系を創り

出しその仕様をまとめるほうが早いと考え挑戦

する方法もある。 

いずれにしても、まず新情報システムの前に

新ビジネスモデル、新業務モデルが論じられな

ければならない。 

（3） 業務システムと情報システムとの境 

新ビジネス業務モデルが十分に論じられ、そ

の骨格ができると、次に情報システムの検討が

必要である。新 IT 技術をもとに業務システムが

検討される場合もあるが、多くは業務システム

をもとに情報システムが検討される。 

業務システムを情報システムとの接点は「業

務ルール」「画面など通じた情報入出力方法」「デ

ータ」「出力帳票」の 4 項目となる。 

① 業務ルールの展開 

この中で、最も問題が出てくるのが業務ルー

ルである。 

システムユーザーが検討し、提案しなければ

ならないのは「必要とする要求機能」である。

これを「要求仕様」に変換する必要があるが、

ユーザーが要求仕様を作成することは難しく、

システム開発担当者の力が必要である 

業務システム 

 情報システム 

プロセスモデル 
ユーザー 

インタフェース 

 データモデル

業務ルール 

④ 画面・帳票 

画面 

①
シ
ナ
リ
オ 

③ＤＯＡ手法 

②
手
法 

担当者（発注者、受注者）の主観・あいまいさ・の入る大きさ 

図表 1-13-26 業務システムと情報システム
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ユーザーが要求した「要求機能」をどのよう

に「要求仕様」に展開したのか、それがプログ

ラムのどこに組み込まれているのかがトレース

できるようなシステム作り、つまり、要求機能

番号が要求仕様番号に引き継がれ、プログラム

のポジションコードに展開される、わかりやす

いプログラムが必要である。これは保守性の向

上にもつながる。 

今や手書きの仕様書は無い。すべて仕様はコ

ンピュータの中に入っているので、この資源を

もっと有効に活用し、仕様変更がトレースでき

る仕組みに変えてゆく必要がある。 

また機能仕様の記述は｢必要機能仕様｣と「そ

の機能仕様が必要とされた背景、理由、原因」

を分けて記述することにより、後継者が理解し

やすくなることも証明されつつある。このよう

な努力、改善が大きく望まれる分野である。 

② 画面のユーザーインターフェース 

システム再構築でユーザーが最も変化を感じ

る部分は、画面の入出力インタフェースである。 

操作性を向上させるためには手をかけること

が必要であるが、合理化するための手法として、

ペーパープロトタイプアプローチを挙げたい。 

フリーハンドで A4 サイズの紙の上に、入出力

項目を鉛筆で素描し、消しゴムを使いながら操

作方法を確認するこの手法は、時間短縮と設計

技術の向上につながる。また、画面の流れの確

認にも役立つ。 

このペーパープロトタイプアプローチを経た

上で、ブラウザ技術により実装に入るのが無駄

の少ない方法の 1 つである。 

③ データモデル 

 データ構造の問題 

現行システムから新システムへと変更する場

合にもっとも安定しているのがデータである。

このデータベースの設計には通常は DOA（Data 
Oriented Architecture）が活用されることが多

いが、従来は完全な正規化がされていないケー

スが多い。これは過去のコンピュータの能力、

特にディスク能力不足が原因で、レスポンスタ

イムを確保するためにデータを重複して持って

いたことに起因している。 

しかし最近はディスクも高速化し完全正規化

しても処理時間に問題はなくなってきている。

完全な正規化ができると、プログラム処理構造

は 非 常 に シ ン プ ル に な り 、「 SORT 」 →

「Matching」→「SORT」のバッチ処理システ

ム構造は解消する。 

従来のバッチ処理システムの構造を脱却する

ことは運転管理の容易にすることにもつながっ

てくる。 

なお、データ構造が変化する典型的なケース

に ERP への移行の場合がある。ERP の場合、

データ構造が変わる場合があり、移行の負担が

大きくなることがあるので注意が必要である。 

 コードの追加・変更がある場合 

新しいコードや情報を現行システムデータベ

ースに追加する場合も負荷は大きい。既存デー

タコードを集約することは簡単であるが、分化

することは至難の業になる。 

また既存のデータベースの中には、システム

保守の段階で発生したと思われる不思議なお化

けデータが潜んでいることもまれにある。ある

いは仕様書には現れてこないコードが登場して

くることもある。 

 データコンバージョンの時期と現行データの有

効活用 

新規システム開発と比較してシステム再構築

が優位に立てるのは「既存データが存在する」

ことである。つまり、既存データを活用したテ

ストができ、新システムの正確性が検証できる

ことである。 

この優位さを十分に活用しない手は無いのだ

が、実際は「データコンバージョンは総合テス

トの前に実施する」という従来の慣習が邪魔を

している。 

現行システムからのデータコンバージョンを

単体テスト開始時に実施することで、単に単体

テストの精度が向上するだけではなく結合テス

ト、総合テストの効率化にも結びつく。さらに

十分にデータコンバージョン結果が活用される
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ので、不良データ、仕様の抜けのチェックにも

役立ち立ち上げトラブルの減少にもつながる。 

変わるべき箇所は変わり、変わらない箇所は

現行システムと整合性がとれているかどうかの

検証にも役立つ。しかもプログラムを使っての

新旧出力の比較も可能となるケースも多く確認

の負荷減少にもつながる。 

「持ち帰り開発に実データは出せない」とい

う場合もあるが、その場合は、名前・住所など

は架空のものにして実在データとは異なるもの

にして提供すればよい。 

「できない」とあきらめずに「95 点のコンバ

ージョン結果でも活用できる」と考えればこの

早期コンバージョンの効果に結びつくので是非

トライすることをお勧めしたい。 

④ 引き継ぐもの、引き継がないもの 

結局現行システムから再構築後の新システム

へ引き継ぐものは以下の 3 点である。 

①データ 

②入出力項目 

③業務不変部分の仕様 

引き継がないものは以下の通りである。 

①OS（変更しない場合もある） 

②DB 構造（変更しない場合もある） 

③画面処理（ユーザービリティ） 

④アプリケーションプログラム 

⑤仕様書、設計書 

⑥操作ガイドなど 

現行システムのドキュメントが正しく更新さ

れていない場合が多いので引き継ぐ場合は

十分にその機能を動かして問題が無いこと

を確認してから活用する必要がある。 

（4） 新システムへの移行問題 

システム再構築の移行の難しさの 1 つは、

再構築後の新システムの稼動当初から大量

データが流れることである。新しい業務方式

の採用があるとユーザーは慣れるまでにか

なり苦労すると考えて準備したほうがよい。 

移行方法には 2 種類ある。 

・Ⅰ→Ⅱ：Ⅰでまず現在の機能を確認し、本

番に移行してから、機能改良をする方法 

・Ⅲ：新旧機能を一度に移行する方法 

上記手法のどれを採用するかは、そのシステ

ムのおかれた環境によって変わるが、ⅠからⅡ

の二段階方式を採用した場合のメリットとして、

切り替え時の混乱を少なくできるということが

ある。 

しかしこのようなステップ分けが取れない場

合もある。いきなりⅢの方式で切り替える場合、

情報だけが動くのではなく、その結果、荷物、

人、在庫などの動きが発生する場合、注意を要

する。 

たとえシステムの出力が正しくてもそれに伴

い物が正しく動くことができるかどうかは、情

報の正確さのみならず、実物の行動までがシス

テムに同期して正しく動くことが必要である。 

現行システムが存在して物が動いているのに、

新システムによって物を動かすテストは行いに

くいのが普通である。したがってテスト不十分

でぶっつけ本番になるケースが多い。 

たとえ机上シミュレーションなどを十分に行

っても本番では何が起こるかは判らず、すべて

の事象をシミュレーションすることは出来ない。 

しかも切り替え当初は切り替え時の処置がさ

まざまあり、データ入力数は通常時の３倍にも

達する場合がある。そのような時にでもシステ

ムが正しく運用できるようにユーザーの十分な

訓練が必要である。 

現行保証 機能改良 

Ⅰ

Ⅱ 

Ⅲ

シ
ス
テ
ム
機
能
レ
ベ
ル

プログラムにより出力結果を

新旧全項目比較する 

図表 1-13-27 システム移行方法 
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（5） 再構築推進体制 

システム再構築の問題と対策を述べてきたが、

これを乗り越えるために最も重要な、推進体制

とプロジェクトマネジメントについて補足して

おきたい。 

基幹業務の再構築は、大規模であり長期間に

複数部門が協力しないと目的を達成できないプ

ロジェクトである場合が多い。 

したがって予算規模は大きく、関係者は多数

かつ複数部門にわたるので、経営者の強力なリ

ーダーシップが要求される。 

IT 部門主体でこのプロジェクトを進めたとし

ても最後に活用するのは業務部門であり、この

業務部門の協力は最重要課題である。環境やそ

の場の役割や人柄などにもよるが業務部門のト

ップを再構築プロジェクトのトップに担ぎ出し

て成功した例は多い。 

IT 部門が勝手にやっていると思われない組織

作りは成功に欠かせない。 

プロジェクトが大型になるので長期間、多く

の残業を強いらざるを得ない場合もあり、プロ

ジェクトメンバーの健康管理も課題としてあが

ってくる。ガス抜きの懇親会や同じ T シャツを

着て頑張ってもらうなどの配慮をして乗り切っ

たプロジェクトもある。社員だけでなく、協力

会社の SE への配慮もプロジェクトの成功のた

めには欠かせない。 

（6） プロジェクトマネジメント 

① プロジェクトマネージャーの選抜 

予算、工期、品質、さらにプロジェクトメン

バーの健康を考えたプロジェクトマネジメント

が成功のために最も重要な要素である。そのた

め、プロジェクトマネージャーの影響力は大き

い。十分な仕様整理をせずにベンダーのプロジ

ェクトマネージャーに早い時期から任せて後戻

りをした例には事欠かない。 

プロジェクトが大きくなればなるほど技術力

より人間力が重要になる。まず自社内から最適

任者を選抜しなければならない。暇な人に頼む

よりも忙しい実力者に頼むほうが成功率は高い。 

また日本企業も今やグローバルな経営を要求

されている。世界中で使うシステムを開発する

場合には英語力の堪能さとともに人間力が不可

欠となる。「あの人が要求しているならやむをえ

ない」と国際的な了解を得られる人物をプロジ

ェクトマネージャーに選抜しないと、世界の支

社の人は動かない。 

② 仕様確定 

再構築プロジェクトが遅延する場合はこの仕

様確定フェーズの遅れが後をひいている。業務

モデルの検討、要求仕様の確定には時間をかけ

てかけすぎることは無い。 

 絶対納期と相対納期：仕様確定を急ぐ原因の

一つが納期制約 

経理システムの切り替えは、会計年度末を逃

すと余分な作業が発生するので切り替え時期は

年度末を逃せず、それが絶対納期と考えざるを

得ない。新商品の販売開始にあわせた再構築シ

ステムは納期設定を変えにくいのでこれも絶対

納期である。 

それに対して多少納期が変動できるシステム

は相対納期である。社内の情報検索システムな

どは結構納期調整ができるものが多く相対納期

である。 

プロジェクトは納期からさかのぼって走るの

で、仕様確定の時間が不足しがちになる。 

期日までに仕様を確定するのが、あるいは仕

様を確定してもらうのがプロジェクトマネージ

ャーの腕になる。 

このポイントは以下の通りである。 

 決定できる責任者を見極めプロジェクトに

参画してもらうこと 

 決定できない仕様は上位管理者の裁断を仰

ぐこと 

 仕様確定会議には上位管理者の出席を仰ぎ

この仕様確定の意味の徹底と変更の承認プ

ロセスを明確にしてもらうこと 

 複数案を提示し選んでもらうこと 

 決定作業を細分化し実情を可視化し督促を

適宜行うこと 
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 会議の進捗を図れる司会の仕方を考えて実

行すること 

 プログラムを作成する部門の責任者に早め

に仕様をチェックしてもらい不十分な仕様

の解消に努めること 

③ 新技術、新商品の採用 

ユーザーの要求を解決するには新しい技術の

採用が望まれる場合もある。あるいは開発効率

をあげるために新技術、新商品を採用せざるを

得ない場合もある。しかし IT の世界において新

技術が安定して提供されるのはまれといってよ

い。 

この新技術・新商品によるトラブルで足を掬

われたケースも多い。PILOT 試用を十分に実施

したうえに新技術の採用に踏み切ることが望ま

しい。大型システムでの新技術の採用は致命傷

になるので初物は避けて安定した技術のみ採用

している賢明な企業もある。 

④ Ｕ字型開発法 

従来の古典的システム開発論のＶ字型開発手

法を日本的開発環境に合わせて、上記改革案を

盛り込んだものがこのＵ字型開発手法である。 

システムの開発は要件定義から始まるもので

はなく IT 戦略・プロジェクト企画を耐えるとこ

ろから始まり、開発を経て利活用フェーズまで

一貫して眺める必要を訴えている。 

またエンドユーザーによるシステム機能の要

求から始まり徹底レビュー、ユーザビリティ、

単体テストフェーズからのコンバージョンデー

タの活用など各種工夫が採用されている。 

この手法はシステム再構築のような大規模、

高品質のシステム開発に適している（Ｕ字型開

発法の詳細は（社）日本情報システム・ユーザ

ー協会発行の『システム・リファレンス・マニ

ュアル』に記載している）。 

図表 1-13-28 U 字型開発方法 

要求定義書

基本設計書

詳細設計書

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

総合試験

実運用試験

開始 終了

要求定義書

基本設計書

詳細設計書

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

機能結合試験

総合試験

実運用試験

機能確認の重点

使用者への開示拠点

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

・各フェーズの発生欠陥は、相対するフェーズ
のテストで欠陥を発見する。

・最後のフェーズの総合試験または実運用試
験終了後になって仕様の欠陥が発見される。

・各フェーズでのレビューの徹底、あいま
いさの排除により後工程への欠陥持ち
込みを最少化

・外注プログラマーが側にいる間に、
ユーザーに提示し確認する。

・仕様書に対しての、修正箇所があれば
直ちに修正する。

ﾕｰｻﾞｰによる
システム要求

徹底レビュー

単体テスト開始前に全データコンバージョン完了

機能結合試験

ユーザビリティ１

ユーザビ
リティ２

IT戦略・企画

見積透明性
（品質・工期・

生産性）

調達（見積・契約）

新ビジネスモ
デル

保守・運用

利活用

ライフサイクル
コスト（安定性・

信頼性）

ＩＴ投資効果評価
要求定義書

基本設計書

詳細設計書

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

総合試験

実運用試験

開始 終了

要求定義書

基本設計書

詳細設計書

プログラム設計書 単体試験

プログラム製造

機能結合試験

総合試験

実運用試験

機能確認の重点

使用者への開示拠点

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

Ｍｉｎ化

・各フェーズの発生欠陥は、相対するフェーズ
のテストで欠陥を発見する。

・最後のフェーズの総合試験または実運用試
験終了後になって仕様の欠陥が発見される。

・各フェーズでのレビューの徹底、あいま
いさの排除により後工程への欠陥持ち
込みを最少化

・外注プログラマーが側にいる間に、
ユーザーに提示し確認する。

・仕様書に対しての、修正箇所があれば
直ちに修正する。

ﾕｰｻﾞｰによる
システム要求

徹底レビュー

単体テスト開始前に全データコンバージョン完了

機能結合試験

ユーザビリティ１

ユーザビ
リティ２

IT戦略・企画

見積透明性
（品質・工期・

生産性）

調達（見積・契約）

新ビジネスモ
デル

保守・運用

利活用

ライフサイクル
コスト（安定性・

信頼性）

ＩＴ投資効果評価
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1．14 アーキテクチャを意識した情報システ

ム構築 

企業競争力向上に向け差別化のためのシステ

ム構築が進み、業務の整理、開発の迅速性、運

用管理、対応の迅速性、コストダ ウン、セキュ

リティ等の観点から、標準化、アーキテクチャ

を意識したシステム構築が望まれるようになっ

てきている。このための方法論として、一部の

企業では、エンタープライズ・アーキテクチャ

（EA、以降では EA と称する）が意識されるよ

うになってきた。 

エンタープライズ・アーキテクチャとは何か 

最近は一般的に EA という単語が用いられる

ようになっているが、この言葉はどのような意

味で使われているのだろうか。 

まず「アーキテクチャ」は、IT 用語辞典

「e-words」によると、「ハードウェア、OS、ネ

ットワーク、アプリケーションソフトなどの基

本設計や設計思想のこと。元来、建築学におけ

る設計術あるいは建築様式を表していたのが、

転じて、コンピュータ用語として用いられるよ

うになった」とある。 

しかしハードウェアや OS、ネットワークの設

計思想などはそれぞれのメーカーなどに関係す

るもので、我々ユーザー企業は製品の採用に当

たって、メーカ毎のアーキテクチャの良否を論

じる程度のことしかできない。その一方ユーザ

ーの立場でも情報システム化の対象領域の拡大

と共に、情報システムやアプリケーション（業

務）システムの枠組み、あるいは設計思想をし

っかりと固めてから個々の情報システムを構築

する必要が出てきた。このベースにあるシステ

ムの枠組み、設計思想も「アーキテクチャ」と

呼ぶ。 

別の表現をすると我々は、我々が作り出すい

くつかの「アーキテクチャ」の上に、現実の業

務を処理する情報システム群を構築することに

なる。したがってこのアーキテクチャが良くな

いと、その上に構築される情報システム群に

様々な問題が生じることになる。例えば、シス

テムのパフォーマンスが良くない、保守がやり

にくい、情報システムの老朽化が早い、などが

この問題の一例である。 

数年前のいわゆる 2000 年問題で、全く影響を

受けなかった企業、軽微な修正ですんだ企業が

ある一方で、大問題になり対応にたいへん苦労

した企業もあった。この違いは、アーキテクチ

ャの 1 つである「アプリケーション・アーキテ

クチャ」のごく一部の違いから生じたと考えら

れる。アーキテクチャの善し悪しは、個々の情

報システムの善し悪しを超えたところで、それ

ぞれの情報システムに大きな影響を及ぼす。 

このアーキテクチャを設計する技術者を「ア

－キテクト」と呼ぶ。アーキテクチャの重要性

から、アーキテクトはソフトウェア技術者とし

て、最も高い技術力が要求されることになる。

アーキテクトはアプリケーション・エンジニア

やプロジェクトマネージャーとは異なるスキル

を持つ、純粋なソフトウェア領域の、非常に重

要なエンジニアということになる。 

それでは、EA とは何だろうか。経済産業省は

そのホームページの中で、EA について多くのペ

ージを費やして、詳細な解説を行っている。そ

こからの引用などをしながら、次に EA とは何

かを明らかにしてみたい。 

経済産業省は EA を「業務・システム最適化

計画」と翻訳し、「組織全体の業務とシステムを

統一的な手法でモデル化し、業務とシステムを

同時に改善することを目的とした、組織の設

計・管理手法」と定義している。 

上で述べたコンピュータのアーキテクチャと

はあまり関係がないようだが、IT 用語辞典

「e-words」では EA を、「大企業や政府機関な

どといった巨大組織（enterprise）の業務手順や

情報システムの標準化、組織の最適化を進め、

効率よい組織の運営を図るための方法論。ある

いはそのような組織構造を実現するための設計

思想・基本理念（architecture）」と定義してい

る。さらにその上に、「何らかのコンピュータ・

システムのアーキテクチャを示す用語ではな

い」とわざわざ注釈を入れている。しかしアー

キテクチャを「設計思想・基本概念」とすると

ころは、コンピュータ・システムのアーキテク

チャと共通である。 
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EA は 1987 年にジョン A．ザックマン（John 
A. Zachman）氏が提唱した情報システム設計の

枠組みが基礎になっており、1992 年に組織全体

を対象とするように概念が拡張された。この導

入事例として最も有名なものは、1999 年の米国

連邦政府への導入である。日本政府も 2003 年 7
月に策定した「電子政府構築計画」の中で、「業

務システム最適化計画」の名称の下で構築する

情報システムの中に EA の概念を取り込むこと

にした。 

経済産業省によると EA の役割は「全体最適」

を達成することにあり、具体的には以下の 3 つ

を実現することにある。 

①部分的な業務ではなく、組織全体のシステ

ムと業務を目に見えるようにする。 

②「業務」と「技術」を自由に組み合わせら

れるような基礎を作る。 

③「現在」から「理想」への移行計画を明確

にし、必要な標準を定める。 

この標準を定めるべき領域は次の 4 つとされ

ている。 

①政策・業務体系（Business Architecture） 

②データ体系（Data Architecture） 

③運用処理体系（Application Architecture） 

④技術体系（Technology Architecture） 

この標準を定めるに当たっては、まず「現状」

がどうなっているか（As Is）を明確にし、次に

現時点で想定される「理想の状態」（To Be）を

示し、最後に現状から理想の状態に到達するた

めの最初のステップとして「次期モデル」を明

確にする、という手順を踏む。 

「1.1.1 IT の関心事」では、EA を関心事に挙

げた企業は非常に少数であり、EA を意識してい

る企業はそれほど多くないと考えられるが、EA
を意識しなくとも、①～④4 つの標準化、体系化

については、実施している企業はあるのではな

いだろうか。 

以下では、上記①～④4 つの基準の策定と、

EA を意識した、①～④をを連携したシステム構

築が、企業においてどの程度実施されているか

を見ていく。 

図表 1-14-1 EA の体系図（「経済産業省のホームページ」より引用） 
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1．14．1 基準策定の実施状況 

（1） 「アプリケーション開発の基準策定」が、4 つの

領域の中で一番進んでいる 

EA に関しての、アンケートの最初の質問は、

図表 1-14-1 の 4 つの領域、①業務機能（経済産

業省の言葉では「政策・業務体系」）、②データ

体系、③アプリケーション開発（：「摘要処理体

系」）、④技術・インフラ（：「技術体系」）のそ

れぞれについて、基準を決めているかどうかを

聞いている（図表 1-14-2） 

全体として基準策定はあまり進んでいない。

最も進んでいる「アプリケーション開発の基準

策定」にしても、「実施している」と回答した企

業は 11％（92 社）でしかなく、「一部実施して

いる」を含めても 47％と半数以下である。 

次がデータ体系で、「実施済み」が 79 社（9％）、

「一部実施」が 302 社（35％）、技術がそれに続

いて、「実施済み」が 59 社（7％）、「一部実施」

が 303 社（35％）、業務機能が最も実施している

企業の割合が少なく、「実施済み」が 54 社（6％）、

「一部実施」が 272 社（32％）と言う結果にな

っている。 

業務機能の基準策定が最も難しいということ

は理解できる。金融機関のように、情報システ

ム化の最初の段階から全社統一の業務処理とシ

ステム化を実現してきた企業では、業務処理の

基準策定への対応は比較的容易と言える。 

 しかし多くの製造業のように、商品群毎（事

業部毎）に業務処理の仕組みを作り、システム

化を進めてきた企業では、全社統一の推進はた

いへんな時間とワークロードがかかることにな

る。 

アプリケーション開発と比較して、データ体

系の基準策定が難しいことも良く理解できる。

データ中心アプローチ（DOA）を持ち出すまで

もなく全社統一のデータベースの必要性は充分

認識していても、現実はその方向に向かって進

むことは非常に難しいということであろう。 

しかし技術の基準策定が低いことは、少し理

解に苦しむ。基準を策定することは、その基準

に基づいたシステムを早急に構築することを必

ずしも意味するものではない。前述のように基

準を策定することは、先ず「現状」を認識した

上で次にその領域での「理想の状態」を描き、

さらにその方向に進むための「次の段階」を明

確にすることを意味する。したがって現時点の

状況から見れば、技術の基準策定は 4 つの領域

の中で最も難しくないものと考えられる。 

それにも関わらず技術の基準設定が低いとい

うことは、「オープンシステムの方向に積極的に

進みたいのだが、現実はまだメインフレームの

世界に留まっており、次の一手が確定できない」

という悩みの表れだろうか。あるいは技術の領

域は親会社の IT部門の手を離れて情報子会社や

ベンダーに任せてあり、そのために基準策定が

なかなか進まないという事実の表れだろうか。 

図表 1-14-2 4 つ領域の基準策定の状況 

6%

9%

11%

7%

32%

35%

36%

35%

62%

55%

53%

58%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務機能の基準策定(n=858)

②データ体系の基準策定(n=857)

③アプリケーション開発の基準策定(n=859)

④技術の基準策定(n=858)

実施している 一部実施している 実施していない
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（2） 企業規模が大きいほど基準策定が進んでいる 

これを企業規模別に見ると、規模が大きくな

るに従い基準策定が進んでいる。売上高が 1 兆

円以上の企業では、「アプリケーション開発の基

準策定」を例に取ると、「実施している」企業は

23％（6 社）、「一部実施している」を加えると実

に 96％（25 社）になる（図表 1-14-3）。 

企業規模の大きなところは、基幹システムを

自社開発していると思われる。つまり企業規模

が大きなところ以外で使用することの多いパッ

ケージはこれらの基準策定にはなじまず、基準

策定を積極的に進める上では基幹システムの自

社開発が前提になるということであろうか。 

業種別の状況はどうであろうか。図表 1-14-4
は業種別の「アプリケーション開発」の基準策

定の状況である。 

 

基準策定が進んでいるのは、「繊維関係・紙・

木材」「銀行・保険・證券・信販」「通信・通信

サービス」の 3 つの業種で、いずれも「実施し

ている」が 20％を超え、「一部実施している」を

合わせると 60％を超えるという結果になってい

る。 

企業業績と「アプリケーション開発」の基準

策定についての状況を見たところ、やはり好業

績の企業ほど基準策定が進んでいる。「増収増

益」企業では「実施している」が 13％（50 社）、

「一部実施している」まで含めて 52％（201 社）

である。一方「減収減益」で「実施している」

が 8％（11 社）「一部実施している」まで含める

と 36％（50 社）である（図表 1-14-5）。 

一般に本調査を通じて、増益の企業群は IT 投

資を積極的に進めて効果を出し、減益の企業群

は投資を抑える傾向が見られる。この基準策定

でも、同様の傾向が見られた。 
図表 1-14-3 企業規模別 4 つ領域の基準策定の状況 
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34%

49%

73%

25%

22%

33%

49%

73%

62%

66%

57%

27%

75%

61%

57%

52%

12%

75%

68%

57%

35%

75%

70%

61%
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10億円未満(n=8)

10～100億円未満(n=154)

100～1000億円未満(n=487)

1000億～1兆円未満(n=172)

1兆円以上(n=26)

10億円未満(n=8)
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10～100億円未満(n=155)

100～1000億円未満(n=487)
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1兆円以上(n=26)

10億円未満(n=8)

10～100億円未満(n=155)

100～1000億円未満(n=486)
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図表 1-14-5 業績から見た「アプリケーション開発」の基準策定の状況 

図表 1-14-4 業種別の「アプリケーション開発」の基準策定状況 
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22%
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42%

52%
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50%
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56%
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0%
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0%

58%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通信・通信サービス（n=4）

繊維関係・紙・木材（n=23）

銀行・保険・証券・信販（n=60）

輸送機器・関連部品（n=29）

一般機械製造（n=56）

電気機械製造（n=68）

農林・水産・食品（n=34）

運輸（n=33）

電気・ガス・水道（n=6）

情報処理業（n=21）

化学・薬品（n=56）

鉄・非鉄金属・窯業（n=48）

その他製造（n=80）

放送・新聞・出版・印刷・映画（n=12）

建設・土木・鉱業（n=79）

商社・流通・卸売・小売（n=149）

サービス業（n=66）
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1．14．2 アーキテクチャを意識したシステム構築 

（1） アーキテクチャを意識したシステム構築を「実

施している」企業は 4％ 

前述した業務機能、データ体系、アプリケー

ション開発、技術のそれぞれの領域での基準策

定の実施状況の次に、これらを連携した、「アー

キテクチャを意識したシステム構築」の実施状

況を聞いている（図表 1-14-6）。 

アーキテクチャを意識したシステム構築を

「実施している」割合は 4％（33 社）しかなく、

「一部実施している」まで含めても 32％（260
社）と、全体の 1/3 に達していないという結果と

なった。基準策定ですら時間がかかり、ワーク

ロードの大きい作業である。さらにその策定さ

れた基準を基に情報システムを構築することは

より大きな投資を必要とする作業であり、「実施

している」企業が多いことも理解できなくはな

いが、残念な結果である。 

企業別規模別には、基準策定と同様に、企業

規模が大きくなるほどアーキテクチャを意識し

たシステム構築も進んでいる。 

業種別にみた場合、アーキテクチャを意識し

たシステム構築を「実施している」割合は、「繊

維関係、紙、木材」「通信・通信サービス」「電

気・ガス・水道」「放送・新聞・出版・印刷・映

画」の 4 つの業種が 10％を超えている。「一部実

施」を含めて 40％を超える業種が「銀行・保険・

證券・信販」「通信・通信サービス」「電気・ガ

ス・水道」「放送・新聞・出版・印刷・映画」の

4 業種であった。（図表 1-14-7） 

（2） 各領域の基準策定はアーキテクチャを意識し

たシステム構築のため 

4 つの領域での基準策定の目的は、その基準自

身を策定することにあるのではなく、当然それ

を基にアーキテクチャを意識したシステム構築

を行うことであるはずである。ここで、それを

確認してみたい。 

4 つの領域それぞれで、基準策定を「実施して

いる」と答えた企業に 2 点、「一部実施している」

と答えた企業に 1 点、「実施していない」と答え

た企業に 0 点を与え、この点数とアーキテクチ

ャを意識したシステム構築の実施状況をまとめ

たものが図表 1-14-8 である。 

当然予想されるとおり、アーキテクチャを意

識したシステム構築を「実施している」ところ

ではそれぞれの領域での標準策定が進んでいる。

つまりこのシステム構築を実施しているところ

では、全ての領域で前記点数が 1.70 を超えてい

る（「業務機能」で 1.73 、「データ体系」で 1.88 、
「アプリケーション開発」で 1.91 、「技術」で

1.76 ）。満点が 2 点であるから、この数字はい

ずれも充分に高いものということができる。 

逆にアーキテクチャを意識したシステム構築

を「一部実施している」ところの点数は 1 点あ

たりに分布しており、「実施していない」ところ

はこの点数がかなり低く、いずれも 0.3 点に満た

ないという結果が出ている。 

図表 1-14-6 アーキテクチャを意識したシステム構築の実施状況 
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 図表 1-14-7 業種別アーキテクチャを意識したシステム構築の実施状況 
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図表 1-14-8 アーキテクチャを意識したシステム構築の実施状況と各分野の基準策定状況 
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 次に、この基準設定の点数とアーキテクチャ

を意識したシステム構築の関係を、逆の方から

見てみたい。つまり図表 1-14-8 は、このシステ

ム構築の実施状況から基準設定の点数を見たも

のであるが、基準策定の点数の高いところがア

ーキテクチャを意識したシステム構築に対して

どういうスタンスを取っているのかを見てみた

い。ここでは 4 つの領域の点数を合計して、そ

の合計とシステム構築のスタンスの関係を見る

ことにする。 

前述の通り 4 つの領域それぞれに 2 点、1 点、

0 点を与えて合計を取るのであるから、この合計

の最高点が 8 点、最低点が 0 点ということにな

る。この 9 つの点数毎に状況を見るのはいささ

か煩雑であるから、8 点から 6 点を上位グループ、

5 点から 3 点を中位グループ、2 点以下を下位グ

ループとして、そのグループ別にアーキテクチ

ャを意識したシステム構築の実施状況を見たも

のが図表 1-14-9 である。 

 63 社が上位グループに属することになったが、

この中の 30 社（48%）がアーキテクチャを意識

したシステム構築を実施している。さらに最高

点の 8 点を取った企業は 21 社ある。この中の

19 社（90%）がこのシステム構築を実施してお

り、残りの 2 社（10%）が「一部実施している」

と答えている。 

中位グループにはアーキテクチャを意識した

システム構築を「一部実施」の割合が高く（251
社中 171 社、68%）、下位グループにはこのシス

テム構築を「実施していない」ところが圧倒的

に多い（492 社中 460 社、94%）。 

以上の分析から、各領域での標準策定はアー

キテクチャを意識したシステム構築を目的とし

たものであるということを明らかにすることが

できた。さらに、4 つの領域の基準策定とアーキ

テクチャを意識したシステム構築を行っている

ところはほとんど全部を対象に実施しており、

逆に行っていないところはいずれにも手をつけ

ていないことが多いということができる。 

図表 1-14-9 基準設定の実施とアーキテクチャを意識したシステム構築の実施 
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1．14．3 アーキテクチャを意識したシステム構築の

効果・目的 

（1） 全体では目的として「新規開発」に強い意識 

それでは、このアーキテクチャを意識したシ

ステム構築で狙うものは何であろうか。選択肢

の中から上位 2 つを回答してもらった。 

この結果をそのまま図示したものが、図表

1-14-10 である。 

図表 1-14-10 の形でも全体の傾向を把握するこ

とはできる。しかしそれをより容易にするために

1 位に 2 点、2 位に 1 点を与えて合計し、点数の

高いものから順に図示したものが図表 1-14-11 で

ある。 

 

これより、次の点を読み取ることができる。 

 「2．開発生産性の向上」が 1 位に、「1．
開発費の削減」が 3 位に入っており、や

はり新規開発についての意識が高いこと

が見て取れる。 

 さらに「6．運用品質の向上」が 2 位、「5．
運用費用の削減」が 4 位に入っており、

運用関係が新規開発の次に意識されてい

る。 

 一方で「4．保守品質の向上」が 5 位、「3．

保守費用の削減」が 8 位であり、保守作

業はあまり高く意識されていない。 

図表 1-14-10 アーキテクチャを意識したシステム構築の効果・目標 

図表 1-14-11 アーキテクチャを意識したシステム構築の効果・目標（1 位：2 点、2 位 1 点を与え指数化） 
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 情報システムの新規開発が強く意識されてい

ることは、よく理解できる。このアンケートに

「新規に開発したシステムの品質」についての

選択肢が用意されていないが、仮に用意されて

いたならそれも高い位置を占めたかも知れない。 

しかしその次に運用問題が意識され、保守が

さらにその後ろにあることは、率直に言って意

外である。情報システム化に長い経験を持つ企

業では、保守がそれにかけるワークロードと品

質の点で一番の問題であり、その解決が情報シ

ステム部門内で強く求められているものと考え

ているからである。 

また、運用の問題に意識が高いということは、

オープンシステム化の進展とともにシステム毎

に運用の方式がバラバラになり、全社レベルの

統一が強く意識されるようになったということ

であろうか。 

（2） アーキテクチャを意識したシステム構築を実施

すると「システム要件の柔軟な対応」に大きな効果 

それではアーキテクチャを意識したシステム

構築を実施すると、どういう効果があるのだろ

うか。図表 1-14-11 の点数を、アーキテクチャを

意識したシステム構築を「実施している」企業、 

「一部実施している」企業と、「実施していない」

企業に分けて集計し、それぞれの目的別点数の

合計に占める割合を表したものが図表 1-14-12
である。 

「実施している」企業が「効果・目標」として

選択した項目は、実現できた「効果」と読み替

えることができるだろう。したがって図表

1-14-12 は、実施していないところが概念的に捉

えているアーキテクチャを意識したシステム構

築についての期待と、現実に得られる実際の効

果との違いも示していると言えるのではないだ

ろうか。 

図表 1-14-12 から次のことが分かる。 

 アーキテクチャを意識したシステム構築

は「開発費の削減」「開発生産性の向上」

「保守費用の削減」には効果が高い。 

 最も大きな効果が表れるのは「システム

要件の柔軟な対応」である。 

 「開発生産性の向上」は、期待も大きく

効果も大きい。 

 逆に「運用費用の削減」「運用品質の向

上」は、期待していたほどには効果が出

にくい。 

 

図表 1-14-12 アーキテクチャを意識したシステム構築の実施状況と効果・目的の差 
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1．14．4 アーキテクチャを意識したシステム構築を

進めるに当たっての課題 

（1） 一番の問題は「技術者不足」 

最後に、アーキテクチャを意識したシステム

構築を進めるに当たってどのような課題がある

かを聞いている。6 つの選択肢から 1 位と 2 位を

選んでもらった結果か図表 1-14-13 である。 

 

これを、1 位に 2 点、2 位は 1 点を与え点数化

したものが図表 1-14-14 である。 

優秀な技術者の育成がこの分野でも情報シス

テム部門として最大の課題であることが読み取

れる。2 位以下の項目は、情報システム部門の状

況として現実その通りであろう。 

図表 1-14-14 アーキテクチャを意識したシステム構築を進めるに当たっての課題 
（1 位：2 点、2 位 1 点を与え指数化） 

図表 1-14-13 アーキテクチャを意識したシステム構築を進めるに当たっての課題 
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（2） コスト高は、あまり心配することはない 

それでは、アーキテクチャを意識したシステ

ム構築に当たって現実にどんな問題があったの

だろうか。図表 1-14-12 を作成したのと同じ方

法で、アーキテクチャを意識したシステム構築

を「実施している」ところ、「一部実施している

ところ」と「実施していない」ところでの課題

の違いを求めて図示したものが、図表 1-14-15
である。 

これより、次のことを読み取ることができる。 

 「理解している技術者が不足している」

は、実際にアーキテクチャを意識したシ

ステム構築を実施した企業では、さらに

大きな問題として認識されている。 

 また「4．利用部門からの要望が優先さ

れて統一ができない」ことは、やはり大

きな問題である。 

 一方「1．コスト高になる」は、懸念し

ているより現実の問題は小さい。 

 「5．外部委託しているので管理・統制

ができない」は、実際は解決可能なもの

である。 

 以上のことから、次のメッセージを情報シス

テム部門の管理者に送りたい。 

「1.1 IT に関する関心事」でも見たように、

現時点では EA についての関心はたいへんに小

さい。しかし EA が掲げる各領域の標準化を進

め、それをベースにしてアーキテクチャを意識

したシステム構築を実施すれば、新規開発など

で効果が出ることが明らかになった。 

「業務多忙」などを理由に標準の策定とそれ

をベースにしたアーキテクチャを意識したシス

テム構築を先延ばしにしても、問題は時間の経

過と共にかえって深刻になるばかりで、解決へ

の道筋は見えてこない。情報システム部門とし

て本来行わなければならないこと、つまり要員

の教育、EA に基づく必要な領域での基準の設定

や良いアーキテクチャの採用などを、多忙な中

でも推進する方策を立てて、着実に前に進む努

力が不可欠である。そのことを、改めてここで

も強調しておきたい。 

図表 1-14-15 アーキテクチャを意識したシステム構築の実施状況と課題の差 
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2．1 IT 部門のインタビューから見た企業の

実態 

インタビュー調査の対象となった企業は、い

ずれも IT活用においては我が国の最先端を行く

企業ばかりである。以下では、これらの企業の

IT 部門長とのインタビューを通して明らかにな

った、興味ある回答パターンをいくつか抽出し、

ご紹介する。 

05 年度、IT 部門が直面している重要課題や問

題といった、毎年質問してきたテーマに加えて、

経営陣と IT 部門の関係、本社 IT 部門と情報子

会社やベンダーとの関係、そして EA（エンター

プライズ・アーキテクチャー）についての取り

組みや評価などについても質問した。これらの

トピックスの多くは、先進企業ならではのもの

かもしれないが、近い将来、我が国企業の多く

が同様に直面することになる可能性の高い課題

であり、トピックスであると考えられる。その

意味でも、以下のまとめは、多くの企業にとっ

ても有意義なものではないかと考える。 

2．1．1 IT 部門の現在の最重要課題 

IT 部門の現在の最重要課題については、業種、

業態によって様々であるが、大別すると、経営

戦略と IT 戦略の連携に関わる課題、システムの

再構築の課題、そして、本社 IT 部門と情報子会

社やベンダーとの関係のあり方の再検討といっ

た課題が、比較的多くの企業で上げられている。

そして、2008 年に施行が予定されている日本版

SOX 法への対応が、05 年度新たに浮かび上がっ

てきた課題として、いくつかの企業で取り上げ

られていた。 

（1） 経営戦略と IT 戦略の連携 

経営戦略と IT戦略とは同期化しなければなら

ないということは、既に当然なことという認識

になっていて、その観点からの指摘はかなり多

い。ここに来ての経済の上昇機運を反映してか、

経営が守りから攻めに転じているという企業も

少なくなく、IT 戦略もより前向きなテーマに重

点が移りつつあるという印象を受けた。また、IT
部門とトップマネジメントや事業部門との密接

な連携の重要性も指摘されている。 

「グループの経営戦略が、これまでの守りの

姿勢から、攻めの経営に打って出ようとい

うことに変わってきたために、営業基盤の

拡大に備えたシステムインフラ作りを進め

る」 

「経営戦略と IT戦略を実際に結びつけるよう

な施策に着手し始めている」 

「今後は攻めの経営を考えている。特にコア

機能ということで、SCM の再構築など、営

業を強化するための攻めの IT、事業に直結

する IT 活用を進める」 

「過去７年間かけて構築してきたロジスティ

ックシステムとその後方支援システムが完

成したので、その効果を発揮するよう使い

こなすこと」 

「完成した基幹業務システムを前提に、シェ

アードサービスのような、もっと高効率な

仕事の仕組み作りを考える」 

「IT 投資ルールの変更。システムはインフラ

化しているので、導入即効果を生むことは

あり得ない。今後は事業の実態をきちんと

分析し、ビジネスモデルをもっと議論する

など、事業部門を巻き込んで検討し、判断

する」 

「各業務部門の業務計画実現の道具として、

IT 基盤を将来的にどう整備するかを考える。

そして、その IT 基盤を活用して、どうやっ

て会社の業務を改善するかを、IT サイドか

ら提案するための組織体制作り」 

「統合が一段落したので、業務プロセスの見

直しと、それに伴うシステム再構築、最終

的には企業カルチャーの変革を目指す。競

争環境の変動に伴い、顧客中心のカルチャ

ーが必要であるが、IT 部門がそれを牽引す

ることを期待されている」 

「経営環境の大きな変動を見据え、主要事業

部門の融合という全社的な組織の変化の方

向に先行して、IT 部門の融合を進めている」 

「次の経営戦略と絡めた成長のための基盤整

備。メインフレームの信頼性や堅牢性も捨

てがたいので、メインフレームから分散系

へと移行を進める中で、メインフレームと

分散系の最適な分担関係を模索している」 
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しかし、ビジネスのグローバル化に対応した

領域での課題と、グループ経営の徹底的な推進

に関わる課題が、具体的なテーマとしては、多

くの企業で指摘されている。 

（2） グローバル化対応 

「会社がグローバル化したために、IT がグロ

ーバルレベルでビジネスのインフラストラ

クチャーとして貢献できるようにする」 

「グローバル化を含めたグループ経営の確立

のためのインフラストラクチャーとしての、

グローバル IT ガバナンスを強化する」 

「グローバルなインフラの構築、すなわち、

同じデータ定義で、経営情報システムがグ

ローバルで同じものが使えるようにする」 

「グローバルな管理会計、グループ系管理シ

ステム、グローバルな基幹系の仕組み作り」 

（3） グループ経営 

「収益力拡大に資するようなグループ情報化

戦略を推進し、グループ連結経営を支える基

盤を構築すること」 

「2003 年にグループ IT 戦略、グループ共通

ポイントカードなどを導入した。それらを支

えるインフラストラクチャーとしてのネッ

トワークの整備 

「グループとしての IT 化の完結を目指す。シ

ェアードサービスなど」 

「グループへ向けての全体最適化の仕組み作

り」 

「経営統合の後、これまでは統合がキーワー

ドであったが、これからは融合とか統合効

果がキーワードに。特に経営管理システム

をどう育てていくか、そしてグループ全体

の統合をどう進めていくかが課題」 

「グループ総合力の強化に対応する諸施策へ

の貢献を最重要視した上で、グループ IT ガ

バナンスの強化と連結経営システムの整

備」 

(4) 日本版 SOX 法への対応 

また、昨年度と同様に、個人情報保護法の施

行に対応して、IT ガバナンスやセキュリティの

強化も、多くの企業で指摘されている。しかし、

この課題は我が国の大企業では最早当たり前の

こととなりつつあるようである。05 年度は、

2008 年に施行されるといわれている、日本版

SOX（サーベンス・オクスレー）法への対応が

話題となっている。 

「日本版SOX法への対応のための守りの部分

としては、セキュリティ、内部統制など、IT
リスクマネジメント」 

「日本版 SOX 法に向けて、個人情報、セキュ

リティに関しての意識改革、ルールの徹底、

システム体制の強化など、経営そのものの

舵取りが必要であるが、ベンダーは道具だ

けをワイワイ言ってきている」 

日本版 SOX 法については、話題にはなってい

るが、具体的にどうするかということになると、

上記コメントが端的に示しているが、目下上滑

りの状態にある。実際の対応はこれからという

ことであろう。しかし、日本版 SOX 法は、本家

米国の SOX 法よりも、IT ガバナンス面が強化

されるのではという見方もあり、今後多くの企

業で対応が迫られることになるかもしれない。 

（5） システムの再構築 

IT 部門が主体的に提案し、実施していかなけ

ればならない重要課題として、当然ではあるが、

システムの再構築が、相変わらず多くの企業で

取り上げられた。 

「基幹システムを、メインフレームからUNIX
プラットホームのオープン系システムへと、

再構築を進めている」 

「ホストから R/3 を中心とするサーバへの移

行を進めている」 

「メインフレームから UNIX 系への移行によ

り、コスト削減を実施」 

といったことを重点課題としている企業も少

なくないが、その際にも、全社的な経営への配

慮が強く意識されるようになってきているよう

である。 

「生産・購買・物流・経費・需要予測の一連

の再構築プロジェクトを進めているが、そ

れにより、在庫を減らすことと、品切れを

極力なくすことを追求している」 
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「商品開発分野でのスピードアップ、販売チ

ャネルの多様化などのために、並行開発を含

む情報システムの開発の時間短縮」 

「今後はサプライチェーンシステムなどの基

幹ビジネスプロセスは、各事業会社毎に再

構築し、インフラは全社共有ということに。

IT 部門としては、強固な安心できる情報イ

ンフラストラクチャーを構築しようとして

いる」 

「IT コストを削減しつつ IT インフラストラ

クチャーを構築すること」 

（6） 本社 IT 部門と情報子会社あるいはベンダーと

の関係の模索 

本社 IT 部門そのものについての再検討や、情

報子会社・ベンダーとの関係の見直しも迫られ

ているようである。 

「標準、統合、集中が IT 部門のキーワード」 

「IT 投資分野の選択と集中の徹底。コアは手

作りもあるが、ノンコア部分はパッケージ

でも」 

「IT 投資も他の戦略投資と同じだという観点

から、投資対効果の明確化」 

「IT 部門のスタッフのパワーの活用方法の検

討」 

「人材育成のために、e－Learning やナレッ

ジマネジメントのための、インフラストラ

クチャーの整備」 

「昨年フルリニューアルした、基幹システム

の安定稼働の徹底と、グループ全体での情

報関連費用の削減」 

「情報子会社を売却したのを機に、よりクー

ルな情報子会社との関係を構築すること」 

「近い将来、社内のシステム機能をアウトソ

ーシングすることに決めたので、それに向

けて準備中。最初はジョイントベンチャー

に、そして最終的には 100％相手企業の所有

に。システムセンターの要員はその時点で

全員転職」 

しかし、印象としては、昨年度ほどはコスト

の削減を最重要課題として掲げる企業は少なく

なっているようである。これは永遠のテーマで

はあるが、もっと優先すべきテーマが次々と生

じてきているということであろうか。 

2．1．2 現状の IT 組織の構成と今後の方向性 

（1）IT 組織の構成 

以下の図表 2-1-1 を提示し、最も近いタイプは

どれにあたるかを選択してもらった。 

大企業の場合、単純にどれか 1 つにタイプ分

けすることは難しい場合もあるが、インタビュ

ーを通して推定された限りでは、集権型が 27 社

であるのに対して、連邦型が 11 社、分散型は 1
社のみであった。タイプ分けが困難として回答

を得られなかった企業を除くと、7 割近くの企業

が集権型の管理タイプを採用していることが分

かった。 

なお、集権型の中でも、中心は B タイプとな

っている。IT 部門から、開発以降の部分を分社

化したり、連邦型からの移行に合わせたりとい

う、集権型 B になる場合が多いようである。以

下に、それぞれのタイプの企業での、興味ある

声をいくつか上げておく。 

① 集権型 A 

「関係会社も含めて全て、本社 IT部門で企画、

開発をしており、子会社はもっていない。

以前は分散型であったが、現在進めている

基幹系システムの統合プロジェクトを機に

集中した」 

② 集権型 B 

「これまでは集権 A、今後は集権 B の予定。

本社 IT 部門が戦略、企画を担当し、開発、

運用は、新しく立ち上げる情報子会社で」 

「以前は情報子会社があったが、少し前に営

業を終了した。開発業務は基本的には全て

アウトソーシング。本社 IT 部門は企画業務

に特化」 

「以前は連邦型 B に近かった。部門内組織と

して企画担当チームを作った。グローバル

で見ると、連邦型 B」 

「プロジェクトマネジメントの機能は企画の

中の開発グループが。実際のプログラミン

グや詳細設計、運用は全てアウトソーシン

グで」 

「最近連邦型 B から変更した。サイロ型で、

個別最適が行き過ぎたため」 
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③ 集権型 C 

「2 年半前から本社は戦略立案を。情報子会社

が企画、開発、運用を。当面この体制で」 

「正確には、集権型 B との中間。集権型 B に

移行するには、本社 IT 部門の人員増やスキ

ルの補強が必要。集権型 C に留まるために

は、情報子会社の本社業務に精通した人材

の補強が必要」 

④ 連邦型 A 

「販売や関連会社の部門単位に情報システム

の担当者が配置され、開発、アプリケーシ

ョンシステム関係は事業部が担当。本社 IT
部門は IT 関係を統括している。グローバル

関係も。全体で横串を通す企画、システム

監査、戦略の立案、情報サービスの教育、

ネットワーク、サーバなどのインフラ全般」 

⑤ 連邦型 B 

「戦略企画は本社が、企画は事業部門が、そ

して開発、保守、運用は情報子会社」 

「小さな本社と多数の事業部に分かれており、

全社共通のシステム以外は個別に各事業部

単位で対応。企画、開発、運用の機能は全

て、情報子会社に移行」 

⑥ 分散型 

「カンパニーやグループ会社の部門最適を目

指す。但し、アウトソーシングしているの

で、その部分や全社横断的なテーマは共通

で実施しているので、一部連邦制。今後は

グループ経営の観点から、行きすぎた分散

を是正していく。連邦型にして、その中で

標準化し、共通化できる機能は集約してい

きたいし、セキュリティ管理も強化してい

くつもり」 

図表 2-1-1 IT 組織形態のタイプ 

①集権型 A 企画・開発・運用を一貫して本社 IT 部門が集中管理 

②集権型 B  
本社IT部門が一括して統括するが、戦略・企画を本社機能として残し、開発・運用は、情報
子会社あるいはシステムベンダーにアウトソーシング 

③集権型 C 
本社 IT 部門が一括して統括するが、戦略のみを本社機能として残し、企画、開発、運用機
能は、情報子会社あるいはシステムベンダーにアウトソーシング 

④連邦型 A  
全社プロジェクトの企画・開発・運用は IT 部門が統括、各事業部固有のシステムの企画・
開発・運用は各事業部が担当 

⑤連邦型 B 

全社プロジェクトは IT 部門が、各事業部固有のシステムは事業部が統括するが、企画機
能のみ担当し、開発・運用については情報子会社あるいはシステムベンダーにアウトソー
シング 

⑥分散型 ほとんどの機能を各事業部に分散 

 

 

企画・開発・運用機能の分担 

全社 事業部 情報子会社・アウトソーサー 

①集権型 A 戦略・企画 開発 運用   

②集権型 B 戦略・企画  開発 運用 

③集権型 C 戦略  企画 開発 運用 

④連邦型 A 
戦略・企画 開発 運用 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 
 

⑤連邦型 B 
戦略・企画 

（全社システム） 

企画 開発 運用 

（事業部システム） 

開発 運用 

（全社・事業部システム） 

⑥分散型 戦略 
企画 開発 運用 

（事業部システム） 
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また、集権型、連邦型に関わらず、全てを自

前でという企業も少なくなっており、05 年度の

インタビュー先では 6 社のみであった。大部分

は、開発以降を情報子会社やベンダーにアウト

ソーシングしているわけであり、企画もという

企業も数社ある。企画まで本社 IT 部門で担当す

るのか、戦略のみを本社で担当するのかなど、

本社 IT部門と情報子会社やベンダーとの関係を

どうするかは、重要課題としていくつかの企業

で指摘されているように、判断が難しい問題で

ある。次のようなコメントからも窺えるが、基

本的には人間の問題が大きいように思われる。 

「正確には、集権型 B との中間。集権型 B に

移行するには、本社 IT 部門の人員スキルの

補強が必要。集権型 C に留まるためには、

情報子会社の本社業務に精通した人材の補

強が必要（再掲）」 

「本社は企画まで。開発と運用は 100%子会社

で。少し修正する必要はあるが、基本的に

はこの体制で。こちらは任せたといってい

るのに、向こうは任されたつもりはないと

いうことも」 

「本社 IT 部門が基本設計まで。詳細設計以降

は情報子会社が。今後は情報子会社から 20
人近く本社 IT 部門に逆出向してもらい、IT
部門をパワーアップする。情報子会社でも

上流工程をやりたいができないのでとやめ

ていく人たちもいた。もったいない話なの

で、今後は能力のある人には上流工程まで

入ってもらうように変えていきたい」 

（2） IT 要員の人数と今後の方向性 

企画、開発から運用までを自前で行う集権型 A
や連邦型 A タイプの場合は、企業規模によって

若干異なるが、IT 要員数は当然多く、3 桁とい

う企業が一般的である。今後もこの体制でとい

うある企業は、 

「これから退職者が増えていくので補充して

いく必要があるが、その際に、専門的な人

間を半分、業務が分かる人間を半分という

ようなバランスで進めたい。もう少し SE を

増やしていきたい」 

というように、業務改革への対応を強く意識

している。 

集権型 B、C 及び連邦型 B タイプの企業の場

合、本社 IT 部門の要員数は、4 社を除いて 2 桁

で、2 桁企業の平均は 26 人というのが現状であ

る。10 人未満という企業も 7 社あり、最小は、

集権型 C の 3 名、次に 4 名となっている。その

10 名未満という企業では、 

「本社 IT 部門は 7 名。企画の上流機能を持つ。

情報子会社の 600 名と一緒に、グループ全

体の IT を見る。企画の他は情報子会社に全

面的にアウトソーシングしている」 

「6 人体制。うち 2 名が情報子会社への出向経

験がある。残りは IT部門への配属は初めて。

IT 部門生え抜きは 1 名のみ」 

「本体は戦略部門に 5 名。1 人はユーザー部門

から去年異動。他はずっと IT 担当」 

等々で、特に要員数が少なすぎるという声は

聞かれない。要員構成から考えると、こうした

企業は IT 戦略の立案と IT 企画に特化している

ようである。 

現状に対する不満や今後の課題としては、 

「若手を入れたい。若手や中堅が足りなくて

困っている（集権型 B、10 名体制）」 

「ビジネスプロセス再構という課題があるの

で、今後はビジネス部門出身の人間を増や

したい（集権型 C、3 名体制）」 

「次の中期で業務改革の残った部分を続けて

いくが、現陣容ではパワーがどうしても弱

くなる。今後は本体の企画能力を強化した

い（集権型 B、70 名体制）」 

「IT 部門にずっといる人ばかりで、あまり良

くない。その解決のために、色々な人事交

流を始めている（集権型 C、10 名体制）」 

「年齢構成は高齢化が進み、50 歳前後の人数

も多いし、スキルもそこに蓄積している。

2007 年問題が心配（集権型 B、150 名体制）」 

といった声もあるが、各社共に、現状の体制

の中でなんとか頑張ろうとしているようである。 
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2．1．3 提案力の強化 

（1） 経営／ユーザー部門から求められている提案 

① 経営トップから求められている提案 

経営者が IT 部門に求める内容は、非常に多様

化し、高度化し、また複雑化しつつあるようだ。

キーワードとしては、全体最適と業務改革であ

る。企業統合や多角化、グローバル化の進展に

より、グループ会社やそれぞれの事業部門を、

横串を通して見られるのは、IT 部門しかないと

いう現状に関する経営側の認識が高まったこと

がその背景にあろう。しかし、そのような期待

を満たすためには、IT 部門が単に技術的な知識

やノウハウだけでなく、グループ企業も含めて

全社的な業務上の知識やノウハウをも持たねば

ならないことになる。 

IT 部門の重要性が増している反面、果たすべ

き役割や責任も非常に大きくなってきているの

であり、その期待に十分に応えられないと、そ

の反動として、不満や批判の声も大きくなる。IT
部門には提案力が不足しているというようなス

テレオタイプ的な批判は、よく言えば大きな期

待の裏返しと考えられるが、悪く言えば、IT 部

門の現時点での能力の限界ということになろう。 

「全社を横串で見た業務改革は、IT 部門にし

かできないことを経営陣も気づき始めてい

て、期待されている」 

「IT を使った業務改革。各主管部だと部分部

分になってしまう。IT 部門は会社全体の最

適化を見られるとして期待されている」 

「情報システム部主導の IT推進が求められて

いる。IT 部門が一番見えているはず。全体

を見据えた IT 化を進めて欲しい」 

「各事業会社の成長戦略を実現するための既

存ビジネスの体質強化と競争力向上支援」 

「経営戦略の展開において、どう IT を効果的

に使うべきなのか。そして、IT を使った事

業創造。みんなで夢を語っていかない限り、

なかなかできない」 

「業務改革。業務改革の場合、IT は避けて通

れない。企画推進本部と IT 部門とは、融合

するくらい近い組織でいることが必要」 

「情報の共有化。各部門バラバラに持ってい

た情報を同じ形式に統一し、リアルタイム

で可視化した」 

「部門をまたがるような問題が出てくると、

そこの交通整理を求められている。各部門

の事情をある程度分かっている中で、的確

に交通整理することが一番大事」 

「経営からは、グローバルなインフラの構築、

ディザスターリカバリー、グループ会社の

経営情報のリアルタイム提供といった、シ

ステム関連。事業部からは業務改善の提案」 

このように、IT 部門への期待はどんどん大き

くなるのに、リソースは必ずしも潤沢に提供さ

れているわけではなさそうである。前項で見た

ように、IT 部門の要員数もかなり絞られている

が、予算も同様で、経営側の言動の端々からは、

コストダウンの要求も同時に突きつけられてい

るという企業も少なくないようだ。 

「コスト削減。それと、システムの安定稼働、

セキュリティ問題、情報漏洩問題への対策。

その上で、新しい技術やホットな話題をど

う活用するかが問われる」 

「ビジネス全体を見て、ワークフローを変え

ることによってもっと効率的にならないか、

それに併せてコストダウンをと求められて

いる。我々は IT を使って商売をしているわ

けではないから」 

「全社最適という、経営と同じ視点でどうあ

るべきかのアプローチができるような存在

にならなければいけないが、具体的には今

経営から言われているのはコストダウン」 

「新技術を用いた ITサービスの開発スピード

と、IT 投資／コストの妥当性」 

② ユーザー部門から求められる提案 

一方、ユーザー部門から IT 部門への要求は、

上述の経営者からほどは厳しくなさそうである。

社員たちの情報リテラシーのレベルによっても

当然違いは出るだろうが、一般的には、ユーザ

ー部門は、自分たちのミッションの追求に精一

杯ということで、IT に関しては IT 部門にお任せ

ということで、やはり IT 部門への期待は大きい

と思われる。 
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「ビジネス戦略を考える部門が、IT がついて

こられるかと相談に来る。最初から相談を

受けているので、経営と IT が一緒になった

形で戦略を作っている」 

「ユーザー部門からは、他社の事例や社内の

他部門の動きや事例に関する情報が求めら

れている」 

「ユーザーからは、共通管理業務のシェアー

ドサービス化が求められている」 

「ユーザー部門は、自分たちでデータを加工

したがっている」 

「具体的なプロジェクトはユーザー部門と一

緒に進めているが、ユーザーからは、自分た

ちはシステムのプロではないので、IT 部門か

ら言って欲しいと思っている。システム側か

らすると、何をやりたいか言ってもらわない

とできませんと言って、お互いに受け身の立

場」 

「ユーザーからは自分たちの課題に対して IT
をどう使ったら良いかの相談が多い」 

（2） 情報子会社・ベンダーに求める提案 

（1）で指摘したように、今日の先進企業では、

経営側からも、ユーザー部門からも、本社 IT 部

門には非常に大きな期待が寄せられてきている。

反面、IT 部門の要員はかなり少なくなっていて、

本社の IT部門だけではそうした期待に十分に応

じることは困難になりつつあるのかもしれない。

そこで、情報子会社やベンダーにも様々な提案

を求めたり期待したりすることになる。以下で

は、これらの点に関してのインタビュー結果を

まとめることにする。 

情報子会社・ベンダーに対しては、提案力が

ないという発注者側の不満の声が大きいと言わ

れているが、今回のインタビューの結果、本社

IT 部門が情報子会社・ベンダーに求める提案は、

大別して二つに分けられるようである。一つは、

業務改革やビジネスプロセスリエンジニアリン

グ（BPR）に関わるような提案であり、もう一

つはシステムの開発や保守、運用に直結した技

術的な提案である。そして、これら求める提案

のレベルによって、期待や不満の程度はかなり

異なるようである。以下、それぞれについて、

回答を整理する。 

① 業務改革につながる提案 

今回のインタビューの対象が、それぞれの業

界のトップ企業であったことから当然のことか

もしれないが、そもそもこの種の提案を、情報

子会社やベンダーに期待することに無理がある

という意見が少なくなかった。大企業としての

プライドもあってのことかもしれないが、自分

たちの会社の業務改革などについての提案は、

本来自分たち本社 IT部門の仕事だという答えが

多かった。 

「ベンダーには業務に関する提案は期待して

いない。トップ企業にとって、業務の改革

は自分で考えることである」 

「過去、いわゆるコンサルタント会社を含め

て色々な所から、我々の弱いところやそれ

を解決するための提案を頂いたが、まとも

な提案だったことがない。何をやるべきか、

どういう方法論で、どういう方向性でやっ

ていくのかは、自分たちで考えないと行け

ない」 

「ベンダーに対しては多くは望んではいけな

いと思っている。自分の仕事は自らが変える

べき」、 

「業務改革の提案は自分たちで考えること。

もっと安くしてくれた方がよほど良い」 

「難しいことは求めていない。はっきりした

課題に対し、どんな解決法があるかの提案を

求めるというケースが多い」 

しかし反面、情報子会社・ベンダーからの、

この領域での有効な提案が現実にはほとんどな

されていないという不満を表明する企業も、決

して少なくなかった。例えば以下のようなもの

である。 

「アウトソーサーから我が社の業務を熟知し

た身の丈にあった提案が出にくい。ライフ

ルが欲しいときに大砲が出てきたりする。

我々とベンダー、情報子会社とのキャッチ

ボールができていない」 

「内部統制にしても、我々の業種、我々の会

社の規模に即した提案が欲しいが、出てこ

ない。一般論ではだめ。もう少し我々の実

態を理解して提案して欲しい」 

「ソリューションが何を言っているのかが理

解できない。他社の事例などから、ベスト
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を教えていただいて解決しようという気持

ちはあるが、『持ち帰って検討します』と

いうが、結局最適な回答は戻ってこない」 

「ソリューションというのは問題解決だが、

問題解決かというと、ソリューションという

名前のシステムを売っている。顧客のニーズ

の勉強不足」 

このような不満の背景には、発注者としての

本社 IT 部門と、本社から分社した情報子会社と

いう、ある意味身内意識から来る、両者での一

種の甘えの関係や、発注側と受注側という、継

続的な関係から生ずる馴れ合いといった面も感

じられる。 

「この仕事のここがおかしい。ここに似たよ

うなシステムがある、なぜこれを放っておく

のかというぐらいの提案を、情報子会社故に

提案できる強みがあるはずだ」 

「長いつきあいで、こちらの事情はわかって

いるはずなのに…という思いがある」 

「企画提案力には不満を感じている。これま

で本体が企画、子会社が開発からと、企画ま

では求めてこなかったという歴史的経過が

あるので、企画をする DNA が育っていない。

それはまずい」 

「子会社意識がある。請負意識になって、主

体性が欠如という世界に陥りがち。言われた

ことをやりますということになってしまう」 

「情報子会社を設立したときは、業務のプロ

を半数入れていたので、発注側が細かく知

らなくても、知っている人間がシステムを

開発するので、ある意味ハッピーだった。

しかし、業務を分からない人が徐々に増え

てきて、それができなくなってきた」 

しかし、ビジネス環境は刻々と変化している

のであり、情報子会社やベンダー側に向けられ

る期待や要求も当然変化してくる。それに対応

できない情報子会社・ベンダーに対する不満が

顕在化している場合も少なくない。 

「これまでは言われたことをやっていれば良

かったが、本社の IT 部門が小さくなってき

ているので、役割が変わってきた。しかし、

カルチャーや人の意識はなかなか変わらず、

情報子会社やベンダーは前へ出てこない」 

「技術への傾斜が強く、業務への理解、シス

テム全体を見る力が弱いという不満を感じ

ている」 

「こちらの悩みを感じ、議論してくれる人材

がいない」 

「我々の事業を理解して、IT をどう使ってい

くかとか、会社が進むべき道を見るなどは

あまりない。事業の背景や業務を理解して

いないからだ」 

「本社の業務を知らない。機能（what）が欲

しいのに、ハード／ソフト（how）の提案ば

かりである。もっと説明能力を上げて欲し

い」 

「主要ベンダーはリスクを取れないでいる。

雑談レベルではともかく、提案につながっ

て、『いくらになるのか』という話になる

と、提案内容がどんどんしぼんでくる。」 

「ビジネス的企画提案力、リスクをもってや

るという姿勢を求めたい」 

このようなコメントからは、業務改革につな

がる有効な提案を情報子会社・ベンダーに求め

ることの限界や原因について、実は発注者側が

よく認識しているのではないかという事情も窺

える。単に情報子会社・ベンダー側の能力不足

が原因だというわけではなさそうである。発注

者側でも、努力が足りないという反省がある。 

「情報子会社やベンダーには提案力がないと

我々の多くが言っているのは確かである。

しかし、提案を引き出すという力を我々が

持っていないのも問題だ。一方的にベンダ

ー側に提案力がないというのは当たらな

い」 

「レベルを分けて議論しないとフェアでない。

業務知識や業界のノウハウを知らないのに、

将来のトレンドを読んで、先を見た提案を

することは無理だ」 

「初めてお付き合いするベンダーは、我々の

業務もカルチャーも分からない。それで企

画をしろといわれても、当然彼らは自分た

ちの経験した中でしか説明できない」 

「今のように業務改革と ITが表裏一体の世界

では、業務が分からないと提案は絶対にで

きない。提案力云々の前に、提案をさせる
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のに必要な情報提供をする仕組みがなけれ

ばならない」 

「提案力がないと我々の多くが言っているの

は確かである。しかし、提供を引き出すとい

う力を我々が持っていないのも問題だ。一方

的にベンダー側に提案力がないというのは

当たらない」 

さらに、コンサルタントの提案力と、情報子

会社・ベンダーの提案力とを区別している企業

も何社かあった。 

「提案を求めるのなら、あらかじめ契約を交

わしてコンサルテーションの形をとる。無

償での戦略についての提案は求めていな

い」 

「ハイレベルの企画については、専門のコン

サルティング会社を使ってやるという形に

なると思う。コンサルタントの提案力は、

人次第のところもあるので、何とも言えな

い」 

「新規のベンダーの場合、もし提案力を求め

るような場合であれば、その部分を踏まえ

て選定するので、不足がないような形でベ

ンダーを選定している。既につきあいのあ

るベンダーの場合、選択の余地がないこと

もあるが、不満はある。」 

このような反省に基づいて、発注者側として、

情報子会社・ベンダーから有効な提案を引き出

すための工夫をしている企業もある。キーワー

ドは、発注者側が自分たちのテーマやニーズを

正確に伝えることと、情報子会社・ベンダーに

発注者側の業務について、より詳細に理解して

もらうという、ある意味では当然のことを徹底

しようということである。それ以外には有効な

対策はないのである。 

「ローテーションなど人事交流をしようとす

る背景には、もっと業務の現場の内容を知

ってもらって、それを持ち帰って広めても

らうことによって、それに合う企画、ある

いは使うべきツールの提案につながるよう

にしようと思っているから」 

「我々の側からも話し込んで、作り上げてい

かなければいけない。提案をくださいと言

っても、良い提案がくるわけがない。やり

とりがあって初めて我々にとって価値ある

提案になる」 

「持ち込み案件ですぐに活用できるものはほ

とんどない。テーマをベンダーに丸投げし

ても良い案は出てこないので、テーマ、条

件を絞って提案しやすくしている」 

「こちらでビジョンを示したり、日常のコミ

ュニケーションを増やすことで、BPR の提

案もベンダーから出てくる可能性はある」 

「何のためにこのシステムはいるのか？何故

このシステムは必要なのか？などを、本体

のSEと一緒になって情報子会社のSEにも

考えてもらうようにし向 けている。具体

的には、本社への逆出向をしてもらってい

る」 

一方、良いベンダーの選び方とか、良いコン

サルタントの選び方について、次のようなコメ

ントがあった。 

「どこかの事業会社に入って事業を経験して

コンサルタントになった人の方が、提案力

はある」 

「我々でやるべきことを決めたら、それを如

何に効率的にやっていくかの手段について

は、ベンダーに提案してもらう。良い提案

をしてくるベンダーとは、普段から我々の

悩みを聞き出すために色々な形でヒアリン

グしたり、他者の最新事例や IT の動向につ

いての情報を提供したりしながら、顧客の

ニーズを探る活動を継続している会社であ

る。このハードウェアの方が安いですよ、

というような形でくる会社はだめ」 

② 技術的提案に対する不満 

業務改善に関わるようなハイレベルな提案に

関しては、発注者側と情報子会社・ベンダーと

の双方に改善すべき点があるようである。しか

し、より具体的、個別的なシステム開発プロジ

ェクトに関わる提案力についての不満について

は、ストレートなコメントが示されている。 

「IT に関する専門的な提案・情報に関しては、

残念ながら満足していない。すごく場当た

り的なビジネスモデルを持ってくる」 
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「はっきり言ってレベルが低い。こういう手

法があると提案するが、最終的なコストは

変わらない。」 

「コストダウンの提案は、IT ベンダーは絶対

にしてこない。それは、向こうの売り上げ

減につながるからだ」 

「日々の運用について、合理化努力、トラブ

ル回復時間短縮など、前向きに考えて欲し

い」 

「技術に対する提案はあまり満足していない。

こういう目的があるが、それを実現するた

めの技術提案、選択肢、応用例を出してく

れと言ったとき、ぴったりくることはあま

りない」 

「システムの末期に、どうやってそれを効率

よく更新していくか、あるいは老朽化対応

をしていくかということに対しての提案を

出して欲しい」 

「要素技術ばかりで、全体を見るインテグレ

ーション能力が不足」 

「技術力に関しても満足度は低く、年々レベ

ルが下がっているように感じる。個別最適ば

かりが提案され、トータルに考えられる人が

いなくなっている」 

こうした批判に対しては、情報子会社・ベン

ダー側の真剣な対応が必要であろう。特に、よ

り広い視野から技術的な提案ができるような人

材の確保や開発が急務であろう。そのためには、

発注者側としても、情報子会社・ベンダー側に

協力するという姿勢が要求されるのではないか。

なぜなら、次のような、本社 IT 部門の要員数の

削減がもたらすマイナス面を指摘する声もある。

ブラックユーモアともとれるが、今後、このよ

うな企業が増えていくのではないか。 

「アウトソーシングの際にも、アプリケーシ

ョンの企画は IT 部門に残した。しかし、イ

ンフラに関しては、ベンダーに提案しても

らわないと、本体に技術はもっていない。

今では、そもそも不満を感じられる人材が

本社に残っていない」 

（3） 提案を受けた際のリアクション 

情報子会社やベンダーからの提案を受けた際

のリアクションは、提案の内容によって異なる

し、また、新規契約につながる提案か、それと

も契約期間中になされる提案かによって異なる

ようである。 

① コンサルタント 

本社 IT部門が企画すべき部分をコンサルタン

ト会社に発注するような場合は、当然対価を支

払っている。しかしこのようなコンサルタント

契約は、ベンダーとはあっても、情報子会社と

は曖昧になっている場合が少なくないようだ。 

「課題が明確な場合はコンサル契約をベンダ

ーと結ぶ。課題が明確でない場合は、ちゃ

んと対価を支払う考え方。本体の企画力を

強化しようと思えば、必要な情報がある。

ベンチマークとか、技術評価とか。そうい

うものは予算枠を作って対応している」 

「コンサルを依頼すれば、当然対価を払う。

しかしベンダーとはあるが、情報子会社に

お願いした例はない。コンサルを受けても、

対価の支払いを、身内だからと埋没させて

しまっていることは反省点である」 

「コンサル的に提案をお願いするときには最

初からコンサル料を支払う。しかし、個別

に持ち込まれた提案には対価を支払うこと

はない」 

② 新規契約前 

特定のプロジェクトの開始に際して、情報子

会社やベンダーから提出されるプロポーザルに

書き込まれている内容については、発注者側と

して、そもそも対価を支払うべき提案とは考え

ない場合が多いようである。しっかりした提案

が盛り込まれている企業に発注する形で、提案

に報いるのである。 

「いいアイデアを出してくれた企業に優先的

に発注する」 

「有意義な提案であれば、そこに正式に発注

する」 
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「よい情報があれば、ビジネスで見返りをし

ていく。提案を採用する代わりに、そこに

一緒にやってもらう」 

「新しいことをやりたいというときには、当

然ベンダーから提案があって、子会社もそ

こに相乗りする形で契約する」 

「売り込みと提案とは異なる。REF に対して

回答を求めたことはあるが、ここは競争に

なる」 

「人が足りないので、申し訳ないとは思うが、

RFP を作るところも頼むが、RFP に対価は

払わない。採用してから払う」 

「RFI、RFP、RFQ すべて対価を払うことは

ない。要件定義を委任契約で実施し、案の

内容が固まった段階で請負契約へ」 

「提案そのものには対価を支払っていないが、

良い提案についてはビジネスとして対価が

発生している」 

③ 契約期間中 

契約期間中の提案については、回答例が少な

いことから、はっきりした傾向は見られないが、

以下に得られた回答を列挙する。ここでも、何

を提案と考えるかは微妙であり、企業によって

見解は異なるであろう。以下は、支払うことに

なっているとか、本来なら支払うべきだという

立場からの回答である。 

「いい提案があった場合、それはそれなりの

対価を払う。お互いに情報を共有したい」 

「誰が見てもその提案を作るのに負荷がかか

るものならば、当然払う。営業行為の一環

みたいなものには払わない」 

「開発費の中に含めることもあれば、切り離

して対価を支払うこともあり、ケースバイ

ケース」 

「提案内容を確認の上、他社事例や他のベン

ダーとの比較を実施し検討し、更に進める

かどうか判断する。対価の支払いは、ベン

ダーと協議の上決める」 

一方、以下のように基本的には支払わないと

いう回答も少数ながらあった。 

「具体的に提案して欲しい内容を伝え、提案

書、見積書の提出を求めるが、具体的には

対価を支払わない」 

「特定のプロジェクトと関係ない一般的な話

にはお金を払うことはない。我々がアウト

プット、成果物を要求する場合はお金の対

象となるが、調査・研究には払っていない」 

「特に支払っていない。情報子会社やベンダ

ーも、あまり困っている問題ではないので

はないか」 

しかし、次のような意見にも、耳を傾けるべ

きではないだろうか。情報子会社やベンダーに

高品質の提案を求めようとするならば、このよ

うな考え方も今後は必要なのではないだろうか。 

「分析までして、価値ある提案をしてもらっ

た場合、VA 提案と呼んでいるが、お金を払

う仕組みはあるが、あまり実績はなく、ど

のくらい支払うべきかが曖昧。グループ経

営の中でだから、どうでもよいのではとい

う意見もあるが、それだと採算性がよく分

からなくなる。提案を考えた人に対して、

よく考えたのでということでお金が入って

いく仕組みは、非常によいことと思う」 

（4） 役に立った提案 

情報子会社やベンダーからの、実際に役に立

った提案は、（2）の、本社 IT 部門が情報子会

社やベンダーに求めることと対応しているが、

圧倒的に技術的なものが多く、特にインフラ系

の提案を高く評価していた。そのような提案の

多くは、またコストダウンにつながるものであ

った。 

「サーバ統合によるコスト削減。お互いに話

をしながら、最近のサーバ技術では、こうい

うことができるという形で」 

「サーバなど、複数のハードウェアをまとめ

てのコストダウンの提案は意味があった」 

「コストダウンにつながるインフラについて

の提案や、こういう時期にこういうプロセ

スを踏むと良いとか、日々色々な提案がな

され、役に立っている」 

「ネットワークのコストダウンという点で、

画期的な提案があった」 
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「インフラ系、特にサーバ設備のコストダウ

ン。運用関係は、人件費が関わるので、な

かなか出てこない」 

「データウェアハウス、運用の自動化の監視

ツール、安くて高速で安全なネットワーク、

などについての提案」 

「アーキテクチャついてとか、開発技術につ

いてとか、技術的な面では役に立った提案

がたくさんある」 

「インフラのレベルを上げるために、ベンダ

ーを呼んで提案してもらった。これまでは提

供されている機能を使い切っていないこと

が分かった。標準機能だけでもかなりのこと

ができることが分かった。生産性向上の方法

も含めて、かなり情報提供をしてもらった」 

また少数ではあったが、システム構築に役立

った提案もあった。しかし、業務改革につなが

るような提案が情報子会社やベンダーから届け

られたというコメントは、残念ながら今回は聞

かれなかった。 

「現場の人間を取り入れる必要があるシステ

ム構築の際に、携帯電話を使ったシステム

提案がなされ、採用された」 

「営業マンが田舎に行くと、しばしば通信携

帯カードがつながらない。ベンダーからは

なかなか解決方法が出てこなかったが、関

係のない通信専門会社から聞いた技術的な

話が役に立った」 

「ベンダーから、Windows 関係の最適なアー

キテクチャついて、良いアドバイスをもら

い、参考になった。情報子会社からは、お

客様向けのサービスで痒いところに手が届

くようなサービスの提案をもらった」 

最後に、次のコメントを紹介する。次項のテ

ーマであるが、情報子会社やベンダーから有効

な提案を引き出すためには、本社の経営陣やユ

ーザー部門と、情報子会社やベンダーとの間の

信頼関係を高め、緊密な情報交換を図ることが

不可欠である。その橋渡し役としての役割が、

今後 IT部門が担うべき役割の一つとなるのかも

しれない。 

「サーバ構成やストレージの構成など、最新

動向を踏まえた提案がなされ、システムの

安定性が高まったり安くなったりした。し

かし、そういうことも、真の社内ユーザー

から見るとお金ばかり使っているように見

えてしまう。我々の部門がもう少し PR して

いかなければと思っている」 

（5） 提案を得るため施策 

情報子会社やベンダーから真に役立つ提案を

得るための施策といっても、特別の秘策がある

わけではなさそうである。基本的には、「こち

らがやりたいことをきちんと伝えれば、情報や

提案を返してくれる」ような関係を、IT 部門と

情報子会社やベンダーとの間にしっかりと築く

よう、日頃から努力することに尽きるようであ

る。 

その方法として、大別すると二つになる。一

つは、会議など、公式、非公式のコミュニケー

ションチャネルを情報子会社やベンダーとの間

で維持すること。もう一つは、本社の業務を理

解できる情報子会社やベンダー側の人材を育て

ることである。以下、それぞれのタイプの事例

を紹介する。 

① 会議などのコミュニケーションの維持 

「情報子会社とベンダーと本社 IT部門の三社

のマネジャークラスの定例会を開く。こち

らはこんなニーズが出てきそうだ、こうい

う動きがありそうだという情報提供を。ベ

ンダーはビジネス提案とか、世の中の IT の

動きとしてこんなのがあるとか。情報子会

社はその運用の中で実はこんな問題がある、

とか。そうした話から煮詰めてもらって、

実施すべきものは実施する」 

「品質管理のために、情報子会社とトラブル

対応会議といったものをウイークリーでや

っている。どういうトラブルの傾向にある

か、それに対してどのような抜本的な対策

をしなければいけないかといったテーマに

ついて、つっこんだ議論をする。その中か

ら色々な提案が出てくる」 

「アウトソーシングしているベンダーとは月

１回以上の密度で情報交換会を実施してい

る。本社 IT 部門主催でベンダーも入れての

勉強会を開催している」 
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「月に 1 度マネジメント会議を開き、ベンダ

ーのマネージャーと我々のシステム企画マ

ネージャーが一時間半会議をする」 

「本社 IT 部門と情報子会社とは、オフィス

を同じ場所にし、コミュニケーションが良

く取れるようにしている」 

② 逆出向を通じての、情報子会社側の人材育成 

「情報子会社の業務改革推進の核になる人は、

各事業部に駐在させて、日頃の情報入手に

努めさせている。ベンダーとは、日頃のお

付き合いの中で情報交換をしている」 

「本社の情報要員と同じように、情報子会社

の人間も企画を練るフロントに引っ張り出

し、現場の声を聞いてもらっている」 

「年間計画をこちらから示し、先方からも出

してもらっている。情報子会社から本体へ

の出向を受け入れ、要件定義など、ユーザ

ー側の視点で考えることのできる人を育て

ている」 

「情報子会社の要員と一緒に出張する。最初

から同じ土俵で一緒に勉強する」 

「ベンダーには、良い人を長期間当社の担当

として貼り付けてくれるよう要請している。

その人たちには、包み隠しなく当社の状態

や考えていることを伝えている。時間はか

かるが、そのうちに当社にあった良い提案

があがってくるようになる」 

「ベンダーとの長期的なパートナーシップを

組んで、業務をよく知ってもらうと共に、

これはと思う SE にずっと来てもらえるよ

うな環境を作る」 

「本社と情報子会社間の双方向での出向によ

る人材スキルの育成」 

（6） 提案力強化のための施策 

業務改革に関わる提案は、自分たちが考える

べきものという意見が主流だったが、提案に関

する質問の最後に、本社 IT 部門の要員の提案力

強化のために行っている諸施策について、聞い

てみた。 

代表的な施策としては、社内・社外の研修会

参加と、業務部門との人事ローテーションの活

用の二つがあるが、その他にも、かなりユニー

クで、かつ新たな試みと思われる事例も多数見

つかった。以下、順に紹介する。 

① ローテーションなどの人的交流を通しての業務ノ

ウハウの獲得 

「人材交流。これしかない。IT 部門が外の部

門に出て、話を聞きに行く。横断的なプロ

ジェクトの進め方をしているので、業務知

識も身に付く」 

「現場を知らないと提案はできないので、比

較的短期間で要員のローテーションをして

いこうと思っている。提案は向こうのニー

ズとこちらのシーズと両方ないとだめなの

で、シーズの探索をこれからどうするか、

考えなくてはならない」 

「人事的交流。相手の立場が分かることが大

事であるが、経験しないとなかなか気持ち

が分からない」 

「人事ローテーションをしっかりやって、経

験を積んでもらうこと。我が社はどういう

商売をしているのか、お客様は誰なのか、

システムが現場でどんな風に使われている

のかを、最初に見せておかなければ行けな

い。次の 2 年間 IT 部門に戻り IT の勉強。4
年目に情報子会社に行って開発の現場、小

さなプロジェクトのＰＭを経験させる」 

② 社内・社外研修会などへの参加 

「年間20時間研修することを ISOでルール化

している。うち 10 時間は組織内で用意し、

残りの10時間は自分で研修を見つけてもら

う」 

「色々な外部の事例を聞きに行き、見聞を広

めている。JUAS のユーザー会などを通し

て、他のユーザーと細かい情報交換をして

いるが、これが一番大きい」 

「業務研修会を月 2 回実施し、他部、あるい

は外部から講師を招いて話を聞く。他社事

例をできるだけ収集している」 

③ 比較的ユニークと思われる試み 

以下の事例は、IT 部門の業務の中に組み込ま

れた形で、場合によっては全社的な支援体制の

下で、推進される、非常に実践的な試みである。

それだけに、時間や費用もかかることになるが、
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集合研修への参加や人事的なローテーションよ

りも、よりピンポイントで具体的な成果が得ら

れるかもしれないという期待が持てそうである。 

「昨年度、提案する IT 部門であれということ

で、ノルマを課した。目標は提案 20 件、そ

の内成約 3 件。実際は提案 27 件、この内

20 件成約できた。人事評価にもフィードバ

ックしている。若手に DFD についての外部

研修に行かせ、そのノウハウを部内で共有

化し、それで今の基幹システムについて

DFD でもう一度理解したり、再整理したり

している。来年からの内部統制に向けての

参考になるかもしれない」 

「コンサルタント会社の人をインストラクタ

ーにして、ユーザーからの要望の整理の仕

方、論点の整理の仕方、重点ポイントの探

し方、プレゼンテーションの方法といった

テーマで、企画力強化の教育を始めた」 

「マネージャーの代わりに担当者に代理プレ

ゼンテーションを行わせている。その結果、

会社の視点で考え、対策をとるように変わ

ってきた」 

「多数の SE の中から 6 人を選抜し、提案目標

を設定し、提案効果額を確保するよう義務

づけている。提案ができない人にはコンサ

ルタントをつけてサポートしている」 

「シックスシグマに全社的に取り組んでいる。

その効果はあると確信している。シックス

シグマを使いこなす、会社としての力量が

問題になる」 

「IT だけでなく、会社全体としてリーダーを

育成しなければならないということで、人

事部が、リーダー育成向けのコンサル会社

と契約し、研修を始めた」 

「仮説検証型の行動をするために、業務上の

問題点を具体的な事実で分析してみて、そ

の課題の大きさを認識し、その課題を解決

するためにどういうことをやっていけばい

いかということを検討する可視化活動をや

っている」 

「各部門となるべくコミュニケーションをと

り、何年先に何をしたいのかを IT 部門で集

約するようにした。新しい情報も必要なの

で、時間さえあれば外部のセミナーに行か

せるようにしている」 

2．1．4 企業情報の継承とシステム再構築 

（1） 再構築が必要な割合と完了した割合 

再構築はほぼ完了したという企業も何社かあ

るが、再構築中だとか、ほとんどのシステムに

ついて再構築が必要だと考えている企業も多く、

平均で後何パーセントというまとめ方は無意味

であろう。ここでは、再構築についての考え方

や、今後も再構築が必要と考える根拠を中心に

整理することにしよう。 

① 再構築とは何を指すか 

いわゆるホスト系を中心としたレガシーシス

テムをオープン系に置き換えるといった形で再

構築を捉えている企業がかなりある。構築して

から大分時間が経っていて、その間に相次ぐ改

訂がなされ、スパゲッティ化が進み、何がどう

なっているのかも分からなくなったこととか、

ホスト機の保守がいつまで続くのかに対する不

安とか、様々な理由から、再構築の必要性が高

まったことによるのであろう。反面この対極に

ある例として、今後もレガシーでということで、

再構築を考えていないという企業もある。 

「まだメインフレームで動いているので、再

構築が必要なものは半分以上ある。また、

グループ経営を考え、経理などは単社で作

ってきたものを手直ししなければいけな

い」 

「全体の約 5 割に必要性を感じている。ホス

トを主体とした基幹、業務系だが、最終的

にホストをどうするか検討中」 

「EA もできていないし、どれくらいスパゲッ

ティが絡んでいるか分からない。全体の 3
割から 4 割の再構築が必要かもしれない」 

「ホスト系は現在 4 割。保守が切れようが何

しようが、なんとか維持しているが、それ

も限界に近いので、今後再構築をどんどん

やっていこうと考えている」 

「一巡して、ほとんど残っていない。レガシ

ーで残っている（10％程度）のは、代理店

との請求システムだが、困っているわけで

はないし、レガシーでないと動かないかも

しれない」 

「完了した。汎用機はゼロ。今後再構築する

かどうかは、業務改革の結果で考える」 
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「現在のホスト系のシステムで使えないもの

はないが、10 年後を考えると再構築が必要

だろう」 

「基本的に再構築は考えていない。基幹系は

レガシーで、データベースも階層型を使っ

ているが、これを変更する考えはない。言

語も COBOL を使っている」 

一方、ホスト系だとかオープン系だとかとい

う議論とは別に、再構築は定期的に行うべきも

のだと考えている企業も少なくない。勿論、再

構築の中で、ホスト系のレガシーシステムの置

き換えも実施されていくのかもしれないが、仮

にそのような明確なテーマがなくても、再構築

は常に必要だと考えるのである。この理由の中

には、システムや業務のノウハウや仕様の継承

のためにといった、将来の再構築をスムーズに

遂行するための配慮も含まれているようだ。 

「システムはおよそ6～8年で更新してきてい

る。2000 年対応で 99 年にほとんどのアプ

リケーションを更新したために、多くが再

構築の時期を迎えている」 

「ライフサイクルが 6～8 年になったので、1/8
は再構築が必要。最近はハードウェアがそ

の位で壊れてしまう。性能が上がれば費用

対効果ということである程度再構築の理由

付けができたが、今は理屈なしに費用だけ

が出る」 

「人事関係サーバが 8 年くらい経って老朽化

し、ハードのリプレースをする時期になっ

たことをきっかけに再構築した」 

「ビジネス最前線のシステムは寿命が3～5年、

勘定系は 10～15 年。会計システムは 16 年

使用したので、再構築を実施した」 

「基本的には合併したときにシステム統合、

再構築を実施したので、完了している。長

期的には、経理システムを 2008 年まで使う

と 10 年になる。その時点で変えようと思っ

ても遅いので、そこを再構築すべきかの勉

強を始めたところ」 

「ほぼ 100％終わっている。ハードウェアの老

朽化のタイミングで、ソフトウェアも含め

て常にほぼ 100％の状態でいないといけな

い。メインフレーム、レガシーからオープ

ンなアーキテクチャ移していかなければと

いう意味では、3 割くらい残っている」 

「80～90％が再構築必要。20 年動かしている

システムがある」 

② 再構築を必要とする理由 

以下は、具体的なテーマにより、今後も再構

築を必要すると回答した企業の例である。グル

ープ会社や海外関連会社にまで再構築を展開し

ようとする場合が多い。 

「日・米・欧を結ぶ基幹業務システムの再構

築は完了している。後、日本だけでは片づ

かないために、人海戦術で処理しなければ

ならない部分が 10％ほどあり、そこを合理

化したい」 

「基幹系は進行中。できていないのは、人事

と海外の部分で 3 割くらい。ホストをなく

すという次のステップがあるので、それを

大前提に今取り組んでいる」 

「会計システムが再構築中で、20％位が終わ

っている。他にもライフサイクルがかなり

長くなっているものがある。グループ会社

が勝手にやっているところがあるので、グ

ループ型のためにやり直そうかと思ってい

る」 

（2） 再構築プロジェクトの概要 

現在進行中の、あるいは直近の再構築プロジ

ェクトの概要について聞いてみた。具体的な事

例集という意味で、以下にいくつかを例示する。

販売、物流系のシステムの再構築が多いという

印象がある。 

「ソフトウェアの開発だけでなく、コンピュ

ータセンターを移転したり、運用形態を統

合したり、リモートオペレーションを構築

したり、運用の標準化かをしたり、いろい

ろな要素が入っているので、100 億単位の大

規模プロジェクト」 

「生産、購買、物流、経理をまとめるプロジ

ェクト絡みで、受注センターを 1 カ所に集

約した。コンピュータを利用することで、

パートでもアルバイトでも注文を受けられ

るようにした」 

「物流系を中心とした、ホストで動いている

大きなシステムを再構築中である。完了す

ると、レガシーがなくなる」 
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「マイグレーションと、販売システムの再構

築。マイグレーションの方は会計や物流な

ど広い領域で規模も大きいが、これが動く

まではユーザーニーズには対応しない」 

「営業系のシステム統合。再構築の時の最大

の留意点は、業務改革をどのくらい織り込

めるか」 

「顧客接点から受注を登録し、納品するまで

のフルフィルメント、すなわち CRM からフ

ルフィルメントの部分のシステム化」 

「基幹系サーバの統合と、分社化した後のグ

ループコミュニケーション基盤の再構築」 

「基幹系全般へのERPパッケージの採用と業

務改革」 

（3） 再構築の理由、経緯、意思決定の順番、等 

基幹システムの再構築ともなると、投資規模

も大きくなるし、業務部門への影響も大変なも

のになる。それ故に、社内、特に経営者の間で

の合意形成や、予算獲得などに向けて、説得力

のある再構築の理由付けや、意思決定に向けて

の慎重な手順などが必要になる。ここでは、前 2
項と若干重なる部分もあるが、再構築の理由付

けと、意思決定の経緯等について、順に整理し

ておこうと思う。 

① 再構築の理由と経緯 

経営者やユーザー部門を説得するための再構

築の理由付けとしては、①現行システムの老朽

化による弊害の除去、②グローバル化やグルー

プ経営への対応、そして③顧客サービスの改善

等、業務改革の一環として、が代表的なもので

あった。以下、それぞれについてのコメントを

列挙する。 

② 現行システムの老朽化による弊害の除去 

「プチ改善をやってきたが、それも限界に来

ているということで、一言で言えば老朽化

対応。その際に、情報共有をしていけるよ

うにしようと経営には説明している」 

「導入後 15 年以上経過し、初期のシステムに

どんどん積み重ねてきたために、どう動い

ているのか分からなくなってきた。また、

当時とは会社の形も変わってきている。そ

ういう意味で、今のままだと組織変更や

M&A に耐えられず、安定稼働ができないと

いう言い方で説明している」 

「会計システムはジャングルのようになって

しまっていることと、内部統制に向けて、

見直しが迫られている」 

「原料購買システムは、複雑すぎて後回しに

なっており、かなりの老朽資産になってい

る。それをこれから置き換えていこうと思

っている。併せて BPR もやっていく」 

③ グローバル化やグループ経営への対応 

「分社化後のグループコミュニケーション基

盤の見直しの必要性と、IT 技術の変化、シ

ステムの寿命を総合して、再構築が必要と

判断した」 

「グループ連結会計への必要性から、決算の

早期化のため、内部統制の強化のためなど」 

「グループ経営、連結経営への対応」 

「経理システムは、決算早期化に対応するも

の。今後はグループ関連会社に展開を計画

している」 

④ 業務改革の一環として 

「ダウンサイジング以降、パッケージを使っ

たシステムを 5 年くらい使ってきたが、も

っとお客様にサービスをして競争力を高め

たいという面で、パッケージの限界が見え

た。我々独自のやり方があるので、自分た

ちで作ろうと覚悟し、勝負をかけた」 

「販売の環境の変化がとても激しく、新しい

サービスを作るためには商流（物流とお金

の流れ）を変えるとか、会社の統合も必要

になるが、そういった変化に迅速に対応し

ていくため」 

「個別最適の積み上げで複雑になったシステ

ムと業務を全面的に改革するためと、それ

に伴い企業文化を変革するため」 

⑤ 再構築に関する意思決定の経緯、順番、等 

再構築に向けての主たる理由付けは上述のよ

うなものであったが、では、その再構築の意思

決定の経緯はどのようなものであり、どのよう

な配慮をしたのかについて、以下にまとめてお

こう。経営の見直し作業の中から再構築の必要
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性が出て、トップダウンでという場合もあるが、

IT 部門主導でというものも少なくない。 

「中期経営計画の中に経営効率の向上や収益

力の強化があり、そのためのいくつかの委

員会が個別に動いていた。それぞれが考え

たことをシステム化しないと実現できない

し標準化もできないということで、トップ

ダウンで今回のプロジェクトが発足した」 

「ERP プロジェクトは、管理会計の検討が引

き金になった。別途検討していた人事労務、

資材をまとめてERPとして実施することに

なった」 

「30 年使ってきたホストシステムを捨てると

いう意思決定が先にあったから、それに対

応しての再構築」 

「大きなプロジェクトなので、構想段階、基

本計画ができて予算が確定する段階におい

て、経営者会議を開いて、経営者で決定し

ている」 

「プロジェクトは情報システム部門から立案。

経営から見て納得しやすい理屈を出して説

明する。1 つは合併対応」 

「SAP の導入は IT 部門が提案。グループ経営

の強化という経営戦略を捉え、システムを

変えないといけないと積極的に提案した。

今までできなかったことができるようにな

ったと、事業部長クラスからは評価されて

いる」 

 

（4） 再構築時に苦労した点 

基幹システムの再構築ということで、担当者

の苦労も並大抵のものではないことは容易に推

測できるが、具体的にはどのようなものだろう

か。苦労の源泉は、大別すると、①対経営者、

②対ユーザー部門、③対情報子会社、対ベンダ

ー、そして④再構築プロジェクト管理それ自体、

の４タイプがあるようだ。以下、それぞれにつ

いてまとめてみよう。 

① 対経営者：投資対効果を如何に納得させるかが

ポイントか。 

「経営者は中身には触らないで入れ物だけ替

えればいいという考えだが、それでは動か

ない。経営には、稼働時間を伸ばす再構築

ということで納得してもらった」 

「パッケージを入れてコストダウンをと言っ

てきたのに、今度はなぜ独自開発かという

点を、経営者には CIO が説明しなければな

らなかった」 

「販売事業部門はとにかくやらないとダメだ

と認識しているが、経営は投資を本当に回

収できるものなのかどうかが重要で、かな

り議論があった」 

② 対ユーザー部門：全体最適の必要性を如何に納

得させるかがポイントか。 

「ユーザー部門の理解と協力が得られないと

いう点で苦労した。例えば、生産は主体的

に動いてくれたが、物流はお任せといった

態度。両者では、稼働した後の対応状況や

スタンスが全然違う。混乱の度合いも後者

の方が大変だった。それと、仕様の凍結が

タイムリーにできなかった」 

「物流システムの再構築の時、物流部長の力

が強く、ベストな業務改革が盛り込めなか

った。稼働直前にその物流部がなくなり、

システムオーナーがいなくなった。物流部

の中にあった業務ノウハウがどこにも残っ

ていない。今後のメンテナンスが心配」 

「アプリケーション面では、ユーザーが業務

を知らなくなってきている上に、現状維持

の発想が強く、BPR が困難である。経営と

してはBPRで業務フローをもっと簡素化し

たいのに」 

「グループ意識が各社の間に十分浸透してい

なかったために、いきなりグループだ、連

結だといっても機能せず、説得に苦労した。

社長の明確な意思表示の下、役員レベルが

行った」 

③ 対情報子会社、対ベンダー：情報子会社の育成

策がポイントか。 

「システム仕様に関するドキュメントが残っ

ていなかったことと、情報子会社に新しい

技術に挑戦させたこと。本来ならば情報子

会社が新技術を提案すべきなのに、確立し

た技術を使いたがった」 
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「ERP パッケージの利用は、本社、情報子会

社共に初めての経験で、そのために外部コ

ンサルタントを導入したのも初めてだっ

た」 

④ 再構築プロジェクト管理：仕様や知識、ノウハウ

の継承策と、IT 部門のリソースの確保がポイントか。 

「業務ノウハウやシステム仕様の詳細知識を

知る人が少なくなってきていて、この部分

を消しても本当にいいのかな、業務をやめ

るけれど、それに対応するシステムを消し

ても、他の所に支障はないかなというよう

なことが分かっている人間の継承。逆に言

うと、そういう人がいる間に再構築をする

必要がある」 

「ドキュメントの問題。メンテナンスがきっ

ちりされていなかったことや、20 年前のシ

ステムについては、ソースが変わっている

のに、ドキュメントは紙しか残っていなか

ったり、場合によっては紙すら残っていな

かった」 

「作って動き出すとみんな中身が分からなく

なってしまう。再構築しようという話にな

ったとき、以前は仕事の話が分かる人が集

まってスムーズに決められたが、今は要件

をなかなか決められない。また、長期のプ

ロジェクトでは、特に物流関係は世の中の

動きが激しく、既存のものがどんどん変わ

ってしまう」 

「再構築そのものが何年もかかるが、その間

に短期の問題もどんどん発生する。IT 部門

の体力を判断しながら優先順位をつけなけ

ればいけない。お金よりも人的リソースに

限りがある。人を育て、組織も成長させ、

構造改革を進め、なおかつ短期の厳しい要

求をこなしながら、最後に何でそんなにお

金を使うのかという話をうまく切り抜ける

こと」 

（5） 再構築は予定通り完了したか 

再構築プロジェクトは規模が大きいために、

それだけ事前の計画に時間をしっかりかけた為

か、リソースが十分に確保できた為か、工期も

予算も予定通りという企業が意外に多かった。

しかし、予定通りだからといって、必ずしも問

題がないわけではなさそうで、以下のように、

完了後に反省点が出るケースがあった。 

「予算は予定以内だが、見積もりがよかった

かどうかは別」 

「本社単体としてはうまくいった。レスポン

スが思ったより悪く、情報系の処理が決算

時にはできない」 

「予定通り完了したが、後でトラブルがたく

さん出た」 

また、予算が予定通りという場合でも、大規

模プロジェクトの場合、当初予算ではなく、補

正予算に対してという場合もある。 

「当初計画費用については必ずしも予定通り

とは言えない。修正予算に関しては予定通

り」 

「最初の予定から見れば、工期も金額も増え

たが、もともとかなりアバウトな予定なので。

ある程度きっちり固めた段階からはほとん

どずれていない」 

予定が狂ったケースについて、その理由を聞

くと、次のような回答があった。長期に及ぶ大

規模プロジェクトでは、途中で色々な攪乱要素

が生じるから、そうしたケースも事前に想定し

ておくことが必要かもしれない。中には、将来

への肥やしとして、工期も予算もオーバーする

可能性の高い道を敢えて選んだケースもある。 

「新技術に挑戦した結果、工期は延び、赤字

プロジェクトとなったが、次に生きるはず」 

「工期は大幅に遅れたし、費用も相当オーバ

ーしたが、要望は全部取り込めた。プロジ

ェクトの期間中に物流の大幅な見直しが入

るなどがあったが、長期的なプロジェクト

ではそういうことも起こる」 

「工期が 1.5 倍、コストは 30％増に。アメリ

カで開発したが、カットオーバー直前に

9.11 事件が起こり、ほとんど半年はスピー

ドが戻らず、ダメージを受けた」 

「今のところ予定通り。費用は当初の目論見

よりプラスに。36 協定により、社員が残業

できないところが厳しい」 

「健康＞品質＞コスト＞工期、の順に重視し

た。工期は△であったが、残りは○であっ

た」 
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「ERP プロジェクトの途中で企業合併があり、

その分 5 割ほど超過。事前にユーザー教育

の時間が十分取れなかったが、強引に進め

てしまった。導入後大変な部分があり、業

務の混乱も見られたが、事後の手直しのコ

ストと、事前の検討のコストを比較すると、

大差はなかったのではと思っている」 

「予定通りいけると思う。ただ、標準原価系

に変わっていくが、ユーザー部門はこれま

で通り実際原価系のアウトプットも欲しい

と行っている。それへの対応を別途しよう

と思っている」 

一方、予定通りに進めるために、それなりに

工夫をしたケースもある。 

「入出力などのユーザーインターフェースの

ところを、旧システムの該当部分を活用する

などしたため、ユーザーからの苦情や問題は

少なく、予定通りに完了した」 

最後に、どの時点で完了というかが今後は難

しくなるという意見もある。業務改革に関わる

プロジェクトの場合、完了したらすぐに効果が

出るというわけにはいかないからである。 

「ほぼ予定通り。しかし、業務改革を第一に

考えたシステムだったので、サービスインがス

タートで、効果が出るまでにやらなくてはなら

ないことが多い」 

（6） 今後再構築において必要だと考える点 

今後に向けてのアドバイスは、今回の再構築

プロジェクトでの苦労や反省の裏返しという部

分があり、これまでの各項でのコメントと重複

する部分があるが、今後に向けての大事なガイ

ドラインともなる。従って、いくつかのタイプ

に分けて、生の声を収録しておきたい。 

① IT 部門のリーダーシップとトップの関与が大事 

「一番大きいのはリーダーシップ。個人の強

い思いがなければ絶対できない。それと、

経営環境や事業環境を見ながら、経営者と

同じ意識で考えること。最後に後継者の育

成」 

「リーダーシップをきちんと保つこと。今回

の再構築でも、最終的には CIO が出て行っ

て、言うことを聞けと言わなければならな

かった」 

「経営の意志、あるいは事業部門のトップの

意志が明確であり、ぐらつかないことが大

事。それさえあれば、何があっても最後は

大丈夫」 

② 上流工程に時間をかけること 

「構想段階において課題の認識と業務要件の

洗い出しに非常に大きな時間を割くことが

重要。それと、最終的な効果を出すところ

にも責任を持ってもらうため、プロセスオ

ーナーを決めること」 

「大きいプロジェクトでは、基本設計をやっ

てから、本当にどの程度の規模になるかと

か、工期をどのくらいにするかを判断した

方がよい。」 

「上流工程、設計段階をきっちりしたものに

しておけば、プログラミングはオフショア

に出しても十分に対応できるようになって

きた」 

「計画期間をもう少し長くとって、我々で掘

り下げた検討をすべきだった。ベンダーの

話を鵜呑みにしていたが、想定違いの事象

が多数発生した」 

「プロジェクトマネジメントをどうやってい

くかということに尽きる。仕様をきちんと

固めるという努力をした上で、全体像を見

て、それを分かった上でフェーズを分ける

ようにする」 

③ ドキュメント化をしっかり 

「ドキュメント化。開発途中でどんどん変わ

っていくが、それがドキュメントにうまく

反映されていない。それと、業務に精通し

た人を再構築までに多く育てること」 

「ノウハウをドキュメント化し、属人化を避

けることと、機能の定義に際しても、理由

を明記するようにし、ノウハウを保存する」 

「業務要件決定体制を重視することと、業務

ノウハウが属人化しないよう、ユーザー部

門の体制にも注意する」 

④ 事業部門をしっかり巻き込むこと 
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「業務部門の関わり度合い。ビジネス側の体

制なり位置づけが明確になっていない場合

は大抵失敗する」 

「事業部門と IT部門が一緒になって進めてい

くことが望ましい。コストを考えると、ほ

どほどにしろと言いたいが、そうすると、

良い仕組みができたという満足感がお互い

になくなって、妥協の産物になる。事業部

門の人間が、最低ここだけは直してくれ、

というようにしてくれるとありがたい」 

⑤ その他 

「30 年おいてしまうと再構築も大変になるか

ら、10 年周期くらいで変えていく方がよい

のでは。5 年で償却し、その後の 5 年はバー

ジョンアップで凌ぐという感じで」 

「会計とか業務は特に、期の切れ目にスター

トする場合が多いので、スケジュールに対

する配慮が必要」 

「ベンダーの選定と、要件定義とのタイミン

グの取り方をもう少しうまくやれば、こん

な筈ではということが起こりにくかったの

では。それと、人事なら人事、会計なら会

計と、順にやった方がよかった」 

「本社／情報子会社／コンサルタントの役割

分担と責任権限の明確化、指揮命令系統を

事前に決めておくこと」 

2．2．5 アーキテクチャ意識したシステム構築 

（1） エンタープライズ・アーキテクチャ（EA）に対する

考え方 

EA（エンタープライズ・アーキテクチャー）

とは、簡単に言えば、経営環境の変化に速やか

に対応できるように、システムの構築や運用な

どの IT環境を体系的に整備しておこうという考

え方である。従って、前項までで見てきたシス

テム再構築とは密接な関係を持つものである。 

インタビューの結果から見ると、我が国の先

進的な企業においても、EA に真っ正面から取り

組んでいるという企業は意外に少ないようだ。

勉強中という企業が何社かあった。また、関心

はあるがとか、言葉としては理解しているがと

いった前置きの後、しかし積極的に取り入れて

いないという企業が多かった。 

一つの理由としては、 

「再構築開始時点では EA などのコンセプト

はなかった」 

「EA コンセプトが叫ばれ始めた頃には既に

開発は完了していたので、特に意識したこ

とはない」 

というように、今回の再構築に際しては意識

して取り組まなかったが、次の機会にはという

ニュアンスは感じられる。 

また、EA という言葉を使っていたわけではな

いが、似たようなことは既に実現しているとい

うコメントは多数あった。やはり我が国での IT
活用の先進企業ならではであろうか。 

「EA というのはものすごくオーソドックス

な考え方なので、気の利いたＳＥだったら

昔からやっている。しかしきちんとした階

層で物事を考えていく全体最適の整理の仕

方としてはすごくよくできている」 

「EA コンセプトが叫ばれ始めた頃には既に

開発は完了していたので、特に意識したこ

とはないが、このレベルは自らが実施済み

である」 

「EA については、大見得切って採用すること

はしていないが、結果として似たようなこ

とは実施している」 
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「再構築時に意識的にはやっていないが、結

果的に EA が実現していると思われる」 

「EA は使っていないが、類似の考え方は採用

済みである」 

「当社の IT 化の憲法がトップにある。それを

元に、ISO9001 のガイドラインやマニュア

ルに沿って、自分たちのエリアの詳細なガ

イドラインを作っている」 

また、今回の再構築とは別に、以下の事例が

示すように、将来に向けて本格的に EA に取り

組みつつある企業もある。実態としては、我が

国でも EA は着実に定着しつつあるのかもしれ

ない。 

「現在 EA に取り組んでいる。その契機は、

企業統合に伴うシステム統合が完了したと

きに、それまで担当していた IT ベンダー側

の責任者から、これまでは、とにかくシス

テム統合が先決だったので黙って全力投球

してきたが、余りにもサイロ化しスパゲッ

ティ状態になっていてひどすぎるので、EA
でシンプルなアーキテクチャ上で再構築す

る必要があると指摘されたこと。完成させ

るには 10 年かかるが、都市計画のつもりで

少しずつと考えている。先ずはデータ構造

の整理から始めた」 

「EA はものすごく意識している。やはり継ぎ

接ぎだらけで、バラバラになっていて、セ

キュリティや今後のシステム開発をやって

いくための可視性も含めると、EA を作って

おかなければまずい」 

「経営戦略をシステム化しようとしたときに、

バランスドスコアカードの考え方を取り入

れて検討した。そして、システム構築のた

めのガイドラインも作ろうとしている。EA
の第 4 層の、システム構築ガイドラインを

それぞれで設けている」 

（2） 業務をシステム化する際の整理方法 

必要を感じているが、特に体系的には整理し

ていないという企業もあるが、意識的に心がけ

ているという企業もかなりの数に上っている。

大別すると、①EA を意識しながら、②データモ

デルの整理から、③ビジネスプロセスの整理か

ら、そして④パッケージから、といったものが

目立っていた。以下、それぞれについて、事例

を紹介する。 

① EA、あるいは類似の方法で 

「EA というほどのものではないが、全社のシ

ステムのサプライチェーンに関わるものは

こういう考え方で作るというものがある。

これに基づいて、今再構築を進めている」 

「情報アーキテクチャある。ハードウェア採

用など、グループでの基本的なポリシーは

ある」 

「ガイドラインに従って色々なレビューをし

ている。完了後の稼働評価なども全部ルー

ル化している」 

「99 年以降、全社システムとして標準化、統

一化されており、事業部毎のシステムは構

築していない」 

「EA は特に意識していないが、部分的には採

用している」 

② データモデルから 

「データ構造の整理から始めた。どういう種

類のデータがあるかを、エンティティーリ

レーションシップ構造分析によりデータ構

造図を作成し、この中の今どの部分に関係

するかを意識して判断している」 

「データモデルという形で、ビジネスの骨格

を捉えましょうということをやっている」 

「メンバーの頭にあるのは、プロセスよりデ

ータ。必要最低限のデータだけ用意し、そ

こだけきっちりしておけばよい」 

「バラバラだったものを、データベースを含

めて一つに統一しようと思っている」 

③ ビジネスプロセスから 

「まずはビジネスプロセスを明確にする。次

にどうアプローチするかを考える。まずイ

ンフラとしての土地を均して、その上に新

館を建てたり別館を建てるというように事

業を展開していく。そのためにはインフラ

は強固で安全なものにしていく。このよう

な考えの場合、ERP は向かない」 

「EA第4層のシステム構築ガイドラインに沿

って、システム構築していく。やはり社内
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の抵抗勢力が難しい。粘り強く定着させよ

うとしている」 

「業務フローをできるだけきっちり書いてい

る。機能展開図のようなものは、当然ベー

スとしてやらなければいけない」 

④ パッケージから 

「全社的な会計・人事路エムについては SAP
を導入した。各事業会社にも SAP にして欲

しいと伝えた。プロセス系は馴染みやすい

が、ディスクリートなものはなかなか進ま

ない」 

「全体の会社機能をどういうようなパッケー

ジの使い分けによって実現していこうかと

いうアイデアをベースにもちながら取り組

んでいる。あくまでシステム再度のパッケ

ージの使い分けという意味で」 

「SOA はあまり意識していない。欧米の主要

な関連会社にはみんな SAP が入っているが、

国内が一番遅れている。内部統制に主眼をお

いているので、アメリカの主要な販売子会社

のＳＡＰで、まず内部統制の要件を固め、パ

イロットをやってから導入予定」 

最後に、現実問題として、次のような担当者

の声もあったことを紹介する。 

「プロジェクトを始める前にはかなり意識す

るが、途中で完成させることに意識がいって

しまう。ドキュメントの深度も担当者によっ

てまちまち。その辺の標準化をしたい」 

（3） アプリケーションはどう構想しているか 

アプリケーションシステムの開発に際しては、

多くの企業が、できる限り標準化や共通化を進

めようと努力している様子が感じられた。業務

アプリケーションのタイプにもよるが、特に会

計や人事・労務関係のアプリケーションについ

ては、共通化が当然というようになりつつある。

また、事業部門やグループ会社の固有システム

についても、できる限り標準化や共通化を進め

ようという意欲が感じられる。 

これまでは比較的自由に開発が進められてき

た、一事業部門やグループ会社の固有のアプリ

ケーションの開発についても、最近は全体最適

の観点から、何らかの形で標準化や共通化とい

った形で規制しつつある。これは、IT ガバナン

スの強化とも軌を一にしているように思われる。 

「一定規模以上のシステムはグループ間の共

用を意識して設計している。EA 図は下部か

ら上へと実施している。つまり、環境基盤

などをまず統一している」 

「グループ全体の、ある規模以上の案件は全

て、私の所で目を通し、兼用や共同開発が

できないかをチェックする体制を作ろうと

している」 

「部分と全体の話を聞きながら、どこでバラ

ンスをとるか、全体の整合性を絶対に見失

わないようにするよう努力している。経営

戦略、中期経営計画が出るので、それに基

づいて IT部門としては具体的にどう消化し

ていくかの戦略を考える」 

「全体最適という考え方で構築している。各

部門のニーズや ITに対する投資は勝手には

できない。最終的には、IT ガバナンスを言

葉だけでなく、形作っていきたい」 

「個別はダメということと、共通化できるも

の、業務機能が似ているものは、共通シス

テムにしてしまう」 

「個別最適にはなっていたが、今後は全体を

見て進めなければならない。そのためには、

システム管理において憲法を明文化し、い

ろいろな仕組みを活用しながらやっていこ

うと考えている」 

「アプリケーションポートフォリオ、すなわ

ち、アプリケーションのサブシステムをど

のような考えで、どのように発注するかと

いう基本的な考え方を決めている。それに

合わせて、サブシステムの役割をトップダ

ウンで規定している」 

「今後の再構築時期に合わせて、関係会社の

アプリケーションもできるだけ統合し、コス

トを意識して、グループ会社間の調整業務を

していく」 

しかし、その方針をどこまで徹底するかは、

それぞれの企業によって異なり、なかなか思う

ように理想的な形で進められないという事情も

あるようだ。 
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「共通化できるのは、人事と経理。サプライ

チェーンもやろうとしているが、グループ

共通、全体最適といっても、事業の特性が

あるので難しい」 

「システムの重複は存在するが、当社はまだ

開発量が多く、多くのベンダーに開発を任

せているので、統一は難しい。ベンダー間

の部品のやりとりは実施したい。SOA も良

い手法とは思うが、作って変えていく方が

早い。事業部毎の独立性、機動性を重視し

た運営になっている」 

「共通化して活用できるものはモジュール化

を実施して活用してきたが、SOA などにす

るのは大変だと感じる。開発測度を追求す

るのならば、個別にシステム化するのが一

番」 

「当業界特有の事情で、業務アプリケーショ

ンは、会計など以外は共通化していない。

しかし、グループ共通化すれば共通化によ

る投資対効果の改善が期待され、人材も共

通化できるということで、今回の業務改革

となっている」 

一方、経理関係や人事・労務分野に関しては、

グループ会社も含めて共通化するということが

当たり前になりつつあるようだ。 

「シェアードセンターのような会社を立ち上

げ、会計と給与の事務処理を全部やるよう

にした。グループ会計ということで、完全

に統合し、重複を排除した」 

「人事、決算、調達などの共通の業務につい

ては、グループ会社も含めてシステムを統

一している」 

「本体の人事、給与のシステムを今後グルー

プ会社に広げることを検討している。グル

ープ会社からシステム化のアドバイスを求

められることも多い」 

「一般的な事務業務は共通化できる」 

（4） データベースの整理法 

データベースの一元化は、徹底的に進めてい

る会社もあるが、今後の課題として手つかずの

ままという会社も少なくない。最初に、努力し

て推進している企業の例を示そう。キーワード

は、1 fact is 1 place である。 

「1 fact is 1 place  というかけ声を元にデー

タをとりまとめていて、マスターを全部一

元化できた。無理矢理一元化した。基幹系

の骨組みなので、新たに追加するシステム

は、マスターとの整合性と連携が取れるか

だけを考慮すればよい」 

「会社のシステムの基本になるのはマスター

だと思っているので、統一マスターを作る

というのは、比較的早い時期からやってき

ている。1 fact is 1 place にしようとしてい

る」 

「基幹系は再構築時に 1 本にした。基本的に

はデータは 1 カ所でしか持たないようにし

ている」 

「物理的なデータベースの分散化はあっても、

論理的なデータベースは絶対に一元管理で

行く。データを勝手にコピーしてあちこち

で持つということは認めない」 

「連携の ER、ネーミングの統一など、データ

ベースは必ずやってきている。論理データ

ベースなどクラシックなところは、SE は身

につけていて、対応している」 

「崩れないデータベースがあり、そこにデー

タを流し込むアプリケーション群があり、そ

れを活用するアプリケーション群がある。環

境がどうなっても、データベースの所は変わ

らない。アプリケーションだけいじればよい。

そういうところに持っていきたい」 

一方、データベースの一元化には負の効果も

あり、どこまで徹底すべきか迷っているという

企業もある。 

「システム化ビジョンの中で、データベース

の統一が必要な場合もあるだろうし、逆に

やらない方がいい場合もあるだろう。統合

か分散かの見極めが重要」 

「昔から言われているが、データモデルを正

規化するための ER 図の作成とか、そうい

った開発手法をとり、その上でデータベー

スを作成していく。しかし、逆に使いにく

くなるので、ある程度ルールを崩し、ユー

ザー側に立ったデータベースの設計をした

方がシステムとしては良いのではと思う」 

「統合データベースがやはり一番大事だ。そ

こがきちっとできているかどうかでアプリ

ケーションの柔軟性が全然違ってくる。コー
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ドの標準化は今苦しんでいる。考え方やくく

り方、コードの概念が固定化されていくのが

困る」 

DOA（データ中心アプローチ）、あるいは OOA
（オブジェクト指向アプローチ）についての言

及も多くの企業でなされていた。しかしどこま

で実現しているかというと、まだこれからとい

う企業が多いようだ。 

「再構築時の基本的な考え方として、システ

ムの設計自体がデータオリエンティッド

（DOA）」 

「イメージは DOA であるが、旧システムもの

こっているから徹底し切れていない。」 

「データベースの設計については、以前コン

サルを受けて DOA の手法を一部取り入れて

いる」 

「販売物流システムの開発の時の基本的な考

え方として、システムの設計自体が DOA で

あった」 

「DOA 的な発想は、データベースがまだバラ

バラなので、残念ながらこれから」 

「DOA などは多分取り組んでいると思う。デ

ータの正規化を行えば、処理時間は３割減

ると考えられる」 

「あまり議論もしていないし、体系化できて

いない。今後課題になるかもしれない。DOA
は、IT 部門の開発部隊に技術はあるが、会社

全体のデータ標準化、構造化は弱い。個人情

報保護の時に一部導入したが、全体に広げら

れなかった」 

しかし、まだデータベースのところまで手が

回らないという企業も結構あるようだ。先ずは

コード体系の整理からという企業が多かった。 

「データの所だけは基準がない。データアー

キテクチャーの前に EA をやっているような

もの」 

「コード体系にしても、現状は部門間で違う。

これからは独自性にこだわらなくてよいも

のは、標準化しようと思っている。コード

体系はこだわったらダメ」 

「コードという概念で統合しようとしている。

企業グループとして、会計の連結に伴って、

まず損益がどうなっているのかということ

と、どの事業アイテムが問題かについての

管理ができるような統一を図りたい」 

「あまりデータベースの統合や標準化はされ

ていない。されているのは、品名、コード

体系だけである」 

（5） インフラに関する IT 部門の権限 

情報システムのセキュリティや安定稼働につ

いて、経営トップが高い関心を示すようになっ

たことや、いわゆる日本版 SOX（サーベンス・

オクスレー)法への対応が話題になっているこ

となどから、インフラ(ハードウェア、ソフトウ

ェア、ネットワークなど)の管理が重要視されつ

つある。従って、インフラに関しては、本社 IT
部門が、全面的に権限と責任を有するようにな

りつつあるようだ。 

「情報アーキテクチャ下に細かく決めている。

システム開発基準、セキュリティー基準な

どがあり、グループ全体がそれに則って管

理する。パソコンの資産管理は標準化して

いる。情報漏洩につながる行動は検知でき

る」 

「インフラの標準化も ISO で決めた界の中で

やってきた。インフラは IT 部門に全責任が

ある」 

「グループ共通基盤についての責任と権限を

持つ。資産管理面では、パソコンのスキャ

ン情報を含めてほぼ一元管理」 

「本社 IT 部門が会社全体のシステム予算を、

中期、年度、半期という形で権限を持って

いる。ハードウェアは全部できていないが、

ソフトウェアの資産管理は動き出している。

ID を渡した人がどの程度使っているかもモ

ニタリングでき、使われていないものは捨

てる。そうすると、アプリケーションオー

ナーも予算審議が来たときに厳しくなる」 

「ハードウェア、ソフトウェアの選択決定権

は IT 部門が持っている。レンタル PC を準

備してあり、ユーザーから購入の要望が出

るとそれを貸し出す方式。基幹システムの

リソース管理も IT 部門の責任である。コス

ト配布はパソコンの台数比率で配分する」 

「5000 万以上の案件は必ず IT 部門が審査す

る。ネットワークに関しては、グループ全体

のものまで分かっている。クライアント PC
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は、ソフトウェアのバージョンも含め、国内

についてはほぼ押さえている」 

特にパソコンに関しては、情報漏洩の防止な

ど、個人情報保護法への対策もあり、実に徹底

的な管理がなされつつあることが明らかになっ

た。何かあった場合には、しっかりトレースで

きる仕組みが整備されているようだ。 

「IT 部門が 100％の権限を持っている。クラ

イアント PC に関しても集中管理。何かあれ

ばトレースできるようにしている」 

「責任と権限は 100％持っている。パソコンに

関しては以前はゆるい基準だったが、3 年く

らい前から、全社一括購入とし、半期に 1
回機種を決めている」 

「基本的には、IT 部門が全ての責任と権限を

持っている。基本的な技術標準は決めてい

る。パソコンに関しても、何が入っている

か見られる仕組み作りをしている。常時監

視はしていないが、何かあったらトレース

できる。工場のプロセスコンピュータは管

理が難しいが、何かあったら IT 部門の責任

になったので、最近、ハードウェア、LAN、

ネットワークを含め、どんなソフトウェア

が入っているのか棚卸しをしている」 

「予算権限は本社の経営企画室にあるが、中

身については IT 部門で。パソコンはアウト

ソーシング先からのサービスとして利用し

ている。大部分は標準化されているが、一

部以前から買って持っている事業部門や海

外部門は必ずしも標準化されていない。IT
ガバナンスは、ここのところかなり弱って

きているので、最近集権化を図り、強化し

つつある」 

しかし、以前からそれぞれの部門が独自に導

入していたパソコンやサーバに関しては、必ず

しも十分にコントロールできていないという企

業もある。最近、シンクライアントが話題にな

るが、現状では高すぎて採用が困難という意見

がいくつかあった。 

「グループ内の 2 万台以上のパソコンの 9 割

は標準のものが使われている。一部認定パ

ソコンも認めている。製造装置に組み込ま

れたものとか。部門サーバの標準化は難し

い。シンクライアントがもっと安くなると

考え方は違ってくる」 

「100％ではないが、本部が対象としているも

のについては責任と権限を持っている。OA
系のパソコンなどの管理は、セキュリティ

などの関係で問題になるが、今は中央集権

的に厳しく管理している。今後はデバイス

のコントロールが課題。シンクライアント

系は色々と検討しているが、コスト的に厳

しい」 

参考までに次のようなコメントもあったこと

を記しておきたい。 

「ガイドラインに沿って投資の所は抑えてい

る。しかしあまりタイトに言うと、システ

ム構築のスピードが落ちることもあり、そ

の辺は個別に判断している。システム資産

は各部で必要なものを管理している。IT ガ

バナンス室では、社内システムが何台あっ

て、それらはどういう OS を使っているのか、

いつ更改時期が来るのかなどをデータベー

ス化している」 
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2．2 情報子会社のインタビューから見る課題 

2．2．1 はじめに 

本調査のアンケートの中で、本体の IT 部門も

さることながら、情報子会社の課題も、明らか

になっている。アンケートは、どちらかと言え

ば親会社の立場で回答されることが多い。した

がってこの「問題」を情報子会社がどう考え、

どう対処しようとしているのかを明らかにする

ために、昨年から情報子会社へのインタビュー

も実施することにした。 

04 年度のインタビューでは、情報子会社の経

営理念、経営形態、情報子会社の役割という基

本的な質問に加え、重点テーマの人材育成、プ

ロジェクトマネジメントの状況についてインタ

ビューを実施した。、05 年度もいくつかの基本的

な点をインタビューのテーマにしているが、こ

れに加えて、重点テーマである「企画提案力の

強化」「システム再構築」「アーキテクチャを意

識した情報システム」についてもインタビュー

を実施している。 

インタビューできた企業数は 20 社と、数とし

て必ずしも多くはない。それでもこのインタビ

ューを通して、情報子会社の現状を明らかにす

ることができたと考える。 

以下で、テーマに従ってインタビューでお聞

きした内容をまとめ、その後で情報子会社の現

状を考察し、最後に課題を整理する。 

2．2．2 情報子会社の概要 

まず、今回インタビューに応じてくれた 20 社

の概要について述べる。 

（1） 資本構成 

親会社からの出資が 100％という会社が 3/4、
80：20 という会社が 1 割、その他、71 対 29、
50.1 対 49.9、さらに 49 対 51 という会社があっ

た。49 対 51 という比率は、IT ベンダーが資本

構成上過半数を占めていることを意味する。 

（2） 売上の構成 

① 現在の売上の構成 

親会社、グループ会社、および外販のそれぞ

れの比率の最も高い会社、最も低い会社、、単純

平均、および中間値を、図表 2-2-1 に示す。ある

会社は「親会社の比率は 10％」と答えたが、こ

の会社は資本構成が最も大きい会社を親会社と

定義しており、実質的な親会社（仕事が多い会

社）はグループ会社として扱われていたので、

下表の計算に当たってこの関係を補正した。 

外販の比率が 50％を超えている会社が 2 社（1
社は 85％、もう 1 社は 51％）、逆に外販比率 0
という会社が 2 社あった。 

外販比率 85％という会社は、売上げは 30,000
百万円を超え、社員も単独で 600 人という規模

になっている。元はある会社の情報システム部

門だったけれど、今は情報子会社という範疇を

超え、既に立派な IT 業界の独立企業に成長して

いるといえる。 

② 業務領域 

親会社との関係では、「開発から運用（ネット

ワークの運用を含む）まで」のケースが 13 社、

「企画を含む（つまり「企画から運用（ネット

ワークの運用を含む）まで」）」会社が 7 社であ

った。 

ただし「企画を含む」としている会社には、

「『企画』の前に『戦略』を置くべき」という指

摘が 1 社からあり、「企画は一部について実施」

と断るところもあった。しかし親会社との関係

で、情報子会社の業務が「開発から運用まで」

から「企画を含む」方向に動いていることが見

て取れる。 

図表 2-2-1 情報子会社 売上げ構成（％） 

 親会社 グループ 外部 

最大 93.8％ 40％ 85％ 

最小 10％ 2％ 0％ 

単純平均 66.8％  15.9％  17.3％ 

中間値 75％ 10％ 9.3％ 
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外販の場合、「開発と保守」と「開発だけ」とい

うケースが多い。しかし 1 社が「運用」も含め

ており、さらにもう 2 社は「企画から運用まで」

をあげている。 

③ 今後の方向性 

「外販」を増やしたいという会社が 6 社、現

状維持が 10 社、グループの割合を増やしたいと

いうところが 2 社と、ここは大きく分かれてい

る。 

「外販」を増やしたいという企業には、現在

外販比率が低い（10％以下）企業が 4 社ある。

企業として独立している以上、外販活動を積極

的に展開して存在感を高めたいとする気持ちが

強いことは良く理解できる。その一方で、既に

外販比率 51％という企業がさらに外販を増やし

たいと言っていることにも注目したい。 

（3） 従業員の構成 

社員数については、最も多いところは 5,900
人、最も少ないところは 79 人、平均は 987 人、

中間値は 471 人である。最大規模の会社の従業

員数は、最小規模のところの約 75 倍である。 

出向者の比率が 100％という会社が 2社、95％
という会社が 1 社あった。その一方で 10％未満

という会社が 7 社あった。 

逆に、プロパー社員の比率が 0 という会社が 3
社、10％が 1 社あった。 

しかしその 4 社を除くと、少ない会社でもプ

ロパー社員の比率は 59％であり、最も高い会社

は 96％である。転籍者がいる企業が 5 社あり、

その比率は 90％という飛び抜けた比率がある他

は 10％以下である。転籍者の比率が少ないケー

スでは、出向者が定年で親会社を退職してその

まま出向先で勤務を継続している場合が多い。 

1 社については、当初の出向者は既に全員転籍

しており、今は転籍者とプロパーの差はないと

回答している。 

（4） 現在の最重要課題 

一口に情報子会社といってもその現実には大

きな違いがある。特に「現在の最重要課題」か

らは、その会社が置かれている状況が見事に浮

き彫りにされている。 

「子会社として、ホストをなくすこと」 

というのはたいへん具体的で、分かりやすい。

運用コストの低減を強く求められるケースでは、

これはやはり真剣に取り組まなければならない

問題である。あるいは、2007 年問題への対応も

含まれているかも知れない。 

さらに情報子会社として、 

「実効性のあるプロジェクト管理，リスク管

理のあり方」 

「プロジェクトマネジメント力を高め、問題プロ

ジェクトを一掃する」 

「リスクマネジメント（事業継続）を重要課

題として挙げている」」 

などが重要なテーマであり、 

「ISO9000 を実践して品質を上げたい」 

とする会社もある。もう一歩進むと、 

「親会社と当社の間の仕事のやり方・進め方、

当社と協力会社との間の仕事の進め方など

について、今存在している問題を解決する

ことが一番重要」 

がテーマとして上がってくる。さらに、より

具体的に 

「親会社の基幹システムの構築・保守・運用

の要求レベルに答えうるリソース／スキル

の確保と戦略的提案の検討」 
「親会社をふくむグループの CIO 補佐や戦略パ

ートナーとして、新たに打ち出されたグループ

中期経営戦略に則ったシステム提案・構築を

進める」 

「当面は国内中心のビジネスだが、将来的に

見ると海外の動きが活発化することも考えら

れる。その場合は対応が求められる」 

などというレベルの高いものもある。そして

これらを包含した 

「組織文化の変革。具体的には受身の姿勢、

縦割り意識、やらされ感を抜本的に変える

ことが最大の課題」 
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という問題に、解決を迫られてくる。「文化の

問題」は企業の基本に関わる問題であり、たい

へん重要で、同時にたいへんに難しい問題でも

ある。 

一方外販などに目を向けると、 

「外販拡大が情報子会社の経営課題」 

「一般市場案件は、得意技をベースに重点特

化して取り組む」 

「外販強化のためオープン系設計・開発技術

力の強化」 
「新しい事業の柱を作る。具体的には企画構

想から始めて、現在やっている開発から運

用までを一貫した請負につなげていきた

い」 

あるいは 

「グループ会社事業への情報機能貢献をどう

していくかということ」 

などが、課題として浮かび上がってくる。そ

して最終的に、 

「経営者人材をどう育成するかという問題」 

に行き着く。人材育成は企業がどのような状

況下にあっても常に考えなければならない究極

の問題である。さらにその人材育成が技術者の

段階を通り越して、経営人材に至っていること

にこの会社の素晴らしさがある。それらの中で、 

｢ソフトウェア会社としてのモノ作りの原点である

システム開発力を高める｣ 

という、極めてオーソドックスな話を聞くこ

とができたのはたいへんにうれしい。 

2．2．3 提案力の強化 

（1） 提案力の不足について 

1 社、「企画提案力の不足は感じていない」と

答えている。この会社では 

「経営戦略レベルで提案を求められることは

ない。期待もされていない」 

と、提案する領域を見事に限定している。さ

らにもう 1 社は 

「親会社では、大規模システムの調達にあた

り競争契約の導入が義務づけられているこ

とから、当社に依存せず、コンサル等を活

用して検討を進めることが多い」 

と、立場の難しさを述べている。 

しかしそれ以外の全ての会社が、多かれ少な

かれ提案力不足を感じている。現実に良い提案

ができていない理由として、次のような指摘が

ある。 

「親会社からは『この範囲の仕事だけをきっ

ちりやってもらえればいい』ということを言

われてきており、黙ってやれと言っていた人

たちに今度は何か言ってくれと言われても、

急には無理」 

「親会社側が、情報子会社を One of them と扱

い、コスト削減を特に強く求めたが故に、言われ

たことをいかに安く開発するかに注力しすぎた」 

「会社設立当時から 100％子会社としてグル

ープの IT 機能支援を担当するコストセンタ

ー的役割だった。〝待っていれば仕事は上か

ら落ちてくるもの〟であり、コンペティター

不在の状況下で、顧客への積極的なアピール

や営業活動はあまり重要ではなかった」 

また、 

「業務を知らなければ提案のしようがない」 

「分社後、親会社が始めた新サービス、新ビ

ジネスに関する業務知識が足りない」 

「ユーザー、現場の実態、ニーズを正確に把

握していないことが提案力の不足につながって

いる」 

という状況がある。 
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さらに現実の問題として、 

「仕事量が非常に多く、保守をして、開発が

入って、さらに提案もしろといわれても、人

的パワーもないし、勉強する時間もない」 

「情報子会社の社員は提案書を書く教育を受

けていないし、経験もしていない」 

「世代交代。従来、企画提案の核となっていた

人達が、統括管理などのマネジメント職に上り、

実務にタッチしなくなったり、退職したりして、世

代交代が起きている。そしてその次の世代が十

分には育っていない」 

という本質的、構造的な悩みもある。 

一方外販に関連して、 

「企画提案力を強化しないと受注活動に勝て

ない。また企画を含めた上流の方が、付加価

値が高い」 

としてこの強化の必要性を強調しているとこ

ろがある。 

経営戦略や業務に関わる提案で最も強い意向

を示している会社では、IBM などのコンピュー

タ・メーカをライバルと意識して、それを超え

る提案を親会社のトップにあげたいとの強い意

向を持っている。 

（2） 親会社から求められている提案 

親会社から求められている提案には次のよう

なテーマがあげられており、たいへん幅が広く、

奥も深い。 

「システム再構築企画･･･目的、狙い、効果、

投資、スケジュール、体制。災害対策（ビ

ジネス継続プラン）･･･リスク評価、災害対

策、設備更新・投資計画。グループ技術標

準（例：会計パッケージなど）決定スキー

ム･･･体制、運用ルール」 

「事業戦略及びコスト低減のためのＩＴ利活

用全般」 

「親会社では全ての業務を少人数でやること

が求められているので、そのための効率化

やスピードアップに関する提案」 

「コスト抑制、サービス品質（稼働率等）向

上、戦略的計画立案のための積極的提案」 

「現場の人が見えないシステム側から見た業

務改革の提案、グループ全体最適を考えた

提案」 

「インフラ、リソースマネジメントの提案」 

「アーキテクチャの更新、全体最適化」 

（3） これまで採用された具体例 

これまで採用された提案には、やはり新しい

IT 技術を親会社などの仕事の現場に適用すると

いう形のものが多い。具体的に、次のようなテ

ーマがあがっている。 

「グループ全体の基幹ネットワーク、情報セ

キュリティの提案」 

「VoIP の採用と e-learning」 

「Linux による OSS（Open ソースシステム）

構築」 

しかし単に IT 技術系だけでなく、次のような

業務系の例もある。 

「営業システムの刷新」 

「生産～在庫管理～営業～納期管理まで、あ

る事業部の一貫したシステム」 

「情報活用のための、基幹システムのデータ

を多次元で分析するシステム」 

「営業データ分析システム」 

さらにもっと広範囲に 

「目下システム再構築案の検討フェーズで、

多くの改善を提案中」 

というところがあり、 

「初期の企画のところから入り込んで一緒に

やっており、提案して採用されない事はほとん

ど無い」 

と提案したことの実現に自信を持っている会

社もある。 

（4） 提案力強化のための施策 

提案を行うための前提の 1 つである業務の現

場を知るための方策として、次のような話を聞

くことができた。 
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「実際の現場に行って、エンドユーザーの業

務を知る」 

「業務の現場とのコミュニケーションを密に

している」 

「企画フェーズから参画する」 

しかしそれだけでは必ずしも充分ではないと

して、 

「親会社への逆出向」 

「親会社、グループ会社への出向」 

をあげ、既に実施しているところもあった。IT
技術に関しては 

「新しい技術に関して、講習に行ったり講師

に来てもらったり」 

があった。もっと体系的に取り組んでいると

ころでは、 

「親会社に対する企画提案推進組織を特別に

組織化」 

「企画提案を支援するコンサルタント SE 部隊を

組織化」 

「社内に提案力強化プロジェクトを立ち上げ、提

案書ガイドラインを策定。提案プロセスの定義

と標準化を実施した。今社内での活用促進を

図っているところ」 

「社内で提案力強化の研修をしている。IC タ

グやオープンソースなどの新しい IT技術に

ついては、新しいソリューションを研究し

ている」 

「組織全体としての能力の棚卸しをコンサル

タントにお願いして行い、不足していると

ころを積極的に補うために教育体系も組み

直した」 

という本格的な企業もあった。 

「提案力強化は営業力強化」 

と捉えて、積極的に顧客のところを訪問して

の顧客の問題発掘が重要と、仕事の仕方から始

まり、ある意味で企業文化を変える必要性を述

べている会社もあった。 

2．2．4 システム再構築 

（1） 最近のもっとも大きな再構築プロジェクト 

① 再構築プロジェクト対象の業務 

再構築の対象領域は、親会社の基幹系システ

ムなどあらゆる領域に及んでいる。具体的に、

次のようなシステム名があげられている。 

「基幹業務システム」 

「グループ全体の基幹システム」 

「顧客への料金請求システム」 

「関係会社の営業系のプロジェクト」 

「代理店システム」 

「販売、物流、管理系のシステム」 

「物流・販売」 

「グループ内物流システム」 

「外部の物流システム」 

「経理システム」 

「インフラシステムのフロントエンド部分の

Web 化」 

② 再構築実施の理由、経緯、意思決定の順番 

再構築実施の理由として、次のようなものが

ある。親会社の業界の動きや業務方法の変更、

会社統合などへの対応から、子会社サイドから

の必要性、2007 年問題への対応など、これも結

構幅が広い。 

「流通変革対応、災害対策、ダウンサイジン

グ」 

「自由化対応と新たな顧客サービス実施のた

め」 

「会社統合」 

「各支店で受けていた受注を、受注センター

に統合した」 

「事業戦略に柔軟に対応できる次世代のシステ

ム基盤が必要になったこと」 

「かつてはメインフレーム主体の全社システ

ムだった。その後オープン化になって、ク

ライアントサーバーでシステムを作り始め

てきた。その次に Web システムを使って構

築してきた。その後は ERP。これが今混在

している。全社インフラの見直しをして、
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混在しているシステムの維持管理のコスト

を低減していきたい」 

「ハード／ソフトの老朽化」 

「2007 年問題で、メインフレームで残ってい

るシステムはなんとかしなくてはいけな

い」 

再構築実施の決定は、原則として親会社が行

っている。 

「親会社の経営トップの判断」 

「ビジネスサイドの方の要請」 

「親会社本社や関係会社の方から持ち込まれ

る」 

しかし中には、次のようなケースもあった。 

「情報子会社と親会社の企画部門が一緒にな

って、戦略的に再構築を実施」 

③ 再構築時に苦労した点 

業務ノウハウや現行システムが持っている機

能／ユーザインタフェースの継承という面と、

プロジェクトマネージャーの人材不足の両面が

大きい。前者については 

「業務ノウハウ、システム仕様の継承」 

「現行保障。業務が前と変わることに対する

抵抗が強い。現場が納得しないとシステム

が受け入れられない」 

「規模の大きさと、十数年使い続けてきた既存シ

ステムの複雑性」 

「現行のシステムを知っている人間が、情報

子会社にあまりいないこと」 

「ドキュメントが残っていないこと」 

などの声があり、後者については 

「大規模プロジェクトのプロジェクトマネジ

メントの経験者が少ない」 

「プロジェクト管理をできる人間が少なかっ

た」 

の声があった。さらに、次のような声も上が

っている。 

「目的が明確でない場合がある。発案として

の目的はあるが、何ができると本当の目標

到達になるかが明確ではない」 

「再構築の効果をどこで出すのか」 

さらに再構築に限らない、一般のシステム開

発での悩みがここでもあげられている。 

「仕様がなかなか細かいレベルでは固まらず、

開発をしながら仕様が決まっていくという

状況」 

「作る時に、ユーザーにオーナーシップを持

たせること」 

「業務要件確定、マスタデータの品質」 

 

④ 再構築が予定通り完了したか 

「予定通りにカットオーバーした。良いカッ

トオーバーだった」 

「ほぼ予定通りに完了」 

という企業があったが、残念ながらこれらは

少数派で、現実は次のような回答が多い。 

「1 年くらい遅延した」 

「1.5 年が 2.5 年に遅延した」 

当然開発費用の超過も起きている。 

「コストも倍くらいに膨らんだ」 

カットオーバーは順調でも、その後苦労する

ケースもある。 

「リリース直後はシステムの安定稼動に苦労

をした。非機能要求への対応が十分にでき

ていなかったので、その改善に１年間かか

った」 

（2） 今後再構築において必要と考える点 

上記のような再構築の経験を踏まえて、多く

の点が指摘されている。 

先ず人材面については、 

「上流工程から入っていける人間が必要」 

「信頼できる PM の確保」 
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の両面の指摘がある。ノウハウの継承につい

ても、声がある。 

「開発現場要因の世代交代による業務ノウハ

ウ、プログラムノウハウの承継」 

プロジェクトの仕事の進め方では次の指摘が

ある。 

「ユーザーの側に机を借りて、前もって新し

いシステムに期待することを明確に把握す

ること」 

「仕様確定のプロセスを改善」 

「ピーク時を想定した要員体制」 

「次フェーズへの GO／STOP の基準明確化」 

「導入指導などにもっと気配りが必要」 

また、ユーザーとの関係について、 

「着手前に利用者側が果たすべき役割を合意

すること。具体的にはプロジェクトオーナ

ー制を明確に機能させること」 

「親会社と子会社が、あらかじめ共通の認識

でリスクを確認し合うこと」 

さらに、組織的に次のような対応を始めたと

ころもある。 

「大規模システムのプロジェクト運営規定等を制

定し、年４回開く委員会にチェック機能を導入し

た」 

最後に、具体的な現象は不明だが、次の指摘

があった。 

「システム開発には SE の倫理観の確立も必

要」 

2．2．5 アーキテクチャを意識した情報システム 

（1） 親会社の中長期情報化構想への参画 

親会社の中長期情報化構想は、基本的に親会

社の情報システム部門が作成している。情報子

会社はこれに公式／非公式に参画しているケー

スと、全く参画していないケースに分けられる。

つまり、 

「情報化計画を共同で作成している」 

「委任契約により一体となって参加してい

る」 

「1 度ゼロ発想から作ってほしいと親会社か

ら言われ、一緒に作っている」 

という公式参加の状況があり、さらに 

「親会社の情報システム部門が主管している

が、週 1 回検討会議があり、そこに情報子会

社は参加していく必要があれば参加して議

論し、提案が必要であれば提案する」 

「親会社のシステム企画部が担当しているが、

たたき台には子会社もかなり関与してい

る」 

「中長期計画は親会社の IT部門が統括してい

る。情報子会社としては相談に乗る程度」 

「別組織になっているので、建前からいうと

関与していない。しかし・・・」 

という非公式参加の状況もある。その一方で 

「関与していない」 

という明確な回答もある。全体で見ると関与

していないケースは、むしろ少数派に属する。 

（2） 業務をシステム化する際の整理方法 

独自に決めた方法があり、それに従っている

というのが実際のところのように思える。例え

ば、次のような発言がある。 

「我々が決めた標準があるので、その標準に

則る」 

「上流工程で、当社独自のテンプレートを作成し

適用している」 

「DFD 等の開発手法は導入しているが、上流

工程に関してはこれといったものはない。

しかしドキュメントはルール化し、きっち

り管理している」 

（3） アプリケーションシステムのベースとしての構想 

金融機関では、最初の情報システム化から全

社統一の業務処理の仕組みとそれを支える情報

システムを構築してきた。それに対し製造業で

は、商品群別、あるいは事業部別の対応が多か

った。その影響が今も残り、エンタープライズ・

アーキテクチャ（EA）化の推進でも、差が見受

けられる。 



 244

例えば金融機関からは、次のような回答があ

る。 

「親会社のシステムについては共通なシステ

ム基盤を整備し、それに合わせてシステム

を構築している」 

「AsIs モデルを整理し、全体像の把握を行っ

た」 

それに対して、製造業からの回答は次のよう

なものである。現状はまちまちでも、程度の差

はあれ着実に統合に向けて進んでいることを伺

わせる。 

「事業部ごと、工場ごとにまちまちのシステ

ムになってしまっているので、なかなか統

一できないという状況」 

「現状では個々の領域の部分最適。ただし親

会社も危機意識を持っていて、その辺の提

案をしてほしいと言われている」 

「ビジネスプロセスをグループで標準化し、

アプリケーションシステムもグループ標準を

目指す」 

ただし親会社からグループ会社まで全部を統

一するということは、現実的ではないかも知れ

ない。 

「現実的にすべての関連会社を統一するのは

難しい。例えば経理システムは、親会社で

は SAP/R3、小さい関係会社はスマイル α
を使っている」 

「親会社が会計に高い ERP を入れ、グループ

会社にも買えと言う。そうすると結構高く

なる。小さなパッケージでいいのにという

のが、ものすごくある」 

EA そのものについての意識は、まだ全体に低

い。 

「EA は意識していない」 

その中で、製造業からこんなに素晴らしい発

言もある。 

「全体最適化とエンドユーザーの便益を重視し

て構想していく」 

 

（4） データベース整理に当たっての考え方 

データベースについても、EA が求めるような

データ体系の整備や DOA（データ中心アプロー

チ）で実現しようとする全社データベースの構

築が実現できているところは、現状ではまだ無

い。正規化が緒に就いたところ、というところ

であろうか。 

「DOA は意識して採用はしていない。正規化

などは相当に進んでいる」 

「正規化に努めている」 

「データベースに関してはバラバラな状態で

あったが、ようやくサーバ合と ERP 導入を

機に統一しようとしている。連結経理、コ

ックピットがキーワード」 

「コードはグローバルで統一したいという方

向」 

「各事業領域での個別システムにおいては、

特に統一構想はない。今後の課題」 

（5） 親会社のインフラ（ハード、ソフト等）決定に当た

っての責任と権限 

親会社のインフラの決定権は、少なくとも形

式的には、原則として親会社の情報システム部

門が持っている。しかしその決定に関して、こ

こでも情報子会社は関わっているケースが多い。

導入した資産の運用管理も、多くの場合情報子

会社に委ねられている。これらについての回答

は、次のようなものである。 

「最終決定は親会社の情報システム部門が実

施するが、その原案は情報子会社が作成し

ている」 

「情報子会社が提案をして、親会社が決定す

る。インフラ管理、運用は情報子会社が一

元管理」 

「ハードの購買は、基本的には親会社。我々

は見つくろって、組み合わせを提案する。

リソース管理については業務委託されてい

る」 

「親会社がインフラを決定し、導入する。稼

動後は、管理・運用のほとんどに情報子会

社が責任を持つ」 

「権限は持っていないが、責任は委託されて

いる。」 
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しかし次のような回答もあり、他の項目と同

様、ここでも現実はいろんなケースがあること

を示している。 

「資産管理は親会社の仕事」 

「ハードはほとんど情報子会社が決める。パ

ッケージなどのソフトほとんど親会社が決

めている」 

「インフラ管理はすべて情報子会社。資産と

しても、ハードはもちろん、アプリについ

てもグループで共通のものは情報子会社が

持ち、使用料を取る形に今変えようとして

いる」 

2．2．6 情報子会社の現状についての考察 

(1) 情報子会社に関連した 5 つの動き 

ここで情報子会社へのインタビューだけでな

く、親会社の IT部門へのインタビューも含めて、

情報子会社の現状についてのポイントをまとめ

ておきたい。 

情報子会社に関連して、今下記の 5 つの動き

が並列して進んでいる。 

 本社の IT部門などから人を動かして、

情報子会社を新たに作る方向 
 情報子会社の機能をさらに分ける方

向 
 情報子会社の機能を本社に戻す方向 
 情報子会社を IT ベンダーなどに売却

し、あるいは資本提携して管理を委

託する方向 
 現状維持 

以下でそれぞれのケースについて、狙いが何

で、現状はどういう状況か、などを考察する。 

(2) 新たに情報子会社を作る方向 

これまで、多くの企業が情報子会社を作って

きた。05 年度のアンケート調査によると、既に

全体で 22％の企業が情報子会社を持っている。

しかしこれまで情報子会社を作ってきたのは、

規模の大きな会社が中心だった。従業員 1 万人

以上の規模の会社では、86％が既に情報子会社

を持っていると答えている。 

この傾向は、今はこれまでより規模の小さな

会社に移り、情報子会社を新たに作って本社の

IT 部門の人と機能をこの情報子会社に移すとい

う動きがまだ続いている。 

この狙いは、以下のように捉えることができ

る。 

 IT 要員の確保を容易にする。 
 IT の専門技術の向上を図る。 
 外販ビジネスへの期待。 

さらには 

 親会社の IT 業務の管理責任を回避し

たい。 
 将来、株式取得に伴う利益を期待した

い。 

というようなものもあるかも知れない。 

これらの目的に対して、情報子会社の現状は

どうであろうか。 

まず、人の問題から話を始めよう。情報子会

社を作ることで、本社の給与制度とは別の仕組

みを情報子会社社員に適用することは可能であ

り、実際にこれは良く行われている。しかし情

報子会社の規模が大きくなければ、小さな企業

故の質量両面の人材募集にあたっての悩みがあ

る。さらに出向はともかく、情報子会社への移

籍にともなって従業員が離脱した例もあり、人

事面に関して全てがバラ色というわけではない。 

専門技術の向上の期待も、IT 技術の拡がりと

共に、今多くのところで多様化への対応の難し

さを聞く。 

外販ビジネスの拡大も容易ではない。外販を

拡大するためには優秀な人をそちらに振り向け

なければならず、その優秀な人は親会社との関

係でも必要とされていることが多い。特に親会

社が外販に積極的ではない場合、ここで問題が

発生することがある。外販を進めるに当たって、

この問題の解決は是非必要である。さらに外販

の拡大には、時間がかかるという問題もある。 

IT 業務の管理責任については、形式的には軽

減できるかも知れない。しかし、最終的な責任

は相変わらず親会社が持たなければならないこ

とを指摘しておきたい。 
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このように書くと、問題ばかりのように見え

る。しかし問題点を列挙して、情報子会社の設

立を中止させようとするつもりは毛頭ない。情

報子会社を設立するかどうかは親会社の戦略に

よる。設立する場合は事前に問題を充分に把握

し、それらへの対応を検討しておく必要がある。 

(3) 今の情報子会社の機能をさらに分ける方向 

これは今の情報子会社の機能をさらに分けて、

開発と運用で会社を分ける、あるいは開発の上

流工程を担当する会社と下流工程を担当する会

社にする、というものである。 

狙いは、一層専門を明確にしてその専門性を

発揮させようとすることにある。給与や人事制

度でも格差をつけて、それを活用しようとする

こともある。 

このケースはまだそれほど数が多くなく、こ

れ以上のコメントは、現状では差し控えたい。 

(4) 情報子会社の機能を本社に戻す方向 

これには 2 つの側面がある。1 つは本社の機能

を強化しようとするもの、もう１つはある意味

での情報子会社の救済を意識したものである。 

本社機能の強化は、本社の業務部門と IT部門、

それに情報子会社が三位一体で力を発揮して、

会社を一層発展させようとするものである。こ

れまで他の 2 者と比較して比較的力が弱かった

本社の IT 部門を強化して、情報戦略の立案やシ

ステム企画の機能などを強化しようとする狙い

を持つ。 

もう 1 つは、情報子会社を持ったものの期待

していたような効果は出ておらず、全体の中で

存在意義が薄れてきたとの判断に基づく。今、

消費税率引き上げの問題が真剣に議論されよう

としている。仮に消費税率が二桁になるような

事態があると、現在外販を行わず、プロパー社

員もいない情報子会社は閉鎖して、その機能を

再び本社に戻すという動きが鮮明になるかも知

れない。「グループ企業対応をどうするか」とい

う問題は残るが、本社の定款を変更することな

どで対応可能である。この動きに、これから注

目したい。 

 

(5) 情報子会社を IT ベンダーなどに売却し、あるい

は資本提携して管理を委託する方向 

これは情報子会社が今持っている問題を、IT
ベンダーなど外部の力を借りることで解決を図

りたいとするものである。 

この問題には情報子会社の成長の問題、IT 専

門技術の習得の問題などがある。情報子会社の

成長の問題には、外販ビジネスの強化などが含

まれる。このいずれの問題も、IT ベンダーの力

を借りることで解決できる。その意味で、これ

は 1 つの解決方法と言える。 

しかし一方で情報子会社の経営権は ITベンダ

ーに移り、それに伴い本社と情報子会社の距離

が遠くなる懸念がある。その一例として、情報

子会社では業務知識が希薄になり、有効な業務

改善についての提案が期待できなくなる、とい

うようなものがあるかも知れない。 

今更いうまでもなく、21 世紀に入って情報シ

ステムは企業経営の根幹に位置するようになっ

た。その不可欠とも言える機能を、自らの意思

が直接働かなくなるところに置いてしまって良

いのかという議論がある。 

この方向に踏み切った会社は相手の ITベンダ

ーを信用し、それを「良し」と考え、決断した

のだろう。これは戦略の問題であり、考え方の

問題であって、安易に良否を論じられる問題で

はない。したがってここでは、これ以上の議論

はしない。 

(6) 現状維持 

上の 4 つの具体的な動きと比較して、件数的

に一番数が多いのは何といっても「現状維持」

である。具体的な動きがあるものと比較すると、

気持ちの上でも安らぎがあると言えるかも知れ

ない。 

しかし形の上では現状維持でも、内面ではか

なりの変化が起きている。その 1 つは、これま

での情報子会社の機能を「開発から運用まで」

から、「企画を含む」方向に変えようとするもの

である。さらにそれに伴い、本社への逆出向や、

本社の業務要員支援などの動きが見られる。そ

れらは、この報告の中でも既に指摘した。 
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この業務の深化に伴い、さらにいくつもの問

題が派生する。具体的には、人材の育成をどう

するか、企画作業で成果を挙げるための研究・

開発をどう進めるか、そのための費用をどう確

保するか、などをあげることができる。 

さらに、外販ビジネスにも一層真剣に取り組

むとすれば、それと本社・グループ向けの作業

とどう並立するのか、あるいは外販ビジネスそ

のものの成長か可能なのかというような問題に、

解決を迫られることになる。 

情報子会社の機能を本社に戻す議論でふれた

ように、消費税の税率アップの議論は避けて通

れないように見える。その消費税率がアップさ

れる時に、何らかの組織の変化は必要なのか、

変化があるとすればどの形が親会社と情報子会

社、さらにグループ企業にとって望ましい形な

のか、といった問題もある。 

形式的には「現状維持」でも、情報子会社は

現実に多くの難しい問題を抱えており、それら

の問題の解決が迫られていると言わなければな

らない。 

2．2．7 情報子会社のこれからの課題 

この報告でも明らかになったように、情報子

会社の業務はこれまでの「開発から運用まで」

から「企画を含む」方向に、急速に変化してき

ている。しかし情報子会社の体制は、この変化

にまだ充分に対応できるようにはなっていない

と思われる。この体制の整備が、当面の最も大

きな課題であると我々は考える。 

具体的には、やはり社員の教育が最大のテー

マである。企画を行うためには、業務を知り、

その上で「ビジネスとは何たるか」を知り、戦

略を理解して、始めて可能になる。細かいとこ

ろでは、企画書の書き方も重要なテーマである。 

日本の企業では親会社も子会社も、お互いに

仕事の区分けなどを明確にしないという良くな

い習慣がある。しかし「企画作業をどちらがど

う担当するか」は、たいへんに重要な問題であ

る。それを子会社に委託するのであれば親会社

は明確にそう宣言し、子会社は体制整備のため

の社員教育の費用などを親会社に要求して、し

っかりとした体制を整備するべきである。業務

多忙の中で、どう社員教育を行うのかも、子会

社は真剣に考えなければならない。 

もう一つ、技術的な点での課題を挙げておき

たい。 

日本で最初のコンピュータが東京証券取引所

と野村證券に導入されて、50 年が経過した。単

純に言って、我々日本人は情報システムの構築

に半世紀の経験を持ったことになる。それにも

関わらず、この報告の中でも明らかにしたよう

に、まだ我々はプロジェクトのスケジュール遅

れと予算超過を克服できていない。ソフトウェ

アの品質の問題も同様だろう。 

なぜ我々は同じ失敗を、これほどまでに繰り

返さなければならないのか。なぜソフトウェア

開発に関わる全てのプロジェクト管理者が、今

回ある 1 社から聞くことができたように「予定

通りにカットオーバーした。良いカットオーバ

ーだった」と胸を張って言えないのだろうか。 

業務多忙を口実にせず、この問題も真剣に捉

えて欲しい。ソフトウェア開発をその主要な業

としている以上、この問題に明確な答えを出す

までの間、情報子会社は本来期待されている機

能を果たしていないと言わざるを得ない。そし

て期待されている機能がいつまでも果たせない

組織は、その中に存続し得ないことになる可能

性が高い。 

ソフトウェア工学は、まだ発展途上にある技

術領域である。しかしソフトウェア工学は、プ

ロジェクトのスケジュール遅れや予算超過の解

消に、すでに明確な回答を出している。別の言

い方をすれば、ソフトウェア工学の最新の成果

を組織内に取り組むことによって、高品質のソ

フトウェアを予算内に、スケジュール遅れなし

に、開発することが既に可能になっている。 

しかしこのソフトウェア工学の最新の成果を

取り込むことは、簡単なことではない。一言で

表せば、「企業の文化」を大きく変える必要があ

る。それにはやはり、大きな苦しみを伴う。し

かしこの苦しみを超えたところに、親会社だけ

でなく社会一般からも高く評価される「立派な

会社」が待っている。この方向に舵を切って進

み出すことが、今の情報子会社の経営者として

必要なことだと考える。 
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